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一　

平
成
の
大
合
併
ま
で
の
鳥
取
県
内
の
市
町
村
お
よ
び
郡
の
変
遷

鳥
取
県
は
、
中
国
山
地
の
北
側
に
あ
っ
て
、
東
は
兵
庫
県
、
西
は
島
根
県
、
南
は
岡
山
・
広
島
の
両
県
に
接
し
、
北
は
日
本
海
に
面
し

論　
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た
、
総
面
積
が
三
五
〇
七
・
二
六
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
で
、
東
西
約
一
二
〇
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
、
南
北
約
二
〇
〜
六
〇
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
の
東

西
に
細
長
い
県
で
あ
る
。
よ
り
詳
し
く
説
明
す
れ
ば
、
鳥
取
県
の
東
端
は
八
頭
郡
若
桜
町
大
字
落
折
で
東
経
一
三
四
度
三
一
分
、
西
端
は

日
野
郡
日
南
町
大
字
新
屋
で
東
経
一
三
三
度
八
分
で
あ
り
、
東
西
の
距
離
は
一
二
六
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
と
な
る
。
南
端
は
日
野
郡
日
南
町
大

字
豊
栄
で
北
緯
三
五
度
三
分
、
北
端
は
岩
美
郡
岩
美
町
大
字
陸
上
で
北
緯
三
五
度
三
六
分
で
あ
り
、
南
北
の
距
離
は
六
一
・
八
五
キ
ロ

メ
ー
ト
ル
と
な
る

（
1
）

。
鳥
取
県
の
面
積
は
日
本
の
四
七
都
道
府
県
の
四
一
位
で
あ
り
、
平
均
面
積
約
八
千
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
の
半
分
以
下

の
細
長
く
規
模
の
小
さ
い
県
で
あ
る
。

明
治
元
年
当
時
の
鳥
取
藩
は
、
旧
因
幡
国
の
八
郡
（
邑
美
郡
・
法
美
郡
・
岩
井
郡
・
八
上
郡
・
八
東
郡
・
智
頭
郡
・
高
草
郡
・
気
多
郡
）
と
旧

伯
耆
国
の
六
郡
（
河
村
郡
・
久
米
郡
・
八
橋
郡
・
汗
入
郡
・
会
見
郡
・
日
野
郡
）
で
構
成
さ
れ
て
い
た
。
こ
れ
は
現
在
の
鳥
取
県
の
領
域
と
同

じ
で
あ
る
。
明
治
四
年
七
月
の
廃
藩
置
県
の
と
き
に
は
、
旧
因
幡
国
の
八
郡
と
旧
伯
耆
国
の
六
郡
の
鳥
取
藩
の
領
域
に
、
旧
播
磨
国
の
三

郡
の
一
部
を
加
え
る
形
で
鳥
取
県
が
誕
生
し
た
。
同
年
一
一
月
に
播
磨
国
の
三
郡
は
姫
路
県
（
後
の
兵
庫
県
）
に
編
入
さ
れ
た
が
、
逆
に

一
二
月
に
も
と
も
と
松
江
藩
の
管
轄
に
属
し
、
廃
藩
置
県
で
浜
田
藩
の
管
轄
区
域
と
さ
れ
た
旧
隠
岐
国
が
島
根
県
か
ら
鳥
取
県
に
編
入
さ

れ
た
。
し
か
し
明
治
九
年
八
月
に
鳥
取
県
は
島
根
県
に
合
併
さ
れ
消
滅
し
て
い
る
。
鳥
取
県
と
島
根
県
は
境
港
や
中
海
を
挟
ん
で
影
響
し

あ
っ
て
い
た
こ
と
が
う
か
が
え
る
。

旧
鳥
取
県
民
が
熱
心
に
再
置
運
動
を
行
っ
た
こ
と
が
実
り
、
明
治
一
四
年
九
月
に
旧
因
幡
国
の
八
郡
と
旧
伯
耆
国
の
六
郡
の
領
域
は
島

根
県
か
ら
分
離
独
立
し
再
び
鳥
取
県
と
な
っ
た
。
明
治
元
年
の
鳥
取
藩
を
鳥
取
県
と
し
て
再
興
し
た
後
は
、
鳥
取
県
は
内
部
で
の
郡
や
市

町
村
の
合
併
を
繰
り
返
し
て
は
き
た
が
、
県
境
を
変
え
る
よ
う
な
動
き
に
遭
遇
す
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。
明
治
の
大
合
併
の
流
れ
の
中
、

明
治
二
一
年
の
「
市
制
・
町
村
制
」
の
影
響
を
受
け
て
、
明
治
二
二
年
一
〇
月
一
日
に
邑
美
郡
と
法
美
郡
か
ら
鳥
取
市
が
誕
生
し
、
鳥
取

二
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取
県
の
平
成
の
大
合
併
の
経
過
と
そ
の
後
（
山
田
）

（
一
三
五
）

県
は
一
市
・
四
町
・
二
三
三
村
の
合
計
二
三
八
市
町
村
（
一
四
郡
）
と
な
っ
た
。
明
治
二
三
年
の
「
府
県
制
」「
郡
制
」
制
定
を
受
け
て
、

鳥
取
県
で
は
明
治
二
九
年
四
月
に
郡
の
再
編
が
実
施
さ
れ
、
旧
因
幡
郡
の
八
郡
は
、
邑
美
郡
と
法
美
郡
と
岩
井
郡
が
合
併
し
て
岩
美
郡
に
、

八
上
郡
と
八
東
郡
と
智
頭
郡
が
合
併
し
て
八
頭
郡
に
、
高
草
郡
と
気
多
郡
が
合
併
し
て
気
高
郡
と
な
り
、
三
郡
に
再
編
さ
れ
た
。
他
方
、

旧
伯
耆
国
の
六
郡
は
、
河
村
郡
と
久
米
郡
と
八
橋
郡
が
合
併
し
て
東
伯
郡
に
、
汗
入
郡
と
会
見
郡
が
合
併
し
て
西
伯
郡
と
な
り
、
合
併
し

な
か
っ
た
日
野
郡
と
あ
わ
せ
て
三
郡
に
再
編
さ
れ
た
。
そ
の
結
果
鳥
取
県
は
一
市
六
郡
と
な
っ
た
。
旧
伯
耆
国
の
領
域
は
西
伯
郡
と
東
伯

郡
・
日
野
郡
の
二
つ
の
区
域
が
並
立
す
る
形
と
な
っ
た
。

そ
の
後
も
鳥
取
県
内
の
市
町
村
で
は
徐
々
に
合
併
が
進
み
、
大
正
一
四
年
一
〇
月
一
日
に
は
鳥
取
市
と
六
つ
の
郡
の
一
八
七
町
村
の
合

計
一
八
八
市
町
村
と
な
っ
た
。
昭
和
二
年
に
西
伯
郡
か
ら
米
子
市
が
誕
生
し
た
。
第
二
次
世
界
大
戦
後
の
昭
和
二
五
年
一
〇
月
で
も
、
鳥

取
県
内
の
市
町
村
は
、
鳥
取
市
と
米
子
市
の
二
市
の
ほ
か
六
郡
に
二
三
町
一
四
五
村
が
置
か
れ
、
合
計
一
七
〇
の
市
町
村
が
存
在
し
て
い

た
。
明
治
の
大
合
併
以
降
、
第
二
次
世
界
大
戦
終
了
時
ま
で
に
、
鳥
取
県
内
の
市
町
村
数
は
合
併
に
よ
り
、
約
三
分
の
二
に
減
少
し
た
こ

と
が
わ
か
る
。

昭
和
の
大
合
併
の
た
め
に
、
三
年
間
の
時
限
法
で
あ
る
町
村
合
併
促
進
法
が
施
行
さ
れ
た
昭
和
二
八
年
一
〇
月
一
日
に
倉
吉
市
が
誕
生

し
た
。
こ
れ
に
よ
っ
て
鳥
取
県
は
鳥
取
市
と
米
子
市
と
倉
吉
市
の
そ
れ
ぞ
れ
が
地
域
の
中
核
的
機
能
を
担
う
体
制
が
確
立
さ
れ
た
と
い
え

る
。
昭
和
の
大
合
併
前
期
の
昭
和
三
〇
年
一
〇
月
の
鳥
取
県
の
市
町
村
は
三
市
三
一
町
二
二
村
（
六
郡
）
の
合
計
五
六
市
町
村
で
あ
っ
た
。

昭
和
三
一
年
四
月
一
日
に
は
境
港
市
が
誕
生
し
た
。
昭
和
三
一
年
六
月
に
五
年
間
の
時
限
法
で
あ
る
新
市
町
村
建
設
促
進
法
が
施
行
を
受

け
て
鳥
取
県
の
市
町
村
合
併
が
継
続
さ
れ
、
昭
和
三
五
年
一
〇
月
の
鳥
取
県
の
市
町
村
数
は
四
市
三
二
町
四
村
（
六
郡
）
の
合
計
四
〇
市

町
村
と
な
っ
た
。
鳥
取
県
内
の
市
町
村
は
合
併
に
よ
っ
て
約
四
分
の
一
に
再
編
さ
れ
た
の
で
あ
る
。
昭
和
四
五
年
一
〇
月
に
鳥
取
県
の
市

三
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町
村
数
は
四
市
三
一
町
四
村
（
六
郡
）
の
合
計
三
九
市
町
村
と
な
り
、
鳥
取
県
で
平
成
の
大
合
併
推
進
直
前
の
平
成
一
六
年
八
月
三
一
日

ま
で
継
続
さ
れ
た
。

昭
和
四
五
年
か
ら
平
成
一
六
年
八
月
三
一
日
ま
で
の
、
鳥
取
県
の
市
町
村
の
状
況
を
郡
単
位
で
み
る
と
以
下
の
通
り
と
な
る
。
市
は
鳥

取
市
、
米
子
市
、
倉
吉
市
、
境
港
市
の
四
市
で
あ
る
。
鳥
取
市
に
隣
接
す
る
岩
美
郡
に
は
岩
美
町
、
国
府
町
、
福
部
村
の
二
町
一
村
が
、

八
頭
郡
に
は
若
桜
町
、
智
頭
町
、
郡
家
町
、
船
岡
町
、
八
東
町
、
川
原
町
、
用
瀬
町
、
佐
治
村
の
七
町
一
村
が
、
気
高
郡
に
は
気
高
町
、

鹿
野
町
、
青
谷
町
の
三
町
が
存
在
し
た
。
倉
吉
市
に
隣
接
す
る
東
伯
郡
に
は
羽
合
町
、
東
郷
町
、
泊
村
、
北
條
町
、
大
栄
町
、
東
伯
町
、

赤
碕
町
、
関
金
町
、
三
朝
町
の
八
町
一
村
が
存
在
し
た
。
米
子
市
に
隣
接
す
る
西
伯
郡
に
は
中
山
町
、
名
和
町
、
大
山
町
、
淀
江
町
、
日

吉
津
村
、
西
伯
町
、
会
見
町
、
岸
本
町
の
七
町
一
村
が
存
在
し
た
。
日
野
郡
に
は
溝
口
町
、
江
府
町
、
日
野
町
、
日
南
町
の
四
町
が
存
在

し
て
い
た
。
境
港
市
は
米
子
市
と
隣
接
し
て
い
る
が
他
の
市
町
村
と
は
接
し
て
お
ら
ず
、
中
海
を
挟
ん
で
島
根
県
と
隣
接
し
て
い
る

（
2
）

。

鳥
取
県
の
四
市
三
一
町
四
村
体
制
の
実
情
を
、
平
成
一
二
年
の
国
勢
調
査
の
人
口
で
み
る
と
、
鳥
取
市
一
五
万
四
三
九
人
、
米
子
市

一
三
万
八
七
五
六
人
、
倉
吉
市
四
万
九
七
一
一
人
、
境
港
市
三
万
六
八
四
三
人
で
、
市
部
に
は
三
七
万
五
七
四
九
人
が
住
ん
で
お
り
、
県

民
全
体
の
六
割
強
が
市
部
に
住
ん
で
い
た
。
岩
美
郡
の
岩
美
町
は
一
万
四
〇
一
五
人
、
国
府
町
は
八
六
二
〇
人
、
福
部
村
は
三
四
五
一
人

で
あ
り
、
八
頭
郡
の
若
桜
町
は
四
九
九
八
人
、
智
頭
町
は
九
三
八
三
人
、
郡
家
町
は
一
万
九
人
、
船
岡
町
は
四
六
六
四
人
、
八
東
町
五
五
七
二

人
、
河
原
町
は
八
三
八
二
人
、
用
瀬
町
は
四
三
二
四
人
、
佐
治
村
は
二
八
三
五
人
で
あ
り
、
気
高
郡
の
気
高
町
は
一
万
四
人
、
鹿
野
町
は

四
五
九
四
人
、
青
谷
町
は
八
〇
九
五
人
で
あ
っ
た
。
東
伯
郡
の
羽
合
町
は
七
七
六
七
人
、
東
郷
町
は
六
五
五
八
人
、
泊
村
は
三
〇
五
六
人
、

北
條
町
は
七
八
六
五
人
、
大
栄
町
は
九
〇
五
〇
人
、
東
伯
町
は
一
万
二
〇
九
八
人
、
赤
碕
町
は
八
三
四
四
人
、
関
金
町
は
四
三
一
六
人
、

三
朝
町
は
七
九
二
一
人
で
あ
っ
た
。
西
伯
郡
の
中
山
町
は
五
二
三
三
人
、
名
和
町
は
七
五
九
八
人
、
大
山
町
は
六
七
三
〇
人
、
淀
江
町
は
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図 1　鳥取県内の市町村

＜市＞ ＜岩美郡＞ ＜八頭郡＞ ＜東伯郡＞ ＜西伯郡＞ ＜日野郡＞

鳥取市 岩美町 八頭町 湯梨浜町 日吉津村 日南町

米子市 若桜町 三朝町 大山町 日野町

倉吉市 智頭町 北栄町 南部町 江府町

境港市 琴浦町 伯耆町

■ 平成 16 年 9 月 1 日に東伯町と赤碕町は合併して琴浦町となりました。

■ 平成 16 年 10 月 1 日に羽合町、泊村、東郷町は合併して湯梨浜町となりました。

■ 平成 16 年 10 月 1 日に西伯町と会見町は合併して南部町となりました。

■  平成 16 年 11 月 1 日に鳥取市、国府町、福部村、河原町、用瀬町、佐治村、気高町、鹿野町、青谷

町は合併して鳥取市となりました。

■ 平成 17 年 1 月 1 日に岸本町と溝口町は合併して伯耆町となりました。

■ 平成 17 年 3 月 22 日に倉吉市と関金町は合併して倉吉市となりました。

■ 平成 17 年 3 月 28 日に大山町、名和町、中山町は合併して大山町となりました。

■ 平成 17 年 3 月 31 日に米子市、淀江町は合併して米子市となりました。

■ 平成 17 年 3 月 31 日に郡家町、船岡町、八東町は合併して八頭町となりました。

■ 平成 17 年 10 月 1 日に北条町、大栄町は合併して北栄町となりました。

■ 平成 17 年 10 月 1 日に鳥取市は特例市に移行しました。

出典：http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=9577
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表 1　鳥取県の平成の大合併の流れ
平成 16 年 8 月 31 日までの鳥取県内市町村 平成 17 年 10 月 1 日以降の鳥取県内市町村

市／郡 市町村名 人　口 人口比 市／郡 市町村名 人　口 人口比 面　積 面積比 備考

鳥 取 市 150,439 24.52% 鳥 取 市 195,957 32.98% 765.66 21.83% 合併で拡大

岩美郡

岩 美 町 14,015 2.28% 岩美郡 岩 美 町 12,922 2.17% 122.38 3.49%

国 府 町 8,620 1.40% 鳥取市と
合併福 部 村 3,451 0.56%

八頭郡

若 桜 町 4,998 0.81%

八頭郡

若 桜 町 4,072 0.68% 199.31 5.68%

智 頭 町 9,383 1.52% 智 頭 町 8,266 1.38% 224.61 6.40%

郡 家 町 10,009 1.63%

八 頭 町 19,386 3.26% 206.71 5.89% 合　併船 岡 町 4,664 0.76%

八 東 町 5,572 0.90%

河 原 町 8,382 1.36%
鳥取市と

合併
用 瀬 町 4,324 0.70%

佐 治 村 2,835 0.46%

気高郡

気 高 町 10,004 1.63%
鳥取市と

合併
鹿 野 町 4,594 0.74%

青 谷 町 8,095 1.31%

鳥取県東部 小　計 249,385 40.66% 鳥取県東部 小　計 240,603 40.50% 1518.67 43.28%

倉 吉 市 49,711 8.10%
倉 吉 市 50,830 8.55% 272.15 7.76% 合併で拡大

東伯郡

関 金 町 4,316 0.70%

羽 合 町 7,767 1.26%

東伯郡

湯梨浜町 17,670 2.97% 77.95 2.22% 合　併東 郷 町 6,558 1.06%

泊    村 3,056 0.49%

北 条 町 7,865 1.28%
北 栄 町 16,208 2.72% 57.15 1.63% 合　併

大 栄 町 9,050 1.47%

東 伯 町 12,098 1.97%
琴 浦 町 19,276 3.24% 139.92 3.99% 合　併

赤 碕 町 8,344 1.36%

三 朝 町 7,921 1.29% 三 朝 町 7,314 1.23% 233.46 6.65%

鳥取県中部 小　計 116,686 19.02% 鳥取県中部 小　計 111,298 18.73% 780.63 22.26%

米 子 市 138,756 22.62% 米 子 市 148,915 25.06% 132.21 3.77% 合併で拡大

境 港 市 36,843 0.60% 境 港 市 36,108 6.07% 28.79 0.82%

西伯郡

淀 江 町 9,081 1.48% 米子市と合併

中 山 町 5,233 0.85%

西伯郡

大 山 町 17,825 3.00% 189.79 5.41% 合　併名 和 町 7,598 1.23%

大 山 町 6,730 1.09%

日吉津村 2,971 0.48% 日吉津村 3,249 0.54% 4.16 0.12%

西 伯 町 8,168 1.33%
南 部 町 11,684 1.96% 114.03 3.25% 合　併

会 見 町 4,042 0.65%

岸 本 町 7,271 1.18%
伯 耆 町 11,740 1.97% 139.45 3.98%

郡をまたいだ
合併

日野郡

溝 口 町 5,392 0.87%

江 府 町 3,921 0.63%

日野郡

江 府 町 3,361 0.56% 124.66 3.55%

日 野 町 4,516 0.73% 日 野 町 3,809 0.64% 134.02 3.82%

日 南 町 6,696 1.09% 日 南 町 5,489 0.92% 340.87 9.72%

鳥取県西部 小　計 247,218 40.31% 鳥取県西部 小　計 242,180 40.76% 1207.98 34.44%

合　計 613,289 合　計 594,081 3507.28

　　　　　註 1　平成の大合併以前と、合併後の定住自立圏以外の人口は『市区町村プロフィール』鳥取県を参照した。

　　　　　註 2　平成の大合併以降の人口は、定住自立圏関連市町村は総務省『全国の定住自立圏の取り組み』を参照した。
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九
〇
八
一
人
、
日
吉
津
村
は
二
九
七
一
人
、
西
伯
町
は
八
一
六
八
人
、
会
見
町
は
四
〇
四
二
人
、
岸
本
町
は
七
二
七
一
人
で
あ
っ
た
。
日

野
郡
の
溝
口
町
は
五
三
九
二
人
、
江
府
町
は
三
九
二
一
人
、
日
野
町
は
四
五
一
六
人
、
日
南
町
は
六
六
九
六
人
で
あ
っ
た

（
3
）

。

鳥
取
県
の
市
町
村
は
、
平
成
の
大
合
併
が
終
了
し
た
平
成
一
七
年
一
〇
月
一
日
に
、
図
1
や
表
1
の
よ
う
に
、
四
市
一
四
町
一
村
の
合

計
一
九
市
町
村
と
な
り
、
現
在
に
至
っ
て
い
る
。
鳥
取
県
の
市
町
村
合
併
の
歴
史
を
見
る
と
、
戦
前
は
県
東
部
を
占
め
る
旧
因
幡
国
と
、

県
西
部
に
位
置
す
る
伯
耆
国
を
そ
れ
ぞ
れ
対
象
に
し
て
行
わ
れ
て
き
た
。
そ
の
中
心
が
鳥
取
市
と
米
子
市
で
あ
っ
た
。
昭
和
の
大
合
併
期

に
、
鳥
取
県
の
水
産
業
の
中
心
で
あ
る
境
港
が
市
へ
昇
格
し
、
東
西
に
長
い
鳥
取
県
の
中
間
部
の
中
心
市
と
し
て
倉
吉
市
が
設
置
さ
れ
た
。

そ
れ
ゆ
え
鳥
取
県
は
、
鳥
取
市
を
中
心
と
し
た
県
東
部
と
、
倉
吉
市
を
中
心
と
し
た
県
中
央
部
と
、
米
子
市
を
中
心
と
し
た
県
西
部
が
並

立
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
ま
た
日
本
海
に
面
し
た
県
北
部
と
、
中
国
山
脈
に
接
す
る
農
山
村
が
中
心
の
県
南
部
の
間
に
も
地
域
的
な
特
徴

の
相
違
が
み
ら
れ
る
。

鳥
取
市
は
周
辺
の
岩
美
郡
と
八
頭
郡
と
気
高
郡
の
町
村
と
の
合
併
を
推
進
し
た
。
そ
の
結
果
、
岩
美
郡
の
国
府
町
、
福
部
村
、
八
頭
郡

の
川
原
町
、
用
瀬
町
、
佐
治
村
、
気
高
郡
の
気
高
町
、
鹿
野
町
、
青
谷
町
は
、
平
成
一
六
年
一
一
月
一
日
に
合
併
に
よ
っ
て
鳥
取
市
の
一

部
と
な
っ
た
。
岩
美
郡
で
は
岩
美
町
だ
け
が
町
と
し
て
残
っ
た
。
八
頭
郡
で
は
郡
家
町
と
船
岡
町
と
八
東
町
が
平
成
一
七
年
三
月
三
一
日

に
合
併
し
て
八
頭
町
と
な
っ
た
。
若
桜
町
と
智
頭
町
は
そ
の
ま
ま
町
と
し
て
残
っ
た
。
ま
た
気
高
郡
は
構
成
し
て
い
た
三
つ
の
町
が
鳥
取

市
の
一
部
と
な
っ
た
こ
と
で
消
滅
し
た
。
こ
の
地
域
は
一
市
・
四
町
と
な
っ
た
。

倉
吉
市
と
接
し
て
い
る
郡
は
、
以
前
の
郡
の
合
併
の
影
響
も
あ
っ
て
東
伯
郡
だ
け
で
あ
る
。
倉
吉
市
は
一
部
江
府
町
と
接
し
て
は
い
る

が
、
単
純
に
言
え
ば
岡
山
県
と
東
伯
郡
に
囲
ま
れ
て
い
る
地
域
で
あ
る
。
東
伯
郡
の
八
市
一
町
の
中
で
倉
吉
市
と
合
併
し
た
の
は
、
岡
山

県
と
江
府
町
と
接
し
て
い
た
関
金
町
だ
け
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
東
伯
郡
に
囲
ま
れ
た
倉
吉
市
は
岡
山
県
や
江
府
町
と
接
す
る
よ
う
に
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な
っ
た
。
平
成
の
大
合
併
の
中
で
、
関
金
町
は
平
成
一
七
年
三
月
二
二
日
に
倉
吉
市
の
一
部
と
な
り
、
東
伯
郡
の
中
で
は
三
朝
町
だ
け
は

合
併
し
な
か
っ
た
。
他
の
町
村
を
み
る
と
、
平
成
一
六
年
九
月
一
日
に
東
伯
町
と
赤
碕
町
は
合
併
し
て
琴
浦
町
と
な
り
、
同
年
一
〇
月
一

日
に
は
羽
合
町
と
泊
村
と
東
郷
町
が
合
併
し
て
湯
梨
浜
町
と
な
り
、
一
年
後
に
は
北
条
町
と
大
栄
町
が
合
併
し
て
北
栄
町
と
な
っ
た
。
そ

の
結
果
、
こ
の
地
域
も
東
部
と
同
様
に
一
市
・
四
町
で
構
成
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

米
子
市
は
平
成
一
七
年
三
月
三
一
日
の
合
併
に
よ
っ
て
西
伯
郡
の
淀
江
町
を
取
り
込
ん
だ
。
西
伯
郡
で
は
唯
一
日
吉
津
村
だ
け
は
合
併

し
な
か
っ
た
。
平
成
一
六
年
一
〇
月
一
日
に
西
伯
町
と
会
見
町
が
合
併
し
て
南
部
町
と
な
り
、
一
七
年
三
月
二
八
日
に
は
中
山
町
と
名
和

町
と
大
山
町
が
合
併
し
て
大
山
町
と
な
っ
た
。
唯
一
郡
を
超
え
て
合
併
を
し
た
の
が
西
伯
郡
岸
本
町
と
日
野
郡
溝
口
町
で
、
合
併
し
て
伯

耆
町
と
な
り
西
伯
郡
の
区
域
と
な
っ
た
。
日
野
郡
で
合
併
し
た
の
は
溝
口
町
だ
け
で
あ
り
、
日
南
町
と
日
野
町
と
江
府
町
は
そ
の
ま
ま

残
っ
た
。
境
港
市
も
合
併
は
し
な
か
っ
た
。
そ
の
結
果
、
西
部
地
域
は
二
市
・
六
町
・
一
村
で
構
成
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
米
子
市
と

日
本
海
で
囲
ま
れ
る
形
で
、
鳥
取
県
で
唯
一
の
村
で
あ
る
日
吉
津
村
が
残
っ
た
。

平
成
の
大
合
併
後
の
鳥
取
県
内
の
市
町
村
の
人
口
と
面
積
は
以
下
の
よ
う
に
な
っ
た
。
鳥
取
市
は
岩
美
郡
の
国
府
町
と
福
部
村
、
八
頭

郡
の
川
原
町
と
用
瀬
町
と
佐
治
村
、
気
高
郡
の
気
高
町
と
鹿
野
町
と
青
谷
町
と
合
併
し
た
結
果
、
人
口
は
一
九
万
五
九
五
七
人
で
県
の

三
三
・
〇
％
、
面
積
は
七
六
五
・
六
六
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
で
県
の
二
一
・
八
％
と
な
っ
た
。
岩
美
郡
岩
美
町
は
一
万
二
九
二
二
人
で

二
・
二
％
、
一
二
二
・
三
八
で
三
・
五
％
と
な
っ
た
。
八
頭
郡
の
郡
家
町
と
船
岡
町
と
八
東
町
が
合
併
し
て
で
き
た
八
頭
町
は
一
万
九
三
八
六

人
で
三
・
三
％
、
二
〇
六
・
七
一
で
五
・
九
％
と
な
り
、
若
桜
町
は
四
〇
七
二
人
で
〇
・
七
％
、
一
九
九
・
三
一
で
五
・
七
％
、
智
頭
町
は
八
二
六
六

人
で
一
・
四
％
、
二
二
四
・
六
一
で
六
・
四
％
と
な
っ
て
い
る
。

倉
吉
市
は
関
金
町
と
合
併
し
五
万
八
三
〇
人
で
八
・
六
％
、
二
七
二
・
一
五
で
七
・
八
％
と
な
っ
た
。
東
伯
郡
の
三
朝
町
は
七
三
一
四
人
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で
一
・
二
％
、
二
三
三
・
四
六
で
六
・
七
％
、
東
伯
町
と
赤
碕
町
の
合
併
で
誕
生
し
た
琴
浦
町
は
一
万
九
二
七
六
人
で
三
・
二
％
、
一
三
九
・
九
二

で
四
・
〇
％
、
羽
合
町
と
泊
村
と
東
郷
町
の
合
併
で
誕
生
し
た
湯
梨
浜
町
は
一
万
七
六
七
〇
人
で
三
・
〇
％
、
七
七
・
九
五
で
二
・
二
％
、
北

條
町
と
大
栄
町
の
合
併
で
誕
生
し
た
北
栄
町
は
一
万
六
二
〇
八
人
で
二
・
七
％
、
五
七
・
一
五
で
一
・
六
％
と
な
っ
て
い
る
。

米
子
市
は
淀
江
町
を
取
り
込
み
人
口
一
四
万
八
九
一
五
人
で
二
五
・
一
％
、
一
三
二
・
二
一
で
三
・
八
％
と
な
っ
た
。
境
港
市
は

三
万
六
一
〇
八
人
で
六
・
一
％
、
二
八
・
七
九
で
〇
・
八
二
％
と
な
っ
て
い
る
。
西
伯
郡
で
唯
一
合
併
し
な
か
っ
た
日
吉
津
村
は
三
二
四
九

人
で
〇
・
六
％
、
四
・
一
六
で
〇
・
一
％
と
な
っ
て
い
る
。
西
伯
町
と
会
見
町
の
合
併
で
誕
生
し
た
南
部
町
は
一
万
一
六
八
四
人
で
二
・
〇
％
、

一
一
四
・
〇
三
で
三
・
三
％
と
な
り
、
中
山
町
と
名
和
町
と
大
山
町
が
合
併
し
た
大
山
町
は
一
万
七
八
二
五
人
で
三
・
〇
％
、
一
八
九
・
七
九

で
五
・
四
％
と
な
り
、
西
伯
郡
岸
本
町
と
日
野
郡
溝
口
町
の
合
併
で
誕
生
し
西
伯
郡
に
属
す
る
こ
と
に
な
っ
た
伯
耆
町
は
一
万
一
七
四
〇

人
で
二
・
〇
％
、
一
三
九
・
四
五
で
四
・
〇
％
と
な
っ
た
。
合
併
し
な
か
っ
た
日
野
郡
の
日
南
町
は
五
四
八
九
人
で
〇
・
九
％
、
三
四
〇
・
八
七

で
九
・
七
％
、
日
野
町
は
三
八
〇
九
人
で
〇
・
六
％
、
一
三
四
・
〇
二
で
三
・
八
％
、
江
府
町
は
三
三
六
一
人
で
〇
・
六
％
、
一
二
四
・
六
六
で

三
・
六
％
と
な
っ
て
い
る

（
4
）

。

都
道
府
県
内
の
市
町
村
数
の
実
態
は
、
一
七
九
市
町
村
を
抱
え
る
北
海
道
か
ら
一
五
市
町
村
を
抱
え
る
富
山
県
ま
で
さ
ま
ざ
ま
で
あ
り
、

平
均
は
三
六
・
六
市
町
村
と
な
っ
て
い
る
。
鳥
取
県
の
一
九
市
町
村
は
、
石
川
県
や
滋
賀
県
や
山
口
県
と
と
も
に
四
〇
位
で
あ
る
。
大
分

県
が
一
八
市
町
村
で
四
四
位
で
あ
り
、
一
七
市
町
村
の
福
井
県
と
香
川
県
が
続
い
て
い
る
。
鳥
取
県
よ
り
少
な
い
市
町
村
数
の
県
は
四
県

し
か
存
在
し
な
い
。
た
だ
し
鳥
取
県
よ
り
市
町
村
数
が
少
な
い
都
道
府
県
で
、
面
積
が
鳥
取
県
以
下
の
県
は
香
川
県
だ
け
で
あ
る
。
鳥
取

県
よ
り
面
積
が
小
さ
い
都
道
府
県
は
上
か
ら
佐
賀
県
、
神
奈
川
県
、
沖
縄
県
、
東
京
都
、
大
阪
府
、
香
川
県
の
順
で
あ
り
、
面
積
が
小
さ

く
人
口
の
多
い
都
道
府
県
で
は
あ
ま
り
平
成
の
大
合
併
は
進
展
し
て
い
な
か
っ
た
。

九
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一
四
二
）

市
の
数
が
最
多
な
の
は
四
〇
市
の
埼
玉
県
で
、
最
少
は
四
市
の
鳥
取
県
で
あ
る
。
鳥
取
県
に
次
ぐ
の
は
島
根
県
と
徳
島
県
と
香
川
県
で

あ
る
が
そ
れ
で
も
八
市
で
あ
り
、
鳥
取
県
が
極
端
に
少
な
い
。
町
の
数
が
最
多
な
の
は
一
二
九
町
の
北
海
道
で
あ
り
、
最
少
は
三
町
の
大

分
県
で
あ
る
。
た
だ
し
第
二
位
が
三
一
町
の
福
島
県
で
あ
り
、
北
海
道
が
突
出
し
て
い
る
。
北
海
道
を
除
く
四
六
都
府
県
の
町
の
平
均
数

は
一
三
・
六
町
で
あ
り
、
鳥
取
県
の
一
四
町
は
ほ
ぼ
平
均
数
と
い
え
る
。
村
の
数
は
最
多
の
長
野
県
の
三
五
村
か
ら
ゼ
ロ
の
一
三
県
ま
で

さ
ま
ざ
ま
で
あ
る
。
村
が
一
つ
の
府
県
は
鳥
取
県
を
ふ
く
め
て
一
〇
の
府
県
が
存
在
し
、
日
本
の
ほ
ぼ
半
数
の
府
県
が
一
村
か
ゼ
ロ
村
と

な
っ
て
い
る
。
平
均
が
四
村
で
あ
る
こ
と
か
ら
見
て
、
鳥
取
県
は
村
の
数
の
少
な
い
県
と
い
う
こ
と
に
な
る

（
5
）

。
な
お
、
鳥
取
県
の
市
部
に

は
県
人
口
の
七
割
強
が
住
ん
で
い
る
が
、
こ
れ
は
人
口
の
都
市
集
中
と
い
う
よ
り
も
、
合
併
の
結
果
と
い
う
側
面
が
強
い
。

二　

全
国
総
合
開
発
計
画
と
鳥
取
県
の
三
地
域

鳥
取
県
の
人
口
は
五
九
万
四
〇
八
一
人
で
四
七
都
道
府
県
の
中
で
最
も
少
な
い
。
四
六
位
は
人
口
七
一
万
人
強
の
島
根
県
で
あ
り
、
人

口
五
十
万
人
台
の
都
道
府
県
は
鳥
取
県
だ
け
で
あ
る
。
面
積
も
前
述
の
よ
う
に
約
三
五
〇
七
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
で
全
国
四
一
位
で
あ
り
、

小
規
模
な
都
道
府
県
の
一
つ
で
あ
る
。
た
だ
し
人
口
密
度
は
全
国
平
均
の
三
四
三
人
の
約
半
分
の
一
六
八
・
五
五
人
で
あ
る
が
、
全
国
で

三
七
位
で
あ
り
、
面
積
の
割
に
人
口
が
極
端
に
少
な
い
わ
け
で
は
な
い

（
6
）

。

歴
史
か
ら
み
る
と
、
鳥
取
県
は
旧
因
幡
国
と
旧
伯
耆
国
の
二
国
で
誕
生
し
た
。
旧
因
幡
国
の
圏
域
の
面
積
は
県
内
の
四
三
・
三
％
の

一
五
一
八
・
六
七
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
で
あ
り
、
旧
伯
耆
国
は
五
六
・
七
％
の
一
九
八
八
・
五
九
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
で
あ
る
。
旧
播
磨
国

の
圏
域
の
人
口
は
、
県
の
総
人
口
の
約
四
〇
・
五
％
の
二
四
万
〇
六
〇
三
人
で
あ
り
、
旧
伯
耆
国
は
約
五
九
・
五
％
の
三
五
万
三
四
七
八
人

で
あ
る
。
人
口
も
面
積
も
ほ
ぼ
四
対
六
の
割
合
に
な
っ
て
い
る
。
そ
れ
ゆ
え
旧
因
幡
国
の
区
域
は
鳥
取
県
の
「
東
部
地
域
」
と
さ
れ
、
若

一
〇



鳥
取
県
の
平
成
の
大
合
併
の
経
過
と
そ
の
後
（
山
田
）

（
一
四
三
）

干
広
域
で
人
口
も
多
い
旧
伯
耆
国
の
区
域
は
、
鳥
取
県
が
縦
長
な
こ
と
も
あ
っ
て
、
東
部
に
隣
接
し
鳥
取
県
の
総
面
積
の
二
二
・
三
％
、

人
口
の
一
八
・
七
％
占
め
る
旧
東
伯
郡
の
区
域
は
「
中
部
地
域
」
と
よ
ば
れ
、
中
部
と
島
根
県
に
隣
接
す
る
残
り
の
区
域
は
「
西
部
地
域
」

と
さ
れ
る
。
鳥
取
県
は
、
県
の
面
積
・
人
口
と
も
ほ
ぼ
四
〇
％
ず
つ
を
占
め
る
「
東
部
」
と
「
西
部
」、
そ
の
中
間
で
ほ
ぼ
二
〇
％
を
占

め
る
「
中
部
」
の
三
地
域
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。

市
町
村
合
併
が
適
切
な
規
模
の
基
礎
自
治
体
を
創
設
す
る
わ
け
で
は
な
い
。
ま
し
て
、
基
礎
自
治
体
の
適
正
規
模
の
標
準
が
存
在
す
る

わ
け
で
も
な
く
、
地
方
公
共
団
体
の
規
模
は
地
方
自
治
に
対
す
る
理
念
や
社
会
的
な
状
況
な
ど
に
よ
っ
て
大
き
く
異
な
る
。
昭
和
の
大
合

併
で
創
設
さ
れ
た
新
し
い
市
町
村
も
、
戦
後
復
興
策
で
あ
る
社
会
的
イ
ン
フ
ラ
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー
の
復
興
整
備
と
そ
の
拡
充
策
な
ど
に

よ
っ
て
、
時
代
と
の
齟
齬
を
き
た
す
よ
う
に
な
っ
て
い
っ
た
。
鉄
道
網
や
道
路
網
そ
し
て
港
湾
や
空
港
の
復
興
整
備
と
拡
張
な
ど
は
、

人
々
の
日
常
生
活
や
経
済
活
動
の
領
域
を
拡
大
さ
せ
た
。
こ
う
し
た
生
活
空
間
の
拡
大
と
そ
れ
に
対
応
し
た
サ
ー
ビ
ス
等
の
提
供
の
た
め

に
、
基
礎
自
治
体
の
多
く
は
複
数
の
一
部
事
務
組
合
な
ど
を
組
織
し
、
広
域
的
行
政
へ
の
対
応
を
は
か
っ
た
。
そ
の
結
果
、
昭
和
四
二
年

に
二
二
〇
二
組
合
で
あ
っ
た
一
部
事
務
組
合
は
、
昭
和
四
九
年
に
は
三
〇
三
九
組
合
ま
で
増
加
し
た
。
当
時
の
三
二
五
六
市
町
村
で
一
部

事
務
組
合
構
成
団
体
数
は
二
万
五
九
八
八
市
町
村
で
あ
り
、
一
組
合
当
た
り
の
構
成
団
体
数
は
約
八
・
六
市
町
村
で
あ
り
、
一
つ
の
市
町

村
は
平
均
八
つ
の
一
部
事
務
組
合
に
加
盟
し
て
い
た
。

そ
の
後
一
部
事
務
組
合
は
減
少
し
始
め
、
平
成
二
〇
年
に
は
一
四
四
九
団
体
と
な
り
、
一
つ
の
市
区
町
村
は
平
均
六
・
三
の
一
部
事
務

組
合
等
に
参
加
し
て
い
る

（
7
）

。
一
部
事
務
組
合
の
減
少
の
主
な
原
因
と
し
て
、
市
町
村
合
併
の
進
展
と
昭
和
四
九
年
の
複
合
一
部
事
務
組
合

制
度
の
導
入
が
あ
る
。
郡
は
昭
和
二
二
年
に
六
一
二
存
在
し
た
が
、
平
成
一
八
年
に
は
四
〇
八
、
平
成
二
三
年
に
は
三
七
七
ま
で
減
少
し

て
い
る
。
昭
和
の
大
合
併
や
平
成
の
大
合
併
の
影
響
も
あ
り
、
郡
を
単
位
あ
る
い
は
郡
を
超
え
た
広
域
的
な
市
の
形
成
や
、
郡
の
合
併
や

一
一
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一
四
四
）

統
合
な
ど
に
よ
っ
て
郡
そ
の
も
の
が
減
少
し
て
い
っ
た
。

戦
後
復
興
は
三
大
都
市
圏
の
発
展
を
促
し
、
地
域
間
格
差
を
拡
大
し
て
い
っ
た
。
そ
こ
で
、
日
本
の
地
域
間
の
均
衡
あ
る
発
展
を
基
本

目
標
と
し
て
策
定
さ
れ
た
、
昭
和
三
七
年
の｢

全
国
総
合
開
発
計
画｣

（
一
全
総
）
は
、
一
五
の
新
産
業
都
市
と
六
つ
の
工
業
整
備
特
別
地

域
を
設
定
し
、
こ
の
二
一
地
域
を
中
心
に
地
方
圏
の
総
合
的
な
開
発
を
実
施
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
政
策
を
展
開
し
た
。
こ
れ
が
拠
点

開
発
方
式
で
あ
る
。
そ
の
一
つ
と
し
て
鳥
取
県
と
島
根
県
を
ま
た
い
で
設
定
さ
れ
た
も
の
が
「
中
海
新
産
業
都
市
」
で
あ
る
。

鳥
取
県
側
で
は
米
子
市
、
境
港
市
、
西
伯
郡
西
伯
町
・
会
見
町
・
岸
本
町
・
伯
仙
町
・
日
吉
津
村
・
淀
江
町
・
大
山
町
・
名
和
町
・
中

山
町
、
日
野
郡
溝
口
町
が
指
定
さ
れ
た
。
こ
れ
は
現
在
の
米
子
市
と
境
港
市
と
大
山
町
と
南
部
町
と
伯
耆
町
に
相
当
す
る
地
域
で
あ
り
、

日
野
郡
に
属
し
て
い
た
溝
口
町
が
西
伯
郡
の
岸
本
町
と
合
併
し
て
伯
耆
町
と
な
り
伯
耆
郡
の
一
部
と
な
っ
た
一
因
と
考
え
ら
れ
る
。
島
根

県
側
で
は
松
江
市
、
出
雲
市
、
安
来
市
、
平
田
市
、
八
束
郡
鹿
島
町
・
島
根
村
・
美
保
関
町
・
東
出
雲
町
・
玉
湯
町
・
宍
道
町
・
八
束

村
・
簸
川
郡
斐
川
町
・
大
社
町
が
指
定
さ
れ
た
。
こ
れ
は
現
在
の
松
江
市
の
一
部
、
出
雲
市
の
一
部
、
安
来
市
の
一
部
で
あ
る
。
こ
の
計

画
が
、
中
海
を
挟
ん
だ
鳥
取
県
と
島
根
県
の
産
業
発
展
な
ど
の
関
係
の
、
戦
後
の
方
向
性
の
礎
と
な
っ
た
こ
と
が
理
解
で
き
る

（
8
）

。

交
通
通
信
網
の
発
展
整
備
は
人
々
の
行
動
範
囲
を
さ
ら
に
拡
大
さ
せ
、
そ
れ
に
呼
応
す
る
形
で
展
開
さ
れ
た
政
策
の
一
つ
が
昭
和
四
四

年
の
「
新
全
国
総
合
開
発
計
画
」（
新
全
総
）
で
あ
る
。
新
全
総
に
お
い
て
自
治
省
（
当
時
）
は
、
人
口
集
中
地
域
で
あ
る
中
心
都
市
と
過

疎
化
が
み
ら
れ
る
周
辺
市
町
村
の
一
体
化
し
た
地
域
開
発
や
行
政
施
策
の
遂
行
の
必
要
性
な
ど
を
前
提
に
、
三
大
都
市
圏
を
除
く
地
域
に

広
域
市
町
村
圏
を
設
定
し
た
。
全
国
の
七
〇
九
一
万
四
三
五
六
人
が
居
住
す
る
二
九
三
二
市
町
村
に
三
三
八
圏
域
が
設
定
さ
れ
た
。
広
域

市
町
村
圏
一
圏
域
の
平
均
人
口
は
二
一
万
一
千
人
で
平
均
市
町
村
数
は
九
で
あ
っ
た
。
一
部
事
務
組
合
に
お
け
る
一
組
合
の
構
成
市
町
村

数
が
八
・
六
団
体
で
あ
り
、
一
部
事
務
組
合
の
圏
域
と
広
域
市
町
村
圏
の
圏
域
に
は
あ
る
程
度
の
類
似
性
が
あ
る
こ
と
が
う
か
が
え
る

（
9
）

。

一
二



鳥
取
県
の
平
成
の
大
合
併
の
経
過
と
そ
の
後
（
山
田
）

（
一
四
五
）

建
設
省
（
当
時
）
は
、
単
数
も
し
く
は
複
数
の
広
域
市
町
村
圏
を
単
位
と
し
て｢

地
方
生
活
圏｣

を
設
定
し
た
。

昭
和
四
八
年
の
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
と
そ
の
後
の
低
成
長
期
へ
の
移
行
の
影
響
を
受
け
て
、
昭
和
五
二
年
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
「
第
三
次

全
国
総
合
開
発
計
画
」（
三
全
総
）
は
、
中
心
政
策
の
一
つ
と
し
て｢

モ
デ
ル
定
住
圏
計
画｣

を
提
示
し
、
全
国
に
四
四
の｢

モ
デ
ル
定
住

圏｣

を
設
定
し
た
。
バ
ブ
ル
期
の
昭
和
六
二
年
に
設
定
さ
れ
た｢

第
四
次
全
国
総
合
開
発
計
画｣

（
四
全
総
）
は
、
総
合
保
養
地
整
備
法
と

地
方
拠
点
都
市
整
備
法
を
制
定
し
、
全
国
に
四
二
の
リ
ゾ
ー
ト
地
域
と
八
一
の
地
方
拠
点
都
市
地
域
を
設
定
し
た
。
た
だ
し
国
土
交
通
省

は
、
平
成
一
六
年
二
月
に
四
二
の｢

リ
ゾ
ー
ト
基
本
計
画｣

の
廃
止
を
含
め
た
抜
本
的
見
直
し
を
指
示
し
た
。
そ
の
結
果
一
二
の
基
本
計

画
が
廃
止
さ
れ
た
。
ま
た
平
成
二
一
年
三
月
三
一
日
を
も
っ
て｢

広
域
市
町
村
圏｣

と
「
ふ
る
さ
と
市
町
村
圏
」
は
廃
止
さ
れ
、｢

定
住

自
立
圏｣

に
移
行
す
る
こ
と
に
な
っ
た

（
10
）

。

鳥
取
県
の
三
地
域
に
は
、
昭
和
四
四
年
に
鳥
取
中
部
広
域
市
町
村
圏
、
翌
四
五
年
に
鳥
取
県
東
部
広
域
市
町
村
圏
、
四
六
年
に
鳥
取
県

西
部
広
域
市
町
村
圏
が
設
置
さ
れ
た
。
そ
れ
ら
は
す
べ
て
「
地
方
生
活
圏
」、「
ふ
る
さ
と
市
町
村
圏
」（
平
成
二
二
・
二
三
年
廃
止
）、｢

定

住
自
立
圏｣

（「
西
部
」
だ
け
は
米
子
市
と
境
港
市
の
み
）
の
指
定
を
受
け
て
い
る
。
た
だ
し
、
鳥
取
中
部
が｢

モ
デ
ル
生
活
圏｣

と
平
成

一
九
年
に
「
特
定
地
域
経
済
活
性
化
対
策
推
進
地
域
」
に
指
定
さ
れ
た
の
に
対
し
て
、
鳥
取
県
東
部
は
平
成
五
年
に
西
部
は
平
成
六
年
に

「
地
方
拠
点
都
市
地
域
」
に
指
定
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
鳥
取
県
西
部
を
中
心
に
平
成
三
年
に
「
ふ
る
さ
と
大
山
ふ
れ
あ
い
リ
ゾ
ー
ト
構
想
」

に
よ
る
リ
ゾ
ー
ト
整
備
も
実
施
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
こ
と
か
ら
、
鳥
取
中
部
は
第
一
次
産
業
を
中
心
と
し
た
自
然
環
境
豊
か
な
生
活
圏
域
と
考
え
ら
れ
、
他
の
二
つ
の
地
域
は
産
業
の

発
展
を
前
提
に
地
域
開
発
に
向
か
う
べ
き
地
域
と
考
え
ら
れ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
た
だ
し
鳥
取
県
東
部
は
鳥
取
市
を
中
心
と
し
て
一

体
化
型
の
発
展
を
目
指
す
べ
き
地
域
と
さ
れ
て
い
る
の
に
対
し
て
、
西
部
は
内
部
の
地
域
的
特
性
に
よ
っ
て
異
な
っ
た
対
応
も
み
ら
れ
、

一
三
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（
一
四
六
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農
山
村
と
し
て
の
存
在
を
重
視
せ
ざ
る
を
得
な
い
地
域
と
、
島
根
県
と
の
関
連
を
重
視
し
な
が
ら
発
展
し
て
い
く
こ
と
を
目
指
し
て
い
る

地
域
が
併
存
し
て
い
る
。

表
2
の
よ
う
に
、
鳥
取
県
に
現
存
す
る
一
部
事
務
組
合
の
う
ち
、
広
域
市
町
村
圏
設
置
以
前
か
ら
継
続
さ
れ
て
い
る
も
の
は
、
昭
和
二

九
年
設
置
の
、
鳥
取
県
内
の
全
町
村
を
構
成
団
体
と
す
る
「
鳥
取
県
町
村
消
防
災
害
補
償
組
合
」、
米
子
市
と
日
吉
津
村
を
構
成
団
体
と

す
る
「
米
子
市
日
吉
津
村
中
学
校
組
合
」、
昭
和
三
三
年
に
設
置
さ
れ
た
鳥
取
県
と
島
根
県
が
構
成
団
体
と
す
る
「
境
港
管
理
組
合
」、
昭

和
三
六
年
の
鳥
取
県
内
の
全
町
村
と
四
組
合
が
構
成
団
体
と
な
っ
て
い
る
「
鳥
取
県
町
村
職
員
退
職
手
当
組
合
」、
昭
和
四
六
年
の
南
部

町
と
伯
耆
町
を
構
成
団
体
と
す
る
「
南
部
町
・
伯
耆
町
清
掃
施
設
管
理
組
合
」
と
日
野
町
と
江
府
町
と
日
南
町
を
構
成
団
体
と
す
る
「
日

野
町
江
府
町
日
南
町
衛
生
施
設
組
合
」
で
あ
る
。
こ
れ
ら
を
大
別
す
る
と
、
鳥
取
県
内
の
全
市
町
村
が
構
成
団
体
と
な
る
資
金
管
理
に
関

す
る
団
体
と
、
鳥
取
県
と
島
根
県
に
よ
っ
て
設
立
さ
れ
た
組
合
以
外
は
、
す
べ
て
鳥
取
県
西
部
に
位
置
す
る
市
町
村
が
関
連
す
る
組
合
で

あ
る
。
鳥
取
県
西
部
地
域
内
の
特
殊
性
が
う
か
が
え
る
。

た
だ
し
、
鳥
取
県
内
に
設
置
さ
れ
た
一
部
事
務
組
合
は
こ
れ
だ
け
で
は
な
か
っ
た
。
三
つ
の
広
域
市
町
村
圏
の
管
理
組
合
が
す
べ
て
複

合
一
部
事
務
組
合
で
あ
る
こ
と
は
、
こ
れ
ら
の
地
域
を
単
位
と
し
て
、
そ
こ
に
存
在
し
て
い
た
複
数
の
一
部
事
務
組
合
を
解
散
し
て
一
つ

の
複
合
一
部
組
合
を
設
置
し
た
こ
と
が
わ
か
る
。
広
域
市
町
村
圏
の
設
置
は
、
複
合
一
部
事
務
組
合
の
設
置
に
よ
る
一
部
事
務
組
合
の
整

理
を
目
的
の
一
つ
と
し
た
も
の
で
あ
り
、
鳥
取
県
内
の
一
部
事
務
組
合
も
そ
う
し
た
流
れ
の
中
で
整
理
さ
れ
て
い
っ
た
こ
と
が
わ
か
る（

11
）

。

昭
和
四
四
年
に
設
置
さ
れ
た
鳥
取
中
部
広
域
市
町
村
圏
に
は
、
昭
和
四
六
年
に
「
中
部
市
町
村
共
同
施
設
管
理
組
合
」（
昭
和
五
二
年
に

「
中
部
広
域
行
政
管
理
組
合
」
に
名
称
変
更
）
が
一
部
事
務
組
合
と
し
て
設
立
さ
れ
た
。
こ
の
中
部
広
域
市
町
村
圏
は
昭
和
五
二
年
の｢

第
三

次
全
国
総
合
開
発
計
画｣

下
で｢

モ
デ
ル
定
住
圏｣

と
さ
れ
、
平
成
元
年
に
は
「
ふ
る
さ
と
市
町
村
圏
」
に
指
定
さ
れ
、
平
成
一
三
年
に

一
四



鳥
取
県
の
平
成
の
大
合
併
の
経
過
と
そ
の
後
（
山
田
）

（
一
四
七
）

表 2　鳥取県の一部事務組合
一  部  事  務  組  合  の  名  称 構　　成　　団　　体　　名 設立年月日 共　　同　　処　　理　　事　　務

鳥取県東部広域行政管理組合 鳥取市、岩美郡・八頭郡の町 S46.12.20

地域拠点都市地域基本計画、ふるさと市
町村圏計画、し尿処理、消防、不燃物処
理、可燃物処理施設の建設、火葬場、介
護保険（要介護、要支援認定に係る審査、
判定）、障害認定審査、休日急患歯科診
療業務運営、最終処分場跡地利用、汚泥
運搬事務、県からの移譲事務（【1】火薬
類の消費等に係る許可　【2】液化石油ガ
ス設備工事届の受理）

鳥取県西部広域行政管理組合
米子市、境港市、西伯郡、日野
郡の町村

Ｓ 47. 6. 1

ふるさと市町村圏計画、不燃物処理、広
域福祉センター、消防、視聴覚ライブラ
リー、病院群輪審制病院運営、広域観光、
火葬場、介護保険（要介護、要支援認定
に係る審査、判定）、障害認定審査、し
尿処理、可燃物処理、県からの移譲事務

（【1】火薬類の消費等に係る許可　【2】
液化石油ガス設備工事等の受理）

八　頭　環　境　施　設　組　合 鳥取市、八頭町、若桜町、智頭町 H13.4.1 ごみ処理

南部町・伯耆町清掃施設管理組合 南部町、伯耆町 Ｓ 46. 4. 1 ごみ処理

日野町 江府町 日南町衛生施設組合 日野町、江府町、日南町 S46.10.20 し尿処理、ごみ処理

鳥取県町村消防災害補償組合 全町村 Ｓ 29.10. 1 消防団員及び水防団員に係る損害補償

鳥取県町村職員退職手当組合
全町村、鳥取中部ふるさと広域
連合ほか 4 組合

Ｓ 36. 7. 8 退職手当

米子市日吉津村中学校組合 米子市、日吉津村 S29.10.20 中学校

玉　井　斎　場　管　理　組　合 境港市、島根県松江市 H6.12.21 火葬場

日　  野　  病　  院　  組　  合 日野町、江府町、伯耆町 Ｈ 8. 3.21 病院

境　  港　  管　  理　  組　  合 鳥取県、島根県 Ｓ 33. 4. 1 境港の管理運営

鳥取県自治振興課広域連合・一部事務組合を参照し作成した。

表 3　鳥取県の広域連合
広　域　連　合　の　名　称 構　成　団　体　名 設立年月日 共　　同　　処　　理　　事　　務

鳥取中部ふるさと広域連合 倉吉市、東伯郡の町 H10.4.1

ふるさと市町村圏計画、ごみ処理、し尿
処理、火葬場、消防、交通共済、固定資
産評価審査、滞納整理、休日急患診療所、
病院群輪審制病院運営、介護保険（要介
護、要支援認定に係る審査、判定）、県
からの移譲事務（【1】火薬類の消費等に
係る許可　【2】液化石油ガス設備工事届
の受理）

南 部 箕 蚊 屋 広 域 連 合 南部町、伯耆町、日吉津村 H11.7.19

介護保険（要介護、要支援認定に係る審
査、判定に関するものを除く）老人保健
福祉計画、県からの移譲事務（指定居宅
サービス事業者、指定居宅介護支援事業
者、指定介護予防サービス事業者の指
定） 

鳥取県後期高齢者医療広域連合 鳥取県内全市町村 H19.2.1

後期高齢者医療制度に係る、被保険者の
資格管理に関する事務、医療給付に関す
る事務、保険料の賦課に関する事務、保
健事業に関する事務

鳥取県自治振興課広域連合・一部事務組合を参照し作成した。

一
五
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は
「
特
定
地
域
経
済
活
性
化
対
策
推
進
地
域
」
に
指
定
（
平
成
一
六
年
に
再
指
定
）
さ
れ
て
い
る
。
圏
域
の
事
務
の
共
同
処
理
の
主
体
は
、

平
成
一
〇
年
に
「
鳥
取
中
部
ふ
る
さ
と
広
域
連
合
」
に
移
行
し
、
現
在
で
は
、
ご
み
処
理
、
し
尿
処
理
、
火
葬
場
、
消
防
、
交
通
災
害
共

済
、
固
定
資
産
評
価
、
滞
納
整
理
、
休
日
診
療
所
、
介
護
認
定
審
査
事
務
、
広
域
観
光
等
の
推
進
に
関
す
る
共
同
処
理
事
務
、
鳥
取
県
か

ら
の
権
限
移
譲
事
務
な
ど
を
実
施
し
て
い
る

（
12
）

。

構
成
団
体
を
現
在
の
市
町
村
で
示
す
と
、
倉
吉
市
と
三
朝
町
と
琴
浦
町
と
湯
梨
浜
町
と
北
栄
町
の
一
市
・
四
町
で
あ
り
、
面
積

七
八
〇
・
六
三
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
、
人
口
一
一
万
一
二
九
八
人
で
あ
り
、
他
に
一
部
事
務
組
合
も
な
く
、
か
な
り
一
体
化
し
た
形
で
行

政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
る
圏
域
で
あ
る
こ
と
が
わ
か
る
。
広
域
市
町
村
圏
の
設
置
は
、「
お
お
む
ね
人
口
一
〇
万
人
以
上
の
規
模
を

有
す
る
こ
と
を
標
準
と
し
、
次
の
要
件
を
具
備
し
た
日
常
社
会
生
活
圏
を
形
成
し
、
ま
た
形
成
す
る
可
能
性
を
有
す
る
と
認
め
ら
れ
る
地

域
に
つ
い
て
行
う
」
も
の
と
さ
れ
て
い
る
。
中
部
広
域
市
町
村
圏
は
人
口
か
ら
い
え
ば
、
ま
さ
に
こ
の
最
低
条
件
を
満
た
す
圏
域
と
い
う

こ
と
が
で
き
る
。
合
併
は
目
指
さ
ず
に
「
一
部
事
務
組
合
」
か
ら
「
広
域
連
合
」
へ
と
組
織
を
改
編
し
た
こ
と
は
、
今
後
の
中
部
地
域
の

協
力
関
係
の
強
化
を
目
指
し
た
施
策
と
し
て
評
価
で
き
る

（
13
）

。

昭
和
四
五
年
に
、
鳥
取
市
と
岩
美
郡
全
域
と
八
頭
郡
全
域
と
気
高
郡
全
域
で
設
定
さ
れ
た
も
の
が
、「
鳥
取
県
東
部
広
域
市
町
村
圏
」

で
あ
る
。
こ
の
圏
域
は
平
成
五
年
に
「
鳥
取
県
東
部
地
方
拠
点
都
市
地
域
」
に
指
定
さ
れ
、
翌
年
に
は
「
ふ
る
さ
と
市
町
村
圏
」
と
な
っ

て
い
る
。
圏
域
の
運
営
主
体
は
、
昭
和
四
六
年
に
不
燃
物
処
理
を
目
的
と
し
て
設
置
さ
れ
た
「
鳥
取
県
東
部
広
域
行
政
管
理
組
合
」
で
あ

り
、
現
在
は
複
合
一
部
事
務
組
合
と
し
て
、
鳥
取
県
東
部
地
方
拠
点
都
市
地
域
に
関
連
事
務
、
地
域
振
興
事
業
関
連
事
務
、
し
尿
処
理
、

消
防
、
不
燃
物
処
理
、
可
燃
物
処
理
、
火
葬
場
、
介
護
関
連
事
務
、
鳥
取
県
か
ら
の
権
限
移
譲
事
務
な
ど
を
実
施
し
て
い
る

（
14
）

。

鳥
取
市
の
現
在
の
人
口
は
一
九
万
五
九
五
七
人
で
は
あ
る
が
、
平
成
一
二
年
の
国
勢
調
査
の
数
字
を
合
併
後
に
あ
て
は
め
た
場
合
に
は

一
六



鳥
取
県
の
平
成
の
大
合
併
の
経
過
と
そ
の
後
（
山
田
）

（
一
四
九
）

二
〇
万
七
四
四
人
で
あ
り
、
平
成
一
七
年
一
月
一
日
の
住
民
基
本
台
帳
に
よ
る
人
口
が
二
〇
万
二
一
一
五
人
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
人
口

二
〇
万
人
以
上
を
条
件
と
す
る
特
例
市
へ
の
移
行
の
申
請
を
行
い
、
平
成
一
七
年
一
〇
月
一
日
に
特
例
市
へ
の
移
行
を
実
現
さ
せ
て
い
る
。

こ
の
結
果
、
鳥
取
県
の
東
部
地
域
は
特
例
市
で
あ
る
鳥
取
市
を
中
心
に
広
域
行
政
が
展
開
さ
れ
る
下
地
が
形
成
さ
れ
た
こ
と
に
な
る
。
た

だ
し
、
鳥
取
市
が
名
実
と
も
に
特
例
市
で
い
る
た
め
に
は
、
東
部
地
域
の
一
部
と
の
合
併
を
模
索
す
る
必
要
が
あ
る

（
15
）

。

昭
和
四
六
年
に
設
置
さ
れ
た
も
の
が
、
米
子
市
と
境
港
市
と
西
伯
郡
全
域
と
日
野
郡
全
域
で
設
定
さ
れ
た
「
鳥
取
県
西
部
広
域
市
町
村

圏
」
で
あ
る
。
現
在
の
市
町
村
名
で
い
え
ば
、
米
子
市
と
境
港
市
と
南
部
町
と
大
山
町
と
伯
耆
町
と
日
南
町
と
日
野
町
と
江
府
町
と
日
吉

津
村
の
二
市
・
六
町
・
一
村
で
構
成
さ
れ
る
圏
域
で
あ
る
。
こ
の
運
営
主
体
が
四
七
年
に
設
置
さ
れ
た
「
鳥
取
県
西
部
広
域
行
政
管
理
組

合
」
と
い
う
一
部
事
務
組
合
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
広
域
市
町
村
圏
関
連
事
務
、
不
燃
物
処
理
、
広
域
福
祉
セ
ン
タ
ー
、
消
防
、
病
院
、
視

聴
覚
ラ
イ
ブ
ラ
リ
ー
、
火
葬
場
、
介
護
関
連
事
務
、
し
尿
処
理
、
ご
み
焼
却
、
鳥
取
県
か
ら
の
権
限
移
譲
事
務
な
ど
を
実
施
し
て
い
る

（
16
）

。

圏
域
内
の
一
部
地
域
は
平
成
三
年
に
「
リ
ゾ
ー
ト
地
域
」
に
指
定
さ
れ
、
圏
域
の
他
の
一
部
地
域
は
「
中
海
圏
域
地
方
拠
点
都
市
地
域
」

に
指
定
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
ら
が
西
部
圏
域
と
一
体
化
し
た
も
の
で
な
い
と
こ
ろ
に
、
西
部
地
域
の
特
性
が
認
め
ら
れ
る
。

昭
和
四
七
年
以
降
に
設
立
さ
れ
た
鳥
取
県
内
の
一
部
事
務
組
合
は
、
平
成
六
年
の
境
港
市
と
島
根
県
松
江
市
を
構
成
団
体
と
す
る
「
玉

井
斎
場
管
理
組
合
」、
平
成
八
年
の
日
野
町
と
江
府
町
と
伯
耆
町
を
構
成
団
体
と
す
る
「
日
野
病
院
組
合
」、
平
成
一
三
年
の
鳥
取
市
と
八

頭
町
と
若
桜
町
と
智
頭
町
を
構
成
団
体
と
す
る
「
八
頭
環
境
施
設
組
合
」
の
三
組
合
で
あ
る
。
ま
た
表
3
の
よ
う
に
鳥
取
県
の
広
域
連
合

は
、
平
成
一
〇
年
四
月
一
日
「
鳥
取
中
部
行
政
管
理
組
合
」
を
改
組
し
て
設
立
さ
れ
た
「
鳥
取
中
部
ふ
る
さ
と
広
域
連
合
」、
平
成

一
一
年
七
月
一
九
日
に
設
立
さ
れ
た
「
南
部
箕
蚊
屋
広
域
連
合
」、
平
成
一
九
年
二
月
一
日
に
「
鳥
取
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
」

の
三
つ
で
あ
る
。

一
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こ
の
現
存
す
る
一
四
の
一
部
事
務
組
合
（
一
一
団
体
）
と
広
域
連
合
（
三
団
体
）
の
う
ち
、
鳥
取
県
と
島
根
県
を
構
成
単
位
と
す
る
も
の

は
一
団
体
、
鳥
取
県
や
県
内
全
市
町
村
を
単
位
と
す
る
も
の
が
三
団
体
、
三
地
域
を
そ
れ
ぞ
れ
単
位
と
す
る
も
の
が
三
団
体
、
東
部
地
域

の
一
部
を
単
位
と
す
る
も
の
が
一
団
体
、
西
部
地
域
の
一
部
を
単
位
と
す
る
も
の
が
五
団
体
、
西
部
地
域
の
一
部
と
島
根
県
の
市
町
村
を

単
位
と
す
る
も
の
が
一
団
体
と
な
っ
て
い
る
。
東
部
は
二
団
体
、
中
部
は
一
団
体
で
あ
る
の
に
比
べ
て
西
部
は
七
団
体
で
あ
り
、
鳥
取
県

と
島
根
県
で
組
織
す
る
「
境
港
管
理
組
合
」
も
西
部
地
域
に
関
連
す
る
組
合
（
団
体
）
と
考
え
る
と
、
西
部
地
域
は
八
団
体
と
な
り
地
域

の
特
殊
性
が
認
め
ら
れ
る
。
鳥
取
県
西
部
地
区
に
は
、
昭
和
三
三
年
か
ら
鳥
取
県
と
島
根
県
を
構
成
団
体
と
す
る
「
境
港
管
理
組
合
」
が

一
部
事
務
組
合
と
し
て
設
定
さ
れ
て
お
り
、
境
港
が
両
県
に
ま
た
が
る
重
要
な
経
済
施
設
で
あ
る
こ
と
が
わ
か
る
。
ま
た
境
港
市
と
島
根

県
松
江
市
を
構
成
団
体
と
す
る
「
玉
井
斎
場
管
理
組
合
」
も
一
部
事
務
組
合
と
し
て
設
定
さ
れ
て
お
り
、
境
港
市
の
経
済
圏
域
が
鳥
取
県

内
だ
け
に
と
ど
ま
っ
て
い
な
い
こ
と
を
示
し
て
い
る

（
17
）

。

第
四
次
全
国
総
合
開
発
計
画
に
お
け
る
「
特
定
保
養
地
域
整
備
法
」
に
基
づ
い
て
形
成
さ
れ
た
、「
ふ
る
さ
と
大
山
ふ
れ
あ
い
リ
ゾ
ー

ト
構
想
」
の
対
象
地
域
は
、
鳥
取
県
西
部
全
域
と
、
合
併
前
の
町
村
名
で
い
う
と
中
部
に
位
置
す
る
赤
碕
町
・
東
伯
町
・
大
栄
町
・
関
金

町
で
あ
る
。
そ
こ
で
は
「
①
大
山
を
中
心
と
す
る
山
、
海
の
自
然
、
温
泉
、
文
化
・
歴
史
等
を
生
か
し
た
通
年
型
の
総
合
保
養
施
設
の
形

成
と
、
②
中
国
横
断
道
等
高
速
交
通
体
系
を
生
か
し
た
都
市
住
民
の
保
養
地
と
し
て
整
備
し
、
地
域
と
滞
在
者
と
の
交
流
関
係
を
醸
成
す

る
リ
ゾ
ー
ト
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
創
生
」
が
う
た
わ
れ
て
い
る

（
18
）

。
中
海
圏
域
地
方
拠
点
都
市
地
域
は
当
初
、
米
子
市
と
境
港
市
を
中
心
に
、

西
伯
郡
に
位
置
す
る
町
村
の
う
ち
西
伯
町
、
会
見
町
、
岸
本
町
、
淀
江
町
で
形
成
さ
れ
た
。
平
成
七
年
に
大
山
町
と
日
野
郡
の
溝
口
町
が

追
加
指
定
さ
れ
た
。
平
成
の
大
合
併
の
結
果
、
地
方
拠
点
都
市
の
圏
域
は
米
子
市
と
境
港
市
と
西
伯
郡
に
位
置
す
る
三
町
一
村
で
構
成
さ

れ
る
こ
と
に
な
っ
た

（
19
）

。

一
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三　

定
住
自
立
圏
構
想
と
鳥
取
県
内
三
地
域
の
特
徴

市
町
村
合
併
が
地
方
行
政
に
内
在
す
る
問
題
を
明
確
に
解
決
で
き
る
わ
け
で
は
な
い
。
地
方
公
共
団
体
の
あ
る
べ
き
面
積
や
人
口
の
標

準
は
存
在
し
な
い
。
身
近
な
行
政
を
考
慮
す
れ
ば
基
礎
自
治
体
は
狭
い
範
囲
が
理
想
と
な
り
、
効
率
的
な
行
政
を
考
え
た
場
合
一
定
規
模

の
確
保
が
求
め
ら
れ
る
。
平
成
の
大
合
併
に
お
い
て
も
、
積
極
的
に
大
規
模
化
を
推
進
し
た
地
域
か
ら
、
合
併
を
拒
否
し
狭
域
的
な
町
村

の
継
続
を
望
ん
だ
地
域
ま
で
さ
ま
ざ
ま
な
対
応
が
み
ら
れ
る
。
こ
こ
に
は
地
域
の
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
を
ど
の
よ
う
な
区
域
で
考
え
る
か

と
い
う
問
題
も
み
ら
れ
る
。
一
定
の
広
域
的
な
エ
リ
ア
を
基
準
と
し
て
内
部
で
狭
域
的
な
エ
リ
ア
に
配
慮
す
る
か
、
狭
域
的
な
エ
リ
ア
を

基
準
と
し
て
一
部
事
務
組
合
や
広
域
連
合
な
ど
の
設
置
を
通
じ
て
広
域
的
な
あ
る
い
は
共
同
処
理
が
求
め
ら
れ
る
行
政
に
対
応
す
る
か
が

問
題
と
な
る
。

市
を
単
位
と
し
て
考
え
た
場
合
、
鳥
取
県
に
は
表
4
の
よ
う
に
二
つ
の
市
に
地
域
審
議
会
が
設
置
さ
れ
て
い
る
。
鳥
取
市
は
合
併
し
た

旧
国
府
町
、
旧
福
部
村
、
旧
河
原
町
、
旧
用
瀬
町
、
旧
佐
治
村
、
旧
気
高
町
、
旧
鹿
野
町
、
旧
青
谷
町
を
単
位
に
、
そ
れ
ぞ
れ
旧
町
村
の

名
称
を
付
け
た
地
域
審
議
会
を
設
置
し
た
。
米
子
市
で
も
合
併
し
た
旧
淀
江
市
を
区
域
と
す
る
米
子
市
淀
江
地
区
審
議
会
を
設
置
し
た
。

中
部
は
広
域
連
合
の
組
織
や
機
構
の
改
定
等
を
通
じ
て
、
圏
域
と
し
て
の
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
の
確
立
に
努
め
る
と
と
も
に
、
合
併
以
前

の
町
村
や
集
落
の
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
の
確
保
を
図
る
必
要
が
あ
る
。

平
成
の
大
合
併
の
結
果
を
受
け
、
合
併
を
し
な
か
っ
た
地
域
や
不
十
分
な
合
併
し
か
実
施
で
き
な
か
っ
た
地
域
、
合
併
し
た
新
た
な
広

域
型
市
町
村
の
内
部
関
係
の
整
理
、
あ
る
い
は
単
純
に
新
た
な
広
域
行
政
の
推
進
な
ど
を
目
的
と
し
て
、
総
務
省
が
設
定
し
た
も
の
が
定

住
自
立
圏
で
あ
る
。
そ
の
モ
デ
ル
が
昭
和
の
大
合
併
後
に
設
定
さ
れ
た
広
域
市
町
村
圏
や
大
都
市
周
辺
地
域
広
域
行
政
圏
と
考
え
ら
れ
る

一
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が
、
平
成
の
大
合
併
終
了
後
、
総
務
省
は
「
定
住
自
立
圏
構
想
の
推
進

に
あ
た
っ
て
、『
広
域
行
政
圏
計
画
策
定
要
綱
』
と
『
ふ
る
さ
と
市
町

村
圏
推
進
要
綱
』
を
、
平
成
二
一
年
三
月
三
一
日
を
も
っ
て
廃
止
す
る

旨
の
総
務
省
事
務
次
官
通
知
」
を
、
各
都
道
府
県
知
事
と
各
指
定
都
市

市
長
へ
送
付
し
、
昭
和
の
大
合
併
と
そ
の
後
の
広
域
的
行
政
制
度
か
ら

の
転
換
を
強
調
し
て
い
る

（
20
）

。

平
成
二
一
年
四
月
一
日
に
施
行
さ
れ
た
定
住
自
立
圏
は
、
総
務
省
が

平
成
二
〇
年
一
二
月
二
六
日
に
公
表
し
た｢

定
住
自
立
圏
構
想
推
進
要

綱｣

に
よ
っ
て
ス
タ
ー
ト
し
た
。
定
住
自
立
圏
の
要
件
は
、
①
定
住
自

立
圏
形
成
協
定
を
締
結
し
た
宣
言
中
心
市
及
び
周
辺
に
あ
る
市
町
村

（
以
下
「
周
辺
市
町
村
」
と
い
う
。）
の
区
域
の
全
部
、
ま
た
は
②
定
住
自

立
圏
形
成
方
針
を
策
定
し
た
宣
言
中
心
市
の
区
域
の
全
部
の
い
ず
れ
か

で
あ
る
。
特
に
②
は
広
域
的
な
市
町
村
の
合
併
を
経
た
市
に
関
す
る
特

例
で
あ
り
、
合
併
関
係
市
の
う
ち
人
口
が
最
大
の
も
の
の
区
域
を
中
心

地
域
、
そ
の
他
の
合
併
関
係
市
町
村
の
区
域
を
周
辺
地
域
と
し
て
設
定

さ
れ
る
も
の
で
あ
る
。
そ
れ
ゆ
え
定
住
自
立
圏
は
、
中
心
市
と
周
辺
市

町
村
の
一
対
一
の
協
定
締
結
の
積
み
重
ね
る
こ
と
に
よ
っ
て
形
成
さ
れ

表 4　鳥取県内の地域審議会（平成 23 年 4 月 1 日現在）
市町村名 合併方式 合併期日 旧市町村名 地域審議会の名称 人　口 人口の割合 面　積 面積の割合

鳥取市 編入合併 H16.11.1. 鳥取市 設置せず 148,824 76.2% 237.2 31.0%

国府町 国府地域審議会 8,735 4.5% 93.4 12.2%

福部村 福部地域審議会 3,234 1.7% 34.9 4.6%

河原町 河原地域審議会 7,702 3.9% 83.6 10.9%

用瀬町 用瀬地域審議会 3,855 2.0% 81.6 10.7%

佐治村 佐治地域審議会 2,391 1.2% 79.9 10.4%

気高町 気高地域審議会 9,272 4.8% 34.3 4.5%

鹿野町 鹿野地域審議会 4,205 2.2% 52.8 6.9%

青谷町 青谷地域審議会 7,106 3.6% 67.9 8.9%

地域審議会の合計 46,500 23.8% 528.4 69.0%

米子市 新設 H17.3.31. 米子市 設置せず 139,585 93.8% 106.41 80.0%

淀江町 米子市淀江地域審議会 9,304 7.2% 25.8 20.0%

註 1 鳥取市の人口は『鳥取市公式ウェブサイト』｢町別世帯数・人口平成 23 年 4 月 30 日現在の住民登録」を参照した。

　 米子市の人口は ｢米子市町別人口世帯数統計表平成 23 年 7 月 1 日現在を参照した。

　 鳥取市の合併前町村の面積は ｢wikipedia｣ の各町村項目を参照し整理した。

二
〇



鳥
取
県
の
平
成
の
大
合
併
の
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と
そ
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後
（
山
田
）

（
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三
）

る
圏
域
の
こ
と
で
あ
り
、
そ
こ
で
は
、「
集
約
と
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
」
に
よ
る
中
心
市
へ
の
圏
域
全
体
に
必
要
な
都
市
機
能
の

集
約
的
な
整
備
し
、
周
辺
市
町
村
に
必
要
な
生
活
機
能
を
確

保
し
、
農
林
水
産
業
の
振
興
や
豊
か
な
自
然
環
境
の
保
全
を

通
じ
て
、
分
権
型
社
会
に
ふ
さ
わ
し
い
安
定
し
た
社
会
空
間

の
地
方
圏
へ
の
創
出
を
目
的
と
し
て
い
る
も
の
で
あ
る

（
21
）

。

中
心
市
は
「
生
活
に
必
要
な
都
市
機
能
の
一
定
の
集
積
が

あ
り
、
周
辺
市
町
村
の
住
民
も
そ
の
機
能
を
活
用
し
て
い
る

よ
う
な
、
都
市
機
能
が
ス
ピ
ル
オ
ー
バ
ー
し
て
い
る
都
市
で

あ
り
、
圏
域
全
体
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
担
う
都
市
」
と
さ
れ

て
い
る
。
中
心
市
の
原
則
は
人
口
五
万
人
程
度
以
上
で
あ
る

が
、
少
な
く
と
も
四
万
人
超
が
理
想
と
さ
れ
、
例
外
と
し
て
、

隣
接
す
る
二
つ
の
市
の
人
口
の
合
計
が
四
万
人
を
超
え
る
と

き
は
二
つ
の
市
を
合
わ
せ
て
一
つ
の
中
心
市
と
み
な
す
こ
と

と
な
っ
て
い
る
。
後
者
を
複
眼
型
と
い
う
。
ま
た
昼
夜
間
人

口
比
も
一
以
上
で
あ
る
こ
と
も
求
め
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
単

独
の
定
住
自
立
圏
で
は
地
域
活
性
化
の
推
進
が
困
難
な
場
合

表 5　定住自立圏の実態（平成 23 年 3 月 31 日現在）
数 中　　　心　　　市 圏域数 条　　　件　　　等

中心市 243
人口：5 万人程度（少なくとも 4 万人
以上）、中夜間人口比率：1 以上

中心市宣言都市 69 66 複眼型中心市が重複

定住自立圏の圏域 54 54
共生ビジョン・形成協定締結等（56
市・54 圏域）（延べ 216 団体）

県境型圏域 4 松江市・米子市、備前市、中津市、都城市 4
松江市・米子市は複眼型中心市圏域で
もある

複眼型中心市圏域 3
松江市・米子市、四万十市・宿毛市、
名寄市・士別市（予定）

2 名寄市・士別市は中心市宣言のみ

合併 1 市圏域 17

由利本荘市、大館市、横手市、伊勢崎市、
旭市、西尾市、浜田市、出雲市、山口市、
下関市、今治市、八女市、唐津市、五島市、
山鹿市、薩摩川内市、宮古島市

17

政策分野別の取り組み状況
市町村間の役割分担による生活機能の強化
医療 53 圏域、福祉 36 圏域、教育 43
圏域、産業振興 49 圏域、環境 15 圏域
市町村間の結びつきやネットワークの強化
地域公共交通 47 圏域、ICT インフラ
整備・利活用 28 圏域、交通インフラ
整備 30 圏域、治山致傷 30 圏域、交流
移住 40 圏域
圏域マネジメント能力の強化
合同研修・人事交流 43 圏域、外部専
門家の招へい 19 圏域

一般型圏域 31 31

共生ビジョン策定済み 48

形成協定締結・形成方針策定 8

中心都市宣言のみ実施済み 13

註 1 　松江市・米子市は県境型で複眼型という特殊な形態を有する圏域であることがわかる。

註 2 　総務省『全国の定住自立圏の取り組み状況について』を参照して整理した。

ただし、愛知県西尾市は 4 月 1 日に合併し、一般型から合併 1 市圏域型への移行手続き中のため、この表では合併 1 市圏

域型とした。
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表 6　定住自立圏の現状
標準タイプ（県境型・複眼型を含む）の定住自立圏 合併 1 市圏域型の定住自立圏

圏 域 名（中心市） 構成市町村数 人　口 面　積 対象市 合併前の市町村数 人　口 面　積

北 し り べ し（ 小 樽 市 ） 1 市 4 町 1 村 177,053 1,348.56 大館市 1 市 2 町 82,504 913.7

釧 路（ 釧 路 市 ） 1 市 4 町 1 村 243,932 4,123.41 由利本荘市 1 市 7 町 89,555 （最大）1,209.08

西 い ぶ り（ 室 蘭 市 ） 3 市 3 町 208,160 1,356.16 横手市 1 市 5 町 2 村 103,625 693.04

上 川 中 部（ 旭 川 市 ） 1 市 7 町 399,888 2,793.93 伊勢崎市 1 市 2 町 1 村 202,447 139.33

宗 谷（ 稚 内 市 ） 1 市 8 町 1 村 78,452 （最大）4,625.09 旭市 1 市 3 町 70,643 （最小）129.91

網走市大空町（網走市） 1 市 1 町 （最少）50,347 814.62 西尾市 1 市 3 町 163,232 160.34

八 戸 圏 域（ 八 戸 市 ） 1 市 6 町 1 村 348,205 1,328.50 浜田市 1 市 3 町 1 村 63,046 689.6

石 巻 圏 域（ 石 巻 市 ） 2 市 1 町 221,282 723.43 出雲市 2 市 4 町 146,307 543.48

大 崎（ 大 崎 市 ） 1 市 4 町 218,298 1,523.95 山口市 1 市 5 町 199,297 1,023.31

湯沢雄勝地域（湯沢市） 1 市 2 町 76,737 1,225.04 下関市 1 市 4 町 （最多）290,693 716.14

南相馬市・飯館村（南相馬市） 1 市 1 村 79,559 628.63 今治市 1 市 10 町 1 村 173,983 419.85

ち ち ぶ（ 秩 父 市 ） 1 市 4 町 114,596 892.5 八女市 1 市 2 町 2 村 73,262 482.53

本 庄 地 域（ 本 庄 市 ） 1 市 3 町 57,880 199.82 唐津市 1 市 6 町 2 村 131,116 487.48

長 岡 地 域（ 長 岡 市 ） 3 市 1 町 376,416 1,168.37 五島市 1 市 5 町 （最少）44,765 420.81

南 信 州（ 飯 田 市 ）（最多）1 市 3 町 10 村 175,523 1,904.09 山鹿市 1 市 4 町 57,726 296.67

みのかも（美濃加茂市） 1 市 4 町 82,103 236.17 薩摩川内市 1 市 4 町 4 村 102,370 683.5

刈 谷（ 刈 谷 市 ） 3 市 1 町 297,616 （最小）110.87 宮古島市 1 市 3 町 1 村 53,493 204.57

旧 員 弁 郡（ い な べ 市 ） 1 市 1 町 72,343 242.24 小　計 18 市 72 町 14 村 2,048,064 9213.34

湖 東（ 彦 根 市 ） 1 市 4 町 153,174 392.16 平　均 1 市 4.2 町 1 村 120,474.35 541.96

北 は り ま（ 西 脇 市 ） 1 市 1 町 68,257 317.62

鳥 取・ 因 幡（ 鳥 取 市 ） 1 市 4 町 247,469 1,518.67

鳥 取 県 中 部（ 倉 吉 市 ） 1 市 4 町 113,177 780.61 定　住　自　立　圏　全　域

中海圏域（米子市・松江市） 4 市（複眼県境型） 440,678 1,154.89 タ イ プ 人　　口 面　　積

東 備 西 播（ 備 前 市 ） 2 市 1 町（県境型） 109,638 535.39 一 般 型 7,874,509 45,689.11

徳島東部地域（徳島市） 2 市 9 町 1 村 449,555 770.51 合併 1 市圏域型 2,048,064 9,213.34

阿 南 市 ・ 1 市 2 町 1 市 2 町 74,346 1,115.18 総 計 9,922,573 54,902.45

瀬戸・高松広域（高松市） 1 市 5 町 （最多）509,749 744.82 平 均 183,751.35 1,016.71

幡多地域（四万十市・宿毛市） 3市2町1村（複眼型） 101,277 1,561.95

高知中央広域（高知市） 4 市 463,546 1,099.30

久留米広域（久留米市） 4 市 2 町 465,712 467.78 註 1　 定住自立圏の名称が不明確なところは中心市の名称を
用いた。

註 2　 定住自立圏の現状と人口は総務省『全国の定住自立圏
の取組状況について』（平成 23 年 3 月 31 日現在）参照
した。なお愛知県西尾市は平成 23 年 4 月 1 日幡豆郡三
町を編入合併したので合併 1 市圏域型に入れた。また中
海圏域の松江市と東出雲町は平成 23 年 8 月 1 日に合併
したので 4 市とした。

註 3　 面積は ｢データと雑学で学ぼう　都道府県市町村」の
「都道府県プロフィール」（http://uub.jp/）を参照した。

註 4　 延岡圏域内部に設置されている日向圏域定住自立圏も
独立した圏域としたので、面積はその分増加している。

有 明 圏 域（ 大 牟 田 市 ） 3 市 249,001 263.55

伊万里・有田地区（伊万里市） 1 市 1 町 79,760 320.82

九州周防灘地域（中津市） 4 市 2 町（県境型） 227,404 1,429.83

都 城 広 域（ 都 城 市 ） 3 市 1 町（県境型） 272,557 1,443.72

延岡圏域（延岡市）【日向圏域を含む】 2市5町2村（圏域重複型） 255,036 3,183.87

日向圏域（日向市）【延岡圏域内】 1市2町2村（圏域重複型） 95,233 1,629.28

大 隅（ 鹿 屋 市 ） 3 市 5 町 220,550 1,713.78

合　計 67 市 107 町 20 村 7,874,509 45,689.11

平　均 1.8 市 2.9 町 0.5 村 212,824.57 1,234.84
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鳥
取
県
の
平
成
の
大
合
併
の
経
過
と
そ
の
後
（
山
田
）

（
一
五
五
）

が
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
定
住
自
立
圏

に
は
複
数
の
定
住
自
立
圏
の
広
域
的
連
携

が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
そ
れ
ゆ
え
定
住
自

立
圏
に
は
、
中
心
市
と
周
辺
市
町
村
が
、

自
ら
の
意
思
で
一
対
一
の
協
定
を
締
結
す

る
こ
と
を
積
み
重
ね
る
結
果
と
し
て
形
成

さ
れ
る
圏
域
で
あ
る
こ
と
が
望
ま
れ
て
い

る
（
22
）

。定
住
自
立
圏
は
先
行
団
体
と
し
て
二
二

圏
域
が
設
定
さ
れ
た
。
中
心
市
の
要
件
を

満
た
す
も
の
は
二
四
三
市
と
さ
れ
て
い
る

が
、
表
5
の
よ
う
に
実
際
に
中
心
都
市
宣

言
を
し
た
市
は
六
九
団
体
で
あ
る
。
そ
の

中
で
実
際
に
定
住
自
立
圏
共
生
ビ
ジ
ョ
ン

策
定
を
終
え
た
市
は
四
八
団
体
・
定
住
自

立
圏
形
成
協
定
締
結
ま
た
は
定
住
自
立
圏

形
成
方
針
策
定
ま
で
を
終
え
た
市
は
八
団

表 7　鳥取県（一部島根県を含む）の
定住自立圏の現状

鳥取・因幡定住自立圏 人　口 人口比 面　積 面積比

中心市 鳥 取 市 195,957 81.4% 765.66 50.4%

周辺市町村

岩 美 町 12,922 5.4% 122.38 8.1%

若 桜 町 4,072 1.7% 199.31 13.1%

智 頭 町 8,266 3.4% 224.61 14.8%

八 頭 町 19,386 8.1% 206.71 13.6%

計 240,603 1518.67

鳥取県中部定住自立圏 人　口 人口比 面　積 面積比

中心市 倉 吉 市 50,830 45.7% 272.15 34.9%

周辺市町村

三 朝 町 7,314 6.6% 233.46 29.9%

湯梨浜町 17,670 15.9% 77.95 10.0%

琴 浦 町 19,276 17.3% 139.92 17.9%

北 栄 町 16,208 14.6% 57.15 7.3%

計 111,298 780.63

中海圏定住自立圏 人　口 人口比 面　積 面積比

中心市 米 子 市 148,915 33.9% 132.21 11.4%

周辺市町村 境 港 市 36,108 8.2% 28.79 2.5%

（鳥取側計） 小  計 185,023 42.1% 161 13.9%

島根県側
松江市・
安来市

254,635 57.9% 993.89 86.1%

計 439,658 1154.89

註 1　人口は総務省『全国の定住自立圏の取り組み状況』参照

註 2　面積は『市区町村プロフィール』鳥取県参照

表 8　【参考】鳥取県西部広域行政管理
組合の現状

市／郡 市町村名 人　口 人口比 面　積 面積比

市　　部
米 子 市 148,915 61.5% 132.21 10.9%

境 港 市 36,108 14.9% 28.79 2.4%

西 伯 郡

大 山 町 17,825 7.4% 189.79 15.7%

南 部 町 11,684 4.8% 114.03 9.4%

日吉津村 3,249 1.3% 4.16 0.3%

西伯郡 / 日野郡 伯耆町 11,740 4.8% 139.45 11.5%

日 野 郡

江 府 町 3,361 1.4% 124.66 10.3%

日 野 町 3,809 1.6% 134.02 11.1%

日 南 町 5,489 2.3% 340.87 28.2%

計 242,180 1207.98

註　町村の人口と面積は『市区町村プロフィール』鳥取県参照
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体
、
中
心
市
宣
言
の
み
実
施
団
体
が
一
三
団
体
と
な
っ
て
い
る
。
た
だ
し
、
明
確
に
定
住
自
立
圏
に
取
り
組
ん
で
い
る
中
心
市
は
六
六
団

体
で
あ
る
。
そ
れ
は
複
眼
型
中
心
市
圏
域
が
二
圏
域
存
在
す
る
た
め
で
あ
る
。
そ
れ
ゆ
え
実
際
の
定
住
自
立
圏
の
圏
域
は
五
四
で
あ
る
。

ま
た
県
境
型
圏
域
が
四
圏
域
、
合
併
一
市
圏
域
が
一
七
存
在
す
る
。
そ
の
詳
細
は
表
6
の
と
お
り
で
あ
る
。

鳥
取
県
に
は
表
7
の
よ
う
に
三
つ
の
定
住
自
立
圏
が
設
定
さ
れ
て
い
る
。
鳥
取
県
で
は
平
成
二
一
年
三
月
九
日
に
倉
吉
市
が
、
四
月
三

十
日
に
米
子
市
が
島
根
県
松
江
市
と
一
緒
に
、
六
月
五
日
に
鳥
取
市
が
中
心
市
宣
言
を
行
っ
て
い
る
。
倉
吉
市
と
三
朝
町
、
琴
浦
町
、
湯

梨
浜
町
、
北
栄
町
か
ら
構
成
さ
れ
た
、
い
わ
ゆ
る
鳥
取
中
部
ふ
る
さ
と
市
町
村
圏
を
区
域
と
す
る
、「
鳥
取
県
中
部
定
住
自
立
圏
」
は
、

最
初
の
二
二
圏
域
の
一
つ
で
あ
り
、
ま
さ
に
日
本
の
草
分
け
の
一
つ
の
定
住
自
立
圏
で
あ
る
。
そ
こ
で
は
福
祉
や
教
育
や
産
業
振
興
、
広

域
観
光
の
推
進
な
ど
が
生
活
機
能
の
強
化
に
か
か
わ
る
政
策
分
野
の
テ
ー
マ
と
し
て
掲
げ
ら
れ
て
い
る
。
鳥
取
市
と
岩
美
町
、
智
頭
町
、

若
桜
町
、
八
頭
町
か
ら
構
成
さ
れ
た
、
い
わ
ゆ
る
鳥
取
東
部
ふ
る
さ
と
市
町
村
圏
を
区
域
と
す
る
「
鳥
取
・
因
幡
定
住
自
立
圏
」
は
、
倉

吉
市
を
中
心
市
と
す
る
定
住
自
立
圏
と
同
様
に
、
県
内
を
三
つ
に
区
分
す
る
圏
域
の
一
つ
を
対
象
と
し
た
も
の
で
あ
る
。
そ
こ
で
は
、
医

療
や
産
業
振
興
や
環
境
な
ど
を
生
活
機
能
の
強
化
に
か
か
わ
る
政
策
分
野
の
テ
ー
マ
と
し
て
掲
げ
ら
れ
て
い
る
。

第
三
の
も
の
は
「
中
海
地
域
定
住
自
立
圏
」
で
あ
る
。
こ
れ
は
米
子
市
と
松
江
市
を
中
心
市
と
し
、
境
港
市
と
安
来
市
と
東
出
雲
町
の

四
市
・
一
町
で
構
成
す
る
、
全
国
に
二
つ
し
か
な
い
複
眼
型
定
住
自
立
圏
の
一
つ
で
あ
り
、
か
つ
県
境
を
越
え
て
圏
域
が
設
定
さ
れ
て
い

る
全
国
に
四
つ
し
か
な
い
県
境
型
圏
域
の
定
住
自
立
圏
の
一
つ
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
全
国
唯
一
の
複
眼
型
で
県
境
型
の
定
住
自
立
圏
で
あ

る
。
鳥
取
県
の
視
点
か
ら
い
え
ば
米
子
市
を
中
心
市
と
し
て
境
港
市
と
構
成
す
る
、
島
根
県
の
視
点
か
ら
い
え
ば
松
江
市
を
中
心
市
と
し

て
安
来
市
と
構
成
す
る
定
住
自
立
圏
で
あ
る
。
米
子
市
の
人
口
は
一
四
万
九
五
八
四
人
で
面
積
は
一
三
二
・
二
一
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
、
境

港
市
は
三
万
六
四
五
九
人
で
二
八
・
七
九
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
、
松
江
市
は
一
六
万
四
八
九
一
で
二
六
四
・
〇
二
、
安
来
市
は
三
万
五
二
〇

二
四



鳥
取
県
の
平
成
の
大
合
併
の
経
過
と
そ
の
後
（
山
田
）

（
一
五
七
）

人
で
一
二
〇
・
七
八
で
あ
る
。
松
江
市
と
東
出
雲
町
は
平
成
二
三
年
八
月
一
日
に
合
併
し
た
の
で
、
八
月
一
日
以
降
は
四
市
構
成
と
な
っ

た
。
全
体
の
人
口
は
三
八
万
一
四
五
九
人
で
、
面
積
は
五
四
五
・
八
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
と
な
っ
て
い
る
。
人
口
は
ほ
ぼ
半
分
で
あ
る
が
、

面
積
は
鳥
取
県
が
三
割
、
島
根
県
が
七
割
と
い
う
構
成
に
な
っ
て
い
る

（
23
）

。

こ
の
前
提
と
な
っ
た
も
の
が
前
述
の
一
全
総
に
よ
る
「
中
海
新
産
業
都
市
」
で
あ
る
。
四
全
総
に
お
い
て
は
、「
地
方
拠
点
都
市
地
域
」

が
中
海
新
産
業
都
市
を
区
分
す
る
よ
う
な
形
で
鳥
取
県
に
「
中
海
圏
域
地
方
拠
点
都
市
地
域
」
が
、
島
根
県
に
は
当
初
「
出
雲
地
方
拠
点

都
市
地
域
」
が
、
後
に
そ
れ
を
拡
大
し
て
「
出
雲
・
宍
道
湖
・
中
海
地
方
拠
点
都
市
地
域
」
が
設
定
さ
れ
て
い
る
。
現
在
の
松
江
市
、
出

雲
市
、
安
来
市
、
雲
南
市
、
飯
南
町
、
斐
川
町
（
平
成
二
三
年
一
〇
月
一
日
出
雲
市
と
合
併
の
予
定
）
か
ら
構
成
さ
れ
る
地
域
で
あ
る
。
そ
こ

に
は
新
事
業
創
出
促
進
法
（
旧
テ
ク
ノ
ポ
リ
ス
法
）
で
「
宍
道
湖
中
海
周
辺
地
域
高
度
技
術
工
業
集
積
地
域
」
が
設
定
さ
れ
て
い
る
が
、
こ

の
圏
域
は
現
在
の
松
江
市
と
合
併
前
の
安
来
市
、
出
雲
市
、
平
田
市
、
斐
川
町
、
大
社
町
、
大
東
町
、
加
茂
町
、
八
雲
村
か
ら
な
り
、

「
出
雲
・
宍
道
湖
・
中
海
地
方
拠
点
都
市
地
域
」
の
一
部
か
ら
形
成
さ
れ
て
い
る
。

「
中
海
地
域
定
住
自
立
圏
」
の
前
身
と
な
っ
た
も
の
が
「
中
海
市
長
会
」
で
あ
り
、
平
成
一
九
年
七
月
に
米
子
市
、
松
江
市
、
境
港
市
、

安
来
市
で
発
足
し
た
。
そ
の
後
平
成
二
〇
年
七
月
に
東
出
雲
町
が
オ
ブ
ザ
ー
バ
ー
参
加
し
た
。
平
成
二
〇
年
一
〇
月
に
四
市
・
一
町
に
よ

る
定
住
自
立
圏
構
想
先
行
実
施
団
体
に
決
定
さ
れ
、
平
成
二
一
年
四
月
に
は
米
子
市
と
松
江
市
が
定
住
自
立
圏
構
想
の
共
同
宣
言
を
行
い
、

一
〇
月
に
は
四
市
・
一
町
で
定
住
自
立
圏
形
成
協
定
を
締
結
、
二
二
年
三
月
に
は
「
中
海
圏
域
定
住
自
立
圏
共
生
ビ
ジ
ョ
ン
」
と
「
中
海

圏
域
振
興
ビ
ジ
ョ
ン
」
を
作
成
し
た
。
圏
域
の
第
一
の
特
徴
と
し
て
、
ラ
ム
サ
ー
ル
条
約
登
録
湿
地
で
あ
る
「
中
海
・
宍
道
湖
」
が
あ
り
、

豊
か
な
自
然
と
歴
史
文
化
の
里
で
あ
り
、
西
日
本
の
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
と
し
て
の
高
い
潜
在
力
が
強
調
さ
れ
て
い
る
。
生
活
機
能
の
強
化
に

係
る
政
策
分
野
と
し
て
、
医
療
、
福
祉
、
教
育
、
産
業
振
興
そ
の
他
が
う
た
わ
れ
て
い
る
。
東
出
雲
町
の
松
江
市
と
の
合
併
に
よ
り
四
市
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と
な
っ
た

（
24
）

。

こ
の
よ
う
に
、
鳥
取
県
西
部
は
中
海
を
挟
ん
で
島
根
県
と
の
関
係
性
が
強
い
。「
中
海
地
域
定
住
自
立
圏
」
を
見
れ
ば
圏
域
は
狭
い
が
、

「
中
海
新
産
業
都
市
」
や
中
海
を
挟
ん
だ
二
つ
の
「
地
方
拠
点
都
市
地
域
」
か
ら
見
れ
ば
、
か
な
り
広
範
な
圏
域
と
な
る
。
境
港
を
中
心

と
し
た
漁
業
や
、
周
辺
の
工
業
地
域
、
さ
ら
に
大
山
か
ら
中
海
や
宍
道
湖
を
へ
て
出
雲
へ
至
る
広
範
な
圏
域
と
い
う
こ
と
も
で
き
る
。「
鳥

取
県
西
部
」
は
こ
う
し
た
視
点
に
立
っ
た
広
域
的
な
行
政
を
展
開
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

た
だ
し
、
表
8
か
ら
も
わ
か
る
よ
う
に
、
鳥
取
県
の
西
部
地
域
は
若
干
複
雑
な
地
域
構
造
を
有
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
別
に
考
え
て
み

る
必
要
が
あ
る
。
地
域
的
特
性
に
応
じ
た
活
動
を
考
え
た
場
合
、
旧
来
の
郡
を
単
位
と
し
た
相
互
協
力
と
広
域
行
政
へ
の
対
応
も
重
視
し

て
い
か
ざ
る
を
え
な
い
。
前
述
の
よ
う
に
、
西
伯
郡
の
町
村
部
で
は
、
南
部
町
と
伯
耆
町
と
日
吉
津
村
で
構
成
す
る
南
部
箕
蚊
屋
広
域
連

合
や
南
部
町
と
伯
耆
町
に
よ
る
清
掃
施
設
管
理
組
合
、
米
子
市
と
日
吉
津
村
の
中
学
校
組
合
、
日
野
郡
で
は
構
成
三
町
に
よ
る
衛
生
施
設

組
合
が
あ
り
、
両
郡
を
ま
た
ぐ
形
で
、
日
野
町
、
江
府
町
、
伯
耆
町
に
よ
る
日
野
病
院
組
合
が
あ
る
が
、
大
山
町
を
含
ん
だ
一
部
事
務
組

合
や
広
域
連
合
は
存
在
し
な
い
。
今
後
、
大
山
町
を
含
ん
だ
広
域
行
政
を
確
立
し
て
い
く
こ
と
も
考
え
る
必
要
が
出
て
く
る
も
の
と
思
わ

れ
る
。

ま
た
表
9
の
よ
う
に
、
鳥
取
県
の
一
一
の
構
造
改
革
特
区
の
う
ち
、
平
成
一
八
年
の
第
一
〇
回
の
認
定
回
で
設
置
さ
れ
た
「
鳥
取
県
西

部
地
区
福
祉
輸
送
特
区
」
は
、
鳥
取
県
内
で
唯
一
複
数
の
市
町
村
す
な
わ
ち
西
部
地
域
を
構
成
団
体
と
す
る
特
区
で
あ
っ
た
。
こ
の
特
区

政
策
は
規
制
緩
和
の
全
国
展
開
に
よ
っ
て
平
成
一
九
年
に
取
り
消
さ
れ
て
は
い
る
が
、
鳥
取
県
西
部
地
域
で
は
圏
域
の
一
体
的
な
行
政

サ
ー
ビ
ス
の
展
開
が
試
み
ら
れ
て
い
る
こ
と
を
伝
え
て
い
る
。

米
子
市
と
境
港
市
と
西
伯
郡
に
属
す
る
南
部
町
、
大
山
町
、
伯
耆
町
、
日
吉
津
村
と
、
日
野
郡
に
属
す
る
日
南
町
、
日
野
町
、
江
府
町

二
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の
二
市
・
六
町
・
一
村
で
構
成
さ
れ
る
西
部
地
域
は
、

他
の
二
つ
の
一
市
・
四
町
村
か
ら
構
成
さ
れ
る
地
域
と

は
若
干
性
格
を
異
に
す
る
圏
域
と
い
え
る
。
日
本
海
を

前
に
し
な
が
ら
中
海
を
島
根
県
の
二
市
一
町
（
松
江
市
、

安
来
市
、
東
出
雲
町
）
と
囲
ん
で
お
り
、
特
殊
な
利
害
関

係
を
共
存
さ
せ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
米
子
市
に
隣
接
す

る
西
伯
郡
に
属
す
る
南
部
町
、
大
山
町
、
伯
耆
町
、
日

吉
津
村
は
米
子
市
と
の
つ
な
が
り
が
強
い
。
反
面
、
日

野
郡
に
属
す
る
日
南
町
、
日
野
町
、
江
府
町
は
人
口
密

度
の
低
い
典
型
的
な
山
間
部
の
農
村
地
域
と
い
う
共
通

性
を
有
す
る
圏
域
で
あ
っ
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
特
性
を
生

か
し
た
広
域
行
政
の
展
開
が
望
ま
れ
て
い
る
地
域
と
い

え
る
。

米
子
市
は
人
口
密
度
が
高
い
。
西
伯
郡
で
唯
一
合
併

し
な
か
っ
た
日
吉
津
村
は
村
全
体
が
日
本
海
と
米
子
市

に
取
り
囲
ま
れ
て
お
り
、
人
口
密
度
の
高
さ
は
米
子
市

の
ベ
ッ
ド
タ
ウ
ン
と
な
っ
て
い
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。

表 9　鳥取県の構造改革特区
政　策　主　体 特　区　の　名　称 認定年月日 認定回 備　　　　　　考

伯　　　耆　　　町 ほうき農村交流どぶろく特区 H21.7.17 第 20 回

鳥　　　取　　　市
鳥取市保育所臨時保育士の任用期間延長に
よる保育事業充実特区

H19.3.30 第 13 回

鳥　　　取　　　県 鳥取県温泉熱利用発電研究開発特区 H18.7.3 第 11 回

智　　　頭　　　町 はぐくみ給食再生特区 H17.7.19 第 8 回

湯梨浜町（旧羽合町） 保育の充実による若者支援特区
H15.11.28

（H16.6.21）
第 3 回

（変更 5 回）

鳥　　　取　　　市
「地域に生きる活力ある学校づくり」鳥取市
湖南小中一貫教育特区

H19.11.22 第 15 回
（H20.7.9 取消）

規制緩和の全国展開による

米子市・境港市・
日吉津村・大山町・
南部町・伯耆町・
日南町・日野町・
江府町

鳥取県西部地域福祉輸送特区 H18.3.31 第 10 回
（H19.3.30 取消）

規制緩和の全国展開による

鳥　　　取　　　県 イノシシわな猟免許取得促進特区 H17.7.19 第 8 回
（H19.7.4 取消）

規制緩和の全国展開による

鳥　　　取　　　市 鳥取砂丘観光特区 H17.7.19 第 8 回
（H18.7.3 取消）

規制緩和の全国展開による

江　　　府　　　町 江府町南大山農業活性化ブルーベリー特区 H16.6.21 第 5 回
（H17.11.22 取消）

規制緩和の全国展開による

米　　　子　　　市 早期幼児教育特区 H15.8.29 第 2 回
（H20.7.9 取消）

規制緩和の全国展開による

構造改革特区 / 企画課 / とりネット / 鳥取県公式サイト（http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=146563）を参照して作
成した。
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西
伯
郡
で
は
合
併
が
進
ん
だ
が
、
日
野
郡
で
は
溝
口
町
が
西
伯
郡
の
岸
本
町
と
合
併
し
て
西
伯
郡
に
属
す
る
こ
と
に
な
っ
た
伯
耆
町
の
誕

生
以
外
は
見
ら
れ
な
い
。
合
併
し
な
か
っ
た
日
野
郡
の
日
南
町
と
日
野
町
と
江
府
町
は
典
型
的
な
農
村
型
の
集
落
を
単
位
と
す
る
地
方
公

共
団
体
で
あ
る
。
ま
た
県
の
北
西
で
島
根
県
と
接
す
る
境
港
市
の
人
口
は
三
万
六
一
〇
八
人
で
昭
和
の
大
合
併
の
と
き
の
市
町
村
合
併
の

特
例
（
人
口
要
因
が
五
万
人
か
ら
三
万
人
に
減
少
さ
れ
た
）
で
市
と
な
っ
た
こ
と
が
わ
か
る
。
県
西
部
地
域
の
複
雑
な
関
係
が
こ
こ
か
ら
読
み

取
る
こ
と
が
で
き
る
。

四　

中
国
地
方
や
関
西
広
域
連
合
と
鳥
取
県
の
今
後

鳥
取
県
は
道
州
制
案
を
見
る
と
「
中
国
州
」
あ
る
い
は
「
中
国
・
四
国
州
」
に
含
ま
れ
る
。
民
主
党
の
「
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
」
に
「
道
州

制
」
の
言
葉
が
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
道
州
制
確
立
に
向
け
た
日
本
各
地
の
地
方
公
共
団
体
の
歩
み
は
明
確
な
も
の
に
は
な
っ
て
い
な
い
。

東
日
本
大
震
災
は
広
域
的
な
連
携
の
必
要
性
を
認
識
さ
せ
た
こ
と
は
事
実
で
あ
る
が
、
そ
の
主
体
と
し
て
「
道
州
」
の
確
立
に
向
け
た
動

き
が
明
確
に
な
っ
て
い
る
と
は
い
え
な
い
。
近
隣
の
都
道
府
県
相
互
の
協
力
関
係
の
確
立
と
、
大
規
模
災
害
を
視
野
に
入
れ
た
遠
隔
地
同

志
の
地
方
公
共
団
体
の
協
力
関
係
の
確
立
の
動
き
な
ど
の
ほ
う
が
進
展
し
て
い
る
と
い
え
る
よ
う
な
傾
向
が
み
ら
れ
る
。
そ
う
し
た
中
で

道
州
制
と
は
異
な
っ
た
視
点
で
平
成
二
二
年
一
二
月
一
日
に
設
立
さ
れ
た
も
の
が
「
関
西
広
域
連
合
」
で
あ
る
。

「
関
西
広
域
連
合
」
と
「
関
西
州
」
で
は
そ
の
性
格
が
大
き
く
異
な
る
。
道
州
制
が
都
府
県
統
合
を
前
提
と
し
て
国
か
ら
の
権
限
移
譲

を
受
け
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
多
く
の
府
県
で
県
庁
所
在
地
一
極
集
中
化
傾
向
が
み
ら
れ
る
こ
と
か
ら
み
て
、
関
西
州
の
州
都
（
例

え
ば
大
阪
）
の
一
局
集
中
と
な
る
可
能
性
も
考
え
ら
れ
る
。
そ
れ
ゆ
え
構
成
各
府
県
と
政
令
指
定
都
市
の
主
体
性
を
維
持
し
な
が
ら
必
要

な
広
域
行
政
の
実
施
主
体
、
す
な
わ
ち
国
か
ら
出
先
機
関
を
中
心
と
し
て
実
施
さ
れ
て
い
る
権
限
の
受
け
皿
機
関
と
し
て
「
関
西
広
域
連
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合
」
は
設
立
さ
れ
た
。
た
だ
し
関
西
圏
に
あ
る
二
府
四
県
の
う
ち
奈
良
県
は
参
加
せ
ず
、
四
つ
の
政
令
指
定
都
市
も
参
加
し
な
か
っ
た
。

代
わ
り
に
徳
島
県
と
鳥
取
県
が
参
加
す
る
形
で
「
関
西
広
域
連
合
は
設
立
さ
れ
た
。
そ
の
結
果
「
関
西
広
域
連
合
」
の
構
成
府
県
は
、
大

阪
府
、
京
都
府
、
滋
賀
県
、
兵
庫
県
、
和
歌
山
県
、
徳
島
県
、
鳥
取
県
の
二
府
・
五
県
の
七
府
県
と
な
っ
た
。

関
西
広
域
連
合
の
設
立
の
狙
い
は
以
下
の
三
点
で
あ
る
。
そ
の
第
一
が
「
分
権
型
社
会
の
実
現
へ
！
」
で
あ
り
、
そ
れ
は
「
中
央
集
権

体
制
と
東
京
一
極
集
中
を
打
破
し
、
地
域
的
な
自
己
決
定
、
自
己
責
任
を
貫
け
る
分
権
型
社
会
を
実
現
す
る
た
め
、
広
域
課
題
に
地
域
が

主
体
的
に
対
応
で
き
る
現
実
的
な
仕
組
み
づ
く
り
を
、
関
西
が
全
国
に
先
駆
け
て
立
ち
上
げ
、
地
方
分
権
の
突
破
口
を
開
き
ま
す
」
と
説

明
さ
れ
て
い
る
。
第
二
は
「
関
西
全
体
の
広
域
行
政
を
担
う
責
任
主
体
！
」
で
、
そ
の
目
的
は
「
東
南
海
・
南
海
地
震
発
生
に
備
え
た
広

域
防
災
体
制
の
整
備
や
ド
ク
タ
ー
ヘ
リ
に
よ
る
広
域
的
な
救
急
体
制
の
確
保
を
は
じ
め
、
将
来
的
に
は
関
西
の
競
争
力
を
高
め
る
た
め
の

交
通
・
物
流
基
盤
の
一
体
的
な
運
営
管
理
な
ど
を
目
指
し
、
関
西
が
一
丸
と
な
っ
て
広
域
行
政
を
展
開
し
ま
す
」
と
説
明
さ
れ
て
い
る
。

第
三
が
「
国
の
出
先
機
関
の
仕
事
の
受
け
皿
づ
く
り
！
」
で
あ
り
、
そ
の
実
現
の
た
め
に
は
「
各
団
体
の
個
性
や
資
源
を
有
効
に
活
用
す

る
と
と
も
に
、
出
先
機
関
を
中
心
と
し
た
国
の
事
務
、
権
限
の
う
ち
、
広
域
自
治
体
で
担
う
べ
き
事
務
の
移
譲
を
受
け
て
、
国
と
地
方
の

二
重
行
政
を
解
消
。
関
西
全
体
と
し
て
ス
リ
ム
か
つ
効
率
的
な
体
制
へ
の
転
換
を
目
指
し
ま
す
」
と
説
明
さ
れ
て
い
る

（
25
）

。

「
関
西
広
域
連
合
」
は
、
当
初
は
、
防
災
、
観
光
・
文
化
振
興
、
産
業
振
興
、
医
療
、
資
格
試
験
・
免
許
等
、
職
員
研
修
の
七
分
野
か

ら
ス
タ
ー
ト
し
、「
成
長
す
る
広
域
連
合
」
と
し
て
、
将
来
的
に
は
、
港
湾
の
一
体
的
な
管
理
や
国
道
・
河
川
の
一
体
的
な
計
画
・
整

備
・
管
理
等
を
目
指
し
、
あ
わ
せ
て
、
国
の
出
先
機
関
の
受
け
皿
と
し
て
、
国
か
ら
の
事
務
、
権
限
移
譲
の
早
急
な
実
現
を
目
指
し
て
い

る
。
そ
う
し
た
中
で
、
奈
良
県
は
、
県
独
自
に
受
け
る
べ
き
権
限
移
譲
を
広
域
連
合
が
受
け
る
こ
と
を
問
題
と
し
て
参
加
を
見
合
わ
せ
た

の
で
あ
る
。
徳
島
県
は
関
西
圏
と
の
距
離
的
あ
る
い
は
地
理
的
な
関
係
の
強
さ
を
考
慮
し
、
資
格
試
験
・
免
許
以
外
の
六
項
目
に
参
加
し

二
九
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て
い
る
。
鳥
取
県
は
観
光
・
文
化
振
興
と
医
療
の
二
分
野
の
み
に
参
加
し
た
。
な
お
、
鳥
取
県
と
愛
媛
県
の
間
で
は
危
機
事
象
発
生
時
に

お
け
る
「
相
互
応
援
協
定
」
を
締
結
し
て
い
る

（
26
）

。

鳥
取
県
で
の
聞
き
取
り
調
査
の
中
で
、
本
来
は
関
西
圏
の
府
県
を
対
象
に
設
立
さ
れ
る
べ
き
「
関
西
広
域
連
合
」
に
鳥
取
県
が
参
加
し

た
の
は
、
鳥
取
市
を
中
心
と
し
た
「
鳥
取
・
因
幡
定
住
自
立
圏
」
の
都
合
が
あ
る
と
の
指
摘
を
う
け
た
。
中
国
地
方
を
平
行
に
走
る
、
山

陰
自
動
車
道
と
中
国
縦
貫
自
動
車
道
と
山
陽
自
動
車
道
と
い
う
高
速
自
動
車
道
か
ら
、
鳥
取
市
へ
は
中
国
横
断
道
姫
路
鳥
取
線
が
、
山
陽

自
動
車
道
か
ら
は
播
磨
Ｉ
Ｃ
で
、
中
国
縦
貫
自
動
車
道
か
ら
は
佐
用
Ｉ
Ｃ
で
接
続
し
て
い
る
。
鉄
道
で
は
鳥
取
市
は
山
陽
本
線
で
京
都
・

大
阪
と
直
結
し
て
お
り
、
鳥
取
県
東
部
地
域
を
対
象
と
し
た
場
合
に
は
、
因
美
線
か
ら
姫
新
線
を
経
由
し
て
関
西
圏
へ
行
く
こ
と
も
、
智

頭
鉄
道
経
由
を
経
由
し
て
関
西
圏
や
東
京
へ
行
く
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。
智
頭
鉄
道
の
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
も
売
り
上
げ
も
関
西
圏
と
の
関
連

性
の
強
さ
を
強
調
し
て
お
り
、
鳥
取
県
東
部
は
関
西
圏
と
の
関
連
性
が
強
い
。
鳥
取
市
を
中
心
に
関
西
広
域
連
合
へ
参
加
し
た
理
由
の
一

つ
に
こ
の
経
済
圏
の
つ
な
が
り
が
あ
る
こ
と
は
疑
い
な
い

（
27
）

。

鳥
取
県
西
部
は
島
根
県
と
の
関
係
が
強
い
こ
と
は
前
述
の
と
お
り
で
あ
る
。「
中
海
圏
域
定
住
自
立
圏
」
は
そ
の
シ
ン
ボ
ル
と
い
え
る
。

米
子
市
は
岡
山
や
倉
敷
を
経
由
し
て
山
陽
自
動
車
道
と
つ
な
が
り
、
落
合
Ｊ
Ｃ
Ｔ
等
を
通
じ
て
中
国
縦
貫
自
動
車
道
と
つ
な
が
っ
て
い
る
。

鉄
道
で
は
伯
備
線
で
倉
敷
と
接
続
し
て
い
る
。
観
光
は
大
山
か
ら
境
港
を
経
由
し
中
海
を
挟
ん
で
出
雲
方
面
と
つ
な
が
り
、
島
根
県
と
の

結
び
つ
き
が
強
い
。
中
国
州
が
設
置
さ
れ
た
場
合
、
州
都
は
岡
山
市
か
広
島
市
と
な
る
可
能
性
が
高
く
、
瀬
戸
内
を
中
心
に
し
た
政
策
が

中
心
と
な
る
可
能
性
が
高
い
。
か
つ
て
日
本
海
側
は
裏
日
本
と
よ
ば
れ
、
発
展
す
る
太
平
洋
や
瀬
戸
内
海
に
面
し
た
表
日
本
と
対
比
さ
れ

て
き
た
。
日
本
海
側
の
繁
栄
を
考
え
れ
ば
、
中
海
圏
域
定
住
自
立
圏
を
中
心
と
し
た
地
域
発
展
策
の
推
進
が
必
要
と
な
る
。

中
海
圏
域
定
住
自
立
圏
の
人
口
は
三
八
万
一
四
五
九
人
、
面
積
は
五
四
五
・
八
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
で
あ
る
が
、
中
海
を
ま
た
い
で
設

三
〇



鳥
取
県
の
平
成
の
大
合
併
の
経
過
と
そ
の
後
（
山
田
）

（
一
六
三
）

定
さ
れ
て
い
た
二
つ
の
旧
地
方
拠
点
都
市
地
域
を
対
象
に
す
れ
ば
、
鳥
取
県
側
の
「
中
海
圏
域
地
方
拠
点
都
市
地
域
」
が
、
人
口

二
二
万
九
五
二
一
人
、
面
積
六
〇
八
・
四
三
で
あ
り
、
島
根
県
側
の
「
出
雲
・
宍
道
湖
・
中
海
地
方
拠
点
都
市
地
域
」
が
、
人
口

四
七
万
一
七
〇
八
人
、
面
積
二
四
一
四
・
二
二
で
あ
り
、
合
計
人
口
七
〇
万
一
二
二
九
人
、
合
計
面
積
三
〇
二
二
・
六
五
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト

ル
と
な
り
、
政
令
指
定
都
市
と
も
な
り
う
る
か
な
り
大
き
な
圏
域
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
鳥
取
県
側
を
鳥
取
中
部
地
域
と
し
た
場
合
に
は
、

人
口
で
一
万
二
六
五
九
人
、
面
積
で
五
九
九
・
五
五
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
が
加
わ
る
こ
と
に
な
る
。
中
国
地
方
の
日
本
海
側
の
拠
点
と
な

る
べ
き
力
を
備
え
た
地
域
と
い
う
こ
と
に
な
る
。

こ
の
よ
う
に
鳥
取
県
に
お
い
て
は
、
関
西
圏
と
の
つ
な
が
り
の
中
で
地
域
発
展
を
模
索
し
て
い
る
鳥
取
市
や
鳥
取
県
東
部
地
域
と
、
島

根
県
と
の
相
互
協
力
の
協
力
に
よ
っ
て
地
域
活
性
化
を
模
索
し
て
い
る
米
子
市
や
鳥
取
県
西
部
地
域
で
は
、
向
い
て
い
る
方
向
が
異
な
っ

て
い
る
と
言
わ
ざ
る
を
得
な
い
。
そ
う
し
た
は
ざ
ま
に
あ
っ
て
倉
吉
市
を
中
心
と
し
た
中
部
地
方
は
、
田
園
都
市
と
し
て
の
落
ち
着
き
の

あ
る
発
展
を
模
索
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
と
な
る
。
こ
う
し
た
流
れ
を
見
る
と
、
鳥
取
県
は
三
つ
の
定
住
自
立
圏
を
中
心
に
、
各
地
域
が

そ
れ
ぞ
れ
影
響
を
受
け
る
地
域
と
の
連
携
の
中
で
地
域
お
こ
し
を
行
い
つ
つ
、
圏
域
全
体
の
発
展
を
考
察
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

鳥
取
県
に
は
第
三
種
空
港
で
あ
る
鳥
取
空
港
と
、
共
用
空
港
で
あ
る
美
保
（
米
子
・
米
子
鬼
太
郎
）
空
港
と
い
う
二
つ
の
空
港
が
あ
る
。

近
隣
で
は
兵
庫
県
に
は
第
三
種
空
港
で
あ
る
神
戸
空
港
と
公
共
用
飛
行
場
で
あ
る
但
馬
空
港
、
島
根
県
に
は
第
三
種
空
港
で
あ
る
出
雲
空

港
と
石
見
空
港
が
、
岡
山
県
に
も
第
三
種
空
港
で
あ
る
岡
山
空
港
が
あ
る
。
鳥
取
県
内
に
限
っ
て
も
鳥
取
空
港
と
美
保
（
米
子
）
空
港
を

と
お
し
て
、
鳥
取
市
を
中
心
と
す
る
鳥
取
県
東
部
と
米
子
市
や
境
港
市
を
中
心
と
す
る
鳥
取
県
西
部
が
、
空
港
で
日
本
の
主
要
都
市
と
つ

な
が
る
こ
と
で
集
客
競
争
を
お
こ
な
っ
て
い
る
。
飛
行
場
を
核
と
し
た
広
域
的
交
流
に
よ
る
関
西
圏
と
中
国
地
方
へ
の
集
客
、
中
国
地
方

の
特
に
日
本
海
側
を
中
心
と
し
た
集
客
に
努
力
す
る
こ
と
も
必
要
で
あ
る
。
そ
の
時
に
も
鳥
取
県
東
部
と
鳥
取
県
西
部
で
は
若
干
方
向
性

三
一
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へ
の
異
な
り
も
み
ら
れ
る
。

「
鳥
取
県
の
将
来
ビ
ジ
ョ
ン
」
の
中
の
〝
鳥
取
県
は
ど
こ
に
活
路
を
見
出
す
〞
に
は
、﹇
北
東
ア
ジ
ア
へ
の
窓
口
に
﹈、﹇
近
畿
圏
域
と
つ

な
が
る
﹈
ほ
か
四
つ
の
ビ
ジ
ョ
ン
が
示
さ
れ
て
い
る
。﹇
北
東
ア
ジ
ア
へ
の
窓
口
に
﹈
で
は
、「
環
日
本
海
を
は
じ
め
と
す
る
『
大
交
流
新

時
代
』
へ
踏
み
出
し
、
本
県
が
、
人
・
物
の
西
日
本
に
お
け
る
、
北
東
ア
ジ
ア
地
域
へ
の
窓
口
と
な
る
こ
と
を
目
指
し
ま
す
」
と
の
ス

ロ
ー
ガ
ン
の
も
と
、
米
子
空
港
と
韓
国
・
仁
川
空
港
と
の
間
の
定
期
便
を
利
用
し
た
空
の
「
北
東
ア
ジ
ア
ゲ
ー
ト
ウ
エ
イ
構
想
」
と
、
境

港
と
東
海
そ
し
て
ウ
ラ
ジ
オ
ス
ト
ク
へ
の
定
期
貨
客
を
利
用
し
た
海
の
「
北
東
ア
ジ
ア
ゲ
ー
ト
ウ
エ
イ
構
想
」
が
掲
げ
ら
れ
て
い
る
。
ま

た
﹇
近
畿
圏
と
つ
な
が
る
﹈
で
は
「
中
国
地
方
の
一
員
で
あ
る
こ
と
に
加
え
、
グ
レ
ー
タ
ー
近
畿
（
京
阪
神
を
中
核
と
し
た
広
域
的
経
済
圏

域
）
の
一
員
と
し
て
地
域
間
連
携
を
進
め
、
販
路
拡
大
、
情
報
発
信
強
化
な
ど
に
打
っ
て
出
る
取
り
組
み
を
推
進
し
ま
す
」
と
い
う
ス

ロ
ー
ガ
ン
で
、
鳥
取
県
と
近
畿
圏
域
と
の
関
連
性
強
化
の
重
要
性
を
強
調
し
て
い
る

（
28
）

。

鳥
取
県
は
ま
さ
に
鳥
取
市
と
米
子
市
と
い
う
二
眼
を
軸
に
し
た
県
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。
両
者
は
東
部
と
西
部
の
中
心
都
市
で
も
あ

り
、
両
者
が
い
か
に
し
て
県
全
体
の
発
展
を
、
倉
吉
市
を
中
心
と
す
る
中
部
地
域
に
も
配
慮
し
な
が
ら
行
っ
て
い
く
か
が
、
今
後
の
課
題

と
い
え
よ
う
。

註（
1
） 

鳥
取
県
の
位
置
に
つ
い
て
は
、
鳥
取
県
企
画
統
計
課
編
『
平
成
20
・
21
年
鳥
取
県
統
計
年
鑑
』（
平
成
22
年
刊
）
鳥
取
県
の
「
2　

位
置
」
を

参
照
し
整
理
し
た
。

（
2
） 

鳥
取
県
の
歴
史
と
市
町
村
の
変
遷
に
つ
い
て
は
、
鳥
取
県
企
画
統
計
課
編
『
鳥
取
県
勢
要
覧
』（
平
成
二
二
年
度
版
）
鳥
取
県
、
鳥
取
県
企
画

統
計
課
編
『
平
成
20
・
21
年
鳥
取
県
統
計
年
鑑
』（
平
成
22
年
刊
）
鳥
取
県
、
市
区
町
村
変
遷
履
歴
情
報
・
市
制
町
村
制
施
行
時
の
情
報
【
鳥
取
県
】

三
二



鳥
取
県
の
平
成
の
大
合
併
の
経
過
と
そ
の
後
（
山
田
）

（
一
六
五
）

（http://uub.jp/upd/s_tottori.htm
l

）
等
を
中
心
に
整
理
し
た
。
な
お
、
市
町
村
数
の
統
計
は
五
年
お
き
と
な
っ
て
い
る
た
め
、
実
際
の
合
併
年

度
や
合
併
数
は
正
確
で
は
な
い
。
以
下
、
同
一
項
目
に
つ
い
て
は
こ
れ
ら
の
資
料
を
参
照
し
た
。

（
3
） 
鳥
取
県
の
平
成
一
二
年
の
国
勢
調
査
に
お
け
る
各
市
町
村
の
人
口
は
、『
平
成
15
・
16
年
鳥
取
県
統
計
年
鑑
』（
平
成
17
年
刊
）
の
「
付
録
1　

市

町
村
制
一
覧
」
を
参
照
し
た
。

（
4
） 

鳥
取
県
の
面
積
は
鳥
取
県
企
画
統
計
課
編
『
鳥
取
県
勢
要
覧
』（
平
成
二
二
年
度
版
）
鳥
取
県
を
参
照
し
て
整
理
し
た
。

（
5
） 

鳥
取
県
の
平
成
の
大
合
併
の
結
果
に
つ
い
て
は
、
鳥
取
県
自
治
振
興
課
鳥
取
県
内
の
市
町
村
合
併
の
状
況
（
平
成
一
七
年
一
〇
月
一
日
）
の
中

の
「
鳥
取
県
内
の
市
町
村
合
併
の
状
況
」
と
「
鳥
取
県
内
の
市
町
村
合
併
前
の
状
況
」（http://w

w
w
.pref.tottori.lg.jp/dd.

aspx?m
enuid=12516

）
を
参
照
し
て
整
理
し
た
。

（
6
） 

鳥
取
県
の
市
町
村
数
と
他
の
都
道
府
県
と
の
比
較
は
「
都
道
府
県
市
町
村
」
の
な
か
の
「
都
道
府
県
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル
」（http://arc.uub.jp/

arc/

）
等
を
参
照
し
て
整
理
し
た
。

（
7
） 

一
部
事
務
組
合
に
関
し
て
は
、「
暮
ら
し
と
政
治
」
編
集
部
編
『
新
地
方
自
治
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
…
制
度
編
』
伯
林
書
房
一
九
九
一
年
や
総
務
省

編
『
地
方
財
政
白
書
』（
平
成
二
二
年
版
）
等
を
参
照
し
て
整
理
し
た
。

（
8
） 

中
海
新
産
業
都
市
の
区
域
に
関
し
て
は
「
新
産
業
都
市
と
工
業
整
備
特
別
地
域
」（http://w

w
w
.nishnet.ne.jp/̃andou/zensou/1sangyou.

htm

）
を
参
照
し
た
。

（
9
） 

広
域
市
町
村
圏
に
関
し
て
は
、
自
治
省
行
政
局
振
興
課
監
修
『
平
成
6
年
度
改
正　

広
域
行
政
圏
要
覧
』
第
一
法
規
、
平
成
七
年
を
参
照
し
た
。

以
下
同
じ
。

（
10
） 

平
成
20
年
12
月
26
日
付
け
総
行
応
第
39
号
、
総
務
事
務
次
官
か
ら
各
都
道
府
県
知
事
及
び
政
令
指
定
都
市
市
長
あ
て
通
知
「
定
住
自
立
圏
構
想

推
進
要
綱
に
つ
い
て
」
内
の
「『
広
域
行
政
圏
計
画
策
定
要
綱
』
及
び
『
ふ
る
さ
と
市
町
村
圏
推
進
要
綱
』
の
廃
止
に
関
す
る
事
務
次
官
通
達
」、
総

務
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://w

w
w
.soum

u.go.jp

）
を
参
照
し
た
。

（
11
） 

た
と
え
ば
鳥
取
中
部
で
は
昭
和
四
六
年
一
〇
月
に
『
倉
吉
市
以
外
9
か
町
村
衛
生
管
理
組
合
』、『
倉
吉
市
外
9
か
町
村
ご
み
処
理
場
管
理
組

合
』、『
倉
吉
市
外
9
か
町
村
交
通
災
害
共
済
組
合
』、『
倉
吉
市
外
9
か
町
村
畜
産
物
処
理
流
通
改
善
施
設
管
理
組
合
』
を
解
散
し
、
同
年
一
一
月
に

三
三
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（
一
六
六
）

『
中
部
市
町
村
共
同
処
理
管
理
組
合
』
を
設
立
し
て
い
る
。
他
の
組
合
も
同
様
の
措
置
を
と
っ
て
い
る
。
鳥
取
中
部
に
関
し
て
は
「
鳥
取
中
部
ふ
る

さ
と
広
域
連
合
」
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://w

w
w
.chubu-furusato-tottori.jp

）
を
参
照
し
て
整
理
し
た
。

（
12
） 
「
鳥
取
中
部
ふ
る
さ
と
広
域
連
合
」
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
参
照
。

（
13
） 
広
域
市
町
村
圏
に
関
し
て
は
平
成
一
四
年
四
月
二
六
日
の
総
務
事
務
次
官
通
達
の
「
広
域
行
政
圏
計
画
策
定
要
綱
」（w

w
w
.soum

u.go.jp/

kouiki/kouiki.htm
l

）
を
参
照
し
た
。
な
お
「
広
域
行
政
圏
施
策
の
概
要
」
に
よ
れ
ば
、
平
成
二
〇
年
四
月
一
日
現
在
の
広
域
行
政
圏
は
三
五
九

圏
で
構
成
市
町
村
数
は
一
七
〇
二
と
な
っ
て
お
り
、
全
市
町
村
の
九
五
・
一
％
が
参
加
し
て
い
る
。
人
口
は
約
九
千
万
人
で
全
人
口
の
七
七
・
六
％
、

面
積
は
約
三
六
万
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
で
全
体
の
九
七
・
一
％
と
な
っ
て
い
る
。
広
域
市
町
村
圏
は
三
三
四
圏
域
で
一
圏
域
四
・
五
市
町
村
と
な
っ
て

い
る
。
平
均
人
口
約
二
〇
万
人
で
平
均
面
積
は
一
〇
四
九
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
で
あ
り
、
鳥
取
県
中
部
地
域
は
五
市
町
村
で
構
成
さ
れ
て
い
る
点
で

は
平
均
的
で
あ
る
が
、
人
口
と
面
積
で
は
若
干
小
さ
め
な
広
域
市
町
村
圏
と
い
え
る
。
平
均
規
模
に
類
似
し
て
い
る
の
は
鳥
取
県
東
部
地
域
で
あ
り
、

西
部
地
域
は
市
町
村
の
数
か
ら
み
て
、
若
干
全
国
平
均
と
は
異
な
っ
た
地
域
形
態
を
有
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

な
お
、
総
務
省
自
治
行
政
局
市
町
村
体
制
整
備
課
の
「
地
方
公
共
団
体
間
の
事
務
の
共
同
処
理
の
状
況
調
べ
（
平
成
二
二
年
七
月
一
日
現
在
）」

に
よ
れ
ば
、「
一
部
事
務
組
合
は
、
構
成
団
体
数
が
二
団
体
の
も
の
が
最
も
多
く
（
三
七
・
三
％
）、
次
い
で
三
団
体
の
も
の
（
二
三
・
九
％
）、
四
団

体
の
も
の
（
一
二
・
九
％
）
と
な
っ
て
お
り
、
併
せ
て
全
体
の
七
割
を
超
え
て
い
る
」
と
報
告
さ
れ
て
い
る
こ
の
こ
と
は
平
成
の
大
合
併
の
進
捗
状

況
を
示
す
も
の
で
あ
る
。

（
14
） 

鳥
取
県
東
部
行
政
管
理
組
合
「
麒
麟
の
王
国
」（http://w

w
w
.east.tottori.tottori.jp

）
を
参
照
し
て
整
理
し
た
。

（
15
） 

鳥
取
市
の
特
例
市
以
降
に
関
し
て
は
、
鳥
取
市
総
務
課
行
政
係
が
平
成
一
七
年
二
月
四
日
に
発
表
し
た
資
料
で
あ
る
「
特
例
市
へ
の
移
行
に
つ

い
て
」（w

w
w
.city.tottori.lg.jp

）
を
参
照
し
整
理
し
た
。

（
16
） 

「
鳥
取
県
西
部
広
域
行
政
管
理
組
合
」
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://w

w
w
.tottori-seibukoiki.jp/

）
を
参
照
し
て
整
理
し
た
。

（
17
） 

鳥
取
県
内
の
広
域
連
合
と
一
部
事
務
組
合
に
つ
い
て
は
、
鳥
取
県
自
治
振
興
課
広
域
連
合
・
一
部
事
務
組
合
を
構
造
改
革
特
区
に
つ
い
て
は
、

構
造
改
革
特
区/

企
画
課/

と
り
ネ
ッ
ト/

鳥
取
県
公
式
サ
イ
ト
（http://w

w
w
.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?m

enuid=146563

）
を
参
照
し
て

作
成
し
た
。

三
四



鳥
取
県
の
平
成
の
大
合
併
の
経
過
と
そ
の
後
（
山
田
）

（
一
六
七
）

（
18
） 

ふ
る
さ
と
大
山
ふ
れ
あ
い
リ
ゾ
ー
ト
構
想
に
つ
い
て
は
（http://w

w
w
.m

lit.go.jp

）
の
（
8
）
地
域
開
発
の
状
況
を
参
照
し
た
。

（
19
） 

中
海
圏
域
地
方
拠
点
都
市
地
域
に
関
し
て
は
「
と
っ
と
り
県
政
こ
の
1
年
」
七
八
号
一
九
九
五
年
（
平
成
七
年
）（http://w

w
w
.pref.tottori.

lg.jp
）
を
参
照
し
た
。

（
20
） 
平
成
20
年
12
月
26
日
付
け
総
行
応
第
39
号
、
総
務
事
務
次
官
前
掲
通
知

（
21
） 

総
務
事
務
次
官
前
掲
通
知
一
〜
二
ペ
ー
ジ
を
参
照
し
て
整
理
し
た
。

（
22
） 

定
住
自
立
圏
構
想
の
内
容
は
、
総
務
省
の
『
定
住
自
立
圏
構
想
推
進
要
綱
』（http://w

w
w
.soum

u.go.jp/m
enu_03/shingi_kenkyu/

kenkyu/teizyu/index.htm
l

）
な
ど
か
ら
抽
出
し
て
分
析
し
た
。

（
23
） 

各
定
住
自
立
圏
の
特
徴
と
内
容
に
つ
い
て
は
総
務
省
「
全
国
定
住
自
立
圏
の
取
り
組
み
状
況
に
つ
い
て
」
と
鳥
取
市
「
鳥
取
・
因
幡
定
住
自
立

圏
共
生
ビ
ジ
ョ
ン
』（
平
成
22
年
3
月
作
成
、
同
年
9
月
一
部
改
定
）、
倉
吉
市
「
鳥
取
県
中
部
定
住
自
立
圏
共
生
ビ
ジ
ョ
ン
」（
平
成
22
年
）、
松
江

市
・
米
子
市
「
中
海
圏
定
住
自
立
圏
共
生
ビ
ジ
ョ
ン
」（
平
成
22
年
）
な
ど
を
参
照
し
て
整
理
し
た
。

（
24
） 

中
海
定
住
自
立
圏
に
関
し
て
は
総
務
省
の
『
全
国
の
定
住
自
立
圏
の
取
組
状
況
に
つ
い
て
』（
総
務
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
）
を
、
中
海
市
長
会
に

つ
い
て
は
中
海
市
長
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
中
海
圏
域
へ
よ
う
こ
そ
」（http://w

w
w
.nakaum

i.jp

）
を
参
照
し
た
。

（
25
） 

『
さ
あ
、
関
西
の
時
代
へ
』「
関
西
広
域
連
合
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
」（http://kouiki-kansai.jp

）

（
26
） 

『
さ
あ
、
関
西
の
時
代
へ
』（
前
掲
資
料
）、『【
速
報
】
鳥
取
県
、
関
西
連
合
規
約
を
可
決
、
観
光
と
医
療
に
参
加
│
中
国
新
聞
』（http://

w
w
w
.new

s-m
edical.jp/

）、『
関
西
広
域
連
合
（
仮
称
）
設
立
案
〈
概
要
版
〉』（http://w

w
w
.pref.tokushim

a.jp/

）
等
を
参
照
し
て
整
理
し
た
。

（
27
） 

鳥
取
県
広
報
連
絡
協
議
会
「
山
陰
・
鳥
取
」
同
協
議
会
発
行
、
鳥
取
県
東
部
広
域
行
政
管
理
組
合｢

因
幡
ぐ
る
りN

avi｣

同
組
合
発
行
、
智

頭
急
行
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://w

w
w
.chizukyu.co.jp/

）
な
ど
を
参
照
し
て
整
理
し
た
。

（
28
） 

鳥
取
県
「
鳥
取
県
の
将
来
ビ
ジ
ョ
ン
【
概
要
版
】」
鳥
取
県
統
轄
監
県
政
推
進
課
参
照
。

三
五





一
九
九
〇
年
代
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
政
策
と
合
衆
国
輸
出
入
銀
行
（E

xim
bank

）
の
役
割
（
山
城
）

（
一
六
九
）

一
九
九
〇
年
代
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
政
策
と

合
衆
国
輸
出
入
銀
行
（Exim

bank

）
の
役
割

山　
　

城　
　

秀　
　

市

は
じ
め
に

ク
リ
ン
ト
ン
政
権
は
ソ
連
が
崩
壊
し
、
東
西
対
立
・
冷
戦
が
終
了
し
国
際
経
済
体
制
が
新
た
な
展
開
を
み
せ
た
一
九
九
三
年
に
発
足
し

た
が
、
そ
の
貿
易
政
策
は
レ
ー
ガ
ン
政
権
や
Ｈ
．
Ｗ
ブ
ッ
シ
ュ
政
権
と
は
異
な
り
ア
メ
リ
カ
の
経
済
的
利
益
を
重
視
し
た
現
実
的
で
対
決

的
な
も
の
と
な
っ
て
い
く
。
レ
ー
ガ
ン
・
ブ
ッ
シ
ュ
政
権
の
も
と
で
の
貿
易
収
支
お
よ
び
経
常
収
支
は
八
〇
年
代
ま
で
赤
字
状
態
を
継
続

す
る
が
、
そ
の
経
常
収
支
赤
字
は
九
一
年
に
減
少
に
転
ず
る
。
九
一
年
の
貿
易
収
支
赤
字
の
減
少
は
、
国
内
需
要
の
停
滞
に
伴
う
輸
入
減

少
の
傾
向
が
大
き
い
た
め
、
そ
の
後
の
国
内
景
気
の
動
向
に
よ
っ
て
九
三
年
か
ら
再
び
貿
易
赤
字
が
拡
大
し
て
い
る
。
八
〇
年
代
初
の
貿

三
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（
一
七
〇
）

易
収
支
は
、
レ
ー
ガ
ン
政
権
下
で
の
金
融
引
締
め
政
策
と
拡
張
的
な
財
政
政
策
に
よ
っ
て
生
じ
た
も
の
で
あ
っ
た
。
財
政
赤
字
の
増
加
は

ア
メ
リ
カ
国
内
の
貯
蓄
を
流
出
さ
せ
新
規
投
資
が
借
入
を
通
し
て
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
さ
れ
る
こ
と
を
余
儀
な
く
さ
せ
た
。
国
内
貯
蓄
不
足
と

金
融
引
締
め
政
策
は
ま
た
利
子
率
を
上
昇
さ
せ
、
そ
れ
が
ま
た
ド
ル
の
実
質
実
効
為
替
レ
ー
ト
を
引
上
げ
た
。
こ
の
ド
ル
高
に
よ
っ
て
輸

入
品
が
ア
メ
リ
カ
国
内
で
安
く
な
り
、
ア
メ
リ
カ
の
輸
出
品
は
外
国
で
は
高
く
な
る
。
そ
の
結
果
、
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
収
支
は
深
刻
な
赤

字
を
計
上
す
る
。
九
二
年
以
降
の
実
質
実
効
為
替
レ
ー
ト
の
上
昇
が
ア
メ
リ
カ
へ
の
投
資
機
会
を
求
め
る
外
国
か
ら
の
資
本
流
入
を
反
映

す
る
と
と
も
に
、
ア
メ
リ
カ
製
品
に
比
べ
て
外
国
製
の
財
価
格
を
低
下
さ
せ
る
こ
と
に
よ
っ
て
貿
易
収
支
赤
字
の
拡
大
を
も
た
ら
し
た
こ

と
を
示
し
て
い
る
。

ク
リ
ン
ト
ン
政
権
に
お
け
る
貿
易
政
策
は
自
国
の
経
済
的
覇
権
の
た
め
の
競
争
強
化
や
経
済
成
長
と
雇
用
の
確
保
、
そ
し
て
そ
の
た
め

に
必
要
な
輸
出
の
拡
大
策
を
と
る
な
ど
経
済
を
安
全
保
障
の
中
心
に
お
く
経
済
安
全
保
障
を
掲
げ
る
。
さ
ら
に
、
対
外
経
済
政
策
の
調
整

と
立
案
を
お
こ
な
う
国
家
経
済
会
議
（
Ｎ
Ｅ
Ｃ
）
を
設
け
た
。
こ
う
し
て
自
国
の
経
済
的
利
益
を
最
優
先
さ
せ
る
ア
メ
リ
カ
優
先
主
義
を

掲
げ
、
ア
メ
リ
カ
経
済
自
身
の
強
化
を
目
指
し
た
。
と
く
に
、
対
日
要
求
は
よ
り
強
硬
と
な
り
、
ス
ー
パ
ー
三
〇
一
条
の
復
活
と
数
値
目

標
の
設
定
、
結
果
を
重
視
す
る
管
理
貿
易
に
傾
斜
し
、
保
護
貿
易
主
義
の
強
化
を
指
向
す
る
。

本
稿
は
九
〇
年
代
の
ク
リ
ン
ト
ン
政
権
の
戦
略
的
な
貿
易
政
策
とE

xim
bank

の
役
割
の
検
討
を
叙
述
課
題
と
す
る
が
、
第
一
節
で
は

管
理
貿
易
あ
る
い
は
保
護
主
義
に
傾
斜
す
る
貿
易
政
策
の
直
面
す
る
国
際
収
支
動
向
と
均
衡
調
整
政
策
を
明
ら
か
に
す
る
。
一
九
九
五
年

以
降
の
ド
ル
の
減
価
に
対
し
て
は
Ｇ
7
の
為
替
レ
ー
ト
是
正
要
求
と
ド
ル
回
復
の
た
め
の
協
調
介
入
が
行
わ
れ
る
。
と
く
に
、
円
、
ド
イ

ツ
マ
ル
ク
に
対
す
る
ド
ル
の
引
上
げ
は
九
五
年
以
降
、
イ
ン
フ
レ
率
の
低
下
と
交
易
条
件
の
改
善
を
通
し
て
ア
メ
リ
カ
経
済
に
有
益
な
効

果
を
も
た
ら
し
た
。
第
二
節
は
、
ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
を
推
進
す
る
多
国
間
主
義
、
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
地
域
主
義
、
対
日
・
対
Ｅ
Ｕ
貿

三
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一
九
九
〇
年
代
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
政
策
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易
交
渉
の
二
国
間
主
義
等
で
構
成
さ
れ
、
九
五
年
に
発
足
し
た
Ｗ
Ｔ
Ｏ
や
Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
へ
も
積
極
的
に
係
わ
る
な
ど
自
由
化
を
推
進
す
る
ク

リ
ン
ト
ン
政
権
の
貿
易
政
策
を
検
討
し
た
。

第
三
節
は
、
八
〇
年
代
政
府
の
貿
易
関
与
拡
大
に
よ
っ
て
貿
易
政
策
理
念
が
「
自
由
貿
易
主
義
」
か
ら
「
公
正
貿
易
主
義
」
へ
転
換
し

た
こ
と
を
反
映
す
る
ク
リ
ン
ト
ン
政
権
の
管
理
貿
易
お
よ
び
競
争
力
政
策
が
課
題
で
あ
る
。
二
国
間
あ
る
い
は
一
方
的
な
通
商
交
渉
に
お

け
る
強
権
的
な
市
場
開
放
の
要
求
は
ア
メ
リ
カ
企
業
の
収
益
性
低
下
と
失
業
者
増
大
を
背
景
に
そ
の
必
要
性
が
強
調
さ
れ
る
に
至
り
戦
後

通
商
体
制
の
決
定
的
な
転
換
を
意
味
し
た
。
そ
の
契
機
と
な
っ
た
レ
ー
ガ
ン
政
権
に
よ
る
一
九
八
八
年
包
括
通
商
・
競
争
力
法
に
つ
い
て

も
詳
細
に
検
討
し
た
。

一　

一
九
九
〇
年
代
の
国
際
収
支
不
均
衡
調
整
政
策

一
九
九
〇
年
代
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
収
支
は
、
八
七
年
の
歴
史
的
な
赤
字
を
記
録
し
た
の
ち
、
八
八
年
以
降
、
徐
々
に
改
善
傾
向
を
た
ど

る
。
と
く
に
、
一
九
九
一
年
の
貿
易
赤
字
は
大
幅
に
縮
小
し
、
し
か
も
湾
岸
戦
争
の
影
響
も
あ
り
日
本
の
九
〇
億
ド
ル
の
支
払
い
等
か
ら

移
転
収
支
が
黒
字
化
し
た
た
め
、
経
常
収
支
赤
字
は
大
幅
に
改
善
し
た
。
ま
た
、
一
九
八
五
年
か
ら
九
三
年
ま
で
の
商
品
輸
出
は
二
一
五
九

億
ド
ル
か
ら
四
五
六
八
億
ド
ル
と
九
八
・
六
パ
ー
セ
ン
ト
増
加
し
た
。
九
二
年
ま
で
に
ア
メ
リ
カ
は
世
界
最
大
の
輸
出
国
と
し
て
の
地
位

を
回
復
し
、
ア
メ
リ
カ
製
造
業
の
雇
用
は
六
人
に
一
人
が
直
接
間
接
輸
出
関
連
で
あ
っ
た
（
1
）

。
商
品
輸
入
も
ま
た
重
要
性
を
増
し
た
。
Ｇ
Ｄ

Ｐ
に
お
け
る
財
・
サ
ー
ビ
ス
の
輸
入
比
率
は
、
堅
調
に
推
移
し
て
や
は
り
戦
後
最
高
水
準
の
一
三
・
二
パ
ー
セ
ン
ト
を
示
し
て
い
る
（
2
）

。
し

か
し
、
九
一
年
の
貿
易
赤
字
の
減
少
は
、
国
内
需
要
の
停
滞
に
伴
う
輸
入
減
の
傾
向
が
大
き
い
た
め
、
そ
の
後
の
国
内
景
気
の
動
向
に

よ
っ
て
九
三
年
か
ら
再
び
貿
易
赤
字
が
拡
大
し
て
い
る
。

三
九
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八
〇
年
代
の
貿
易
収
支
を
詳
し
く
み
る
と
、
貿
易
収
支
赤
字
は
八
三
年
か
ら
急
激
に
増
加
を
は
じ
め
、
八
七
年
に
は
一
五
九
五
億
ド
ル

と
大
幅
な
赤
字
を
計
上
し
た
。
こ
れ
は
輸
出
の
停
滞
と
輸
入
の
増
大
に
よ
っ
て
貿
易
収
支
が
急
速
に
変
化
し
た
の
で
あ
る
。
さ
ら
に
高
金

利
に
よ
り
イ
ン
フ
レ
率
が
低
下
し
た
こ
と
も
作
用
し
た
。
こ
の
時
期
、
実
効
為
替
相
場
は
一
九
八
〇
年
七
月
か
ら
ピ
ー
ク
の
八
五
年
二
月

に
は
八
七
パ
ー
セ
ン
ト
も
の
上
昇
を
示
し
た
が
、
八
〇
年
か
ら
八
五
年
の
五
年
間
の
輸
出
数
量
の
年
増
加
率
は
わ
ず
か
〇
・
三
六
パ
ー
セ

ン
ト
に
す
ぎ
な
か
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
ア
メ
リ
カ
の
輸
入
増
加
は
、
第
二
次
石
油
危
機
後
の
不
況
に
苦
し
ん
で
い
た
世
界
経
済
を
立
ち
直

ら
せ
る
契
機
と
も
な
っ
た
が
、
他
方
で
ア
メ
リ
カ
産
業
の
国
際
競
争
力
の
低
下
も
示
し
て
い
る
。
ま
た
、
一
九
八
二
年
か
ら
八
七
年
の
経

常
収
支
赤
字
の
原
因
は
、
先
述
の
イ
ン
フ
レ
率
の
低
下
の
ほ
か
国
内
貯
蓄
率
の
低
下
と
そ
れ
以
上
の
投
資
過
剰
に
も
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、

八
七
年
の
経
常
収
支
赤
字
は
貯
蓄
率
が
回
復
す
る
に
し
た
が
い
、
ピ
ー
ク
以
降
、
八
二
年
五
七
七
億
ド
ル
か
ら
八
七
年
一
五
一
六
億
ド
ル

に
拡
大
し
て
い
る
。

八
三
年
か
ら
八
七
年
の
歴
史
的
な
貿
易
収
支
赤
字
は
レ
ー
ガ
ン
政
権
の
貿
易
政
策
に
よ
る
と
こ
ろ
が
大
き
い
が
、
そ
の
新
通
商
政
策
は

「
自
由
・
公
正
貿
易
」
を
標
榜
し
、
海
外
の
不
公
正
な
貿
易
慣
行
へ
の
対
抗
に
主
眼
を
置
い
た
の
が
最
大
の
特
徴
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、

レ
ー
ガ
ン
政
権
の
貿
易
政
策
は
全
体
と
し
て
み
れ
ば
、
自
由
貿
易
を
標
榜
し
な
が
ら
、
現
実
に
は
議
会
の
保
護
主
義
的
機
運
の
圧
力
に
抗

し
き
れ
ず
保
護
主
義
的
措
置
が
拡
大
す
る
と
い
う
矛
盾
に
満
ち
た
も
の
で
あ
っ
た
（
3
）

。
ア
メ
リ
カ
の
保
護
主
義
的
措
置
は
、
一
九
六
〇
年
代

の
繊
維
、
鉄
鋼
輸
入
急
増
に
対
し
て
輸
出
自
主
規
制
措
置
と
し
て
開
始
さ
れ
、
七
〇
年
代
後
半
に
は
相
殺
関
税
や
ア
ン
チ
ダ
ン
ピ
ン
グ
法

の
活
用
、
そ
し
て
輸
出
自
主
規
制
措
置
が
多
用
さ
れ
る
。
こ
れ
ら
の
保
護
主
義
的
措
置
は
日
本
や
東
ア
ジ
ア
地
域
か
ら
の
輸
入
急
増
に
対

抗
し
た
も
の
で
あ
っ
た
が
、
こ
れ
ら
の
措
置
は
必
ず
し
も
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
ル
ー
ル
に
そ
ぐ
わ
な
い
も
の
で
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
多
角
主
義
か
ら
逸

脱
し
て
、
二
国
間
協
定
や
輸
入
規
制
措
置
に
訴
え
る
ケ
ー
ス
が
拡
大
し
た
。
と
く
に
日
本
や
Ｅ
Ｃ
等
先
進
国
間
摩
擦
が
大
き
な
問
題
と
し

四
〇
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て
浮
上
し
た
が
、
こ
れ
は
貿
易
収
支
悪
化
の
状
況
に
深
く
関
連
し
て
い
る
。
ア
メ
リ
カ
製
造
業
の
生
産
能
力
の
欠
如
が
差
し
迫
っ
た
も
の

で
あ
る
と
い
う
認
識
は
、
自
動
車
、
鉄
鋼
、
半
導
体
チ
ッ
プ
お
よ
び
工
作
機
械
等
の
品
目
に
お
い
て
保
護
措
置
の
ケ
ー
ス
を
多
用
さ
せ
た
。

高
度
先
端
技
術
製
品
や
サ
ー
ビ
ス
の
輸
出
促
進
政
策
が
開
始
さ
れ
る
に
つ
い
て
は
、
海
外
の
不
公
正
な
市
場
障
壁
お
よ
び
国
内
の
補
助
金

に
対
す
る
認
識
も
大
き
な
影
響
を
与
え
て
い
た
（
4
）

。

一
九
九
〇
年
代
の
貿
易
収
支
は
九
三
年
か
ら
ゆ
る
や
か
に
赤
字
拡
大
を
は
じ
め
（
表
Ⅰ
│
1
）、
九
八
年
以
降
、
そ
の
収
支
幅
を
急
速

に
広
げ
て
い
く
。
九
三
年
の
貿
易
収
支
赤
字
は
九
二
年
の
九
六
一
億
ド
ル
に
対
し
て
三
七
・
九
パ
ー
セ
ン
ト
増
の
一
、三
二
六
億
ド
ル
で
あ

る
。
こ
れ
が
九
八
年
と
九
九
年
に
急
増
し
、
収
支
幅
は
二
〇
〇
〇
年
に
は
四
、五
四
六
億
ド
ル
に
拡
大
し
た
。
二
〇
〇
〇
年
の
財
・
サ
ー

ビ
ス
収
支
は
お
よ
そ
三
、六
〇
〇
億
ド
ル
の
赤
字
で
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
約
三
・
六
パ
ー
セ
ン
ト
に
相
当
す
る
。
そ
の
間
に
経
常
収
支
は
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比

約
四
・
三
パ
ー
セ
ン
ト
の
赤
字
を
記
録
し
た
。
九
九
年
の
経
済
諮
問
委
員
会
年
次
報
告
書
に
よ
る
貿
易
収
支
赤
字
拡
大
要
因
の
説
明
は
、

ア
メ
リ
カ
の
堅
調
な
経
済
成
長
と
九
七
年
の
ア
ジ
ア
危
機
に
帰
せ
ら
れ
て
い
る
。
そ
れ
ら
の
結
果
が
純
輸
出
の
顕
著
な
減
少
と
貿
易
収
支

赤
字
の
拡
大
を
も
た
ら
し
た
と
す
る
（
5
）

。
貿
易
収
支
赤
字
拡
大
の
原
因
は
次
の
三
つ
の
要
素
に
あ
る
と
し
て
い
る
。「
第
一
は
、
他
の
ほ
と

ん
ど
の
工
業
国
よ
り
も
速
い
米
国
の
所
得
成
長
で
あ
り
、
そ
れ
は
輸
入
を
増
加
さ
せ
た
。
第
二
は
、
日
本
お
よ
び
他
の
東
ア
ジ
ア
の
大
部

分
に
お
け
る
紛
れ
も
な
い
輸
出
の
収
縮
で
あ
り
、
そ
れ
は
米
国
輸
出
を
削
減
し
た
。
第
三
に
、
名
目
タ
ー
ム
、
実
質
タ
ー
ム
双
方
で
、

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
通
貨
お
よ
び
ア
ジ
ア
通
貨
、
と
り
わ
け
円
に
比
べ
て
ド
ル
が
値
上
が
り
し
た
こ
と
で
あ
る
（
6
）

。」
九
八
年
夏
以
降
、
ド
ル
は
円

に
対
し
て
値
下
が
り
し
て
き
た
が
、
他
の
Ｇ
10
通
貨
に
対
す
る
ド
ル
の
下
落
は
貿
易
加
算
ベ
ー
ス
で
は
か
な
り
控
え
め
な
も
の
で
あ
っ
た
。

貿
易
収
支
は
ア
メ
リ
カ
国
内
の
総
生
産
と
総
支
出
に
お
い
て
、
ア
メ
リ
カ
人
が
国
内
で
購
入
し
た
ア
メ
リ
カ
国
内
産
の
財
・
サ
ー
ビ
ス

が
控
除
さ
れ
、
そ
の
差
が
輸
出
マ
イ
ナ
ス
輸
入
、
す
な
わ
ち
貿
易
収
支
と
な
る
。
し
た
が
っ
て
、
貿
易
赤
字
は
ア
メ
リ
カ
の
支
出
が
そ
の

四
一
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表Ⅰ－ 1　合衆国の国際取引（1980年～1999年）
（単位：100万ドル、四半期値は季調値：貸方は＋、借方は－）

年　・
四半期

財 サービス 財
・
サ
ー
ビ
ス
収
支

所得受取と支払い 一
方
的
経
常
取
引（
純
）

経

常

収

支

輸　
　

出

輸　
　

入

財
収
支

純
軍
事
取
引

純　

受　

取

旅
行
・
運
輸

サ
ー
ビ
ス（
純
）

そ　

の　

他

受　
　

取

支　
　

払

所
得
収
支

1980....... 224,250 -249,750 -25,500 -1,822 -997 8,912 -19,407 72,606 -42,532 30,073 -8,349 2,317

1981....... 237,044 -265,067 -28,023 -844 144 12,552 -16,172 86,529 -53,626 32,903 -11,702 5,030

1982....... 211,157 -247,642 -36,485 112 -992 13,209 -24,156 91,747 -56,583 35,164 -16,544 -5,536

1983....... 201,799 -268,901 -67,102 -563 -4,227 14,124 -57,767 90,000 -53,614 36,386 -17,310 -38,691

1984....... 219,926 -332,418 -112,492 -2,547 -8,438 14,404 -109,073 108,819 -73,756 35,063 -20,335 -94,344

1985....... 215,915 -338,088 -122,173 -4,390 -9,798 14,483 -121,880 98,542 -72,819 25,723 -21,998 -118,155

1986....... 223,344 -368,425 -145,081 -5,181 -8,779 20,502 -138,538 97,064 -81,571 15,494 -24,132 -147,177

1987....... 250,208 -409,765 -159,557 -3,844 -8,010 19,728 -151,684 108,184 -93,891 14,293 -23,265 -160,655

1988....... 320,230 -447,189 -126,959 -6,320 -3,013 21,725 -114,566 136,713 -118,026 18,687 -25,274 -121,153

1989....... 362,120 -477,365 -115,245 -6,749 3,551 27,805 -90,638 161,287 -141,463 19,824 -26,169 -96,982

1990....... 389,307 -498,337 -109,030 -7,599 7,501 30,270 -78,857 171,742 -143,192 28,550 -26,654 -76,961

1991....... 416,913 -490,981 -74,068 -5,274 16,561 34,516 -28,266 149,214 -125,084 24,130 10,752 6,616

1992....... 440,352 -536,458 -96,106 -1,448 19,969 41,918 -35,666 132,056 -109,101 22,954 -35,013 -47,724

1993....... 456,832 -589,441 -132,609 1,385 19,714 42,562 -68,949 134,159 -110,255 23,904 -37,637 -82,681

1994....... 502,398 -668,590 -166,192 2,570 16,305 50,278 -97,039 165,438 -148,744 16,694 -38,260 -118,605

1995....... 575,845 -749,574 -173,729 4,600 21,772 51,410 -95,947 211,502 -190,955 20,547 -34,057 -109,457

1996....... 612,057 -803,327 -191,270 5,385 25,015 58,757 -102,113 223,810 -204,934 18,876 -40,081 -123,318

1997....... 679,702 -876,367 -196,665 5,138 22,152 63,443 -105,932 257,346 -251,160 6,186 -40,794 -140,540

1998....... 670,324 -917,178 -246,854 5,387 10,145 64,424 -166,898 258,445 -264,656 -6,211 -44,029 -217,138

1999....... 684,358 -1,029,917 -345,559 2,684 6,797 71,107 -264,971 276,165 -294,648 -18,483 -48,025 -331,479

2000:

Ⅰ........... 183,728 -289,566 -105,838 252 1,549 18,920 -85,117 80,877 -85,241 -4,364 -12,024 -101,505

Ⅱ........... 191,783 -302,014 -110,231 268 2,296 19,069 -88,598 87,653 -91,756 -4,103 -12,270 -104,971

Ⅲp.......... 200,385 -315,801 -115,416 270 1,270 17,373 -96,503 86,810 -91,328 -4,518 -12,752 -113,773

1 ．センサスデータについて価格評価、範囲、期間の差異を調整した
2．四半期データは季節調整なし
3．合衆国軍事補助計画下の財・サービス取引を含む

出所）　Economic Report of the President, January 2001, P.392
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表Ⅰ－ 2　合衆国の国際取引（1980－1999）
（単位：100万ドル、四半期は季調値、貸方は＋、借方は－）

年　・
四半期

資本勘
定取引
（純）

金融勘定
統計上の不突合

合衆国保有海外資産（純）
（増加／資金流出（－））

海外保有合衆国資産（純）
（増加／資金流入（－）） 合

計（ 

）

品
目
の
総
計

記
号
改
定
に
よ
る

季
調
値
不
突
合

合

計

準

備

資

産

合
衆
国
外
貨

政

府

資

産

そ
の
他
合
衆
国

民

間

資

産

合

衆

国

合

計

海
外
公
約
資
産

海

外

資

産

そ

の

他

1980....... ................ -85,815 -7,003 -5,162 -73,651 62,612 15,497 47,115 20,886 ................

1981....... ................ -113,054 -4,082 -5,097 -103,875 86,232 4,960 81,272 21,792 ................

1982....... 199 -127,882 -4,965 -6,131 -116,786 96,589 3,593 92,997 36,630 ................

1983....... 209 -66,373 -1,196 -5,006 -60,172 88,694 5,845 82,849 16,162 ................

1984....... 235 -40,376 -3,131 -5,489 -31,757 117,752 3,140 114,612 16,733 ................

1985....... 315 -44,752 -3,858 -2,821 -38,074 146,115 -1,119 147,233 16,478 ................

1986....... 301 -111,723 312 -2,022 -110,014 230,009 35,648 194,360 28,590 ................

1987....... 365 -79,296 9,149 1,006 -89,450 248,634 45,387 203,247 -9,048 ................

1988....... 493 -106,573 -3,912 2,967 -105,628 246,522 39,758 206,764 -19,289 ................

1989....... 336 -175,383 -25,293 1,233 -151,323 224,928 8,503 216,425 47,101 ................

1990....... -6,579 -81,234 -2,158 2,317 -81,393 141,571 33,910 107,661 23,204 ................

1991....... -4,479 -64,388 5,763 2,924 -73,075 110,808 17,389 93,420 -48,557 ................

1992....... 612 -74,410 3,901 -1,667 -76,644 170,663 40,477 130,186 -49,141 ................

1993....... -88 -200,552 -1,379 -351 -198,822 282,040 71,753 210,287 1,281 ................

1994....... -469 -176,056 5,346 -390 -181,012 305,989 39,583 266,406 -10,859 ................

1995....... 372 -352,376 -9,742 -984 -341,650 465,684 109,880 355,804 -4,223 ................

1996....... 693 -413,923 6,668 -989 -419,602 571,706 126,724 444,982 -35,158 ................

1997....... 350 -488,940 -1,010 68 -487,998 756,962 18,876 738,086 -127,832 ................

1998....... 637 -335,436 -6,783 -422 -328,231 482,235 -20,127 502,362 69,702 ................

1999....... -3,500 -430,187 8,747 2,751 -441,685 753,564 42,864 710,700 11,602 ................

2000:

Ⅰ........... 166 -178,958 -554 -131 -178,273 236,535 22,015 214,520 43,762 5,724

Ⅱ........... 170 -92,424 2,020 -574 -93,870 245,149 6,346 238,803 -47,924 -2,515

Ⅲp.......... 165 -77,204 -346 110 -76,968 200,169 11,625 188,544 -9,357 -9,691

4 ．インドとの特別合衆国政府取引を含む
5．IMFにおける金、SDR、外国通貨および合衆国準備ポジションから成る

出所）　商務省、経済分析局、Ibid, P.393
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生
産
を
上
回
っ
た
と
き
に
生
ず
る
。
貿
易
は
海
外
所
得
と
海
外
支
払
の
最
大
の
源
泉
で
あ
る
が
、
ほ
か
に
も
利
子
と
そ
の
他
投
資
収
益
、

援
助
補
助
金
、
移
転
等
の
収
入
源
が
あ
る
。
こ
う
し
た
経
常
フ
ロ
ー
を
貿
易
収
支
に
加
算
し
た
も
の
が
経
常
収
支
勘
定
で
あ
り
、
こ
れ
が

ア
メ
リ
カ
が
世
界
の
他
の
国
々
か
ら
受
け
取
っ
た
純
所
得
に
な
る
。
所
得
状
況
を
表
す
経
常
収
支
勘
定
は
こ
れ
が
プ
ラ
ス
で
あ
れ
ば
、
ア

メ
リ
カ
は
総
所
得
と
外
国
に
集
ま
る
資
産
価
値
よ
り
支
出
の
方
が
少
な
い
こ
と
に
な
る
。
こ
れ
が
マ
イ
ナ
ス
で
あ
れ
ば
、
支
出
が
所
得
を

超
え
て
い
る
の
で
あ
り
、
外
国
か
ら
借
入
を
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
貿
易
は
経
常
収
支
の
な
か
で
最
も
大
き
な
構
成
要
素
で
あ

る
が
、
国
内
投
資
が
国
民
貯
蓄
を
超
え
て
い
る
時
期
に
は
、
経
常
収
支
は
通
商
政
策
が
ど
の
よ
う
な
も
の
で
あ
れ
、
必
ず
赤
字
に
な
る
。

し
た
が
っ
て
、
ア
メ
リ
カ
国
内
の
消
費
の
過
剰
や
投
資
資
金
の
調
達
の
た
め
に
借
入
を
す
る
場
合
、
そ
の
結
果
生
じ
た
経
常
収
支
赤
字
は
、

こ
う
し
た
総
借
入
決
定
の
不
可
避
的
な
帰
結
を
表
し
て
い
る
に
す
ぎ
な
い
。

定
義
上
、
経
常
収
支
は
国
民
貯
蓄
と
国
内
投
資
の
差
に
等
し
い
。
経
常
収
支
は
国
内
貯
蓄
に
対
す
る
投
資
の
超
過
を
、
し
た
が
っ
て
不

足
を
埋
め
る
外
国
資
本
の
流
入
を
反
映
し
て
い
る
。
経
常
収
支
赤
字
は
純
貯
蓄
の
増
加
に
も
か
か
わ
ら
ず
純
国
内
投
資
が
そ
れ
以
上
に
増

加
し
た
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
占
め
る
純
国
内
投
資
の
シ
ェ
ア
（
図
1
│
1
）
は
、
一
九
九
二
年
か
ら
二
〇
〇
〇
年
の
最
初
の

第
三
四
半
期
ま
で
に
一
四
・
八
パ
ー
セ
ン
ト
か
ら
九
・
四
パ
ー
セ
ン
ト
へ
四
・
六
ポ
イ
ン
ト
伸
び
た
が
、
純
国
民
貯
蓄
の
シ
ェ
ア
は
（
三
・
五

パ
ー
セ
ン
ト
か
ら
五
・
八
パ
ー
セ
ン
ト
）
わ
ず
か
二
・
三
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
た
に
す
ぎ
な
い
（
7
）

。
外
国
資
本
が
ア
メ
リ
カ
の
経
常
収
支
赤
字
を

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
す
る
に
当
た
っ
て
、
八
〇
年
代
に
は
そ
の
流
入
の
ほ
と
ん
ど
が
ア
メ
リ
カ
国
債
に
向
か
っ
て
い
た
が
、
九
〇
年
代
の
資
本

流
入
は
民
間
発
行
の
資
産
に
投
資
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
資
本
流
入
の
多
く
は
、
債
券
購
入
や
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
資
産
購
入
よ
り
も
、
海
外

直
接
投
資
の
形
で
生
じ
て
い
る
。
対
ア
メ
リ
カ
直
接
投
資
額
は
、
九
三
年
か
ら
九
九
年
ま
で
に
五
一
〇
億
ド
ル
か
ら
二
七
一
〇
億
ド
ル
に

増
加
し
た
。
外
国
貯
蓄
の
ア
メ
リ
カ
へ
の
流
入
に
よ
っ
て
、
ア
メ
リ
カ
の
純
国
際
投
資
ポ
ジ
シ
ョ
ン
は
マ
イ
ナ
ス
に
向
か
っ
て
い
る
。

四
四



一
九
九
〇
年
代
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
政
策
と
合
衆
国
輸
出
入
銀
行
（E

xim
bank

）
の
役
割
（
山
城
）

（
一
七
七
）

九
九
年
の
純
国
際
投
資
ポ
ジ
シ
ョ
ン
は
、
外
国
人
が
ア
メ
リ
カ
資
産

八
兆
六
、〇
〇
〇
億
ド
ル
を
保
有
し
た
の
に
対
し
て
ア
メ
リ
カ
人
の

在
外
資
産
保
有
が
七
兆
一
、〇
〇
〇
億
ド
ル
、
そ
の
結
果
、
マ
イ
ナ

ス
一
兆
五
、〇
〇
〇
億
ド
ル
、
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
で
約
一
六
パ
ー
セ
ン
ト
で

あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
ア
メ
リ
カ
は
外
国
貯
蓄
を
利
用
す
る
こ
と
に

よ
っ
て
生
産
力
を
拡
大
し
、
経
済
成
長
を
実
現
す
る
高
投
資
率
が
可

能
に
な
っ
た
こ
と
を
示
し
て
い
る
。

ま
た
、
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
収
支
赤
字
の
大
部
分
は
、
前
記
し
た
よ

う
に
、
ア
ジ
ア
向
け
輸
出
の
減
少
に
関
係
し
て
い
る
。
名
目
価
格
で

の
貿
易
収
支
赤
字
拡
大
に
対
す
る
輸
入
増
加
の
寄
与
は
そ
れ
ま
で
き

わ
め
て
小
さ
い
も
の
で
あ
っ
た
。
と
く
に
、
東
ア
ジ
ア
六
カ
国
（
イ

ン
ド
ネ
シ
ア
、
日
本
、
韓
国
、
マ
レ
ー
シ
ア
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
タ
イ
）
向
け

輸
出
の
減
少
は
、
年
率
で
計
っ
た
も
の
で
九
八
年
に
二
五
〇
億
ド
ル

か
ら
三
〇
〇
億
ド
ル
で
推
移
し
て
い
た
。
韓
国
だ
け
で
そ
の
減
少
の

約
五
分
の
二
を
占
め
た
。
こ
れ
ら
の
国
か
ら
の
輸
入
も
ま
た
増
加
し
、

数
年
間
増
加
傾
向
が
続
い
た
（
8
）

。

こ
れ
ま
で
み
て
き
た
よ
う
に
、
一
九
八
〇
年
代
ま
で
国
際
収
支
の

12

10

8

6

4

2

0

-2

-4

-6
1980 1982 1984 1986 1988 1990 1992 1994 1996 1998 2000

対GDP比（％）

純国民貯蓄

経常勘定均衡

注）経常収支は、純国民貯蓄から純国内投資を差し引き、統計的不突合を加えたものに
　　等しい。
出所）商務省（経済分析局）Economic Report of the President, January 2001, P.159

純国内投資

図 1－ 1　貯蓄、投資、および経常収支
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う
ち
経
常
収
支
が
均
衡
す
る
こ
と
は
め
っ
た
に
な
く
、
そ
れ
以
降
も

貿
易
収
支
と
経
常
収
支
は
ほ
ぼ
赤
字
状
態
に
あ
る
。
た
だ
、
九
一
年

の
貿
易
収
支
赤
字
の
大
幅
な
減
少
と
移
転
収
支
の
黒
字
に
よ
っ
て
経

常
収
支
の
赤
字
は
大
幅
に
減
少
し
た
が
、
そ
の
後
再
び
増
大
し
て
い

く
。
こ
の
経
常
収
支
赤
字
は
輸
入
の
伸
び
が
輸
出
の
伸
び
を
大
き
く

上
回
る
と
い
う
貿
易
収
支
赤
字
の
影
響
が
大
き
い
。
図
1
│
2
は
、

貿
易
収
支
赤
字
と
実
質
実
効
為
替
レ
ー
ト
の
動
き
を
示
し
た
も
の
で

あ
る
が
、
貿
易
収
支
赤
字
と
実
質
実
効
為
替
レ
ー
ト
の
変
動
は
密
に

連
動
し
て
動
い
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。
こ
の
場
合
、
経
常
収
支
赤

字
の
傾
向
は
外
国
為
替
の
受
取
（
海
外
で
の
財
・
サ
ー
ビ
ス
の
販
売
と

資
本
の
流
入
か
ら
な
る
）
が
外
国
為
替
の
需
要
（
外
国
の
財
・
サ
ー
ビ
ス

あ
る
い
は
資
産
借
入
と
海
外
投
資
）
よ
り
小
さ
い
こ
と
を
示
す
。
換
言

す
る
と
、
貿
易
量
を
加
味
し
た
実
質
実
効
為
替
レ
ー
ト
は
、
ア
メ
リ

カ
の
財
と
資
産
を
購
入
し
よ
う
と
す
る
米
ド
ル
需
要
と
外
国
の
財
と

資
産
購
入
の
た
め
の
ド
ル
供
給
を
反
映
す
る
。

一
九
八
〇
年
代
初
の
貿
易
収
支
赤
字
は
、
レ
ー
ガ
ン
政
権
下
で
の

金
融
引
締
め
政
策
と
拡
張
的
な
財
政
政
策
の
維
持
の
結
果
、
生
じ
た

対GDP比（％）
　

指数、1973年 3月＝100

実質実効為替レート
（右目盛り）

貿易赤字
（左目盛り）

注）実質実効為替レートは、ドルの外国為替価値についての連邦準備の広義物価調
　　整済み指数である。この指数の上昇は、実質的なドル高を示す。
出所）Ibid, 連邦準備制度理事会
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図 1－ 2　貿易赤字とドルの実質実効為替レート
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九
九
〇
年
代
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
政
策
と
合
衆
国
輸
出
入
銀
行
（E

xim
bank

）
の
役
割
（
山
城
）

（
一
七
九
）

も
の
で
あ
っ
た
。
そ
の
財
政
赤
字
の
増
加
は
ア
メ
リ
カ
国
内
貯
蓄
を
流
出
さ
せ
、
新
規
投
資
が
借
入
を
通
し
て
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
さ
れ
る
こ

と
を
余
儀
な
く
し
た
。
と
く
に
、
貯
蓄
不
足
と
金
融
引
締
め
政
策
は
ア
メ
リ
カ
の
利
子
率
を
上
昇
さ
せ
、
そ
れ
が
今
度
は
ド
ル
の
実
質
実

効
為
替
レ
ー
ト
を
引
上
げ
た
。
ド
ル
高
に
よ
っ
て
輸
入
品
が
ア
メ
リ
カ
国
内
で
安
く
な
り
、
ア
メ
リ
カ
の
輸
出
品
は
外
国
で
は
高
く
な
っ

た
。
そ
の
結
果
、
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
収
支
は
深
刻
な
赤
字
を
記
録
し
た
。
こ
れ
は
貿
易
収
支
赤
字
が
海
外
で
の
借
入
に
よ
っ
て
フ
ァ
イ
ナ

ン
ス
さ
れ
た
こ
と
、
お
よ
び
こ
れ
と
関
連
を
有
す
る
財
政
赤
字
と
併
せ
「
双
子
の
赤
字
（tw

in defi cits

）」
と
言
わ
れ
る
問
題
で
あ
る
。

九
二
年
以
降
、
財
政
赤
字
は
徐
々
に
減
少
し
、
国
民
貯
蓄
は
増
加
し
た
も
の
の
、
貿
易
収
支
赤
字
は
再
び
増
加
し
て
い
る
。
こ
れ
は
九
二

年
以
降
の
実
質
実
効
為
替
レ
ー
ト
の
上
昇
が
ア
メ
リ
カ
へ
の
投
資
機
会
を
求
め
る
外
国
か
ら
の
資
本
流
入
を
反
映
す
る
と
と
も
に
、
ア
メ

リ
カ
製
品
に
比
べ
て
外
国
製
の
財
価
格
を
低
下
さ
せ
る
こ
と
に
よ
っ
て
貿
易
収
支
赤
字
の
拡
大
を
も
た
ら
し
た
こ
と
も
示
し
て
い
る
。

こ
こ
で
再
度
、
貿
易
収
支
赤
字
と
実
質
実
効
為
替
レ
ー
ト
（
図
1
│
2
）
の
関
係
に
触
れ
る
と
、
八
〇
年
代
の
貿
易
収
支
赤
字
の
拡
大

が
ド
ル
の
上
昇
に
あ
っ
た
と
い
う
こ
と
は
言
え
な
い
が
、
前
述
し
た
よ
う
に
、
貯
蓄
と
投
資
の
ギ
ャ
ッ
プ
の
拡
大
に
あ
っ
た
と
す
る
説
明

が
妥
当
で
あ
ろ
う
。
九
二
年
以
降
、
ア
メ
リ
カ
経
済
は
日
本
や
ド
イ
ツ
と
い
っ
た
主
要
貿
易
相
手
国
を
含
む
ほ
と
ん
ど
の
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国

よ
り
も
急
速
な
成
長
を
み
せ
、
ア
メ
リ
カ
の
経
済
成
長
は
九
五
年
に
多
少
下
落
す
る
が
、
そ
れ
で
も
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
平
均
値
を
上
回
っ
て
い

た
（
9
）

。
経
済
成
長
率
の
相
違
と
と
も
に
為
替
レ
ー
ト
変
動
に
よ
る
相
対
価
格
の
変
化
は
、
二
国
間
貿
易
収
支
と
全
体
の
経
常
収
支
勘
定
の
両

方
に
短
期
的
影
響
を
与
え
る
。
一
九
九
五
年
二
月
以
降
、
米
ド
ル
は
主
要
貿
易
相
手
国
の
通
貨
に
対
し
て
減
価
し
、
と
く
に
日
本
の
円
に

対
し
て
急
激
に
下
落
し
た
。
こ
の
よ
う
な
ド
ル
の
減
価
は
、
経
済
フ
ァ
ン
ダ
メ
ン
タ
ル
ズ
の
視
点
か
ら
行
き
す
ぎ
だ
と
み
な
さ
れ
、
Ｇ

7
各
国
の
蔵
相
と
中
央
銀
行
総
裁
は
四
月
に
為
替
レ
ー
ト
是
正
を
要
求
す
る
声
明
を
発
表
し
た
（
10
）

。
ド
ル
の
回
復
を
狙
い
、
日
本
と
ド
イ

ツ
は
金
利
を
引
上
げ
、
七
月
と
八
月
に
外
国
為
替
市
場
に
お
い
て
協
調
介
入
が
お
こ
な
わ
れ
た
。
四
月
か
ら
八
月
の
間
に
ド
ル
は
円
に
対

四
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し
て
一
六
パ
ー
セ
ン
ト
引
上
げ
ら
れ
、
ド
イ
ツ
マ
ル
ク
に
対
し
て
六
パ
ー
セ
ン
ト
引
上
げ
ら
れ
た
（
11
）

。
こ
う
し
た
二
国
間
の
為
替
レ
ー
ト
の

動
き
は
、
二
国
間
貿
易
に
大
き
な
影
響
を
与
え
た
。
し
か
し
、
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
相
手
国
通
貨
の
加
重
平
均
値
に
対
す
る
ド
ル
の
動
き
は
、

比
較
的
緩
や
か
で
あ
り
、
と
く
に
広
範
囲
の
貿
易
相
手
国
を
含
む
指
標
に
つ
い
て
そ
の
傾
向
は
強
い
。
ま
た
、
一
九
九
五
年
以
降
の
ド
ル

高
は
ア
メ
リ
カ
経
済
に
有
益
な
効
果
を
も
た
ら
し
た
。
と
り
わ
け
石
油
そ
の
他
の
商
品
に
つ
い
て
輸
入
価
格
は
下
落
し
、
イ
ン
フ
レ
の
低

下
と
交
易
条
件
の
改
善
に
貢
献
し
て
い
る
（
12
）

。

本
節
最
後
に
、
政
策
目
標
と
し
て
の
対
外
均
衡
に
つ
い
て
、
日
本
や
新
興
諸
国
が
経
常
収
支
の
黒
字
基
調
を
維
持
し
、
外
貨
準
備
を
増

加
さ
せ
る
形
で
、
対
米
債
券
投
資
を
続
け
て
い
る
の
は
、
対
外
均
衡
を
経
常
収
支
で
は
な
く
、
総
合
収
支
（
経
常
収
支
＋
資
本
収
支
）
で
と

ら
え
、
そ
れ
が
国
際
的
に
容
認
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
よ
る
（
13
）

。
経
常
収
支
が
黒
字
で
も
、
資
本
収
支
が
赤
字
と
な
っ
て
資
本
を
還
流
さ
せ
れ

ば
、
そ
れ
で
も
良
い
と
い
う
考
え
方
で
あ
る
。
経
常
収
支
の
均
衡
は
国
内
的
に
は
、
総
生
産
と
内
需
の
均
衡
、
貯
蓄
と
投
資
の
均
衡
を
意

味
す
る
概
念
で
あ
り
、
国
際
的
合
意
と
し
て
、
こ
れ
を
政
策
目
標
に
す
る
と
、
財
政
・
金
融
政
策
も
こ
の
目
標
に
割
り
当
て
ら
れ
る
よ
う

に
な
る
。
ア
メ
リ
カ
の
経
常
収
支
不
均
衡
は
資
本
収
支
黒
字
に
基
づ
く
も
の
で
あ
り
、
そ
の
場
合
、
そ
の
資
本
収
支
黒
字
を
削
減
さ
せ
る

方
法
の
み
を
考
え
れ
ば
よ
い
（
14
）

。
し
か
し
、
経
常
収
支
の
不
均
衡
是
正
を
図
る
た
め
に
資
本
収
支
の
黒
字
を
削
減
し
よ
う
と
す
る
の
は
論
理

的
に
逆
だ
と
さ
れ
る
こ
と
が
多
い
。
こ
れ
は
現
在
の
グ
ロ
ー
バ
ル
に
活
発
化
し
た
自
由
な
資
本
取
引
が
経
常
収
支
を
左
右
す
る
と
い
う
状

況
で
あ
り
、
そ
こ
で
為
替
調
整
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
利
用
す
る
為
替
レ
ー
ト
安
定
化
の
た
め
の
市
場
介
入
に
よ
る
対
応
が
是
認
さ
れ
る
こ
と
に

な
る
。

為
替
レ
ー
ト
の
不
安
定
化
は
将
来
の
不
確
実
性
の
要
因
と
な
り
、
為
替
レ
ー
ト
の
不
安
定
化
は
貿
易
と
そ
の
従
事
企
業
の
外
国
へ
の
販

売
収
入
と
利
潤
の
面
で
よ
り
大
き
な
不
確
実
性
に
直
面
さ
せ
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
主
張
は
経
験
的
に
支
持
さ
れ
る

四
八



一
九
九
〇
年
代
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
政
策
と
合
衆
国
輸
出
入
銀
行
（E

xim
bank

）
の
役
割
（
山
城
）

（
一
八
一
）

こ
と
は
な
く
、
む
し
ろ
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
量
は
ド
ル
が
フ
ロ
ー
ト
し
た
七
三
年
か
ら
九
三
年
の
期
間
よ
り
ド
ル
が
固
定
さ
れ
て
い
た
五
〇

年
か
ら
七
一
年
の
期
間
の
方
が
幾
分
増
加
し
た
。
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
も
貿
易
量
は
後
の
期
間
が
よ
り
速
く
増
加
し
て
い
る
（
15
）

。
さ
ら
に
、
為
替

レ
ー
ト
の
不
安
定
化
が
ど
の
程
度
貿
易
量
の
フ
ロ
ー
を
阻
害
す
る
か
、
等
に
関
し
て
は
関
連
性
は
あ
ま
り
見
出
せ
な
い
。
貿
易
量
に
対
す

る
為
替
相
場
不
安
定
性
の
マ
イ
ナ
ス
効
果
は
こ
れ
ま
で
の
経
験
的
事
実
か
ら
見
つ
け
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。
こ
れ
は
現
行
の
為
替
レ
ー

ト
調
整
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
機
能
す
る
な
か
で
経
常
収
支
黒
字
・
赤
字
不
均
衡
を
長
期
に
わ
た
り
継
続
す
る
国
々
が
そ
の
こ
と
を
相
互
に
確
認

し
、
そ
の
上
で
、
各
国
が
経
常
収
支
の
均
衡
に
向
け
て
国
際
協
調
介
入
シ
ス
テ
ム
に
参
加
す
る
仕
組
み
が
考
慮
さ
れ
る
。

二　

八
〇
年
代
、
九
〇
年
代
貿
易
政
策
の
変
遷

レ
ー
ガ
ン
・
ブ
ッ
シ
ュ
政
権
の
貿
易
政
策
の
継
承
と
変
化

レ
ー
ガ
ン
・
ブ
ッ
シ
ュ
政
権
の
貿
易
政
策
は
、
民
主
党
の
ク
リ
ン
ト
ン
政
権
に
お
い
て
も
引
き
継
が
れ
た
。
ク
リ
ン
ト
ン
政
権
は
一
九
九
四

年
経
済
諮
問
委
員
会
年
次
報
告
の
貿
易
政
策
構
想
の
な
か
で
貿
易
と
環
境
、
競
争
政
策
、
地
域
主
義
に
関
連
す
る
問
題
に
言
及
し
て
、
各

国
の
商
慣
行
と
法
律
の
相
違
が
貿
易
の
結
果
に
と
っ
て
重
要
な
決
定
要
因
に
な
っ
て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
企
業
の
競
争
方
法
に
関
す
る
、

あ
り
う
る
制
限
的
な
慣
行
を
是
正
す
る
た
め
の
多
国
間
取
決
め
が
な
い
こ
と
を
指
摘
し
て
い
た
。
そ
し
て
、
反
ダ
ン
ピ
ン
グ
的
行
動
を
含

む
非
関
税
障
壁
が
レ
ー
ガ
ン
政
権
期
に
お
よ
そ
五
分
の
一
の
ア
メ
リ
カ
製
造
業
輸
入
の
低
下
に
つ
な
が
っ
た
こ
と
か
ら
競
争
政
策
が
効
率

的
に
実
施
さ
れ
る
こ
と
を
訴
え
、
北
米
自
由
貿
易
協
定
（N

orth A
m
erican F

ree T
rade A

greem
ent: N

A
F
T
A

）
が
正
し
い
方
向
へ
の
第

一
歩
と
な
っ
て
い
る
と
し
た
。
さ
ら
に
、
貿
易
と
投
資
が
非
加
盟
国
か
ら
加
盟
国
へ
差
別
的
に
シ
フ
ト
し
、
損
害
を
被
る
こ
と
を
避
け
る

た
め
に
自
由
貿
易
地
域
へ
の
参
加
国
が
関
税
同
盟
設
立
以
前
の
域
内
最
小
関
税
と
等
し
く
な
る
よ
う
対
外
関
税
を
共
通
化
す
る
関
税
同
盟

四
九



政
経
研
究　

第
四
十
八
巻
第
二
号
（
二
〇
一
一
年
十
月
）

（
一
八
二
）

へ
移
行
す
る
こ
と
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
規
則
が
地
域
自
由
化
合
意
に
よ
っ
て
損
害
を
与
え
ら
れ
た
非
加
盟
国
に
補
償
を
認
め
る
よ
う
改
正
す
る

こ
と
を
提
案
し
た
（
16
）

。

ク
リ
ン
ト
ン
政
権
は
ソ
連
が
崩
壊
し
東
西
対
立
・
冷
戦
が
終
了
し
国
際
経
済
体
制
が
新
た
な
展
開
を
み
せ
た
一
九
九
三
年
一
月
に
発
足

し
た
。
そ
の
た
め
、
ク
リ
ン
ト
ン
政
権
の
経
済
政
策
は
国
際
政
治
・
安
全
保
障
の
重
視
か
ら
経
済
に
シ
フ
ト
す
る
。
ク
リ
ン
ト
ン
政
権
の

貿
易
政
策
は
レ
ー
ガ
ン
・
ブ
ッ
シ
ュ
政
権
と
は
明
ら
か
に
異
な
り
、
一
層
ア
メ
リ
カ
の
経
済
的
利
益
を
重
視
し
た
現
実
的
で
対
決
的
な
も

の
に
な
っ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
自
国
の
経
済
的
覇
権
の
た
め
に
は
、
競
争
の
強
化
、
経
済
成
長
と
雇
用
の
確
保
、
そ
し
て
そ
の
た
め
に

必
要
な
輸
出
の
拡
大
策
を
と
る
な
ど
経
済
を
安
全
保
障
の
中
心
に
お
く
経
済
安
全
保
障
を
掲
げ
た
。
さ
ら
に
、
対
外
経
済
政
策
の
調
整
と

立
案
を
お
こ
な
う
国
家
経
済
会
議
（N

ational E
conom

ic C
ouncil: N

E
C

）
を
設
け
た
。
自
国
の
経
済
的
利
益
を
最
優
先
さ
せ
る
米
国
優
先

主
義
を
掲
げ
、
ア
メ
リ
カ
経
済
自
身
の
強
化
を
目
指
し
た
。
と
く
に
、
日
本
に
対
す
る
要
求
は
、
一
九
九
四
年
三
月
に
期
限
二
年
で
は
あ

る
が
、
ス
ー
パ
ー
三
〇
一
条
を
復
活
さ
せ
る
な
ど
、
よ
り
強
硬
な
数
値
目
標
を
掲
げ
、
結
果
を
重
視
す
る
管
理
貿
易
に
傾
斜
し
、
保
護
主

義
の
強
化
を
予
想
さ
せ
た
。
ク
リ
ン
ト
ン
政
権
の
貿
易
政
策
は
ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
を
推
進
す
る
多
国
間
主
義
、
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
策
定

等
の
地
域
主
義
、
そ
し
て
対
日
・
対
Ｅ
Ｕ
貿
易
交
渉
等
の
二
国
間
主
義
か
ら
成
っ
て
い
る
。
ま
た
、
ア
メ
リ
カ
産
業
の
競
争
力
強
化
策
の

た
め
に
サ
ー
ビ
ス
貿
易
や
知
的
所
有
権
の
強
化
等
ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
を
主
導
し
九
五
年
に
は
Ｗ
Ｔ
Ｏ
を
成
立
さ
せ
た
。
対
日

貿
易
交
渉
は
ア
メ
リ
カ
経
済
の
好
況
に
と
も
な
い
、
九
五
年
の
日
米
自
動
車
・
同
部
品
交
渉
、
九
六
年
の
日
米
半
導
体
交
渉
の
決
着
後
、

こ
れ
ま
で
の
厳
し
い
態
度
か
ら
い
く
分
緩
や
か
な
も
の
と
な
り
、
そ
の
貿
易
政
策
は
Ｗ
Ｔ
Ｏ
や
Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
（
ア
ジ
ア
太
平
洋
経
済
協
力
会
議
）

へ
積
極
的
に
係
わ
る
な
ど
自
由
化
の
推
進
と
い
う
よ
う
に
変
わ
っ
て
き
た
。
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
成
立
や
翌
年
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
成
立
は
、
ア
メ
リ

カ
主
導
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
を
予
見
さ
せ
る
も
の
で
、
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
九
二
年
の
マ
ー
ス
ト
リ
ヒ
ト
条
約
に
基
づ
く
Ｅ
Ｕ
に
対
抗
す
る
地
域

五
〇



一
九
九
〇
年
代
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
政
策
と
合
衆
国
輸
出
入
銀
行
（E

xim
bank

）
の
役
割
（
山
城
）

（
一
八
三
）

連
携
を
意
図
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
さ
ら
に
、
南
北
ア
メ
リ
カ
大
陸
に
自
由
貿
易
を
実
現
し
よ
う
と
す
る
米
州
自
由
貿
易
地
域
（F

ree 

T
rade A

rea of the A
m
erica: F

T
A
A

）
も
展
望
す
る
も
の
で
あ
る
。

レ
ー
ガ
ン
政
権
の
貿
易
政
策
は
社
会
主
義
国
ソ
連
に
対
抗
し
強
く
自
由
貿
易
を
主
張
し
た
が
、
実
態
は
保
護
貿
易
主
義
的
傾
向
を
強
め

た
。
す
な
わ
ち
、
レ
ー
ガ
ン
政
権
は
自
由
・
公
正
貿
易
の
実
現
を
目
標
と
し
て
貿
易
相
手
国
の
不
公
正
な
貿
易
慣
行
へ
の
対
抗
に
主
眼
を

置
い
た
も
の
で
あ
っ
た
。
具
体
的
に
は
、「
一
九
七
四
年
通
商
改
革
法
」
三
〇
一
条
（
不
公
正
な
貿
易
慣
行
に
対
す
る
報
復
措
置
の
適
用
）
を

積
極
的
に
活
用
し
、
さ
ら
に
そ
れ
を
強
化
し
た
ス
ー
パ
ー
三
〇
一
条
を
持
ち
出
し
て
公
正
貿
易
を
主
張
、
利
益
確
保
の
た
め
に
保
護
主
義

的
手
段
を
と
っ
た
。
し
か
し
、
そ
の
後
、
米
国
通
商
代
表
（U

nited S
tate T

rade R
epresentative: U

S
T
R

）
の
ブ
ロ
ッ
ク
（W

illiam
 

B
rock

）
や
上
院
議
員
ベ
ン
ト
セ
ン
（L

loyed B
entsen

）
の
努
力
に
よ
っ
て
自
由
貿
易
を
支
援
す
る
総
括
的
な
貿
易
法
案
と
し
て
一
九
八
四

年
一
〇
月
に
通
商
関
税
法
が
成
立
し
て
当
初
に
予
想
さ
れ
た
ほ
ど
の
保
護
貿
易
主
義
に
偏
ら
ず
に
す
ん
だ
。
た
だ
、
こ
の
よ
う
な
状
況
下

で
も
、
貿
易
収
支
赤
字
が
八
四
年
に
一
、〇
〇
〇
億
ド
ル
を
大
き
く
超
え
、
日
米
間
で
は
貿
易
摩
擦
が
激
化
し
た
。

ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
と
多
国
間
主
義

一
九
九
〇
年
代
の
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
政
策
は
、
先
述
し
た
よ
う
に
、
次
の
三
点
に
要
約
し
て
説
明
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
①
多
国
間
主

義
に
立
っ
た
ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
の
推
進
。
②
二
国
間
ベ
ー
ス
で
は
処
理
さ
れ
得
な
い
、
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
等
に
お
け
る
地
域
別
貿
易
交

渉
へ
の
取
組
み
に
か
か
わ
る
地
域
主
義
。
③
対
日
・
対
Ｅ
Ｕ
貿
易
交
渉
等
の
二
国
間
主
義
、
と
く
に
対
日
包
括
経
済
協
議
に
み
ら
れ
る
二

国
間
の
貿
易
不
均
衡
是
正
政
策
、
等
で
あ
る
。
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
は
一
九
八
六
年
九
月
に
南
米
ウ
ル
グ
ァ
イ
の
プ
ン

タ
・
デ
ル
・
エ
ス
テ
に
お
い
て
開
始
宣
言
が
採
択
さ
れ
、
一
九
九
三
年
一
二
月
一
五
日
に
妥
結
し
た
。
こ
の
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
多
角
的
貿
易
交

渉
（
第
八
回
）
は
、
一
二
五
カ
国
が
参
加
、
史
上
最
も
大
規
模
で
複
雑
と
い
わ
れ
る
交
渉
が
続
き
、
妥
結
ま
で
に
七
年
三
カ
月
を
要
し
た
（
17
）

。

五
一
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一
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月
）

（
一
八
四
）

途
中
、
一
九
七
一
年
一
二
月
に
協
定
案
と
し
て
「
ダ
ン
ケ
ル
・
テ
キ
ス
ト
（T

he D
unkel T

ext （18
）

）」
な
る
「
最
終
合
意
文
書
案
」
が
出
さ

れ
た
が
、
そ
れ
で
も
交
渉
は
決
着
せ
ず
、
米
国
議
会
の
フ
ァ
ス
ト
・
ト
ラ
ッ
ク
（
迅
速
一
括
審
議
）
に
か
け
る
ぎ
り
ぎ
り
の
期
限
に
、
ダ

ン
ケ
ル
・
テ
キ
ス
ト
を
若
干
修
正
・
拡
充
の
う
え
、
ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
最
終
合
意
案
が
決
着
し
た
（
19
）

。
結
局
、
一
九
九
四
年
四
月
ア

メ
リ
カ
の
意
図
に
か
な
り
近
い
と
こ
ろ
で
ま
と
ま
り
、
モ
ロ
ッ
コ
の
マ
ラ
ケ
シ
ュ
参
加
一
一
七
カ
国
閣
僚
会
議
で
協
定
の
調
印
が
お
こ
な

わ
れ
た
。

Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
は
一
九
四
七
年
の
設
立
以
来
、
世
界
の
関
税
引
き
下
げ
で
目
覚
ま
し
い
成
果
を
あ
げ
て
き
た
。
何
度
か
に
わ
た
る
交
渉
を
通

し
て
、
世
界
の
関
税
は
一
九
四
七
年
の
平
均
四
〇
パ
ー
セ
ン
ト
か
ら
四
パ
ー
セ
ン
ト
（
九
二
年
一
二
月
）
に
ま
で
低
下
し
た
。
ウ
ル
グ
ァ

イ
・
ラ
ウ
ン
ド
で
も
工
業
製
品
の
平
均
関
税
率
を
三
四
パ
ー
セ
ン
ト
低
下
さ
せ
た
。
し
か
し
、
ア
メ
リ
カ
の
主
な
ね
ら
い
は
、
多
角
的
交

渉
に
よ
る
工
業
製
品
の
関
税
引
下
げ
に
と
ど
ま
ら
ず
、
こ
れ
ま
で
ほ
ぼ
例
外
扱
い
と
な
っ
て
い
た
農
産
物
、
ガ
ッ
ト
の
枠
外
で
あ
っ
た

サ
ー
ビ
ス
、
知
的
所
有
権
保
護
等
を
拡
大
し
、
こ
れ
ら
の
新
し
い
国
際
ル
ー
ル
を
厳
し
く
守
ら
せ
る
体
制
を
作
る
こ
と
で
あ
っ
た
。
ア
メ

リ
カ
の
求
め
る
規
律
の
拡
大
は
、
ア
メ
リ
カ
の
利
益
を
強
く
反
映
す
る
も
の
で
、
相
互
主
義
的
自
由
貿
易
の
枠
組
み
に
組
み
込
も
う
と
す

る
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
点
で
ア
メ
リ
カ
は
自
国
の
利
益
を
普
遍
的
ル
ー
ル
と
結
び
つ
け
て
提
示
し
た
こ
と
に
な
る
。
と
く
に
、
知
的
所

有
権
保
護
の
論
理
は
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
貿
易
障
壁
の
概
念
を
各
国
の
差
異
に
ま
で
拡
大
す
る
と
い
う
論
理
で
、
ア
メ
リ
カ
の
国
内
体
制
を
途
上

国
を
含
む
世
界
に
拡
大
す
る
と
い
う
意
図
を
強
く
持
っ
て
い
た
。
サ
ー
ビ
ス
市
場
開
放
で
も
攻
撃
的
相
互
主
義
の
圧
力
や
地
域
主
義
に
よ

る
特
定
国
の
囲
い
込
み
、
ア
メ
リ
カ
の
交
渉
目
的
に
反
対
す
る
勢
力
を
分
断
す
る
上
で
か
な
り
の
効
果
が
あ
っ
た
。

ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
協
定
で
は
、
繊
維
と
衣
服
の
輸
入
割
当
の
除
去
、
輸
出
自
主
規
制
の
禁
止
な
ど
、
旧
来
の
分
野
で
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ

規
制
が
大
幅
に
強
化
さ
れ
、
さ
ら
に
、
サ
ー
ビ
ス
分
野
や
貿
易
関
連
投
資
に
対
す
る
措
置
へ
の
ル
ー
ル
が
拡
大
さ
れ
た
。
経
済
諮
問
委
員

五
二



一
九
九
〇
年
代
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
政
策
と
合
衆
国
輸
出
入
銀
行
（E

xim
bank

）
の
役
割
（
山
城
）

（
一
八
五
）

会
年
次
報
告
で
は
、
ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
の
主
要
分
野
の
成
果
を
ハ
イ
ラ
イ
ト
と
し
て
次
の
よ
う
に
列
挙
し
て
い
る
。
①
工
業

製
品
の
関
税
率
の
大
幅
な
引
上
げ
を
実
現
し
た
関
税
、
②
国
内
の
補
助
金
の
削
減
と
最
小
限
の
市
場
ア
ク
セ
ス
へ
の
介
入
を
要
求
す
る
農

業
、
③
繊
維
と
衣
服
、
④
関
連
諸
国
の
特
定
市
場
の
開
放
を
約
束
す
る
サ
ー
ビ
ス
、
貿
易
、
⑤
知
的
所
有
権
保
護
の
強
化
、
⑥
貿
易
関
連

ル
ー
ル
の
強
化
と
貿
易
関
連
投
資
に
対
す
る
措
置
、
⑦
世
界
貿
易
機
構
（
Ｗ
Ｔ
Ｏ
）
の
発
足
と
Ｗ
Ｔ
Ｏ
関
連
事
件
に
か
か
わ
る
紛
争
処
理
、

等
々
で
あ
る
（
20
）

。

①
主
要
工
業
諸
国
の
課
し
て
い
た
関
税
は
、
撤
廃
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
、
ま
た
途
上
国
に
よ
る
関
税
は
建
設
設
備
、
農
業
設
備
、
医
療

設
備
、
鉄
鋼
、
ビ
ー
ル
・
蒸
留
酒
、
薬
品
、
紙
、
玩
具
、
家
具
等
の
分
野
で
撤
廃
さ
れ
る
か
大
幅
に
引
き
下
げ
ら
れ
た
。
工
業
製
品
の
平

均
関
税
が
全
体
的
に
は
三
四
パ
ー
セ
ン
ト
、
工
業
諸
国
に
お
い
て
平
均
四
〇
パ
ー
セ
ン
ト
近
く
引
き
下
げ
ら
れ
る
。
医
薬
、
鉄
鋼
、
建
設

機
器
、
紙
等
の
分
野
で
の
関
税
は
「
相
互
関
税
撤
廃
」（zero-for-zero

）
協
定
に
よ
っ
て
完
全
に
撤
廃
さ
れ
た
。
そ
し
て
、
ラ
ウ
ン
ド
事

務
局
は
全
般
的
に
む
こ
う
一
〇
年
間
（
一
九
九
五
年
時
点
）
に
世
界
の
関
税
を
七
、四
四
〇
億
ド
ル
削
減
さ
せ
る
と
推
定
し
て
い
る
（
21
）

。
さ
ら

に
、
多
く
の
加
盟
国
の
関
税
に
上
限
が
設
け
ら
れ
、
途
上
諸
国
間
の
関
税
措
置
の
拡
大
は
顕
著
な
も
の
で
あ
り
、
全
輸
入
の
六
〇
パ
ー
セ

ン
ト
に
相
当
し
、
工
業
製
品
に
対
す
る
関
税
の
七
三
パ
ー
セ
ン
ト
に
上
限
が
設
け
ら
れ
た
。
重
要
エ
レ
ク
ロ
ト
ニ
ク
ス
品
目
で
あ
る
半
導

体
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
部
品
、
半
導
体
生
産
設
備
の
分
野
で
も
五
〇
〜
一
〇
〇
パ
ー
セ
ン
ト
の
大
幅
関
税
削
減
に
合
意
し
た
。
化
学
薬
品
に

対
す
る
加
盟
国
の
関
税
で
は
非
常
に
低
い
比
率
（
製
品
に
応
じ
て
ゼ
ロ
、
五
・
五
〜
六
・
五
パ
ー
セ
ン
ト
）
で
調
整
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
ら
関
税

引
き
上
げ
合
意
は
、
世
界
貿
易
の
約
八
五
パ
ー
セ
ン
ト
に
相
当
す
る
市
場
へ
の
ア
ク
セ
ス
を
増
大
さ
せ
た
。

②
世
界
貿
易
の
一
三
パ
ー
セ
ン
ト
を
占
め
る
農
産
物
を
貿
易
ル
ー
ル
の
下
に
置
く
の
は
ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
が
初
め
て
で
あ
る
。

日
本
に
お
い
て
も
大
き
な
注
目
を
引
い
た
農
業
交
渉
は
、
国
境
に
お
け
る
関
税
措
置
だ
け
で
な
く
、
国
内
の
農
業
保
護
政
策
に
も
Ｇ
Ａ
Ｔ

五
三
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Ｔ
の
ル
ー
ル
を
課
す
点
で
農
産
物
貿
易
の
枠
組
み
の
大
変
革
と
な
っ
た
。
と
く
に
、
日
本
の
農
産
物
価
格
に
対
す
る
政
府
の
支
出
計
画
の

割
合
は
約
八
〇
パ
ー
セ
ン
ト
で
Ｅ
Ｃ
の
四
〇
パ
ー
セ
ン
ト
、
ア
メ
リ
カ
の
三
〇
パ
ー
セ
ン
ト
を
上
回
っ
て
い
た
（
22
）

。
先
進
工
業
諸
国
の
農
業

の
所
得
支
持
措
置
は
さ
ま
ざ
ま
な
貿
易
制
限
措
置
、
過
剰
生
産
、
そ
し
て
輸
出
補
助
金
制
度
を
も
た
ら
し
て
い
る
。
農
業
協
定
で
は
す
べ

て
の
加
盟
国
の
農
産
物
輸
入
制
限
措
置
を
同
程
度
の
保
護
効
果
を
も
つ
国
に
転
換
す
る
関
税
化
と
、
ま
た
、
そ
の
結
果
と
し
て
農
産
物
関

税
を
、
各
関
税
品
目
で
は
最
低
一
五
パ
ー
セ
ン
ト
、
全
般
的
に
は
平
均
三
六
パ
ー
セ
ン
ト
引
下
げ
る
こ
と
を
要
求
し
た
。
こ
れ
に
よ
っ
て
、

日
本
と
韓
国
の
米
の
輸
入
は
わ
ず
か
な
例
外
が
当
面
認
め
ら
れ
た
も
の
の
、
終
結
し
、
す
べ
て
の
加
盟
国
は
小
麦
、
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
、
米

等
の
輸
入
を
三
五
〇
万
ト
ン
増
加
さ
せ
た
（
23
）

。
ま
た
、
国
内
農
業
補
助
金
に
お
い
て
は
、
一
部
の
補
助
金
を
除
き
加
盟
国
に
一
定
の
削
減
を

義
務
づ
け
た
が
、
こ
れ
は
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
が
国
内
政
策
に
一
定
の
数
量
規
制
を
設
け
た
も
の
と
し
て
注
目
さ
れ
た
。

③
繊
維
と
衣
服
の
国
際
貿
易
は
、
一
九
六
一
年
以
来
、
事
実
上
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
ル
ー
ル
の
枠
外
で
農
産
物
と
同
様
、
一
連
の
協
定
に
よ
り
お

こ
な
わ
れ
て
き
た
（
24
）

。
す
な
わ
ち
、
国
際
繊
維
協
定
（M

uti-F
iber A

greem
ent: M

F
A

）
の
も
と
で
合
意
が
形
成
さ
れ
、
繊
維
及
び
ア
パ
レ

ル
製
品
の
途
上
国
か
ら
先
進
国
へ
の
輸
出
が
制
限
さ
れ
て
き
た
。
ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
の
合
意
で
は
、
Ｍ
Ｆ
Ａ
に
も
と
づ
く
繊
維
と

ア
パ
レ
ル
製
品
の
輸
入
割
当
比
率
を
現
在
以
上
（
一
九
九
二
年
時
点
）
に
は
引
上
げ
な
い
こ
と
、
移
行
期
間
の
最
終
年
ま
で
に
Ｍ
Ｆ
Ａ
の
対

象
と
な
っ
て
い
る
繊
維
と
ア
パ
レ
ル
製
品
の
量
を
五
一
パ
ー
セ
ン
ト
に
つ
い
て
は
割
当
て
を
廃
止
す
る
と
し
た
。
途
上
国
も
貿
易
障
壁
を

削
減
し
、
一
〇
年
後
に
は
通
常
の
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
ル
ー
ル
が
繊
維
に
も
適
用
さ
れ
る
。

④
サ
ー
ビ
ス
貿
易
は
、
ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
に
お
い
て
交
渉
範
囲
が
大
き
く
拡
大
さ
れ
た
分
野
で
あ
る
。
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
協
定
と

並
立
す
る
サ
ー
ビ
ス
貿
易
一
般
協
定
（G

eneral A
greem

ent on T
rade in S

ervices: G
A
T
S

）
は
サ
ー
ビ
ス
貿
易
問
題
を
包
括
す
る
最
初
の

多
国
間
協
定
で
あ
る
。
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｓ
協
定
お
よ
び
そ
の
対
象
分
野
は
、
政
府
調
達
等
を
除
く
ほ
と
ん
ど
の
分
野
に
及
ぶ
。
こ
れ
は
通
常
の

五
四



一
九
九
〇
年
代
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
政
策
と
合
衆
国
輸
出
入
銀
行
（E

xim
bank

）
の
役
割
（
山
城
）

（
一
八
七
）

サ
ー
ビ
ス
貿
易
だ
け
で
な
く
、
金
融
な
ど
進
出
外
国
企
業
に
よ
る
現
地
サ
ー
ビ
ス
ま
で
、
サ
ー
ビ
ス
の
形
態
す
べ
て
を
含
む
。
サ
ー
ビ
ス

は
次
の
一
一
の
分
野
に
分
類
さ
れ
て
い
る
。
ビ
ジ
ネ
ス
、
通
信
、
建
設
、
流
通
、
教
育
、
環
境
、
金
融
、
保
健
、
観
光
、
娯
楽
、
輸
送
、

そ
の
他
等
々
で
あ
る
（
25
）

。
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
協
定
の
基
本
原
則
は
、
最
恵
国
待
遇
（
Ｍ
Ｆ
Ｎ
）、
内
国
民
待
遇
の
ほ
か
に
市
場
ア
ク
セ
ス
と
い
う
新
概

念
が
導
入
さ
れ
た
。
基
本
原
則
の
な
か
で
最
恵
国
待
遇
は
最
も
重
要
な
も
の
で
あ
る
が
、
特
定
部
門
に
関
係
し
な
い
各
国
の
一
般
的
義
務

と
な
る
べ
き
と
こ
ろ
が
ア
メ
リ
カ
の
反
対
で
部
門
に
よ
り
当
面
の
適
用
除
外
が
可
能
と
な
っ
た
。
こ
れ
は
重
要
部
門
で
条
件
付
き
と
な
り
、

大
国
の
攻
撃
的
相
互
主
義
の
余
地
を
残
す
こ
と
に
も
な
っ
た
。
ま
た
同
協
定
は
サ
ー
ビ
ス
貿
易
が
行
わ
れ
る
独
特
な
方
法
を
認
め
て
お
り
、

ク
ロ
ス
ボ
ー
ダ
ー
貿
易
、
人
員
の
異
動
、
投
資
問
題
な
ど
を
包
括
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、
調
印
国
に
対
し
て
最
恵
国
待
遇
を
提
供
す
る
た

め
の
一
般
的
義
務
事
項
を
設
け
、
サ
ー
ビ
ス
の
規
制
に
お
い
て
透
明
性
を
要
求
し
、
サ
ー
ビ
ス
貿
易
紛
争
を
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
一
般
的
紛
争
処
理

機
構
の
下
に
置
い
て
い
る
（
26
）

。
サ
ー
ビ
ス
貿
易
自
由
化
の
国
際
的
秩
序
は
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｓ
協
定
の
も
と
で
具
体
化
さ
れ
る
が
、
各
国
は
Ｇ
Ａ
Ｔ

Ｓ
の
義
務
条
項
を
適
用
す
る
分
野
の
維
持
と
義
務
事
項
を
例
外
措
置
と
し
て
明
記
し
た
。
し
か
し
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｓ
協
定
は
現
実
に
は
問
題
点

が
指
摘
さ
れ
る
が
、
こ
れ
は
同
協
定
が
貿
易
自
由
化
あ
る
い
は
規
制
自
由
化
の
視
点
に
偏
り
す
ぎ
て
い
て
サ
ー
ビ
ス
産
業
の
各
国
で
の
構

造
や
機
能
に
つ
い
て
の
考
慮
が
不
十
分
だ
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
。
そ
の
た
め
金
融
サ
ー
ビ
ス
、
基
本
的
な
テ
レ
コ
ム
、
そ
し
て
海
上
運

輸
サ
ー
ビ
ス
に
お
け
る
特
定
の
公
約
に
か
か
わ
る
交
渉
は
決
着
し
て
い
な
か
っ
た
。
こ
れ
は
外
国
が
十
分
な
市
場
開
放
を
約
束
し
な
い
限

り
、
妥
結
も
せ
ず
、
無
条
件
最
恵
国
待
遇
の
約
束
も
し
な
い
と
い
う
ア
メ
リ
カ
の
姿
勢
も
影
響
し
た
。
そ
の
後
の
交
渉
で
は
、
通
信
交
渉

が
九
七
年
一
二
月
に
決
着
し
、
金
融
交
渉
で
は
九
七
年
一
二
月
に
変
則
的
な
暫
定
協
定
が
結
ば
れ
た
。
海
運
交
渉
は
ア
メ
リ
カ
が
自
由
化

約
束
を
提
出
し
な
か
っ
た
た
め
、
九
九
年
予
定
の
次
期
サ
ー
ビ
ス
包
括
交
渉
ま
で
再
び
交
渉
延
期
と
な
り
、
海
運
は
Ｗ
Ｔ
Ｏ
規
律
の
枠
外

に
置
か
れ
た
。

五
五
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⑤
知
的
所
有
権
の
保
護
は
農
業
、
サ
ー
ビ
ス
貿
易
と
並
ん
で
ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
が
新
た
に
着
手
し
た
領
域
で
あ
る
。
知
的
所
有

権
の
貿
易
関
連
の
側
面
（T

rade-R
elated A

spects of Intellectual P
roperty R

ights A
greem

ents: T
R
IP
s

）
は
、
知
的
所
有
権
に
関
す
る

既
存
の
協
約
を
採
択
し
て
そ
れ
を
強
化
す
る
。
こ
れ
は
内
国
民
待
遇
と
最
恵
国
待
遇
を
原
則
と
す
る
が
、
既
存
の
著
作
権
、
特
許
、
商
標

な
ど
と
も
に
、
集
積
回
路
お
よ
び
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
、
企
業
秘
密
の
保
護
、
保
護
の
国
際
基
準
、
効
果
的
な
執
行
の
た
め

の
要
件
等
に
つ
い
て
広
範
な
合
意
が
成
立
し
た
。
一
九
九
六
年
以
降
、
ア
メ
リ
カ
は
厳
格
で
な
い
知
的
所
有
権
法
を
も
つ
国
に
対
し
て
一

四
の
知
的
所
有
権
の
申
し
立
て
を
Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
提
出
し
て
い
る
（
27
）

。
ク
リ
ン
ト
ン
政
権
で
は
、
知
的
所
有
権
に
関
す
る
国
際
条
約
義
務
の
実
行

を
促
す
一
方
で
、
開
発
途
上
国
に
特
有
の
重
大
な
保
健
問
題
に
対
処
す
る
こ
と
で
そ
れ
ら
国
々
を
支
援
す
る
措
置
を
と
っ
て
い
る
。
知
的

所
有
権
交
渉
は
、
し
か
し
な
が
ら
、
貿
易
自
由
化
の
よ
う
な
相
互
的
経
済
利
益
を
生
じ
る
と
い
う
よ
り
、
と
く
に
途
上
国
に
は
保
護
の
面

で
も
か
な
り
の
譲
歩
を
強
い
て
い
て
、
そ
の
点
で
Ｔ
Ｒ
Ｉ
Ｐ
ｓ
は
途
上
国
か
ら
先
進
国
へ
所
得
の
移
転
を
生
じ
さ
せ
る
。
効
率
性
の
点
で

も
、
産
業
目
的
の
特
許
権
や
著
作
権
等
は
企
業
が
成
長
を
図
る
た
め
に
重
要
な
権
利
で
あ
る
が
、
世
界
市
場
に
お
い
て
は
小
規
模
で
し
か

な
い
途
上
国
で
は
特
許
権
等
を
先
進
国
並
み
に
保
護
し
て
も
技
術
進
歩
の
促
す
力
が
小
さ
く
そ
の
活
用
は
抑
制
さ
れ
る
。
そ
の
上
、
過
大

な
保
護
は
先
進
国
の
製
造
業
保
護
等
の
独
占
の
弊
害
を
生
じ
る
可
能
性
が
大
き
い
。

⑥
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
協
定
（
三
八
条
か
ら
成
る
い
わ
ゆ
る
「
一
般
協
定
」）
は
ル
ー
ル
に
つ
い
て
原
則
的
な
規
定
が
定
め
ら
れ
て
い
る
だ
け
で
各
国

の
具
体
的
な
運
用
に
お
い
て
は
他
国
か
ら
み
る
と
恣
意
的
と
も
思
わ
れ
る
貿
易
制
限
措
置
の
発
効
の
例
が
み
ら
れ
た
。
そ
の
た
め
、
Ｇ
Ａ

Ｔ
Ｔ
は
恒
常
的
な
各
種
委
員
会
あ
る
い
は
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
に
お
い
て
、
こ
れ
ら
ル
ー
ル
に
つ
い
て
詳
細
な
規
定
を
定
め
た
決
定
あ
る

い
は
個
別
に
協
定
（
コ
ー
ド
と
も
呼
ば
れ
る
）
を
策
定
し
て
き
た
。
ま
た
、
こ
れ
ら
協
定
類
の
法
的
性
格
は
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
協
定
自
体
と
は
別
個

に
策
定
さ
れ
た
国
際
条
件
で
あ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
協
定
も
相
互
に
独
立
し
た
も
の
で
、
各
国
は
こ
れ
ら
多
数
の
協
定
の
う
ち
、
自
国
に

五
六



一
九
九
〇
年
代
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
政
策
と
合
衆
国
輸
出
入
銀
行
（E

xim
bank

）
の
役
割
（
山
城
）

（
一
八
九
）

と
っ
て
有
利
な
も
の
の
み
を
受
諾
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
て
い
た
。
ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
に
お
け
る
貿
易
関
連
ル
ー
ル
お
よ
び

貿
易
関
連
投
資
に
対
す
る
措
置
は
、
関
税
以
外
の
輸
入
課
徴
金
の
賦
課
に
関
す
る
ル
ー
ル
、
国
際
貿
易
に
関
す
る
ル
ー
ル
、
国
際
収
支
困

難
に
陥
っ
た
場
合
に
と
る
措
置
に
関
す
る
ル
ー
ル
、
セ
ー
フ
ガ
ー
ド
お
よ
び
貿
易
関
連
投
資
措
置
等
、
財
貿
易
関
連
に
関
し
て
改
善
の
た

め
の
多
岐
に
わ
た
る
規
定
か
ら
成
っ
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
ル
ー
ル
に
含
め
ら
れ
る
反
ダ
ン
ピ
ン
グ
、
補
助
金
・
相
殺
関
税
お
よ
び
セ
ー
フ

ガ
ー
ド
は
そ
の
積
極
的
な
利
用
を
求
め
る
欧
米
と
規
律
強
化
を
求
め
る
ア
ジ
ア
諸
国
や
日
本
と
の
間
で
厳
し
い
対
立
を
生
ん
だ
。
反
ダ
ン

ピ
ン
グ
協
定
は
そ
の
手
続
き
が
限
定
さ
れ
た
持
続
期
間
や
改
善
さ
れ
た
透
明
性
と
手
続
の
公
共
性
と
の
基
準
に
従
う
も
の
と
さ
れ
、
各
国

の
反
ダ
ン
ピ
ン
グ
法
の
乱
用
防
止
の
方
向
で
規
律
が
強
化
さ
れ
た
。
し
か
し
、
そ
の
拘
束
力
に
は
疑
問
も
あ
り
一
部
で
は
緩
め
ら
れ
て
、

の
ち
に
各
国
の
反
ダ
ン
ピ
ン
グ
法
運
用
に
関
し
て
問
題
を
残
し
て
い
る
。
補
助
金
・
相
殺
関
税
に
つ
い
て
は
、
補
助
金
が
明
確
に
禁
止
さ

れ
補
助
金
付
き
の
輸
出
に
対
し
て
は
相
殺
関
税
に
よ
っ
て
対
抗
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
で
は
二
つ
の
措
置
の
区

分
に
明
示
さ
れ
、
そ
れ
ぞ
れ
分
類
さ
れ
た
。
こ
れ
に
よ
っ
て
補
助
金
の
使
用
、
と
く
に
輸
出
補
助
金
が
一
層
厳
し
く
抑
制
さ
れ
る
こ
と
に

な
っ
た
。
一
方
、
補
助
金
に
対
抗
す
る
相
殺
関
税
を
貿
易
上
の
嫌
が
ら
せ
に
使
う
こ
と
は
こ
れ
ま
で
以
上
に
困
難
に
な
っ
た
。
ま
た
、

セ
ー
フ
ガ
ー
ド
措
置
は
輸
入
急
増
の
際
に
と
ら
れ
る
緊
急
対
策
と
し
て
の
関
税
の
引
上
げ
ま
た
は
数
量
制
限
措
置
の
こ
と
で
あ
る
。
こ
こ

で
は
い
わ
ゆ
る
輸
出
自
主
規
制
は
禁
止
さ
れ
、
特
定
の
国
に
お
け
る
セ
ー
フ
ガ
ー
ド
は
限
定
さ
れ
た
状
況
に
お
い
て
の
み
許
さ
れ
る
。
こ

れ
に
よ
っ
て
効
率
の
よ
い
生
産
者
に
と
っ
て
は
市
場
へ
の
よ
り
よ
い
ア
ク
セ
ス
が
保
証
さ
れ
る
も
の
で
、
効
率
の
悪
い
生
産
者
は
競
争
力

を
高
め
る
努
力
が
要
求
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
発
足
と
紛
争
処
理
機
構

⑦
世
界
貿
易
機
関
（W

orld T
rade O

rganization: W
T
O

）
の
設
置
に
か
か
る
ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
は
、
一
九
九
三
年
一
二
月

五
七
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年
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月
）

（
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九
〇
）

一
五
日
に
終
了
し
、
翌
九
四
年
四
月
一
五
日
に
モ
ロ
ッ
コ
の
マ
ケ
ラ
ッ
シ
ュ
に
お
い
て
署
名
さ
れ
、
九
五
年
一
月
一
日
に
発
足
し
た
。
ダ

ン
ケ
ル
・
テ
キ
ス
ト
（D

unkel T
ext

）
に
お
い
て
Ｗ
Ｔ
Ｏ
は
多
角
的
貿
易
機
構
（M

ultilateral T
rade O

rganization: M
T
O

）
と
呼
ば
れ
て

い
た
が
、
一
九
九
三
年
一
二
月
一
五
日
、
交
渉
最
終
日
に
ア
メ
リ
カ
の
要
求
に
よ
り
そ
の
名
称
を
Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
す
る
こ
と
が
決
定
さ
れ
る
。

国
際
的
貿
易
機
関
の
設
立
に
関
す
る
ア
メ
リ
カ
の
懸
念
は
議
会
に
お
い
て
、
こ
の
よ
う
な
国
際
機
関
の
設
立
に
よ
っ
て
貿
易
政
策
に
対
す

る
ア
メ
リ
カ
の
主
権
が
脅
か
さ
れ
る
の
で
は
な
い
か
と
い
う
疑
問
が
あ
っ
た
。
こ
う
し
た
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
活
動
に
関
す
る
懸
念
を
和
ら
げ
る
た

め
、
ク
リ
ン
ト
ン
政
権
は
五
人
の
連
邦
控
訴
審
判
事
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
る
Ｗ
Ｔ
Ｏ
紛
争
処
理
検
討
委
員
会
（W

T
O
 D
ispute S

ettlem
ent 

R
eview

 C
om
m
ission

）
の
設
立
を
支
持
し
紛
争
処
理
委
員
会
（
パ
ネ
ル
）
が
そ
の
権
限
を
越
え
て
、
あ
る
い
は
協
定
の
範
囲
を
逸
脱
し
な

か
っ
た
か
ど
う
か
を
判
定
し
よ
う
と
し
た
。
そ
し
て
、
パ
ネ
ル
の
活
動
に
関
し
て
委
員
会
が
報
告
内
容
を
超
え
て
い
る
と
判
定
し
た
場
合
、

議
会
議
員
は
Ｗ
Ｔ
Ｏ
へ
の
ア
メ
リ
カ
の
参
加
を
不
承
認
と
す
る
共
同
決
議
を
導
入
で
き
る
。
も
し
そ
の
決
議
が
議
会
に
よ
っ
て
立
法
化
さ

れ
、
そ
れ
に
大
統
領
が
署
名
す
る
と
、
ア
メ
リ
カ
は
Ｗ
Ｔ
Ｏ
か
ら
撤
退
す
る
こ
と
に
な
る
と
し
て
い
た
（
28
）

。
国
際
的
貿
易
機
関
の
設
立
に
関

し
て
は
こ
う
し
た
経
緯
が
あ
る
も
の
の
旧
来
の
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
国
際
機
関
と
し
て
の
法
的
地
位
の
曖
昧
さ
は
是
正
さ
れ
、
設
立
に
は
至
ら
な

か
っ
た
国
際
貿
易
機
関
（
Ｉ
Ｔ
Ｏ
）
以
上
の
包
括
的
な
機
関
が
誕
生
し
た
。
Ｗ
Ｔ
Ｏ
は
ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
協
定
の
実
施
や
多
角
的

交
渉
を
管
理
し
、
各
国
の
通
商
政
策
の
監
視
や
Ｉ
Ｍ
Ｆ
、
世
界
銀
行
と
の
協
力
を
行
い
、
紛
争
処
理
機
構
が
強
化
さ
れ
た
。

従
来
の
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
パ
ネ
ル
の
紛
争
処
理
機
構
は
、
恒
常
的
に
長
々
と
延
期
さ
れ
、
訴
え
ら
れ
た
被
告
側
が
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
パ
ネ
ル
の
決

定
を
阻
止
で
き
る
余
地
が
あ
り
、
ま
た
そ
の
不
適
切
な
執
行
に
悩
ま
さ
れ
て
き
た
紛
争
処
理
協
定
（the dispute settlem

ent agreem
ent

）

の
ね
ら
い
は
こ
の
よ
う
な
問
題
個
々
の
解
決
に
向
け
ら
れ
て
き
た
（
29
）

。
紛
争
処
理
協
定
は
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
中
心
的
な
部
分
を
占
め
る
が
、
つ
ぎ
の

四
つ
の
重
要
な
特
徴
を
有
し
て
い
る
（
30
）

。
第
一
に
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
協
定
は
紛
争
処
理
協
定
の
も
と
で
実
行
さ
れ
、
個
々
の
貿
易
紛
争
が
単
一
の
手

五
八



一
九
九
〇
年
代
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
政
策
と
合
衆
国
輸
出
入
銀
行
（E

xim
bank

）
の
役
割
（
山
城
）

（
一
九
一
）

続
き
の
下
で
一
元
的
統
一
的
に
処
理
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
第
二
に
、
七
人
の
メ
ン
バ
ー
で
構
成
さ
れ
る
上
訴
機
関
（A

ppellate 

B
ody

）
が
設
立
さ
れ
、
一
件
の
事
案
ご
と
に
三
人
の
メ
ン
バ
ー
が
担
当
す
る
。
そ
の
な
か
で
紛
争
解
決
過
程
の
そ
れ
ぞ
れ
の
段
階
ご
と
に

時
間
制
約
が
設
定
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
は
訴
え
ら
れ
た
国
が
様
々
な
理
由
を
持
ち
出
し
て
紛
争
解
決
の
引
き
延
ば
し
を
図
る
こ
と
を
防
止

す
る
と
い
う
考
慮
に
基
づ
い
て
い
る
。
第
三
は
、
紛
争
処
理
協
定
の
パ
ネ
ル
あ
る
い
は
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
上
訴
機
関
の
決
定
方
式
が
従
来
の
紛
争

処
理
機
関
の
コ
ン
セ
ン
サ
ス
方
式
か
ら
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
・
コ
ン
セ
ン
サ
ス
方
式
と
な
っ
た
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
制
度
の
下
で
、
パ
ネ
ル
の
設

置
、
パ
ネ
ル
報
告
書
の
採
択
お
よ
び
対
抗
措
置
の
承
認
に
つ
い
て
全
会
一
致
の
反
対
が
な
い
限
り
提
案
が
採
択
さ
れ
る
と
い
う
逆
コ
ン
セ

ン
サ
ス
方
式
（reverse-consensus
）
が
採
用
さ
れ
て
い
る
。
第
四
は
、
こ
の
紛
争
処
理
手
続
き
に
よ
ら
な
い
三
〇
一
条
等
の
一
方
的
措
置

が
禁
止
さ
れ
た
。
も
っ
と
も
こ
れ
ま
で
ア
メ
リ
カ
は
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
紛
争
処
理
機
構
を
最
も
頻
繁
に
活
用
し
た
国
で
あ
り
、
自
国
の
取
引
を

妨
げ
る
「
不
当
な
」
あ
る
い
は
「
不
合
理
な
」
外
国
の
行
為
に
対
し
て
は
報
復
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
て
い
る
（
31
）

。
三
〇
一
条
は
対
抗
措

置
と
し
て
の
「
た
す
き
が
け
報
復
」（cross retaliation

）
と
似
て
い
る
。
例
え
ば
こ
れ
は
、
サ
ー
ビ
ス
貿
易
や
知
的
所
有
権
等
の
分
野
で

の
違
反
措
置
に
対
し
て
、
財
貿
易
の
分
野
で
の
対
抗
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
規
定
の
た
め
に
ア
メ
リ
カ
が
一

方
的
措
置
を
放
棄
す
る
こ
と
は
考
え
ら
れ
な
い
が
、
ア
メ
リ
カ
へ
の
一
定
の
歯
止
め
に
は
な
っ
て
い
る
。

Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
地
域
主
義

北
米
自
由
貿
易
協
定
（the N

orth A
m
erican F

ree T
rade A

greem
ent: N

A
F
T
A

）
は
ア
メ
リ
カ
、
カ
ナ
ダ
、
メ
キ
シ
コ
の
三
カ
国
間
で

一
九
九
二
年
一
二
月
に
調
印
さ
れ
、
九
三
年
一
一
月
に
議
会
で
批
准
し
、
九
四
年
一
月
一
日
に
発
効
し
た
自
由
貿
易
協
定
で
あ
る
。
こ
の

貿
易
協
定
が
適
用
さ
れ
る
水
準
と
範
囲
は
第
三
国
が
採
用
す
る
も
の
の
う
ち
で
は
こ
れ
ま
で
最
も
広
範
囲
で
有
効
性
が
期
待
さ
れ
る
も
の

で
あ
っ
た
。
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
消
費
者
が
三
億
七
〇
〇
〇
万
人
と
六
兆
五
〇
〇
〇
億
ド
ル
を
超
え
る
年
間
産
出
高
を
も
つ
自
由
貿
易
圏
を
創

五
九
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出
し
、
ア
メ
リ
カ
に
と
っ
て
第
一
お
よ
び
第
三
位
の
貿
易
相
手
国
で
あ
る
カ
ナ
ダ
と
メ
キ
シ
コ
を
ア
メ
リ
カ
に
結
び
つ
け
た
（
32
）

。
ま
た
、
Ｎ

Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
こ
れ
ま
で
の
米
加
自
由
貿
易
協
定
（the U

nited S
tates-C

anada F
ree T

rade A
greem

ent

）
の
上
に
立
っ
て
、
生
産
効
率
化

に
寄
与
す
る
こ
と
、
北
米
生
産
者
の
地
球
規
模
で
の
競
争
力
を
促
進
し
、
三
国
す
べ
て
の
生
産
水
準
を
引
上
げ
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
た
。

そ
し
て
、
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
よ
っ
て
、
産
業
・
農
業
製
品
の
関
税
と
ほ
と
ん
ど
の
非
関
税
障
壁
、
知
的
所
有
権
、
投
資
規
制
、
サ
ー
ビ
ス
貿

易
の
自
由
化
お
よ
び
紛
争
解
決
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
お
け
る
保
護
が
段
階
的
に
撤
廃
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
成
立
に
よ
っ
て
、

人
口
、
Ｇ
Ｎ
Ｐ
と
も
に
Ｅ
Ｃ
市
場
に
匹
敵
す
る
一
大
自
由
貿
易
圏
が
で
き
た
が
、
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
抱
え
る
課
題
は
、
経
済
格
差
が
著
し
く

大
き
い
メ
キ
シ
コ
が
途
上
国
か
ら
先
進
工
業
国
へ
飛
躍
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
、
他
方
ア
メ
リ
カ
経
済
に
と
っ
て
こ
れ
ら
が
ど
の
よ
う

な
影
響
を
も
つ
の
か
、
と
い
う
こ
と
に
な
り
、
の
ち
に
み
る
よ
う
に
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
め
ぐ
っ
て
激
し
い
論
争
が
行
わ
れ
る
。

Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
締
結
は
レ
ー
ガ
ン
政
権
の
八
〇
年
代
、
戦
後
ア
メ
リ
カ
の
基
本
原
則
で
あ
っ
た
無
差
別
主
義
か
ら
地
域
主
義
へ
の
転
換

を
意
味
し
た
。
こ
れ
が
九
〇
年
代
の
ク
リ
ン
ト
ン
政
権
下
の
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
お
い
て
ア
メ
リ
カ
の
地
域
主
義
が
明
確
な
形
で
見
ら
れ
た
。

ク
リ
ン
ト
ン
政
権
の
地
域
主
義
は
、
オ
ー
プ
ン
・
リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル
（open regionalism

）
と
呼
ば
れ
、
非
排
除
的
で
新
た
な
加
入
を
促
す

よ
う
な
協
定
の
こ
と
で
プ
ル
リ
ラ
テ
ラ
ル
な
貿
易
協
定
（plurilateral trade agreem

ent

）
の
拡
大
と
基
盤
の
確
立
を
意
味
す
る
（
33
）

。
こ
の
貿

易
協
定
の
ね
ら
い
は
、
第
三
国
に
対
す
る
障
壁
の
増
大
と
整
合
性
を
保
つ
と
い
う
こ
と
と
、
互
恵
的
な
原
則
に
基
づ
い
て
加
盟
国
、
非
加

盟
国
に
か
か
わ
ら
ず
自
由
化
の
追
求
を
制
限
し
な
い
こ
と
、
そ
し
て
プ
ル
リ
ラ
テ
ラ
ル
な
合
意
が
非
加
盟
国
の
加
盟
を
促
す
も
の
で
、
い

わ
ば
互
恵
的
な
ド
ミ
ノ
効
果
（dom

ino eff ect

）
を
促
進
す
る
こ
と
に
あ
っ
た
。
た
だ
、
こ
の
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
特
徴
は
Ｅ
Ｕ
の
関
税
同
盟
方

式
で
は
な
く
、
自
由
貿
易
地
域
方
式
を
と
り
、
地
域
内
で
は
自
由
化
す
る
が
、
加
盟
国
の
域
外
へ
の
貿
易
政
策
に
対
し
て
は
い
か
な
る
規

制
も
課
す
こ
と
は
な
い
と
し
て
い
る
（
34
）

。
自
由
貿
易
地
域
方
式
は
ア
メ
リ
カ
に
と
っ
て
対
域
外
障
壁
の
共
通
化
の
必
要
が
な
い
だ
け
弾
力
性

六
〇



一
九
九
〇
年
代
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
政
策
と
合
衆
国
輸
出
入
銀
行
（E

xim
bank

）
の
役
割
（
山
城
）

（
一
九
三
）

が
大
き
く
、
先
に
述
べ
た
先
進
工
業
国
と
途
上
国
な
ど
の
経
済
条
件
の
異
な
る
国
々
を
包
摂
し
や
す
く
、
ア
メ
リ
カ
の
地
域
主
義
の
ね
ら

い
も
こ
こ
に
あ
る
。
ア
メ
リ
カ
の
地
域
主
義
の
ね
ら
い
は
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
内
容
に
関
連
し
て
後
述
す
る
が
、
こ
こ
で
は
ク
リ
ン
ト
ン
政
権

の
輸
出
戦
略
と
し
て
の
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
位
置
付
け
に
つ
い
て
説
明
す
る
。

ク
リ
ン
ト
ン
政
権
の
貿
易
政
策
は
、
国
内
経
済
の
重
視
と
と
も
に
輸
出
振
興
を
課
題
と
し
た
。
一
九
九
三
年
九
月
に
新
し
い
「
国
家
輸

出
戦
略
」（N

ational E
xport S

trategy

）
を
明
ら
か
に
し
、
輸
出
促
進
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
分
裂
を
少
な
く
す
る
た
め
に
政
府
機
関
間
の
「
通

商
促
進
調
整
委
員
会
」（T

rade P
rom
otion C

oordination C
om
m
ittee

）
を
設
置
し
た
（
35
）

。
こ
の
委
員
会
の
目
的
は
一
九
の
政
府
機
関
間
で
統

一
的
な
輸
出
促
進
を
策
定
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
、
こ
れ
ま
で
ア
メ
リ
カ
民
間
企
業
の
要
請
を
満
た
す
こ
と
が
な
か
っ
た
と
い
う
こ
と
か

ら
、
そ
の
ア
メ
リ
カ
企
業
と
労
働
者
の
競
争
力
強
化
と
そ
れ
が
国
内
政
策
を
補
完
す
べ
き
と
い
う
と
こ
ろ
に
あ
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
ク
リ

ン
ト
ン
政
権
の
も
と
で
、
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
積
極
的
に
「
国
家
輸
出
戦
略
」
を
構
成
す
る
も
の
と
な
り
、
国
家
輸
出
戦
略
は
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の

締
結
と
と
も
に
「
政
府
機
関
間
に
ま
た
が
る
諸
機
能
と
統
合
、
資
源
の
戦
略
的
な
配
分
、
民
間
セ
ク
タ
ー
と
州
・
地
方
政
府
を
巻
き
込
む

こ
と
、
ア
メ
リ
カ
の
対
外
輸
出
業
者
の
利
害
の
擁
護
と
主
張
、
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
の
計
測
、
輸
出
統
制
（
国
家
安
全
保
障
、
核
拡
散
防
止
、

外
交
政
策
目
標
に
見
合
っ
た
輸
出
の
制
限
）」
等
の
六
つ
の
基
本
命
題
を
反
映
す
る
も
の
で
あ
っ
た
（
36
）

。

こ
こ
で
、
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
主
要
内
容
と
特
徴
を
み
て
み
る
。
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
は
、
工
業
財
の
貿
易
、
サ
ー
ビ
ス
、
投
資
、
知
的
所
有
権
、

農
業
、
通
商
ル
ー
ル
の
強
化
に
関
す
る
合
意
が
含
め
ら
れ
る
。
補
助
協
定
と
し
て
、
労
働
調
整
規
定
、
環
境
保
護
、
輸
出
促
進
に
関
す
る

規
定
が
あ
る
。
工
業
貿
易
は
五
年
か
ら
一
〇
年
以
内
（
一
定
の
品
目
に
関
し
て
は
一
五
年
）
に
ほ
と
ん
ど
の
関
税
や
主
要
輸
入
制
限
等
を
段

階
的
に
廃
止
し
て
、
域
内
自
由
貿
易
を
実
現
す
る
と
い
う
こ
と
で
き
わ
め
て
野
心
的
な
も
の
で
あ
っ
た
。
現
在
（
九
四
年
一
月
一
日
）
免
税

と
な
っ
て
い
る
工
業
製
品
に
は
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
、
医
療
設
備
、
農
業
設
備
、
内
燃
機
関
、
電
話
交
換
機
等
が
あ
り
、
メ
キ
シ
コ
で
は
一
〇
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パ
ー
セ
ン
ト
以
上
の
関
税
が
か
け
ら
れ
て
い
た
。
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
よ
り
対
メ
キ
シ
コ
向
け
ア
メ
リ
カ
の
工
業
、
農
業
輸
出
の
六
五
パ
ー
セ

ン
ト
は
五
年
に
免
税
適
格
と
さ
れ
た
。
そ
の
上
、
サ
ー
ビ
ス
、
企
業
設
備
、
政
府
調
達
が
か
な
り
な
程
度
自
由
化
や
相
互
開
放
が
予
定
さ

れ
て
い
た
。
こ
れ
ら
の
域
内
自
由
化
で
は
、
当
初
メ
キ
シ
コ
の
関
税
や
政
府
規
制
が
相
対
的
に
厳
し
い
た
め
に
、
ア
メ
リ
カ
、
カ
ナ
ダ
に

比
べ
て
メ
キ
シ
コ
の
自
由
化
が
は
る
か
に
大
き
な
も
の
と
な
る
。

サ
ー
ビ
ス
貿
易
で
は
、
ア
メ
リ
カ
の
企
業
は
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
よ
っ
て
無
差
別
ベ
ー
ス
で
ア
メ
リ
カ
か
ら
直
接
サ
ー
ビ
ス
を
供
給
で
き
、

投
資
家
に
関
し
て
も
無
差
別
扱
い
を
保
証
す
る
。
す
な
わ
ち
、
例
外
を
除
き
域
内
で
の
内
国
民
待
遇
と
企
業
設
立
権
を
相
互
に
供
与
し
、

金
融
、
陸
上
輸
送
、
通
信
サ
ー
ビ
ス
等
の
域
内
市
場
の
大
幅
な
自
由
化
を
実
現
し
た
。
知
的
所
有
権
は
ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
協
定
を

上
回
る
保
護
が
強
化
さ
れ
た
。
そ
の
他
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
に
関
す
る
著
作
権
、
サ
ー
ビ
ス
商
標
と
通
商
機

密
の
保
護
の
規
定
で
あ
る
。
農
業
貿
易
で
は
、
貿
易
障
壁
が
事
実
上
、
除
去
さ
れ
、
ア
メ
リ
カ
、
メ
キ
シ
コ
間
の
農
業
貿
易
の
約
五
〇

パ
ー
セ
ン
ト
の
農
産
物
へ
の
制
限
す
べ
て
が
協
定
発
効
と
同
時
に
撤
廃
さ
れ
る
と
い
う
大
幅
な
域
内
自
由
化
の
実
現
で
あ
る
。
二
国
間
フ

ロ
ー
に
か
ん
し
て
も
九
八
年
ま
で
に
全
農
業
製
品
に
対
す
る
関
税
が
撤
廃
さ
れ
、
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
も
と
で
の
分
離
協
定
で
メ
キ
シ
コ
と
カ

ナ
ダ
は
二
国
間
貿
易
に
対
す
る
関
税
を
撤
廃
し
、
三
加
盟
国
は
農
業
輸
出
補
助
金
の
撤
廃
で
も
合
意
し
た
。
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
自
由
貿
易
地

域
方
式
は
全
体
の
効
率
を
高
め
る
貿
易
創
造
効
果
が
生
じ
、
他
方
、
貿
易
転
換
効
果
と
い
い
自
由
化
や
制
度
の
調
和
は
基
本
的
に
域
内
国

に
限
定
さ
れ
る
た
め
域
外
の
障
壁
を
実
際
に
引
上
げ
な
く
と
も
域
外
に
対
し
て
は
差
別
が
生
じ
る
。
労
働
や
環
境
に
関
す
る
補
助
協
定
は

前
政
権
を
引
き
継
ぎ
ク
リ
ン
ト
ン
政
権
が
再
交
渉
し
た
も
の
で
あ
っ
た
。
メ
キ
シ
コ
政
府
は
メ
キ
シ
コ
の
最
低
賃
金
上
昇
を
生
産
性
上
昇

に
リ
ン
ク
さ
せ
る
こ
と
を
公
約
し
、
さ
ら
に
ア
メ
リ
カ
は
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
で
カ
バ
ー
さ
れ
な
い
労
働
問
題
に
関
し
て
は
一
九
七
四
年
通
商
法

三
〇
一
条
の
よ
う
な
自
国
の
通
商
法
を
利
用
す
る
権
利
を
留
保
す
る
と
し
た
。
環
境
協
力
で
は
、
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
で
現
行
の
ア
メ
リ
カ
の
保

六
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一
九
九
〇
年
代
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
政
策
と
合
衆
国
輸
出
入
銀
行
（E

xim
bank

）
の
役
割
（
山
城
）

（
一
九
五
）

健
衛
生
、
安
全
、
環
境
基
準
が
維
持
さ
れ
て
い
る
。
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
貿
易
関
連
そ
の
他
の
制
度
規
定
の
包
括
性
で
注
目
さ
れ
る
。
Ｎ
Ａ
Ｆ

Ｔ
Ａ
の
ダ
ン
ピ
ン
グ
や
補
助
金
規
定
、
知
的
所
有
権
規
定
、
労
働
、
環
境
に
関
す
る
補
助
協
定
は
、
メ
キ
シ
コ
の
制
度
を
主
に
ア
メ
リ
カ

の
制
度
に
同
化
な
い
し
接
近
さ
せ
る
性
格
の
も
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
域
内
の
制
度
の
調
和
で
途
上
国
の
制
度
を
ア
メ
リ
カ
に
同
化
さ

せ
る
こ
と
は
、
ア
メ
リ
カ
の
市
場
と
資
本
へ
の
ア
ク
セ
ス
で
メ
キ
シ
コ
を
優
遇
す
る
と
い
う
攻
撃
的
相
互
主
義
の
ね
ら
い
と
同
様
の
も
の

で
あ
る
（
37
）

。

Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
締
結
は
ア
メ
リ
カ
国
内
の
さ
ま
ざ
ま
な
利
益
集
団
の
間
で
激
し
い
利
害
対
立
が
表
明
さ
れ
、
か
つ
て
な
い
論
争
が
生
じ

た
。
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
推
進
派
に
は
多
国
籍
企
業
等
の
ビ
ッ
グ
ビ
ジ
ネ
ス
、
全
米
製
造
業
者
協
会
、
全
米
投
資
貿
易
連
合
、
ア
メ
リ
カ
商
業
会

議
所
等
が
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
経
済
効
果
を
主
張
し
、
他
方
、
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
反
対
派
に
は
農
業
団
体
、
中
小
企
業
団
体
、
環
境
保
護
団
体
等
が

あ
り
、
そ
し
て
労
働
組
合
の
最
大
の
組
織
で
あ
る
Ａ
Ｆ
Ｌ
―
Ｃ
Ｉ
Ｏ
（
ア
メ
リ
カ
労
働
総
同
盟
産
業
別
会
議
）
は
強
力
な
反
対
キ
ャ
ン
ペ
ー

ン
を
展
開
し
た
。
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
め
ぐ
っ
て
は
、
こ
う
し
た
利
害
対
立
の
構
図
が
あ
っ
た
。
こ
こ
で
は
ま
ず
経
済
諮
問
委
員
会
に
よ
る

「
大
統
領
経
済
報
告
」
に
お
け
る
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
経
済
効
果
と
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
推
進
派
の
主
張
か
ら
見
て
み
よ
う
。

ア
メ
リ
カ
国
内
に
お
け
る
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
も
た
ら
す
利
益
は
次
の
三
点
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
第
一
に
、
メ
キ
シ
コ
に
は
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ

以
前
に
ア
メ
リ
カ
の
平
均
二
・
五
倍
高
い
貿
易
障
壁
が
あ
り
、
そ
の
大
幅
な
削
減
は
ア
メ
リ
カ
に
有
利
で
あ
る
。
第
二
は
、
貿
易
障
壁
が

削
減
さ
れ
て
い
る
と
い
う
事
実
か
ら
メ
キ
シ
コ
に
お
け
る
投
資
の
必
要
は
減
退
す
る
。
す
な
わ
ち
、
ア
メ
リ
カ
の
海
外
直
接
投
資
は
市
場

ア
ク
セ
ス
の
獲
得
を
意
図
し
て
い
る
の
で
あ
っ
て
、
低
賃
金
労
働
者
や
緩
い
規
制
を
利
用
し
よ
う
と
い
う
も
の
で
は
な
い
。
第
三
に
、
最

も
重
要
な
の
は
貿
易
自
由
化
が
両
国
に
と
っ
て
利
益
と
な
る
よ
う
な
特
化
を
促
進
す
る
と
い
う
簡
潔
な
事
実
で
あ
る
（
38
）

。
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
推
進

派
は
主
に
ア
メ
リ
カ
多
国
籍
企
業
に
よ
っ
て
形
成
さ
れ
た
が
、
そ
の
見
解
は
上
述
の
経
済
効
果
に
集
約
さ
れ
る
。
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
お
け
る

六
三
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投
資
の
自
由
化
達
成
は
メ
キ
シ
コ
か
ら
の
域
外
貿
易
の
効
率
性
を
一
層
高
め
、
ア
メ
リ
カ
企
業
の
メ
キ
シ
コ
へ
の
直
接
投
資
は
ア
メ
リ
カ

に
と
っ
て
輸
出
拡
大
効
果
を
も
た
ら
し
、
そ
の
輸
出
拡
大
は
ア
メ
リ
カ
に
と
っ
て
雇
用
拡
大
効
果
が
見
込
め
る
。
メ
キ
シ
コ
の
低
賃
金
労

働
力
の
活
用
に
つ
い
て
は
明
示
的
に
示
さ
れ
て
い
な
い
が
、
ア
メ
リ
カ
企
業
の
競
争
力
強
化
に
つ
な
が
る
と
い
う
こ
と
に
あ
る
。
そ
し
て
、

ク
リ
ン
ト
ン
政
権
に
お
け
る
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
締
結
は
、
メ
キ
シ
コ
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
が
ア
メ
リ
カ
の
わ
ず
か
四
パ
ー
セ
ン
ト
程
度
で
あ
り
、
Ｎ
Ａ

Ｆ
Ｔ
Ａ
が
調
印
さ
れ
る
以
前
に
ア
メ
リ
カ
は
カ
ナ
ダ
と
の
間
に
自
由
貿
易
協
定
を
す
で
に
締
結
し
て
い
た
と
い
う
事
実
が
あ
っ
た
。
さ
ら

に
、
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
基
本
的
に
メ
キ
シ
コ
の
成
長
と
安
定
に
向
け
ら
れ
た
も
の
で
あ
り
、
他
方
で
ア
メ
リ
カ
は
隣
国
メ
キ
シ
コ
の
繁
栄
と

安
定
に
お
け
る
経
済
利
益
と
同
様
に
き
わ
め
て
重
要
な
安
全
保
障
上
の
利
益
を
享
受
す
る
（
39
）

。

Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
反
対
派
主
張
の
根
拠
は
①
メ
キ
シ
コ
と
の
自
由
貿
易
協
定
に
よ
る
ア
メ
リ
カ
の
労
働
者
の
失
業
と
労
働
条
件
の
悪
化
、
②

ア
メ
リ
カ
の
貿
易
収
支
効
果
、
③
メ
キ
シ
コ
の
労
働
者
に
は
ア
メ
リ
カ
の
労
働
者
に
保
障
さ
れ
て
い
る
よ
う
な
社
会
保
障
が
な
い
点
、
④

移
民
問
題
、
⑤
環
境
悪
化
等
々
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
（
40
）

。
そ
の
理
由
は
メ
キ
シ
コ
の
実
質
所
得
が
経
済
成
長
に
と
も
な
い
上
昇
し
、
こ
の
こ

と
が
必
然
的
に
域
外
調
達
拠
点
と
し
て
の
メ
キ
シ
コ
の
優
位
性
を
低
下
さ
せ
直
接
投
資
の
流
入
を
妨
げ
る
と
す
る
も
の
で
あ
っ
た
（
41
）

。

日
米
包
括
経
済
協
議
と
二
国
間
主
義

一
九
九
〇
年
代
、
ク
リ
ン
ト
ン
政
権
に
お
け
る
貿
易
政
策
は
、
一
方
的
措
置
と
並
行
し
て
、
対
日
・
対
Ｅ
Ｕ
貿
易
交
渉
等
二
国
間
貿
易

交
渉
に
も
取
り
組
ん
で
き
た
。
と
く
に
、
対
日
貿
易
交
渉
で
の
日
本
に
対
す
る
要
求
は
よ
り
強
硬
な
も
の
で
、
数
値
目
標
が
掲
げ
ら
れ
る

な
ど
管
理
貿
易
に
傾
斜
し
、
一
九
九
五
年
八
月
の
最
終
合
意
ま
で
に
多
大
な
時
間
を
費
や
し
て
き
た
。
日
米
包
括
経
済
協
議
（Japan-U

. 

S
. fram

ew
ork trade talks

）
は
、
市
場
分
野
別
協
議
（M

arket O
riented S

ector S
elective: M

O
S
S

）
と
日
米
構
造
協
議
（
Ｓ
Ｉ
Ｉ
）
を
引

き
継
ぎ
、
①
政
府
調
達
、
②
規
制
改
革
及
び
競
争
力
、
③
自
動
車
・
同
部
品
、
④
経
済
調
和
、
⑤
現
在
す
る
協
定
と
基
準
の
実
施
等
々
の

六
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一
九
九
〇
年
代
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
政
策
と
合
衆
国
輸
出
入
銀
行
（E

xim
bank

）
の
役
割
（
山
城
）

（
一
九
七
）

五
分
野
に
関
し
て
一
九
九
三
年
七
月
に
包
括
協
議
が
開
始
さ
れ
、
こ
の
交
渉
が
よ
う
や

く
決
着
し
た
こ
と
に
な
る
。
こ
こ
で
は
日
米
の
包
括
協
議
・
交
渉
の
過
程
を
検
討
し
、

ア
メ
リ
カ
の
貿
易
政
策
論
理
に
つ
い
て
も
み
る
。

一
九
九
四
年
二
月
に
発
表
さ
れ
た
大
統
領
経
済
諮
問
委
員
会
年
次
報
告
で
は
相
当
な

ス
ペ
ー
ス
を
割
い
て
日
米
包
括
経
済
協
議
に
つ
い
て
報
告
し
て
い
る
。
ク
リ
ン
ト
ン
政

権
は
二
国
間
、
地
域
的
及
び
多
国
間
の
貿
易
協
定
を
通
し
て
外
国
市
場
の
開
放
に
努
め

る
と
い
う
通
商
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
の
基
本
を
確
認
し
た
後
、「
日
本
は
、
米
国
に
次
ぐ

世
界
第
三
の
経
済
大
国
で
あ
り
、
米
国
に
と
っ
て
カ
ナ
ダ
に
次
ぐ
第
二
の
貿
易
相
手
国

で
あ
る
。
ま
た
、
米
国
が
二
国
間
で
最
大
の
貿
易
不
均
衡
を
保
っ
て
い
る
の
は
、
対
日

に
お
い
て
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
赤
字
は
九
二
年
で
四
九
六
億
ド
ル
で
あ
っ
た
。（
表

Ⅱ
│
1
）
日
本
の
多
額
の
対
米
黒
字
は
、
そ
の
全
世
界
で
の
多
額
の
経
常
収
支
黒
字
│

九
二
年
で
一
一
八
〇
億
ド
ル
に
達
す
る
│
の
重
要
な
一
部
を
な
し
て
い
る
（
42
）

。」
と
指
摘

し
て
い
る
。
こ
の
指
摘
に
続
い
て
同
年
次
報
告
は
、
日
本
の
構
造
問
題
に
つ
い
て
、
国

内
消
費
に
お
け
る
製
品
輸
入
の
シ
ェ
ア
、
産
業
内
貿
易
の
シ
ェ
ア
、
外
国
か
ら
の
直
接

投
資
ス
ト
ッ
ク
、
国
内
販
売
額
の
外
国
人
所
有
企
業
分
の
シ
ェ
ア
、
企
業
内
貿
易
の

シ
ェ
ア
の
高
さ
等
々
の
す
べ
て
で
異
常
に
（unusually

）
と
い
う
表
現
を
多
用
し
、

シ
ェ
ア
の
低
さ
、
高
さ
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
ク
リ
ン
ト
ン
政
権
の
こ
う
し
た
内
政
干

表Ⅱ－ 1　アメリカと特定諸国の商品貿易（1987－92）
（10 億ドル）

年

共　

同　

体

ヨ
ー
ロ
ッ
パ

日　
　
　

本

「大中国」

そ
の
他計

共
和
国

中
華
人
民

香　
　

港

台　
　

湾

1987...................... -20.6 -56.3 -25.9 -2.8 -5.9 -17.2 -49.3

1988...................... -9.2 -51.8 -20.6 -3.5 -4.6 -12.6 -36.9

1989...................... 1.2 -49.1 -22.6 -6.2 -3.4 -13.0 -38.9

1990...................... 6.3 -41.1 -24.4 -10.4 -2.8 -11.2 -42.5

1991...................... 17.0 -43.4 -23.7 -12.7 -1.1 -9.8 -16.6

1992...................... 9.0 -49.6 -28.4 -18.3 -0.7 -9.3 -15.5

注）─輸出は船側渡し、および輸入は関税評価。
中国、香港および台湾は分析の都合により「大中国」に分類されていた。
細部は概数のために合計に加えていない。
出所）　商務省、経済分析局
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年
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月
）

（
一
九
八
）

渉
的
な
通
商
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
は
、
後
の
日
本
側
の
譲
歩
を
引
き
出
す
の
に
、
ア
メ
リ
カ
経
済
再
生
の
戦
略
の
一
環
と
し
て
組
み
入
れ
実

施
し
て
き
た
こ
と
が
う
か
が
え
る
。
九
四
年
三
月
の
大
統
領
行
政
命
令
に
よ
っ
て
復
活
し
た
ス
ー
パ
ー
三
〇
一
条
も
そ
の
戦
略
の
一
環
を

な
す
も
の
で
あ
ろ
う
。
す
な
わ
ち
、
日
本
は
ア
メ
リ
カ
、
ド
イ
ツ
、
イ
ギ
リ
ス
、
フ
ラ
ン
ス
、
イ
タ
リ
ア
諸
国
に
比
較
す
る
と
、
製
品
輸

入
の
比
率
が
低
く
、
資
本
も
外
国
に
開
か
れ
て
お
ら
ず
、
国
内
企
業
の
独
占
的
関
係
が
き
わ
め
て
強
く
、
外
国
資
本
に
よ
っ
て
特
異
な
構

造
を
有
す
る
と
い
う
「
日
本
異
質
論
」
が
こ
こ
で
確
認
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
同
年
次
報
告
に
よ
れ
ば
、
日
本
の
も
つ
明
ら
か
な
異
質
性

は
、
通
商
産
業
政
策
の
介
入
と
日
本
経
済
の
構
造
的
特
徴
を
強
調
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
さ
ら
に
、
次
の
よ
う
な
具
体
的
な
指
摘
が
さ
れ

て
い
る
。「
日
本
に
お
け
る
国
内
産
業
支
援
政
策
に
は
、
生
産
者
及
び
研
究
開
発
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
に
対
す
る
補
助
金
、
優
遇
課
税
、
信
用

の
優
先
的
配
分
、
優
先
的
政
府
調
達
、
生
産
者
カ
ル
テ
ル
の
確
立
、
甘
い
反
ト
ラ
ス
ト
政
策
が
含
め
ら
れ
る
。
対
外
政
策
に
は
、
貿
易
障

壁
、
外
国
か
ら
の
直
接
投
資
に
対
す
る
制
限
措
置
、
ハ
イ
テ
ク
貿
易
に
対
す
る
統
制
が
含
ま
れ
る
。
こ
れ
ら
の
政
策
は
、
幼
稚
産
業
か
ら

成
熟
産
業
に
も
適
用
さ
れ
て
き
た
（
43
）

。」「
輸
入
を
阻
止
す
る
疑
い
の
あ
る
構
造
障
壁
に
は
、
少
し
挙
げ
た
だ
け
で
も
製
品
の
安
全
性
を
保
証

す
る
官
僚
統
制
へ
の
依
存
、
国
内
カ
ル
テ
ル
、
ケ
イ
レ
ツ
に
よ
る
差
別
的
慣
行
、
競
争
政
策
実
施
の
弱
さ
、
不
十
分
な
知
的
所
有
権
保
護
、

国
内
供
給
者
に
有
利
な
政
府
調
達
手
続
き
、
外
国
資
本
参
入
を
妨
げ
る
不
完
全
な
資
本
市
場
、
輸
入
製
品
の
配
給
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
対
す
る

障
害
が
含
め
ら
れ
る
（
44
）

。」

ま
た
、
日
米
包
括
協
議
は
マ
ク
ロ
経
済
上
の
目
標
を
設
定
し
、
部
門
別
構
造
協
議
の
必
要
な
分
野
を
定
め
て
い
る
。
ク
リ
ン
ト
ン
政
権

は
そ
の
包
括
協
議
の
も
と
で
、
自
動
車
お
よ
び
同
部
品
、
金
融
サ
ー
ビ
ス
、
投
資
に
関
す
る
新
し
い
協
定
に
調
印
し
た
。
ク
リ
ン
ト
ン
政

権
が
九
五
年
の
一
年
間
で
日
本
と
結
ん
だ
貿
易
協
定
の
数
は
二
〇
に
も
及
ぶ
。
そ
の
な
か
で
部
門
別
協
議
は
成
果
を
生
み
出
し
つ
つ
あ
り
、

九
五
年
一
月
か
ら
一
一
月
ま
で
の
期
間
の
ア
メ
リ
カ
の
対
日
輸
出
成
長
は
、
全
体
で
前
年
同
期
よ
り
二
〇
パ
ー
セ
ン
ト
も
高
く
、
ク
リ
ン

六
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一
九
九
〇
年
代
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
政
策
と
合
衆
国
輸
出
入
銀
行
（E

xim
bank

）
の
役
割
（
山
城
）

（
一
九
九
）

ト
ン
就
任
時
よ
り
四
七
パ
ー
セ
ン
ト
も
増
加
し
て
い
る
。
ア
メ
リ
カ
の
対
日
輸
出
の
増
加
は
、
と
く
に
日
本
と
の
貿
易
協
定
が
網
羅
し
て

い
る
分
野
で
著
し
か
っ
た
（
45
）

。

九
四
年
八
月
の
包
括
協
議
の
合
意
は
、
か
つ
て
の
日
米
構
造
問
題
協
議
と
比
較
す
る
と
、
ア
メ
リ
カ
の
姿
勢
は
よ
り
高
圧
的
な
も
の
と

な
っ
た
。
ま
ず
、
交
渉
の
進
展
を
評
価
す
る
客
観
的
基
準
が
設
定
さ
れ
、
市
場
の
開
放
の
度
合
い
を
量
的
質
的
に
適
切
な
手
段
で
設
定
す

る
と
い
う
こ
と
と
、
次
い
で
そ
の
交
渉
手
続
き
で
あ
る
。
前
者
は
市
場
開
放
の
結
果
を
重
視
す
る
も
の
で
、
後
者
が
そ
の
交
渉
の
政
治
的

輪
郭
を
明
確
に
さ
せ
た
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
れ
ら
は
日
米
包
括
経
済
協
議
に
お
い
て
最
大
の
論
点
に
な
っ
た
も
の
で
、
日
本
の
市
場
開
放

を
要
求
す
る
具
体
的
な
手
順
が
数
値
目
標
の
設
定
を
め
ぐ
る
日
米
間
の
対
立
に
あ
っ
た
。

し
か
し
、
ア
メ
リ
カ
の
数
値
目
標
設
定
の
要
求
は
管
理
貿
易
と
の
批
判
を
受
け
る
こ
と
が
必
死
な
状
況
で
、
そ
の
た
め
に
は
ア
メ
リ
カ

の
要
求
に
は
前
述
の
日
本
異
質
論
を
前
提
に
す
る
必
要
が
あ
っ
た
（
46
）

。
た
だ
、
数
値
目
標
設
定
の
要
求
に
は
、
ま
た
、
ク
リ
ン
ト
ン
政
権
で

大
統
領
経
済
諮
問
委
員
会
委
員
長
と
な
っ
た
ロ
ー
ラ
・
タ
イ
ソ
ン
の
影
響
も
あ
っ
た
。
分
析
を
行
っ
た
バ
ロ
ッ
サ
（B

ela B
alassa

）、

ロ
ー
レ
ン
ス
（R

obertz L
aw
rence

）
と
「
貿
易
政
策
・
交
渉
諮
問
委
員
会
」（A

dvisory C
om
m
ittee for T

rade P
olicy and N

egotiations: 

P
C
T
P
N

）
の
報
告
書
の
影
響
が
大
き
く
、
フ
レ
ッ
ド
・
バ
ー
グ
ス
テ
ン
は
ロ
ー
ラ
・
タ
イ
ソ
ン
の
著
作“T

rade C
onfl ict in H

igh-

T
echnology Industries, ”

（
邦
訳
「
誰
が
誰
を
叩
い
て
い
る
の
か
」）
の
序
文
で
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い
る
。「
当
初
の
書
名
は
『
管
理
貿
易

あ
る
い
は
誤
っ
た
管
理
貿
易
』
だ
っ
た
が
、
執
筆
中
に
、
貿
易
政
策
と
他
の
ハ
イ
テ
ク
産
業
支
援
政
策
と
の
ト
レ
ー
ド
オ
フ
の
関
係
を
提

起
す
る
に
ふ
さ
わ
し
い
（
47
）

」
タ
イ
ソ
ン
自
身
も
第
四
章
で
「
管
理
貿
易
の
明
確
な
定
義
は
ど
こ
に
も
な
い
が
、
貿
易
フ
ロ
ー
の
量
的
目
標
を

設
定
す
る
貿
易
協
定
に
共
通
の
原
理
と
し
て
理
解
さ
れ
る
。
…
こ
の
定
義
に
従
え
ば
、
半
導
体
貿
易
協
定
と
新
協
定
の
ど
ち
ら
の
市
場
ア

ク
セ
ス
（
解
放
）
規
定
も
、
外
国
業
者
の
日
本
市
場
に
お
け
る
最
低
シ
ェ
ア
の
数
値
目
標
を
定
め
て
い
る
か
ら
、
管
理
貿
易
の
実
例
と
言

六
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（
二
〇
〇
）

え
る
（
48
）

」
こ
の
よ
う
な
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
政
策
の
論
理
は
半
導
体
協
定
に
限
ら
ず
、
日
本
に
と
っ
て
到
底
受
け
入
れ
難
い
日
本
異
質
論
に
も

と
づ
く
も
の
で
あ
っ
た
。

三　

管
理
貿
易
お
よ
び
競
争
力
政
策

一
九
八
八
年
包
括
通
商
・
競
争
力
法

レ
ー
ガ
ン
政
権
の
経
済
政
策
に
よ
っ
て
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
収
支
赤
字
は
、
急
激
に
増
加
を
は
じ
め
、
一
九
八
三
年
に
は
一
、五
九
五
億

ド
ル
と
歴
史
的
な
赤
字
を
計
上
し
た
。
輸
出
の
停
滞
と
輸
入
の
増
大
に
よ
り
貿
易
収
支
が
悪
化
し
た
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
は
高
金
利
に

よ
っ
て
イ
ン
フ
レ
率
が
低
下
し
た
こ
と
も
影
響
し
た
が
、
実
効
為
替
相
場
は
一
九
八
〇
年
七
月
か
ら
八
五
年
二
月
ま
で
に
八
七
パ
ー
セ
ン

ト
の
上
昇
と
な
っ
た
（
49
）

。
八
〇
年
か
ら
八
五
年
の
五
年
間
の
輸
出
数
量
の
年
増
加
率
は
わ
ず
か
〇
・
三
六
パ
ー
セ
ン
ト
に
す
ぎ
な
い
。
ア
メ

リ
カ
の
輸
入
増
加
は
、
第
二
次
石
油
危
機
後
の
不
況
に
苦
し
ん
で
い
た
国
際
経
済
を
立
ち
直
ら
せ
る
契
機
と
な
っ
た
が
、
ア
メ
リ
カ
産
業

の
国
際
競
争
力
の
低
下
も
示
し
て
い
る
。
一
方
、
八
二
年
か
ら
八
七
年
の
経
常
収
支
赤
字
は
、
こ
の
高
金
利
と
イ
ン
フ
レ
率
の
低
下
の
ほ

か
、
国
内
貯
蓄
率
の
低
下
と
そ
れ
以
上
の
投
資
過
剰
も
影
響
し
た
。
た
だ
、
貯
蓄
率
が
回
復
す
る
に
し
た
が
い
、
ピ
ー
ク
の
八
七
年
以
降
、

経
常
収
支
赤
字
は
三
〇
パ
ー
セ
ン
ト
以
上
も
削
減
さ
れ
て
い
る
。

そ
の
よ
う
な
状
況
の
も
と
で
、
八
〇
年
代
の
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
政
策
は
議
会
を
中
心
に
保
護
貿
易
主
義
的
傾
向
を
強
め
、
レ
ー
ガ
ン
政

権
の
「
新
通
商
政
策
」
は
「
自
由
・
公
正
貿
易
」
の
実
現
を
目
標
と
し
て
貿
易
相
手
国
の
不
公
正
な
貿
易
慣
行
へ
の
対
抗
に
主
眼
を
置
い

た
も
の
と
な
っ
た
。
具
体
的
に
は
、「
一
九
七
四
年
通
商
改
革
法
」
三
〇
一
条
（
不
公
正
な
貿
易
慣
行
に
対
す
る
報
復
措
置
の
適
用
）
の
積
極

的
な
活
用
で
あ
る
。
議
会
と
レ
ー
ガ
ン
政
権
は
、
非
常
に
強
い
保
護
貿
易
主
義
の
圧
力
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
一
般
的
に
は
自
由
貿
易
を
支

六
八



一
九
九
〇
年
代
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
政
策
と
合
衆
国
輸
出
入
銀
行
（E

xim
bank

）
の
役
割
（
山
城
）

（
二
〇
一
）

援
す
る
総
括
的
な
貿
易
法
案
を
提
案
す
る
が
、
こ
れ
が
一
九
八
四
年
通
商
関
税
法
（T

he T
rade and T

ariff  A
ct of 1984

）
で
あ
る
。

一
九
八
四
年
通
商
関
税
法
が
予
想
さ
れ
た
ほ
ど
に
保
護
貿
易
主
義
に
偏
ら
ず
す
ん
だ
の
は
、
ブ
ロ
ッ
ク
（W

illiam
 B
rock

）
の
努
力
に
負

う
と
こ
ろ
が
大
き
い
。
ブ
ロ
ッ
ク
は
米
国
通
商
代
表
（
Ｕ
Ｓ
Ｔ
Ｒ
）
と
し
て
通
商
関
係
の
立
法
を
め
ぐ
っ
て
政
府
と
議
会
の
折
衝
を
全
般

に
わ
た
っ
て
受
け
も
っ
た
。
ブ
ロ
ッ
ク
は
イ
ス
ラ
エ
ル
と
の
双
務
貿
易
協
定
を
も
つ
一
般
特
恵
制
度
（
Ｇ
Ｓ
Ｐ
）
や
い
く
つ
か
の
過
半
数

に
達
し
な
い
貿
易
法
案
を
更
新
す
る
法
案
を
提
案
す
る
よ
う
上
院
財
政
委
員
会
を
説
得
し
た
（
50
）

。
そ
の
後
、
こ
の
法
案
に
関
し
て
懐
疑
的
で

あ
っ
た
聴
聞
会
に
テ
キ
サ
ス
州
選
出
の
上
院
議
員
ベ
ン
ト
セ
ン
（L

loyd B
enstsen

）
と
ブ
ロ
ッ
ク
が
支
援
に
加
わ
っ
た
。
二
人
は
イ
ス
ラ

エ
ル
自
由
貿
易
協
定
に
関
す
る
繊
維
産
業
の
懸
念
を
緩
和
す
る
た
め
に
尽
力
を
す
る
（
51
）

。
さ
ら
に
、
二
つ
の
要
因
が
法
案
通
過
に
有
利
に
働

い
た
。
ひ
と
つ
に
は
、
レ
ー
ガ
ン
政
権
は
鉄
鋼
輸
出
諸
国
に
対
し
て
ア
メ
リ
カ
市
場
の
約
一
八
・
五
パ
ー
セ
ン
ト
の
輸
入
削
減
を
目
標
と

す
る
制
限
規
定
の
交
渉
を
提
案
す
る
こ
と
を
表
明
し
て
い
た
。
第
二
に
、
組
織
労
働
は
全
体
と
し
て
、
不
効
率
で
あ
る
こ
と
を
示
し
て
い

た
し
、
ど
ん
な
対
応
策
が
と
ら
れ
る
か
も
ほ
と
ん
ど
認
識
が
示
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。
労
働
部
門
は
提
案
さ
れ
て
い
る
不
都
合
な
修
正
、

あ
る
い
は
法
案
の
最
終
的
な
変
更
に
つ
い
て
国
内
項
目
の
条
項
を
要
求
し
て
い
た
（
52
）

。

こ
う
し
た
経
緯
を
と
っ
て
一
九
八
四
年
通
商
関
税
法
は
一
九
八
四
年
一
〇
月
九
日
に
可
決
さ
れ
、
一
〇
月
三
〇
日
レ
ー
ガ
ン
大
統
領
に

よ
っ
て
署
名
承
認
さ
れ
た
。
し
か
し
、
議
会
が
一
九
八
四
年
通
商
関
税
法
を
成
立
さ
せ
る
状
況
下
で
も
、
貿
易
収
支
赤
字
は
一
九
八
四
年

に
は
一
、〇
〇
〇
億
ド
ル
を
大
き
く
超
え
、
そ
の
た
め
一
九
八
八
年
包
括
通
商
・
競
争
力
法
の
成
立
前
の
一
九
八
六
年
、
ダ
ン
フ
ォ
ー
ス

（John C
. D
anforth

）
を
中
心
に
別
の
包
括
通
商
法
案
を
通
そ
う
と
す
る
強
い
動
き
が
両
院
に
で
て
き
た
。
議
会
で
は
、
下
院
民
主
党
有

力
議
員
に
よ
る
貿
易
問
題
を
最
優
先
議
題
の
ひ
と
つ
に
す
る
た
め
の
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
展
開
も
あ
っ
て
、
い
く
つ
も
の
保
護
主
義
法
案
が

提
出
さ
れ
た
。
Ｉ
．
Ｍ
．
デ
ス
ラ
ー
に
よ
れ
ば
、
一
九
八
五
年
だ
け
で
両
院
に
提
出
さ
れ
た
法
案
は
六
三
四
件
に
の
ぼ
っ
た
が
、
そ
の
う

六
九
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ち
九
九
件
が
直
接
か
つ
本
質
的
に
保
護
主
義
的
で
、
他
の
法
案
も
潜
在
的
に
保
護
主
義
的
と
い
え
る
も
の
で
あ
っ
た
（
53
）

。

一
九
八
八
年
包
括
通
商
・
競
争
力
法
（O

m
nibus T

rade and C
om
petitiveness A

ct of 1988

、
以
下
八
八
年
法
と
略
称
）
は
一
九
八
八
年
八

月
二
三
日
レ
ー
ガ
ン
大
統
領
の
署
名
発
効
以
前
に
下
院
の
「
一
九
八
七
年
通
商
・
国
際
経
済
政
策
改
革
法
案
」
と
上
院
の
「
一
九
八
七
年

包
括
通
商
・
競
争
力
法
案
」
が
提
出
さ
れ
て
圧
倒
的
多
数
で
可
決
さ
れ
て
い
る
。
そ
し
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
法
案
は
一
九
八
七
年
、
両
院
協

議
会
で
調
整
、
一
本
化
さ
れ
、
上
下
両
院
で
可
決
さ
れ
た
。
し
か
し
、
同
法
は
レ
ー
ガ
ン
大
統
領
の
反
対
す
る
「
工
場
閉
鎖
条
項
」
と

「
ア
ラ
ス
カ
石
油
輸
出
規
制
条
項
」
を
含
ん
で
い
た
た
め
拒
否
権
が
発
動
さ
れ
る
。

一
九
八
八
年
包
括
通
商
・
競
争
力
法
は
そ
の
目
的
と
し
て
自
由
貿
易
（free trade

）
か
ら
公
正
貿
易
（fair trade

）
へ
の
転
換
を
意
味

し
た
。
す
な
わ
ち
、
貿
易
赤
字
が
拡
大
す
る
に
と
も
な
い
、
そ
れ
が
政
治
的
お
よ
び
経
済
問
題
と
な
り
、
保
護
貿
易
主
義
者
に
よ
る
同
法

の
議
会
ロ
ビ
ー
活
動
が
活
発
化
す
る
に
至
り
政
府
と
国
民
の
関
心
は
自
由
貿
易
に
対
す
る
支
持
を
外
国
政
府
の
主
張
（agents

）
と
み
な

す
よ
う
に
な
っ
た
（
54
）

。
ア
メ
リ
カ
政
府
は
外
国
政
府
が
基
本
的
に
互
恵
的
な
貿
易
政
策
を
執
ら
な
い
か
ぎ
り
他
諸
国
の
財
・
サ
ー
ビ
ス
に
対

し
て
ア
メ
リ
カ
国
内
市
場
を
開
放
す
る
こ
と
は
な
い
と
し
た
。
む
し
ろ
、
不
公
正
な
貿
易
慣
行
と
み
な
さ
れ
る
取
引
に
反
対
す
る
に
あ

た
っ
て
は
将
来
に
直
ち
に
報
復
す
る
意
志
を
示
し
た
（
55
）

。
そ
し
て
、
八
八
年
包
括
通
商
・
競
争
力
法
の
成
立
は
ガ
ッ
ト
体
制
に
お
け
る
多
国

間
協
議
に
よ
る
干
渉
を
避
け
る
た
め
に
、
二
国
間
あ
る
い
は
一
方
的
な
通
商
交
渉
に
重
点
を
移
し
て
い
っ
た
。
こ
の
強
権
的
か
つ
市
場
開

放
的
な
貿
易
政
策
は
、
ア
メ
リ
カ
企
業
の
収
益
性
低
下
と
失
業
者
増
大
を
背
景
に
ま
す
ま
す
必
要
性
が
強
調
さ
れ
る
に
至
り
、
戦
後
通
商

体
制
の
決
定
的
な
転
換
を
意
味
し
た
。

一
九
八
八
年
包
括
通
商
・
競
争
力
法
は
、
⑴
通
商
規
制
の
強
化
に
よ
る
米
国
内
産
業
の
保
護
、
⑵
不
公
正
慣
行
を
行
っ
て
い
る
外
国
に

対
す
る
報
復
権
限
の
強
化
、
⑶
技
術
教
育
な
ど
の
強
化
に
よ
る
米
国
内
産
業
の
競
争
力
の
向
上
、
等
を
目
的
と
し
て
い
る
。
そ
し
て
、

七
〇



一
九
九
〇
年
代
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
政
策
と
合
衆
国
輸
出
入
銀
行
（E

xim
bank

）
の
役
割
（
山
城
）

（
二
〇
三
）

一
〇
編
か
ら
な
る
構
成
は
以
下
の
通
り
で
あ
る
。

⑴
貿
易
、
税
関
お
よ
び
関
税
に
関
す
る
法
律
、（
大
統
領
へ
の
通
商
協
定
権
限
の
付
与
、
一
九
七
四
年
通
商
法
第
三
〇
一
条
の
改
正
、
ス
ー
パ
ー

三
〇
一
条
の
創
設
、
ア
ン
チ
ダ
ン
ピ
ン
グ
法
お
よ
び
相
殺
関
税
法
の
改
正
、
一
九
三
〇
年
関
税
法
第
三
三
七
条
の
改
正
、
一
九
七
四
年
通
商
法
第
二
〇
一
条

の
改
正
、
一
九
六
二
年
通
商
拡
大
法
第
二
三
二
条
の
改
正
な
ど
の
規
定
）

⑵
輸
出
促
進
（
東
芝
制
裁
条
項
な
ど
の
輸
出
管
理
お
よ
び
輸
出
促
進
に
関
す
る
規
定
）

⑶
国
際
金
融
政
策
（
累
積
債
務
の
管
理
、
輸
出
商
社
法
の
改
正
、
外
国
証
券
業
の
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
・
デ
ィ
ー
ラ
ー
指
名
に
お
け
る
内
国
民
待
遇
な
ど

の
国
際
金
融
政
策
に
関
す
る
規
定
）

⑷
農
産
物
貿
易
、（
農
産
物
貿
易
戦
略
、
価
格
支
持
な
ど
の
農
産
物
貿
易
プ
ロ
グ
ラ
ム
な
ど
の
農
産
物
貿
易
に
関
す
る
規
定
）

⑸
対
外
不
正
慣
行
法
（F

oreign C
orrupt P

ractices A
ct

）
の
改
正
、
投
資
お
よ
び
技
術
（
大
統
領
に
よ
る
外
国
企
業
か
ら
の
米
国
企
業
の
買

収
な
ど
の
国
家
安
全
保
障
の
観
点
か
ら
阻
止
す
る
権
限
の
付
与
の
規
定
）

⑹
米
国
の
競
争
力
強
化
の
た
め
の
教
育
・
訓
練
、（
各
種
教
育
機
関
に
お
け
る
多
方
面
の
教
育
・
訓
練
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
、
技
術
訓
練
強
化
の
た
め

の
機
関
の
設
置
な
ど
の
技
術
訓
練
に
関
す
る
規
定
）

⑺
一
九
八
八
年
バ
イ
・
ア
メ
リ
カ
ン
法
、（
米
国
製
品
を
排
除
す
る
外
国
政
府
の
調
達
に
対
す
る
措
置
お
よ
び
バ
イ
・
ア
メ
リ
カ
ン
法
の
修
正
に

関
す
る
規
定
）

⑻
中
小
企
業
、（
中
小
企
業
強
化
の
た
め
の
機
関
の
設
置
な
ど
の
中
小
企
業
な
関
す
る
規
定
）

⑼
特
許
、（
プ
ロ
セ
ス
特
許
の
保
護
の
た
め
の
特
許
法
改
正
に
関
す
る
規
定
）

⑽
海
運
お
よ
び
航
空
運
送
、（
米
国
船
な
ど
の
使
用
を
拒
む
よ
う
な
外
国
の
不
公
正
慣
行
に
対
す
る
措
置
に
関
す
る
規
定
（
56
）

）七
一
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こ
の
法
律
の
全
体
的
な
特
徴
と
し
て
、
従
来
の
通
商
法
の
本
来
の
領
域
に
属
す
る
も
の
以
外
の
中
小
企
業
（
第
八
編
）、
特
許
（
第
九
編
）

な
ど
と
い
っ
た
派
生
的
な
関
連
分
野
だ
け
で
な
く
、
第
六
編
の
よ
う
な
米
国
の
競
争
力
強
化
の
た
め
の
教
育
・
訓
練
の
分
野
に
ま
で
わ

た
っ
て
い
る
こ
と
が
あ
げ
ら
れ
る
（
57
）

。
一
般
的
に
、
同
法
に
よ
っ
て
貿
易
の
保
護
主
義
的
、
制
限
傾
向
が
強
ま
っ
た
が
、
こ
れ
は
国
際
経
済

に
お
け
る
ア
メ
リ
カ
国
内
産
業
の
相
対
的
な
地
盤
低
下
に
対
応
し
て
そ
の
国
際
競
争
力
を
強
化
し
て
ア
メ
リ
カ
の
経
済
力
の
回
復
を
狙
っ

た
も
の
で
あ
っ
た
。
と
く
に
、
八
〇
年
代
か
ら
九
〇
年
代
に
か
け
て
輸
出
促
進
の
た
め
ク
リ
ン
ト
ン
政
権
は
、
戦
略
的
貿
易
政
策
を
採
用

す
る
。
本
節
で
は
輸
出
促
進
戦
略
に
焦
点
を
合
わ
せ
、
こ
れ
に
関
連
す
る
競
争
力
強
化
政
策
に
も
触
れ
る
。

先
述
し
た
よ
う
に
、
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
政
策
理
念
は
一
九
八
五
年
の
レ
ー
ガ
ン
政
権
の
新
通
商
政
策
に
よ
っ
て
自
由
貿
易
主
義
か
ら
公

正
貿
易
主
義
へ
の
転
機
を
迎
え
た
。
ア
メ
リ
カ
は
公
正
貿
易
を
「
同
じ
土
俵
で
の
競
争
（
58
）

」
と
み
な
し
て
お
り
、
こ
れ
は
ア
メ
リ
カ
と
諸
外

国
と
の
間
の
貿
易
を
め
ぐ
る
競
争
条
件
を
同
等
の
も
の
と
す
る
こ
と
を
意
図
し
た
も
の
で
あ
っ
た
。
ア
メ
リ
カ
の
公
正
貿
易
の
要
求
は
新

し
い
相
互
主
義
と
い
わ
れ
る
。
同
時
に
、
制
裁
の
脅
し
を
伴
う
相
互
主
義
で
あ
る
が
、
異
な
る
競
争
条
件
の
も
と
で
の
競
争
が
先
端
技
術

部
門
、
農
業
、
サ
ー
ビ
ス
産
業
等
ア
メ
リ
カ
の
競
争
力
の
強
い
部
門
の
輸
出
を
抑
制
し
、
そ
れ
が
経
済
全
体
の
収
支
不
均
衡
の
原
因
に

な
っ
て
い
る
と
い
う
見
方
で
あ
る
。
そ
こ
で
の
貿
易
政
策
理
念
上
の
特
徴
は
、
一
方
的
貿
易
主
義
か
ら
の
乖
離
を
意
味
す
る
点
で
あ
る
（
59
）

。

す
な
わ
ち
、
諸
外
国
は
ア
メ
リ
カ
市
場
へ
の
自
由
な
ア
ク
セ
ス
が
確
保
さ
れ
て
い
る
一
方
で
、
自
ら
の
市
場
は
不
公
正
な
障
壁
で
保
護
し

ア
メ
リ
カ
製
品
の
ア
ク
セ
ス
を
妨
げ
て
い
る
と
し
、
貿
易
相
手
国
の
一
方
的
市
場
開
放
や
輸
入
の
自
主
拡
大
を
要
求
す
る
と
い
う
相
互
主

義
的
貿
易
政
策
に
転
換
し
た
の
で
あ
る
。

一
九
八
八
年
包
括
通
商
・
競
争
力
法
は
単
に
貿
易
に
関
す
る
施
策
だ
け
で
な
く
、
技
術
教
育
な
ど
の
国
内
施
策
も
含
ん
だ
総
合
的
な
も

の
で
あ
る
。
同
法
の
第
一
編
貿
易
・
税
関
お
よ
び
関
税
に
関
す
る
法
律
に
は
、
大
統
領
へ
の
通
商
協
定
交
渉
権
限
の
付
与
や
ス
ー
パ
ー

七
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一
九
九
〇
年
代
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
政
策
と
合
衆
国
輸
出
入
銀
行
（E

xim
bank

）
の
役
割
（
山
城
）

（
二
〇
五
）

三
〇
一
条
の
創
出
と
、
こ
れ
ま
で
の
通
商
法
に
よ
っ
て
解
決
出
来
な
か
っ
た
ア
メ
リ
カ
産
業
の
国
際
競
争
力
の
低
下
に
対
応
す
る
規
定
を

新
た
に
設
け
、
ア
メ
リ
カ
産
業
の
回
復
を
企
図
し
た
。
輸
出
側
面
に
着
目
し
貿
易
相
手
国
の
市
場
開
放
、
す
な
わ
ち
輸
出
促
進
を
目
的
と

し
て
い
る
点
で
は
輸
入
側
面
に
着
目
し
て
貿
易
抑
制
的
な
措
置
を
と
る
反
ダ
ン
ピ
ン
グ
法
や
相
殺
関
税
法
と
は
異
な
る
。
こ
こ
で
は
国
際

貿
易
お
よ
び
投
資
法
三
〇
一
条
に
し
ぼ
り
、
同
法
を
輸
出
促
進
の
観
点
か
ら
み
て
み
る
。

一
九
七
四
年
通
商
法
三
〇
一
条
は
市
場
開
放
の
施
策
と
し
て
不
十
分
な
も
の
で
あ
る
と
い
う
認
識
と
批
判
が
一
九
八
〇
年
代
議
会
で
高

ま
っ
て
き
た
。
こ
れ
に
対
応
し
て
八
八
年
法
で
修
正
が
加
え
ら
れ
た
が
、
そ
の
改
正
の
ひ
と
つ
が
大
統
領
か
ら
米
通
商
代
表
部
（
Ｕ
Ｓ
Ｔ

Ｒ
）
へ
の
報
復
権
限
の
委
譲
で
あ
る
。
具
体
的
に
は
、
諸
外
国
の
輸
出
入
慣
行
が
不
公
正
か
ど
う
か
の
調
査
決
定
や
対
抗
措
置
の
内
容
、

実
施
の
決
定
権
は
大
統
領
の
指
示
が
な
い
か
ぎ
り
Ｕ
Ｓ
Ｔ
Ｒ
に
委
譲
さ
れ
た
（
60
）

。
こ
こ
で
重
要
な
規
定
は
通
商
協
定
違
反
や
他
の
「
不
当

な
」
慣
行
に
対
し
て
は
報
復
す
る
こ
と
が
義
務
づ
け
ら
れ
た
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ
っ
て
報
復
権
発
動
の
裁
量
権
の
幅
が
せ
ば
め
ら
れ
、

そ
の
結
果
、
Ｕ
Ｓ
Ｔ
Ｒ
が
対
抗
措
置
を
と
る
か
ど
う
か
を
裁
量
で
き
る
の
は
、
諸
外
国
の
慣
行
が
「
不
合
理
」
ま
た
は
「
差
別
的
」
か
に

つ
い
て
の
判
断
だ
け
と
な
っ
た
（
61
）

。

そ
し
て
、
第
三
〇
一
条
に
規
定
す
る
「
不
当
」｢

不
合
理｣

｢

差
別
的｣

の
三
つ
の
行
為
類
型
の
う
ち
、
不
合
理
な
行
為
（
不
公
正
か
つ

不
公
正
な
行
為
）
の
範
囲
の
拡
大
が
図
ら
れ
た
。
⑴
輸
出
タ
ー
ゲ
テ
ィ
ン
グ
（
特
定
の
企
業
や
産
業
の
輸
出
競
争
力
強
化
の
た
め
の
外
国
政
府
の

行
う
一
連
の
政
策
）、
⑵
国
際
的
に
認
知
さ
れ
て
い
る
労
働
者
の
基
本
的
権
利
の
否
定
、
⑶
外
国
の
民
間
企
業
・
業
界
が
組
織
的
か
つ
反
競

争
的
慣
行
に
よ
り
ア
メ
リ
カ
製
品
の
購
入
を
抑
え
、
そ
の
国
の
政
府
も
こ
れ
を
否
認
し
て
い
る
場
合
が
含
め
ら
れ
て
い
る
。
⑶
に
つ
い
て

は
、
日
本
の
大
規
模
店
舗
の
出
店
規
制
や
酒
類
販
売
免
許
等
が
調
査
対
象
と
な
り
、
外
国
政
府
の
容
認
し
て
い
る
カ
ル
テ
ル
や
制
限
的
な

流
通
シ
ス
テ
ム
も
含
む
と
指
摘
さ
れ
て
い
た
（
62
）

。
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不
公
正
慣
行
に
関
す
る
調
査
期
間
と
対
抗
措
置
の
実
施
期
間
も
改
正
さ
れ
た
。
従
来
の
通
商
協
定
に
か
か
わ
る
事
項
の
調
査
期
間
は
紛

争
解
決
手
続
き
終
了
時
点
か
ら
三
〇
日
後
と
だ
け
規
定
さ
れ
て
い
た
が
、
こ
の
改
正
に
よ
り
紛
争
解
決
手
続
き
終
了
時
点
か
ら
三
〇
日
後

あ
る
い
は
Ｕ
Ｓ
Ｔ
Ｒ
が
調
査
を
開
始
し
た
時
点
か
ら
一
八
カ
月
後
の
う
ち
、
早
い
方
と
さ
れ
、
明
確
な
期
限
の
設
定
が
な
さ
れ
た
。
こ
の

措
置
は
、
と
く
に
大
統
領
の
具
体
的
な
指
示
が
な
い
か
ぎ
り
、
決
定
が
な
さ
れ
て
か
ら
三
〇
日
以
内
に
実
施
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い

う
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
決
定
に
つ
い
て
は
、「
以
前
は
、
貿
易
協
定
の
違
反
が
あ
る
場
合
に
大
統
領
は
（
ガ
ッ
ト
な
ど
の
）
多
国
間
紛
争
手

続
き
で
結
論
が
出
て
か
ら
三
〇
日
以
内
に
行
動
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た
。
し
か
し
紛
争
は
何
の
解
決
も
み
な
い
ま
ま
に
だ
ら
だ
ら
と

長
引
く
よ
う
に
思
え
た
。
そ
れ
で
議
会
は
解
決
さ
れ
な
い
場
合
に
は
一
八
カ
月
以
内
に
行
動
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
を
定
め
た
。
議

会
が
（
こ
の
修
正
で
）
意
図
し
た
こ
と
は
明
確
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
ガ
ッ
ト
が
合
理
的
な
期
間
内
で
解
決
で
き
な
け
れ
ば
、
米
国
は
多

国
間
の
決
定
が
下
さ
れ
る
ま
で
の
間
、
一
方
的
な
行
動
に
訴
え
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
（
63
）

。」

さ
ら
に
、
一
九
八
八
年
包
括
通
商
・
競
争
力
法
は
、
い
わ
ゆ
る
ス
ー
パ
ー
三
〇
一
条
を
新
設
し
た
。
こ
れ
に
よ
る
と
Ｕ
Ｓ
Ｔ
Ｒ
は
毎
年

「
外
国
の
貿
易
障
壁
に
関
す
る
国
家
貿
易
評
価
報
告
書
」（
通
称N

ational T
rade E

stim
ate

）
を
議
会
に
提
出
す
る
こ
と
を
義
務
づ
け
ら
れ
る
。

こ
れ
は
当
初
二
年
間
の
時
限
立
法
で
、
一
九
八
九
年
と
九
〇
年
に
か
ぎ
り
、
Ｕ
Ｓ
Ｔ
Ｒ
は
こ
の
年
次
報
告
書
を
議
会
に
提
出
し
た
後
三
〇

日
以
内
に
、
⑴
優
先
的
に
取
り
上
げ
る
べ
き
歪
曲
的
貿
易
障
壁
お
よ
び
慣
行
、
⑵
貿
易
交
渉
の
相
手
国
と
し
て
優
先
的
に
取
り
上
げ
る
べ

き
国
、
⑶
上
記
の
優
先
国
の
歪
曲
的
貿
易
障
壁
が
存
在
し
な
か
っ
た
場
合
に
増
加
し
た
と
予
想
さ
れ
る
米
国
製
品
、
サ
ー
ビ
ス
の
輸
出
額

を
特
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
こ
で
、
優
先
国
の
特
定
に
あ
た
っ
て
は
、
Ｕ
Ｓ
Ｔ
Ｒ
は
貿
易
障
壁
の
数
、
ま
ん
延
の
度
合
、
そ
し
て

ア
メ
リ
カ
製
品
、
サ
ー
ビ
ス
の
輸
出
競
争
力
か
ら
判
断
し
合
理
的
に
期
待
し
得
る
輸
出
レ
ベ
ル
を
考
慮
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、

歪
曲
的
貿
易
障
壁
の
特
定
に
あ
た
っ
て
Ｕ
Ｓ
Ｔ
Ｒ
は
ア
メ
リ
カ
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
国
際
競
争
力
と
輸
出
潜
在
力
や
ア
メ
リ
カ
企
業
に
対

七
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一
九
九
〇
年
代
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
政
策
と
合
衆
国
輸
出
入
銀
行
（E

xim
bank

）
の
役
割
（
山
城
）

（
二
〇
七
）

す
る
中
・
長
期
の
政
府
調
達
実
行
が
図
ら
れ
て
い
る
か
否
か
な
ど
を
考
慮
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、
Ｕ
Ｓ
Ｔ
Ｒ
は
優
先
国

の
特
定
を
行
っ
た
後
二
一
日
以
内
に
、
そ
の
優
先
国
の
歪
曲
的
貿
易
障
壁
に
関
し
調
査
を
開
始
し
、
同
時
に
三
年
以
内
に
こ
れ
ら
障
壁
の

除
去
あ
る
い
は
そ
れ
に
よ
っ
て
ア
メ
リ
カ
が
受
け
た
損
害
の
補
償
に
つ
い
て
交
渉
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
交
渉
が
不
調
に
終
わ
る
か
、

あ
る
い
は
解
決
協
定
が
結
ば
れ
て
も
そ
れ
が
尊
守
さ
れ
て
い
な
い
と
Ｕ
Ｓ
Ｔ
Ｒ
が
判
断
し
た
場
合
に
は
、
第
三
〇
一
条
に
基
づ
く
調
査
は

継
続
さ
れ
、
不
公
正
か
否
か
の
判
断
を
お
こ
な
い
、
適
切
な
報
復
措
置
を
決
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

ク
リ
ン
ト
ン
政
権
の
国
家
輸
出
戦
略

こ
の
ス
ー
パ
ー
三
〇
一
条
は
、
通
常
の
三
〇
一
条
よ
り
強
力
で
あ
る
た
め
、
ス
ー
パ
ー
三
〇
一
条
と
い
わ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
ス
ー

パ
ー
三
〇
一
条
は
歪
曲
的
貿
易
障
壁
等
の
存
在
と
貿
易
交
渉
相
手
国
と
し
て
取
り
上
げ
る
優
先
国
を
特
定
し
、
優
先
交
渉
事
項
の
特
定
化

が
求
め
ら
れ
て
い
る
点
で
あ
り
、
こ
れ
は
通
常
の
三
〇
一
条
が
不
公
正
貿
易
の
調
査
権
限
を
規
定
し
て
い
る
こ
と
と
異
な
る
。
ま
た
、
貿

易
交
渉
の
優
先
国
に
対
し
て
は
、
交
渉
が
不
調
に
終
わ
っ
た
場
合
、
対
抗
措
置
と
し
て
三
年
以
内
に
こ
れ
ら
障
壁
を
除
去
な
い
し
報
復
措

置
を
含
め
ア
メ
リ
カ
の
受
け
た
損
害
の
補
償
に
つ
き
交
渉
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
通
常
の
三
〇
一
条
が
単
に
諸
外
国
の
不
公
正
貿
易
慣
行

の
除
去
を
目
的
と
し
て
い
る
の
と
も
異
な
る
。
し
た
が
っ
て
、
ス
ー
パ
ー
三
〇
一
条
は
ア
メ
リ
カ
か
ら
み
た
不
公
正
貿
易
慣
行
の
排
除
を

目
的
と
し
た
だ
け
で
な
く
、
相
互
主
義
に
基
づ
い
て
報
復
手
段
を
発
動
し
、
多
国
間
交
渉
よ
り
も
二
国
間
交
渉
を
重
視
す
る
。
こ
の
意
味

で
、
戦
後
の
国
際
貿
易
を
支
え
て
き
た
ガ
ッ
ト
の
「
多
角
・
無
差
別
」
原
則
を
侵
し
か
ね
な
い
危
険
性
を
は
ら
ん
で
い
た
。
ま
た
、
ア
メ

リ
カ
企
業
の
国
際
競
争
力
強
化
と
い
う
目
的
の
も
と
に
対
抗
措
置
発
動
を
強
力
な
武
器
に
し
て
早
急
に
問
題
解
決
を
図
る
手
法
は
、
一
歩

間
違
え
れ
ば
相
手
国
に
よ
る
報
復
と
い
う
泥
沼
化
に
陥
る
危
険
性
を
含
ん
で
い
る
。
こ
の
ス
ー
パ
ー
三
〇
一
条
は
当
初
二
年
間
の
時
限
立

法
で
あ
り
、
一
九
九
〇
年
末
に
失
効
し
た
後
、
更
新
さ
れ
な
か
っ
た
が
、
九
四
年
三
月
に
再
び
ク
リ
ン
ト
ン
政
権
に
よ
っ
て
復
活
さ
れ
た
。

七
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さ
ら
に
、
そ
の
後
、
大
統
領
行
政
令
に
よ
り
九
七
年
ま
で
延
長
さ
れ
た
。
そ
し
て
、
九
九
年
一
月
に
も
ク
リ
ン
ト
ン
大
統
領
の
行
政
令
に

よ
り
再
び
二
年
間
の
時
限
で
復
活
し
て
い
る
。

競
争
力
政
策
は
、
先
に
説
明
し
た
一
九
八
八
年
包
括
通
商
・
競
争
力
法
の
成
立
に
よ
っ
て
経
済
政
策
遂
行
上
の
基
本
戦
略
と
し
て
位
置

づ
け
ら
れ
た
。
た
だ
、
こ
れ
は
議
会
主
導
で
提
唱
さ
れ
た
が
、
八
〇
年
代
の
レ
ー
ガ
ン
政
権
期
に
お
い
て
は
議
会
の
保
護
主
義
的
動
き
に

対
し
て
は
大
統
領
の
拒
否
権
が
行
使
さ
れ
る
な
ど
競
争
力
政
策
の
遂
行
に
は
そ
れ
ほ
ど
積
極
的
な
も
の
で
は
な
か
っ
た
。
こ
れ
が
貿
易
政

策
の
基
本
戦
略
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
た
の
は
ク
リ
ン
ト
ン
政
権
下
で
あ
る
。
八
八
年
法
に
規
定
さ
れ
る
競
争
力
政
策
は
、
ま
ず
通
商
規

制
の
強
化
に
よ
っ
て
ア
メ
リ
カ
国
内
の
産
業
を
保
護
し
、
不
公
正
慣
行
に
対
し
て
は
報
復
措
置
を
強
化
す
る
こ
と
で
国
内
経
済
の
復
活
を

図
る
こ
と
で
あ
っ
た
。
そ
の
上
で
技
術
教
育
お
よ
び
人
的
資
本
へ
の
投
資
を
拡
大
さ
せ
る
こ
と
で
長
期
的
な
生
産
性
上
昇
と
国
際
競
争
力

強
化
を
達
成
し
よ
う
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
（
64
）

。
こ
れ
は
先
述
し
た
よ
う
に
、
一
九
八
〇
年
代
後
半
以
降
に
提
唱
さ
れ
る
競
争
力
政
策
が
生

産
能
力
強
化
に
際
し
て
国
際
競
争
を
重
視
し
て
い
る
こ
と
の
表
れ
で
あ
ろ
う
。
こ
こ
で
は
、
八
〇
年
代
後
半
以
降
の
競
争
力
に
関
す
る
政

策
お
よ
び
ク
リ
ン
ト
ン
政
権
下
の
競
争
力
強
化
政
策
に
説
明
を
し
ぼ
る
こ
と
に
す
る
。

競
争
力
強
化
政
策
が
と
ら
れ
る
背
景
要
因
に
は
、「
政
府
お
よ
び
民
間
経
済
主
体
の
短
期
的
な
視
野
や
競
争
力
を
促
進
し
な
い
政
府
の

誤
っ
た
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
、
さ
ら
に
は
米
国
国
内
に
広
く
存
在
す
る
国
際
的
な
視
野
の
欠
如
な
ど
、
米
国
の
経
済
運
営
と
経
済
体
質
（
65
）

」
そ

の
も
の
に
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
こ
れ
ま
で
の
誤
れ
る
政
府
の
諸
政
策
の
た
め
に
ア
メ
リ
カ
企
業
は
、
新
し
い
世
界
経
済
の
状
況
に
対
応

す
る
こ
と
が
で
き
ず
深
刻
な
競
争
力
問
題
を
抱
え
る
に
至
っ
た
の
で
あ
る
。
本
来
、
ア
メ
リ
カ
企
業
は
航
空
・
宇
宙
、
情
報
通
信
、
エ
レ

ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
の
三
者
の
ハ
イ
テ
ク
製
品
輸
出
に
お
い
て
他
国
の
追
随
を
許
さ
な
い
圧
倒
的
な
競
争
力
を
も
っ
て
い
る
（
66
）

。
こ
の
セ
ク

タ
ー
は
他
産
業
セ
ク
タ
ー
の
ハ
イ
テ
ク
製
品
群
と
と
も
に
、
ア
メ
リ
カ
産
業
全
体
と
比
べ
る
と
明
ら
か
に
輸
出
集
約
的
で
あ
る
。
こ
れ
が

七
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一
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九
〇
年
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メ
リ
カ
の
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易
政
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と
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国
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役
割
（
山
城
）

（
二
〇
九
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海
外
か
ら
の
競
争
の
激
化
と
生
産
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
に
よ
っ
て
多
く
の
ハ
イ
テ
ク
産
業
が
相
対
的
に
輸
入
集
約
的
に
な
っ
た
。

ク
リ
ン
ト
ン
政
権
の
通
商
政
策
の
な
か
に
位
置
付
け
ら
れ
る
競
争
政
策
は
、
ア
メ
リ
カ
企
業
と
そ
の
労
働
者
の
世
界
的
な
競
争
力
を
強

化
し
、
そ
の
上
、
国
内
外
企
業
に
と
っ
て
ア
メ
リ
カ
を
生
産
の
拠
点
に
す
る
国
内
政
策
を
補
完
す
べ
き
で
あ
る
と
し
た
（
67
）

。
一
九
九
四
年
二

月
一
四
日
に
発
表
さ
れ
た
大
統
領
経
済
諮
問
委
員
会
年
次
報
告
に
よ
る
通
商
政
策
は
、
国
内
で
は
輸
出
に
対
す
る
国
内
の
障
壁
を
削
減
し
、

輸
出
促
進
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
効
率
性
を
改
善
す
る
こ
と
で
ア
メ
リ
カ
の
輸
出
を
促
進
す
る
と
い
う
行
動
主
義
的
な
方
針
で
始
ま
っ
て
い
る
。

新
た
な
「
国
家
輸
出
戦
略
」（N

ational E
xport S

trategy

）
は
輸
出
促
進
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
ス
ム
ー
ズ
に
お
こ
な
う
た
め
に
作
ら
れ
た
政
府

機
関
間
の
「
貿
易
促
進
調
整
委
員
会
」（T

rade P
rom
otion C

oordination C
om
m
ittee: T

P
C
C

）
の
中
で
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
。
ク
リ
ン

ト
ン
政
権
の
競
争
政
策
は
、
国
際
貿
易
に
お
け
る
各
国
の
商
慣
行
と
法
律
の
相
違
が
主
要
な
決
定
要
因
に
な
っ
て
い
る
と
し
て
、
制
限
的

な
商
慣
行
を
是
正
す
る
た
め
の
各
国
間
取
決
め
が
な
い
こ
と
を
指
摘
す
る
こ
と
か
ら
始
め
ら
れ
る
（
68
）

。
多
く
の
国
の
国
内
市
場
で
の
国
内
企

業
に
よ
る
非
競
争
的
商
慣
行
を
避
け
る
た
め
の
反
ト
ラ
ス
ト
法
あ
る
い
は
反
ダ
ン
ピ
ン
グ
法
は
、
こ
う
し
た
状
況
を
是
正
す
る
効
果
を
も

つ
が
、
と
り
わ
け
反
ダ
ン
ピ
ン
グ
法
は
外
国
と
の
競
争
か
ら
国
内
産
業
を
保
護
す
る
効
果
を
も
っ
て
い
る
。
こ
う
し
た
制
限
的
な
商
慣
行

に
対
す
る
第
一
の
防
御
線
は
、
よ
り
多
く
の
国
の
競
争
政
策
が
効
率
的
に
実
施
さ
れ
、
そ
の
よ
う
な
法
律
が
海
外
の
違
反
者
に
対
し
て
強

制
力
を
容
易
に
実
行
で
き
る
と
い
う
も
の
で
あ
る
（
69
）

。

輸
出
管
理
・
拡
大
法
お
よ
びE

xim
bank

の
位
置
付
け
（
む
す
び
に
か
え
て
）

先
述
し
た
よ
う
に
、
政
策
当
局
は
国
内
市
場
の
ア
メ
リ
カ
企
業
の
対
外
市
場
参
入
を
通
商
交
渉
に
よ
っ
て
相
互
に
市
場
参
入
障
壁
削
減

を
間
接
的
に
支
援
し
て
き
た
が
、
国
家
輸
出
戦
略
に
お
い
て
は
外
国
の
国
内
企
業
の
非
競
争
的
商
慣
行
を
避
け
る
た
め
に
貿
易
政
策
に
よ

る
参
入
障
壁
だ
け
で
な
く
輸
出
補
助
金
、
貿
易
金
融
あ
る
い
は
投
資
保
険
等
の
金
融
的
支
援
と
い
っ
た
直
接
的
な
支
援
等
も
同
時
に
展
開

七
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し
て
い
る
。
ま
た
、
国
家
輸
出
戦
略
に
お
け
る
直
接
的
輸
出
支
援
が
合
衆
国
輸
出
入
銀
行
（E

xim
bank

）
を
通
し
て
お
こ
な
わ
れ
て
い
る
。

こ
れ
ら
の
輸
出
支
援
策
は
政
府
関
連
大
規
模
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
参
入
支
援
や
貿
易
金
融
あ
る
い
は
貿
易
投
資
保
険
を
ア
メ
リ
カ
企
業
に

提
供
す
る
こ
と
で
ア
メ
リ
カ
企
業
の
海
外
市
場
ア
ク
セ
ス
、
と
り
わ
け
新
興
市
場
へ
の
輸
出
を
促
進
す
る
も
の
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
海
外

民
間
投
資
会
社
（O

verseas P
rivate Investm

ent C
orporation: O

P
IC

）
を
含
め
る
と
金
融
・
貿
易
保
険
面
で
の
ア
メ
リ
カ
企
業
へ
の
支
援

は
か
な
り
な
規
模
に
の
ぼ
る
。E

xim
bank

の
権
限
に
関
し
て
は
、
貿
易
促
進
調
整
委
員
会
（
Ｔ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
）
お
よ
び
国
家
輸
出
戦
略
に
も
と

づ
き
上
院
に
お
い
て
一
九
九
七
年
輸
出
入
銀
行
再
権
限
法
（E

xport-Im
port B

ank R
eauthorization A

ct of 1997

）
が
成
立
し
輸
出
支
援

策
が
多
様
に
展
開
さ
れ
る
。
こ
れ
は
一
九
九
二
年
輸
出
拡
大
法
（T

he E
xport E

nhancem
ent A

ct of 1992

）
に
よ
るE

xim
bank

条
項
が

修
正
さ
れ
、
五
年
間
の
延
長
が
議
決
さ
れ
た
（
70
）

。
E
xim
bank

の
金
融
・
保
険
面
で
の
輸
出
支
援
は
前
述
、
Ｏ
Ｐ
Ｉ
Ｃ
は
じ
め
民
間
輸
出
基
金
公
社
（T

he P
rivate E

xport F
unding 

C
orporation: O

E
P
C
O

）、
海
外
信
用
保
険
協
会
（T

he F
oreign C

redit Insurance A
ssociation: F

C
IA

）
を
通
し
て
お
こ
な
わ
れ
る
が
、

輸
出
信
用
保
険
は
対
外
取
引
の
供
給
お
よ
び
需
要
の
両
面
で
活
動
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
輸
出
を
刺
激
す
る
（
71
）

。
Ｆ
Ｃ
Ｉ
Ａ
とE

xim
bank

は

輸
出
支
援
に
お
い
て
は
緊
密
な
相
互
補
完
的
な
関
係
に
あ
る
。
ま
た
、
政
策
当
局
は
国
家
輸
出
戦
略
の
一
環
と
し
て
新
興
市
場
参
入
促
進

の
た
め
に
こ
れ
ら
の
金
融
的
手
段
をE

xim
bank

お
よ
び
Ｏ
Ｐ
Ｉ
Ｃ
等
の
政
府
系
金
融
機
関
を
通
し
て
供
与
・
支
援
す
る
。
Ｏ
Ｐ
Ｉ
Ｃ
は

海
外
投
資
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
す
る
ア
メ
リ
カ
民
間
部
門
の
銀
行
融
資
の
た
め
の
保
証
支
援
も
お
こ
な
う
。
Ｐ
Ｅ
Ｆ
Ｃ
Ｏ
はE

xim
bank

の
保
証
を
伴
う
商
業
銀
行
を
通
し
て
可
能
に
す
る
固
定
金
利
で
も
っ
て
多
額
あ
る
い
は
長
期
間
貸
付
金
の
た
め
の
民
間
資
本
を
集
約
す
る
。

こ
う
し
た
貿
易
金
融
促
進
策
の
最
も
重
要
な
側
面
は
新
興
市
場
に
参
入
し
て
い
る
ア
メ
リ
カ
以
外
の
先
進
国
企
業
と
の
競
争
条
件
の
変
更

を
意
図
し
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
新
興
市
場
に
お
け
る
競
争
条
件
の
変
更
は
、
具
体
的
に
はE

xim
bank

の
タ
イ
ド
援
助
資
本
プ
ロ
ジ
ェ

七
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）

（
二
一
一
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ク
ト
基
金
の
創
出
や
Ｏ
Ｐ
Ｉ
Ｃ
に
よ
る
投
資
案
件
上
限
額
の
引
き
上
げ
等
に
よ
っ
て
お
こ
な
わ
れ
て
い
る
。

E
xim
bank

は
新
興
市
場
に
参
入
す
る
ア
メ
リ
カ
企
業
に
大
き
な
影
響
を
与
え
た
。E

xim
bank

の
タ
イ
ド
信
用
支
援
基
金
（T

ied aid 

credit fund
）
に
よ
る
貿
易
金
融
支
援
策
は
一
九
九
二
年
以
降
、
多
国
間
枠
組
み
の
な
か
で
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
交
渉
を
通
し
て
制
限
的
に
お
こ
な

わ
れ
た
が
、E

xim
bank

は
一
九
九
二
年
輸
出
に
お
い
て
約
七
、五
〇
〇
万
ド
ル
の
う
ち
約
三
五
〇
万
ド
ル
を
支
出
し
て
い
る
。
そ
の
後
、

タ
イ
ド
信
用
支
援
基
金
は
有
効
期
限
一
九
九
七
年
九
月
か
ら
二
〇
〇
一
年
九
月
ま
で
延
長
さ
れ
た
（
72
）

。
政
府
に
よ
っ
て
創
出
さ
れ
た

E
xim
bank

の
タ
イ
ド
信
用
支
援
基
金
は
一
九
九
七
年
六
月
に
つ
い
て
、
輸
出
促
進
策
に
従
っ
て
三
億
四
、三
〇
〇
万
ド
ル
の
信
用
額
を
供

与
し
て
い
る
。
新
興
市
場
へ
の
他
の
先
進
諸
国
に
よ
る
タ
イ
ド
援
助
が
市
場
に
お
け
る
先
進
諸
国
の
企
業
間
競
争
を
歪
め
て
い
る
と
い
う

こ
と
か
ら
ア
メ
リ
カ
に
は
ア
メ
リ
カ
企
業
が
不
公
正
な
競
争
に
直
面
し
て
い
る
と
の
認
識
が
あ
っ
た
。
一
九
九
四
年
か
ら
一
九
九
六
年
の

間
、E

xim
bank

は
タ
イ
ド
信
用
支
援
基
金
に
お
い
て
実
際
的
か
つ
潜
在
的
な
一
〇
件
の
対
抗
的
な
海
外
タ
イ
ド
援
助
信
用
二
七
〇
万
ド

ル
を
抑
止
装
置
と
し
て
使
用
し
た
（
73
）

。

貿
易
促
進
調
整
委
員
会
（
Ｔ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
）
お
よ
び
国
家
輸
出
戦
略
に
も
と
づ
きE

xim
bank

の
権
限
が
上
院
に
お
い
て
一
九
九
七
年
輸
出

入
銀
行
再
権
限
法
（E

xport-Im
port B

ank R
eauthorization A

ct of 1997, S
.1026

）
が
成
立
し
輸
出
支
援
策
が
展
開
さ
れ
る
。
こ
れ
は

一
九
九
二
年
輸
出
拡
大
法
（T

he E
xport E

nhancem
ent A

ct of 1992

）
に
よ
るE

xim
bank

条
項
の
修
正
強
化
の
上
、
五
年
間
の
延
長
が

認
可
さ
れ
た
（
74
）

。
さ
ら
に
、
政
府
の
輸
出
管
理
規
制
権
限
は
一
九
四
九
年
輸
出
管
理
法
（T

he E
xport C

ontrol A
ct of 1949

）
に
起
源
を
も

つ
が
、
一
九
九
四
年
輸
出
管
理
・
拡
大
法
（E

xport A
dm
inistration and E

nhancem
ent A

ct of 1994

）
に
よ
っ
て
大
幅
に
修
正
強
化
さ
れ

て
い
る
。
そ
の
後
、
一
九
四
九
年
輸
出
管
理
法
は
一
九
五
一
年
、
五
三
年
、
五
六
年
、
六
二
年
お
よ
び
六
五
年
に
修
正
さ
れ
た
が
、
同
法

は
実
質
的
な
効
果
を
挙
げ
る
こ
と
が
出
来
ず
、
さ
ら
に
一
九
九
四
年
輸
出
管
理
拡
大
法
に
よ
っ
て
再
修
正
さ
れ
る
に
至
る
。
近
年
の
最
も

七
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重
要
な
輸
出
管
理
法
の
修
正
は
先
述
、
一
九
八
八
年
包
括
通
商
・
競
争
力
法
の
貿
易
法
案
に
含
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
れ
は
輸
出
管
理
の
効

果
を
削
減
す
る
こ
と
な
く
ア
メ
リ
カ
企
業
の
負
担
を
軽
減
す
る
管
理
規
制
の
意
図
が
あ
っ
た
。
こ
の
管
理
法
案
は
管
理
規
制
に
関
す
る
大

統
領
権
限
を
大
幅
に
拡
大
す
る
（
75
）

。
し
か
し
、
こ
う
し
た
一
連
の
輸
出
管
理
政
策
の
強
化
拡
大
は
何
度
も
見
直
し
が
お
こ
な
わ
れ
た
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
経
済
的
側
面
で
阻
害
要
因
と
し
て
機
能
し
た
。
こ
こ
で
政
策
当
局
は
輸
出
管
理
政
策
を
経
済
的
側
面
と
バ
ラ
ン
ス
を
と
る
と

い
う
観
点
か
ら
貿
易
促
進
調
整
委
員
会
（
Ｔ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
）
を
通
し
て
重
要
視
し
、
再
編
を
提
唱
し
始
め
る
に
至
る
の
で
あ
る
。

（
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（
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こ
の
ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
合
意
は
経
済
諮
問
委
員
会
年
次
報
告
に
お
い
て
、
先
行
す
る
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
協
定
の
中
で
、
最
も
広
範
囲
で
包
括
的

な
も
の
で
あ
っ
た
こ
と
が
報
告
さ
れ
て
い
る
。「
第
一
に
、
そ
れ
は
過
去
の
い
か
な
る
協
定
よ
り
も
直
接
的
か
つ
広
範
囲
に
貿
易
に
対
す
る
非
関
税

障
壁
を
扱
っ
て
い
る
。
第
二
に
、
そ
れ
は
最
初
に
い
く
つ
か
の
主
要
な
製
品
セ
ク
タ
ー
を
、
貿
易
ル
ー
ル
の
下
に
置
い
て
い
る
」（“T

he A
nnual 

R
eport of the C

ouncil of E
conom

ic A
dvisers, ” F

ebruary 1995, p.205 

邦
訳　

米
国
経
済
白
書
、
毎
日
新
聞
社
、
一
九
三
頁
）

（
18
） A

nna L
anoszka, “T

he W
orld O

rganization, ” L
ynne R

ienner P
ublishers, 2009, p.37

（
19
） Ibid., pp.91-92

（
20
） T

he A
nnual R

eport of the C
ouncil of E

conom
ic A
dvisers, op.cit., p.206

（
21
） Ibid., p.205

（
22
） E

conom
ic R
eport of the C

ouncil of E
conom

ic A
dvisers, January 1993, p.318

（
23
） Ibid., p.208

（
24
） A

nne O
. K
rueger, “T

he P
olitical E

conom
y of T

rade P
rotection, ” U

niversity of C
hicago P

ress, 1996, p.46　

一
九
六
一
年
多

国
間
協
定
で
は
綿
製
品
を
対
象
と
し
て
綿
製
品
短
期
取
決
め
（S

hort T
erm
 A
rrengem

ent on C
otton T

extiles

）
を
成
立
さ
せ
、
続
く
翌
六
二

年
に
は
一
九
の
主
要
貿
易
国
の
間
で
綿
製
品
長
期
取
決
め
（L

ong T
erm
 A
rrengem

ent on C
otton T

extiles

）
が
採
択
さ
れ
た
。
こ
の
協
定
は

七
三
年
ま
で
延
長
さ
れ
、
七
四
年
に
綿
・
毛
・
化
合
繊
を
含
む
Ｍ
Ｆ
Ａ
に
拡
大
さ
れ
た
。

（
25
） A
nna L

anoszaka, “T
he W

orld T
rade O

rganization, ” op.cit., p.113

（
26
） Ibid., pp.208-209

（
27
） E

conom
ic R
eport of the C

ouncil of E
conom

ic A
dvisers, January 2001, p.179

（
28
） E

conom
ic R
eport of the C

ouncil of E
conom

ic A
dvisers, F

ebruary 1995, p.213
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（
29
） Ibid., p.211

（
30
） A

nna L
anoazka, op.cit., pp.53-54

（
31
） Ibid.,

（
32
） E

conom
ic R
eport of the C

ouncil of E
conom

ic A
dvisers, F

ebruary 1994, p.225

（
33
） E

conom
ic R
eport of the C

ouncil of E
conom

ic A
dvisers, F

ebruary 1995, p.220

（
34
） Ibid., p.218

（
35
） E

conom
ic R
eport of the C

ouncil of E
conom

ic A
dvisers, F

ebruary 1994, p.214

（
36
） Ibid., pp.214-215

（
37
） 

佐
々
木
隆
雄
、
ア
メ
リ
カ
の
通
商
政
策
、
岩
波
書
店
、
一
九
九
七
年
一
〇
月
二
〇
日
、
一
九
九
頁

（
38
） E

conom
ic R
eport of the C

ouncil of E
conom

ic A
dvisers, F

ebruary 1995, pp.220-221

（
39
） R

obert A
. B
lecker, “T

he P
olitical E

conom
y of the N

orth A
m
erican F

ree T
rade A

greem
ent, ” R

obert A
. B
lecker ed, U

.S
. 

T
rade P

olicy and G
lobal G

row
th, M

. E
. S
harpe, Inc. 1996, p.138

（
40
） 

中
本
悟
、
現
代
ア
メ
リ
カ
の
通
商
政
策
、
有
斐
閣
、
一
九
九
九
年
一
〇
月
二
五
日
、
一
六
〇
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一
六
一
頁

（
41
） R

obert A
. B
lecker, op.cit., p.140

（
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） E

conom
ic R
eport of the C

ouncil of E
conom

ic A
dvisers, F

ebruary 1994, pp.215-216,

（
邦
訳
「
米
国
経
済
白
書
」　
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日
新
聞
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九
頁
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） Ibid., pp.217-218
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書
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） Ibid., p.218
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頁
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（
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） E
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conom
ic A
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（
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） 
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、「
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交
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│
国
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を
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ラ
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新
聞
社
、
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九
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、
五
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頁

（
47
） L
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yson, “T
rade C

onfl ict in H
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echnology Industries, ” Institute for International E
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. D
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m
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tress, ” Institute for International E
conom
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） Ibid., p.226

（
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） E
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ard S

. K
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m
erican T
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53
） I. M

. D
estler, op.cit., p.84

（
54
） E

dw
ard S

. K
aplan, op.cit., p.116

（
55
） Ibid.,

（
56
） 

通
商
摩
擦
問
題
研
究
会
編
著
、
福
島
栄
一
監
修
、「
米
国
の
八
八
年
包
括
通
商
・
競
争
力
法
」
日
本
貿
易
振
興
会
、
一
九
八
九
年
四
月
七
日
、

一
一
│
一
二
頁

（
57
） 

前
書
、
一
二
頁

（
58
） 

佐
々
木
隆
雄
、
前
書
、
一
三
一
頁

（
59
） I. M

. D
estler, op.cit., p.6

（
60
） 

通
商
摩
擦
問
題
研
究
会
編
、
前
書
、
四
三
│
四
七
頁

（
61
） 

宮
里
政
玄
、「
米
国
通
商
代
表
部
」、
ジ
ャ
パ
ン
タ
イ
ム
ズ
、
一
九
八
九
年
一
〇
月
五
日
、
一
一
三
頁

（
62
） 

通
商
摩
擦
問
題
研
究
会
編
、
前
書
、
四
四
│
四
五
頁

（
63
） 

宮
里
政
玄
、
前
書
、
一
一
四
頁
（Joan E

. S
pero, ”T

he M
id-L
ife C

risis of A
m
erican T

rade P
olicy, ” W

orld T
oday, January 

1989, p.13

）

（
64
） 

通
商
摩
擦
問
題
研
究
会
編
著
、
前
書
、
一
二
頁
、
立
石
剛
「
米
国
経
済
再
生
と
通
商
政
策
」
同
文
館　

平
成
一
二
年
七
月
一
〇
日
、
三
五
頁

（
65
） 

立
石
剛
、
前
書
、
三
五
頁
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） E

conom
ic R
eport of the C

ouncil of E
conom

ic A
dvisers, F

ebruary 1994, p.210

（
邦
訳　

一
八
五
頁
）

（
67
） Ibid., p.214

（
68
） Ibid., p.239

（
69
） Ibid.,

（
70
） U

.S
. C
ongress, S

enate, C
om
m
ittee on B

anking, H
ousing, and U

rban A
ff airs, R

eport, “E
xport-Im

port B
ank R

eauthorization 

A
ct of 1997, ” pp.1-2

（
71
） 

Ｆ
Ｃ
Ｉ
Ａ
は
一
九
六
一
年
設
置
法
公
布
に
よ
る
保
証
・
保
険
計
画
の
拡
大
に
と
も
な
い
、
輸
出
貸
付
金
に
向
け
ら
れ
る
民
間
資
本
を
政
府
資
本

に
置
き
換
え
る
こ
と
を
意
図
し
て
設
置
さ
れ
た
。
ま
た
、
Ｆ
Ｃ
Ｉ
Ａ
は
一
九
六
一
年
五
〇
社
余
と
い
う
民
間
保
険
部
門
をE

xim
bank

支
援
の
共
同

会
社
に
組
織
し
た
も
の
で
あ
っ
た
。（J. J. H

illm
an, “T

he E
xport-Im

port B
ank A

t W
ork, ” Q

uorum
 B
ooks, 1982, pp.49

）

（
72
） E

xport-Im
port B

ank R
eauthorization A

ct of 1997, op.cit., pp.4-6

（
73
） Ibid., p.6

（
74
） U

.S
. C
ongress, S

enate, “E
xport A

dm
inistration and E

nhancem
ent A

ct of 1994, ” R
eport, pp.1-2

（
75
） Ibid.,

八
四



ド
イ
ツ
同
族
大
企
業
の
公
益
財
団
と
統
治
機
構
（
吉
森
）

（
二
一
七
）

た
有
限
会
社
と
、
そ
の
派
生
形
態
と
し
て
有
限
会
社
を
無
限
責
任

出
資
者
と
す
る
合
資
会
社G

m
bH
 &
 C
o. K
G

が
同
族
企
業
に
よ

り
多
用
さ
れ
て
い
る
事
実
に
よ
っ
て
も
明
白
で
あ
る
。
ド
イ
ツ
で

は
同
族
企
業
お
よ
び
公
益
財
団
統
治
に
関
す
る
研
究
が
ヨ
ー
ロ
ッ

パ
に
お
い
て
最
も
盛
ん
な
国
で
あ
ろ
う
。
し
た
が
っ
て
ド
イ
ツ
の

経
験
は
日
本
に
お
け
る
同
族
企
業
設
立
の
公
益
財
団
統
治
に
注
目

す
べ
き
点
が
多
い
。

今
日
ド
イ
ツ
は
公
益
財
団
の
設
立
ブ
ー
ム
に
あ
る
と
さ
れ
る
。

こ
れ
は
設
立
済
み
の
全
財
団
の
九
五
％
が
公
益
財
団
で
あ
る
こ
と

本
稿
の
目
的
と
意
義

ド
イ
ツ
の
同
族
大
企
業
は
い
か
に
公
益
財
団
の
設
立
に
よ
り
、

社
会
的
責
任
実
践
と
同
時
に
企
業
の
永
続
性
確
保
と
同
族
企
業
固

有
の
統
治
問
題
解
決
を
実
現
し
よ
う
と
し
て
い
る
の
か
。
本
稿
は

二
社
の
著
名
な
事
例
の
批
判
的
比
較
分
析
を
通
じ
て
、
日
本
の
同

族
企
業
の
参
考
に
供
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

ド
イ
ツ
は
日
米
欧
先
進
工
業
諸
国
の
中
で
も
大
規
模
の
同
族
企

業
が
最
も
多
い
国
の
一
つ
で
あ
る
。
そ
れ
は
日
本
で
は
廃
止
さ
れ

ド
イ
ツ
同
族
大
企
業
の
公
益
財
団
と
統
治
機
構

│
ボ
ッ
シ
ュ
公
益
財
団
と
ク
ル
ッ
プ
公
益
財
団
（
1
）

│吉　
　

森　
　
　
　
　

賢

研
究
ノ
ー
ト

八
五
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Ⅰ 　

同
族
企
業
、
支
配
、
大
企
業
、
経
営
、
統

治
機
構
の
定
義

本
稿
に
お
け
る
「
同
族
企
業
」
と
は
創
業
者
お
よ
び
そ
の
子
孫

が
支
配
す
る
企
業
と
定
義
す
る
。

「
支
配
」
と
は
バ
ー
リ
と
ミ
ー
ン
ズ
の
定
義
に
基
づ
き
以
下
定

義
の
阻
止
少
数
議
決
権
を
加
え
「
過
半
数
議
決
権
ま
た
は
阻
止
少

数
議
決
権
に
よ
る
法
的
権
利
、
ま
た
は
何
ら
か
の
影
響
力
行
使
に

よ
り
、
過
半
数
の
取
締
役
会
役
員
を
選
任
す
る
権
限
」
と
す
る
（
7
）
。

ま
た
は
企
業
の
執
行
役
会V

orstand

ま
た
は
監
査
役
会

A
ufsichtsrat

お
よ
び
こ
れ
ら
に
類
似
す
る
機
関
に
創
業
者
同
族

が
最
低
一
人
存
在
す
る
企
業
と
定
義
す
る
（
8
）
。「
阻
止
少
数
議
決
権
」

S
perrm

inorität （9
）
と
は
持
分
比
率
が
二
五
％
以
上
（
二
五
％
＋
一

持
分
）
に
対
応
す
る
議
決
権
で
あ
り
、
出
資
者
（
株
主
）
総
会
に

お
い
て
七
五
％
以
上
の
賛
成
票
を
要
す
る
特
別
決
議
を
阻
止
す
る

た
め
に
必
要
な
最
低
持
分
ま
た
は
持
株
を
意
味
す
る
。
特
別
決
議

の
対
象
事
項
は
定
款
変
更
、
増
減
資
、
清
算
な
ど
で
あ
る
が
と
り

わ
け
敵
対
的
買
収
に
お
け
る
会
社
支
配
権
の
変
更
で
あ
る
。

「
大
企
業
」
と
は
上
場
、
非
上
場
に
関
わ
ら
ず
売
上
高
な
い
し

付
加
価
値
創
出
額
に
お
い
て
ド
イ
ツ
独
占
委
員
会
公
表
（
10
）
に
よ
る
ド

に
現
れ
て
い
る
（
2
）
。
ド
レ
ス
ナ
ー
銀
行
の
推
計
に
よ
れ
ば
二
〇
一
〇

年
の
み
で
二
〇
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
相
当
の
遺
産
相
続
が
生
じ
た
と
さ

れ
る
（
3
）
。
〇
七
年
時
点
で
は
向
後
五
年
間
ド
イ
ツ
で
生
じ
る
相
続
遺

産
の
総
額
は
一
兆
ユ
ー
ロ
と
推
定
さ
れ
た
。
そ
の
背
景
は
第
二
次

大
戦
後
に
誕
生
し
た
多
く
の
企
業
に
お
け
る
急
速
な
世
代
交
代
で

あ
る
。
こ
れ
は
戦
後
復
興
期
に
形
成
さ
れ
た
巨
額
の
個
人
、
会
社

資
産
と
九
一
年
の
ド
イ
ツ
再
統
一
に
よ
り
旧
東
ド
イ
ツ
に
お
い
て

国
有
化
さ
れ
た
土
地
が
所
有
者
に
返
還
さ
れ
た
結
果
に
よ
る
と
さ

れ
る
（
4
）
。

ド
イ
ツ
で
は
二
〇
〇
〇
年
財
団
促
進
法
が
成
立
し
、
財
団
法
現

代
化
法
が
〇
二
年
七
月
成
立
、
九
月
実
施
さ
れ
一
九
〇
〇
年
以
来

初
め
て
財
団
に
関
す
る
民
法
の
規
定
八
〇
条
│
八
八
条
が
改
正
さ

れ
た
（
5
）
。
同
時
に
相
続
税
法
、
租
税
通
則
法
上
の
優
遇
措
置
が
実
施

さ
れ
る
に
至
り
、
公
益
財
団
の
設
立
は
急
増
し
た
。
そ
の
結
果
〇
七

年
に
お
い
て
公
益
を
目
的
と
し
な
い
同
族
財
団
を
除
く
企
業
を
設

立
母
体
と
す
る
公
益
財
団
は
九
〇
二
に
達
し
た
（
6
）
。
今
日
で
は

一
、〇
〇
〇
を
超
え
る
と
推
測
さ
れ
る
。
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ド
イ
ツ
同
族
大
企
業
の
公
益
財
団
と
統
治
機
構
（
吉
森
）

（
二
一
九
）

Ⅱ　

民
法
財
団
と
代
替
財
団

ド
イ
ツ
に
お
け
る
財
団
は
法
人
格
の
有
無
に
よ
り
民
法
財
団
と

代
替
財
団
の
二
種
に
分
類
す
る
こ
と
が
一
般
的
で
あ
る
。
民
法
と

各
連
邦
州
固
有
の
財
団
法
（
11
）
に
よ
る
財
団
は
法
人
格
を
有
す
る
の
で

民
法
財
団
、
法
権
力
を
有
す
る
財
団
、
独
立
財
団
と
称
す
る
（
以

下
「
民
法
財
団
（
12
）
」）。
後
述
事
例
の
ク
ル
ッ
プ
公
益
財
団
は
民
法
公

益
財
団
で
あ
る
。

他
の
一
つ
は
日
本
に
は
な
い
類
型
で
「
代
替
形
態
」
財
団

（E
rsatzform

en

、
以
下
「
代
替
財
団
」）
で
あ
る
。
こ
れ
は
財
団

と
し
て
の
法
人
格
を
有
せ
ず
、
法
権
力
の
無
い
財
団
、
非
独
立
財

団
と
も
称
す
る
（
13
）
。
ボ
ッ
シ
ュ
公
益
財
団
有
限
会
社
は
有
限
会
社
法

が
適
用
さ
れ
る
公
益
財
団
な
の
で
代
替
財
団
の
一
種
で
あ
る
。
同

様
に
ボ
ッ
シ
ュ
工
業
信
託
合
資
会
社
も
信
託
会
社
が
実
質
的
財
団

で
あ
る
代
替
財
団
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
具
体
的
内
容
に
つ
い
て
は

後
述
す
る
。

1　

民
法
財
団　

S
tiftung des B

ürgerlichen R
echts

民
法
八
一
条
一
項
を
満
た
し
た
財
団
は
権
利
能
力
、
す
な
わ
ち

権
利
義
務
の
主
体
と
な
り
得
る
法
人
と
し
て
認
定
さ
れ
る
（
八
〇

イ
ツ
最
大
一
〇
〇
社
に
あ
る
企
業
で
あ
る
。

本
稿
事
例
の
ボ
ッ
シ
ュ
お
よ
び
ク
ル
ッ
プ
両
社
は
公
益
財
団
設

立
時
に
お
い
て
以
上
の
条
件
を
満
た
し
て
い
た
。
ボ
ッ
シ
ュ
社
は

創
業
者
が
公
益
財
団
設
立
を
長
期
的
目
的
と
し
て
一
九
三
七
年
株

式
会
社
を
有
限
会
社
に
改
組
し
、
こ
れ
を
自
ら
完
全
所
有
し
た
。

ク
ル
ッ
プ
社
は
一
九
六
八
年
の
財
団
設
立
直
前
ま
で
は
五
代
目
相

続
人
ア
ル
フ
リ
ー
ト
が
単
独
完
全
所
有
者
お
よ
び
最
高
経
営
責
任

者
で
あ
る
個
人
会
社
で
あ
っ
た
。

「
経
営
」
と
は
「
人
的
、
財
務
的
、
物
理
的
経
営
資
源
の
最
適

活
用
に
よ
り
企
業
価
値
の
向
上
を
持
続
的
に
確
保
す
る
こ
と
」
と

定
義
す
る
。

「
統
治
機
構
」
と
は
公
益
財
団
に
お
け
る
業
務
執
行
機
関
に
対

す
る
監
督
機
関
に
よ
る
監
督
の
実
効
性
、
お
よ
び
公
益
財
団
と
設

立
会
社
と
の
利
益
相
反
関
係
の
可
能
性
排
除
、
を
確
保
す
る
組
織

と
規
則
を
意
味
す
る
。

有
限
会
社
、
合
資
会
社
な
ど
の
人
的
会
社
の
持
分
所
有
者
は
法

的
用
語
と
し
て
は
「
社
員
」
で
あ
る
が
、
本
稿
に
お
い
て
は
誤
解

を
避
け
る
た
め
に
す
べ
て
「
出
資
者
」
と
し
た
。

八
七



政
経
研
究　

第
四
十
八
巻
第
二
号
（
二
〇
一
一
年
十
月
）

（
二
二
〇
）

①　

財
団
目
的　

S
tiftungszw

eck

財
団
創
立
者
に
よ
る
確
定
的
目
的
は
財
団
認
定
申
請
書

S
tiftungsgeschäft

と
し
て
文
書
化
さ
れ
、
定
款S

atzung

に

明
記
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
目
的
の
遂
行
は
財
団
の
義
務

で
あ
り
、
そ
の
変
更
は
原
則
と
し
て
許
さ
れ
な
い
。

②　

財
団
財
産　

S
tiftungsverm

ögen

上
記
目
的
の
実
現
の
た
め
の
恒
常
的
財
産
で
あ
り
、
一
定
の

価
値
が
常
に
維
持
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。
財
産
は
土
地
、
建
物
、

現
金
、
有
価
証
券
、
債
権
な
ど
で
あ
る
。
財
団
活
動
に
は
こ
れ

ら
か
ら
の
運
用
収
益
が
使
用
さ
れ
る
。
最
低
財
産
額
は
連
邦
各

連
邦
州
に
よ
り
規
定
さ
れ
る
。

③　

財
団
組
織　

S
tiftungsorganisation

財
団
の
名
称
、
所
在
地
、
財
団
の
法
的
代
表
者
と
し
て
の
執

行
役
会
代
表
者
の
名
前
と
、
財
団
目
的
実
現
の
た
め
の
す
べ
て

の
規
則
、
統
治
組
織
が
明
記
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。
執
行
役
会

を
監
督
す
る
監
査
役
会
な
い
し
こ
れ
に
相
当
す
る
機
関
が
規
定

さ
れ
て
な
い
理
由
は
、
財
団
が
既
述
の
各
連
邦
州
の
公
的
監
督

機
関
に
よ
る
監
督S

tiftungsaufsicht

の
下
に
お
か
れ
る
た

条
二
項
）。
他
の
株
式
会
社
な
ど
の
法
人
や
社
団
な
ど
と
は
異
な

り
出
資
者
も
会
員
も
存
在
し
な
い
。
し
た
が
っ
て
こ
れ
ら
の
支
配

下
に
な
く
、
そ
れ
自
身
の
た
め
に
存
在
す
る
自
己
所
有
の
法
人
と

い
う
意
味
で
「
独
立
」（selbstständig

）
な
る
形
容
詞
が
付
加

さ
れ
る
。

設
立
認
定
と
監
督
は
各
連
邦
州
の
公
的
監
督
機
関
の
権
限
で
あ

り
、
財
団
法
は
財
団
の
認
定
と
監
督
に
関
す
る
詳
細
を
規
定
す
る
。

公
的
監
督
機
関
の
権
限
は
認
可
お
よ
び
監
督
を
含
め
か
な
り
厳

格
で
あ
る
。
以
下
に
他
の
主
要
権
限
を
示
す
（
14
）
：

①　

定
款
変
更
お
よ
び
財
団
の
特
定
の
法
的
行
為
の
承
認

②　

財
団
機
関
の
役
員
の
解
任
、
損
害
賠
償
請
求

③ 　

財
団
機
関
に
よ
る
措
置
に
対
す
る
取
消
、
指
示
、
苦
情
、

代
替
措
置
の
勧
告

④　

財
団
に
対
す
る
罰
金
処
分
と
そ
の
額
の
決
定

連
邦
州
の
財
団
法
間
に
は
認
定
の
基
準
や
監
督
の
方
法
に
は
か

な
り
の
違
い
が
あ
る
た
め
、
そ
の
統
合
が
進
み
つ
つ
あ
る
（
15
）
。

財
団
の
定
義
は
存
在
し
な
い
が
、
そ
の
法
的
意
味
と
し
て
の
民

法
八
〇
条
と
八
一
条
一
項
の
以
下
が
中
核
概
念
と
さ
れ
る
（
16
）
：

八
八



ド
イ
ツ
同
族
大
企
業
の
公
益
財
団
と
統
治
機
構
（
吉
森
）

（
二
二
一
）

る
監
督
が
公
的
監
督
機
関
に
よ
り
常
時
実
施
さ
れ
る
。
し
た

が
っ
て
創
立
者
の
意
思
に
よ
る
公
益
財
団
の
存
続
と
運
営
が
公

平
な
第
三
者
と
し
て
の
公
的
監
督
機
関
に
よ
り
保
証
さ
れ
る
。

④　

創
立
者
近
親
者
に
よ
る
財
団
収
入
の
利
用

こ
れ
は
同
族
企
業
を
対
象
と
し
た
興
味
あ
る
規
定
で
あ
る
。

租
税
通
則
法
五
八
条
五
項
に
よ
り
公
益
財
団
の
創
立
者
お
よ
び

そ
の
近
親
者
は
財
団
収
入
の
三
分
の
一
を
限
度
と
し
て
こ
れ
に

よ
る
適
切
な
（inangem

essener W
eise

）
生
活
水
準
の
維
持
、

墓
石
の
保
全
、
追
悼
行
事
の
た
め
に
使
用
で
き
る
。

●　

限
界

そ
の
限
界
は
下
記
の
代
替
財
団
の
利
点
が
得
ら
れ
な
い
点
に

あ
る
。

2　

代
替
財
団　

E
rsatzform

en

ド
イ
ツ
の
財
団
の
法
的
形
態
は
極
め
て
柔
軟
で
あ
り
、
か
つ
既

述
の
民
法
財
団
三
要
件
で
あ
る
財
団
目
的
、
財
団
財
産
、
財
団
に

類
似
す
る
内
部
機
関
、
を
具
備
す
る
限
り
、
ほ
と
ん
ど
の
法
人
形

態
が
認
め
ら
れ
る
と
い
っ
て
も
過
言
で
は
な
い
。
例
え
ば
財
団
を

め
と
考
え
ら
れ
る
。

創
立
者
に
と
り
民
法
財
団
の
利
点
と
限
界
は
以
下
に
あ
る
：

●　

利
点

①　

同
族
財
産
の
永
続
化

同
族
財
産
が
無
期
限
に
存
続
し
、
そ
の
財
産
価
値
は
維
持
さ

れ
る
。
し
た
が
っ
て
創
立
者
の
同
族
な
い
し
他
の
利
害
関
係
者

に
よ
る
財
団
財
産
の
相
続
な
ど
に
よ
る
分
与
、
ま
た
は
流
用
に

よ
る
散
逸
は
あ
り
得
な
い
。

②　

創
立
者
意
思
の
確
実
な
実
現

創
立
者
の
意
思
と
目
的
が
定
款
に
よ
り
明
示
、
確
定
さ
れ
て

お
り
、
そ
の
改
変
は
公
的
監
督
機
関
の
同
意
を
必
要
と
し
、
原

則
と
し
て
極
め
て
困
難
で
あ
る
。
ま
た
財
団
の
解
散
も
資
金
不

足
に
よ
る
破
綻
な
ど
重
大
な
事
由
の
場
合
以
外
は
認
め
ら
れ
な

い
。
し
た
が
っ
て
創
立
者
の
意
思
・
目
的
が
生
前
お
よ
び
死
後

に
お
い
て
も
確
実
に
実
現
さ
れ
得
る
。

③　

公
的
監
督
機
関
に
よ
る
公
平
な
監
督

定
款
の
順
守
お
よ
び
こ
れ
を
確
実
に
す
る
財
団
組
織
に
対
す

八
九



政
経
研
究　

第
四
十
八
巻
第
二
号
（
二
〇
一
一
年
十
月
）

（
二
二
二
）

●　

利
点

①　

迅
速
・
簡
単
な
設
立

民
法
財
団
で
な
い
の
で
公
的
監
督
機
関
に
よ
る
認
定
手
続
き

が
不
要
で
あ
り
迅
速
な
設
立
が
可
能
で
あ
る
。

②　

公
的
監
督
機
関
に
よ
る
監
督
の
不
適
用

民
法
財
団
で
な
い
の
で
公
的
監
督
機
関
に
よ
る
監
督
が
な
い
。

③　

定
款
変
更
が
容
易

定
款
変
更
は
出
資
者
総
会
に
よ
り
可
能
で
あ
り
、
公
的
監
督

機
関
に
よ
る
承
認
も
不
要
で
あ
る
。
こ
の
利
点
は
長
期
間
に
わ

た
り
存
続
す
る
公
益
財
団
が
時
代
の
環
境
変
化
に
対
応
す
る
た

め
特
に
重
要
で
あ
る
。
カ
ー
ル
・
ツ
ァ
イ
ス
財
団
の
事
例
が
こ

れ
を
示
す
。

④　

資
本
金
の
変
更
お
よ
び
解
散
が
容
易

財
団
財
産
と
し
て
の
資
本
金
の
増
減
も
自
由
で
あ
り
、
財
団

の
解
散
も
容
易
で
あ
る
。

無
限
責
任
出
資
者
と
す
る
合
資
会
社S

tiftung &
 C
o. K
G

も
合

法
的
な
法
的
形
態
で
あ
る
。
こ
の
事
例
は
少
数
で
あ
る
が
大
規
模

同
族
企
業
が
採
用
し
、
そ
の
利
点
は
同
族
に
よ
る
財
団
へ
の
影
響

力
行
使
と
、
共
同
決
定
法
の
非
適
用
と
さ
れ
る
（
17
）
。

代
替
財
団
は
民
法
の
「
代
替
」（E

rsatz

）
と
し
て
民
法
以
外

の
法
に
よ
り
設
立
さ
れ
る
財
団
で
あ
る
。
た
と
え
ば
既
述
の
ボ
ッ

シ
ュ
公
益
財
団
有
限
会
社
の
よ
う
に
有
限
会
社
、
あ
る
い
は
株
式

会
社
（
18
）
、
信
託
（
19
）
、
登
記
社
団
（
20
）
な
ど
も
公
益
（gem

einnützig

）
な
る

形
容
詞
が
常
に
表
記
さ
れ
る
と
は
限
ら
な
い
が
公
益
財
団
と
な
り

得
る
。

代
替
財
団
は
い
わ
ば
貝
の
一
種
で
あ
る
宿
借
り
の
如
く
外
殻
は

こ
れ
ら
の
法
的
形
態
で
あ
る
が
中
身
は
公
益
財
団
で
あ
る
。
代
替

財
団
に
は
各
外
殻
で
あ
る
法
的
形
態
に
対
応
す
る
株
式
法
（
日
本

の
会
社
法
に
相
当
）、
信
託
法
な
ど
の
法
が
適
用
さ
れ
る
。
こ
れ

ら
代
替
財
団
もS

tiftung

な
る
形
態
を
社
号
に
併
記
す
る
こ
と

が
認
め
ら
れ
る
（
21
）
。

代
替
公
益
財
団
は
以
下
に
示
す
よ
う
に
民
法
財
団
に
は
な
い

様
々
な
利
点
に
よ
り
広
く
普
及
し
て
い
る
。
こ
の
種
の
公
益
財
団

の
利
点
と
限
界
を
以
下
に
示
す
（
22
）
：

九
〇



ド
イ
ツ
同
族
大
企
業
の
公
益
財
団
と
統
治
機
構
（
吉
森
）

（
二
二
三
）

る
。
適
格
性
基
準
で
あ
る
公
益
目
的
が
租
税
通
則
法
の
上
記
条
項

に
よ
り
科
学
、
研
究
、
芸
術
、
教
育
、
医
療
な
ど
二
五
項
目
に
わ

た
り
具
体
的
か
つ
詳
細
に
例
示
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
租
税
優
遇
措
置
に
よ
り
約
九
五
％
の
企
業
設
立
に
よ
る
財

団
は
公
益
財
団
で
あ
る
（
24
）
。
こ
れ
に
対
し
て
私
益
財
団
（
25
）
は
個
別
同

族
、
個
別
企
業
な
ど
の
私
益
を
目
的
と
す
る
。
こ
れ
に
つ
い
て
は

後
述
す
る
。

民
法
公
益
財
団
の
設
立
申
請
は
民
法
八
〇
│
八
一
条
に
基
づ
き

各
連
邦
州
の
監
督
行
政
庁
に
対
し
て
財
団
名
、
財
団
住
所
、
財
団

目
的
、
財
団
財
産
、
財
団
理
事
会
組
織
お
よ
び
定
款
に
よ
り
構
成

さ
れ
る
財
団
認
定
申
請
書
（S

tiftungsgeschäft

）
提
出
に
よ
り

な
さ
れ
る
。

監
督
行
政
庁
に
よ
る
公
益
財
団
と
し
て
の
認
定
は
、
財
務
行
政

庁
に
よ
る
上
述
の
税
制
優
遇
措
置
の
適
格
性
基
準
を
満
た
す
こ
と

が
前
提
条
件
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
財
団
の
公
益
性
認
定
は
財
務

行
政
庁
が
実
施
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
公
益
性
が
認
め
ら
れ
れ
ば
証

明
書
が
交
付
さ
れ
、
申
請
者
は
こ
れ
を
当
該
連
邦
州
の
税
制
優
遇

措
置
に
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
公
益
財
団
設
立
の
認
定
手
続
き
が

開
始
さ
れ
る
（
26
）
。

本
稿
は
ド
イ
ツ
大
同
族
企
業
に
よ
り
設
立
さ
れ
る
下
記
の
「
企

⑤　

税
制
優
遇
措
置
の
利
用
可
能

公
益
財
団
と
し
て
民
法
公
益
財
団
と
同
一
の
税
制
優
遇
措
置

が
得
ら
れ
る
。

●　

限
界

そ
の
限
界
は
上
記
利
点
の
裏
面
で
あ
り
、
創
立
者
の
意
思
が

完
全
、
確
実
に
実
現
さ
れ
る
と
は
限
ら
な
い
可
能
性
に
あ
る
（
23
）
。

ま
た
公
的
監
督
機
関
に
代
わ
る
財
団
活
動
に
対
す
る
統
治
機
関

が
設
置
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。

Ⅲ　

公
益
財
団
と
私
益
財
団

上
記
の
民
法
財
団
も
代
替
財
団
も
公
益
活
動
に
専
従
す
る
限
り

公
益
財
団
を
設
立
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
し
た
が
っ
て
こ
れ
に
関

わ
る
税
制
優
遇
措
置
も
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

1　

公
益
財
団　

G
em
einnützige S

tiftung

「
公
益
財
団
」
と
は
既
述
の
租
税
通
則
法
五
二
条
と
〇
七
年
実

施
の
改
正
租
税
通
則
法
に
よ
る
公
益
性
適
格
基
準
を
充
た
す
と
認

定
さ
れ
、
相
続
税
、
法
人
税
、
所
得
税
そ
の
他
様
々
な
租
税
の
免

除
・
軽
減
措
置
な
ど
の
税
制
優
遇
措
置
が
適
用
さ
れ
る
財
団
で
あ

九
一



政
経
研
究　

第
四
十
八
巻
第
二
号
（
二
〇
一
一
年
十
月
）

（
二
二
四
）

設
立
会
社
か
ら
の
独
立
性
は
確
保
さ
れ
る
。

こ
の
典
型
的
事
例
は
後
述
の
ロ
ー
ベ
ル
ト
・
ボ
ッ
シ
ュ
公
益

有
限
会
社
で
あ
る
。

⑵　

企
業
支
配
型
公
益
財
団　

U
nternehm

ensträgerstiftung

こ
の
型
の
財
団
は
企
業
の
株
式
、
持
分
の
譲
渡
に
よ
り
設
立

さ
れ
た
公
益
財
団
が
公
益
活
動
に
従
事
す
る
と
同
時
に
、
こ
れ

ら
の
株
式
、
持
分
に
付
属
す
る
議
決
権
に
よ
り
設
立
会
社
を
支

配
お
よ
び
経
営
す
る
（
28
）
。

こ
の
事
例
は
後
述
の
ク
ル
ッ
プ
公
益
財
団
で
あ
る
。

⑶　

公
益
財
団
会
社　

S
tiftungsunternehm

en

企
業
が
株
式
会
社
や
有
限
会
社
等
と
同
様
に
公
益
財
団
と
し

て
の
法
的
形
態
に
よ
り
経
営
さ
れ
る
場
合
こ
れ
を
公
益
財
団
会

社
と
称
す
る
。
日
本
で
は
存
在
し
な
い
法
的
形
態
で
あ
る
。

顕
微
鏡
そ
の
他
光
学
機
器
の
伝
統
的
企
業
ツ
ァ
イ
ス
と

シ
ョ
ッ
ト
の
二
社
を
擁
す
る
カ
ー
ル
・
ツ
ァ
イ
ス
財
団
は
そ
の

著
名
な
事
例
で
あ
る
。
両
社
は
〇
四
年
七
月
株
式
会
社
に
転
換

し
た
。
そ
の
最
大
の
原
因
は
一
〇
〇
年
以
上
以
前
に
規
定
さ
れ

た
財
団
定
款
が
今
日
の
経
営
環
境
に
適
応
で
き
な
く
な
っ
た
た

業
設
立
公
益
財
団
」
を
検
討
の
主
た
る
対
象
と
す
る
。

民
法
財
団
の
公
益
財
団
は
「
公
益
財
団
法
人
」、
代
替
財
団
の

公
益
財
団
は
有
限
会
社
の
場
合
は
「
財
団
有
限
会
社
」
と
す
べ
き

で
あ
る
が
、
煩
雑
な
の
で
一
般
的
名
称
と
し
て
は
い
ず
れ
も
公
益

財
団
と
表
記
す
る
。

企
業
公
益
財
団　

U
nternehm

ensnahe gem
einnützige 

Stiftung

「
企
業
公
益
財
団
」
と
は
営
利
企
業
に
よ
り
設
立
さ
れ
る
公
益

財
団
で
あ
る
。
こ
の
型
の
公
益
財
団
は
次
の
三
種
に
分
類
さ
れ

る
：⑴　

資
本
保
有
型
公
益
財
団　

B
eteiligungsträgerstiftung

最
も
多
く
産
業
界
で
利
用
さ
れ
て
い
る
形
態
で
あ
る
。
公
益

財
団
は
設
立
会
社
の
株
式
、
持
分
も
一
部
ま
た
は
す
べ
て
を
基

本
財
産
と
し
て
保
有
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
27
）
。
公
益
財
団
は
こ
れ

ら
か
ら
持
分
、
株
式
に
対
す
る
配
当
収
益
に
よ
り
公
益
活
動
に

専
念
す
る
。
し
た
が
っ
て
こ
の
種
の
公
益
財
団
は
設
立
会
社
の

経
営
に
介
入
す
る
こ
と
は
な
く
、
ま
た
設
立
会
社
か
ら
も
そ
の

運
営
に
介
入
さ
れ
る
こ
と
は
な
い
。
こ
の
意
味
で
公
益
財
団
の

九
二



ド
イ
ツ
同
族
大
企
業
の
公
益
財
団
と
統
治
機
構
（
吉
森
）

（
二
二
五
）

会
社
な
ど
の
法
が
適
用
さ
れ
る
。
有
限
会
社
の
場
合
は
後
述
す

る
ボ
ッ
シ
ュ
公
益
財
団
有
限
会
社R

obert B
osch S

tiftung 
G
m
bH

の
よ
う
にG

m
bH

、
ま
た
はG

m
bH
g

、gG
m
bH

、

G
m
bH
G

と
し
て
公
益
目
的gem

einnützlich

を
明
示
す
る
ｇ

ま
た
は
Ｇ
が
語
頭
ま
た
は
語
尾
に
表
示
さ
れ
る
。
ド
イ
ツ
に
は

こ
の
種
の
財
団
が
他
に
Ｉ
Ｔ
ソ
フ
ト
の
Ｐ
Ａ
Ｐ
社
設
立
の

D
ietm
ar-H

opp-S
tiftung G

m
bH

な
ど
約
一
〇
〇
あ
る
と
さ

れ
る
（
31
）
。

⑵　

信
託
財
団　

T
reuhandstiftung, T

reuhänderische Stiftung

信
託
契
約
は
財
団
の
原
型
と
さ
れ
、
ド
イ
ツ
で
は
少
額
の
資

金
に
よ
る
公
益
財
団
の
形
態
と
し
て
利
用
さ
れ
、
三
万
五
千
か

ら
四
万
存
在
す
る
と
推
定
さ
れ
て
い
る
（
32
）
。
公
益
信
託
財
団
は
信

託
法
が
適
用
さ
れ
る
の
で
財
団
有
限
会
社
と
同
様
に
民
法
上
、

租
税
通
則
法
上
の
公
的
監
督
機
関
の
認
定
、
監
督
の
対
象
と
は

さ
れ
な
い
。
そ
の
事
例
は
ボ
ッ
シ
ュ
工
業
信
託
合
資
会
社
で
あ

る
。
こ
の
法
的
形
態
は
財
団
で
は
な
く
合
資
会
社
で
あ
る
が
、

そ
の
実
態
は
信
託
財
団
で
あ
り
、
私
益
財
団
で
も
あ
る
。
私
益

財
団
で
あ
る
根
拠
は
そ
の
設
立
が
後
述
す
る
よ
う
に
ボ
ッ
シ
ュ

同
族
に
由
来
す
る
か
ら
で
あ
る
。

め
と
さ
れ
る
。
す
な
わ
ち
財
団
と
し
て
の
資
本
市
場
に
お
け
る

資
本
調
達
の
困
難
、
経
営
者
・
社
員
の
営
利
観
念
の
希
薄
、
企

業
利
益
の
軽
視
な
ど
が
要
因
と
さ
れ
る
（
29
）
。

公
益
財
団
と
し
て
の
社
会
貢
献
の
目
的
と
営
利
企
業
と
し
て

の
営
利
目
的
が
本
質
的
に
異
な
る
た
め
、
利
害
相
反
関
係
が
生

じ
た
こ
と
が
基
本
的
要
因
と
思
わ
れ
る
。
今
日
こ
の
種
の
財
団

は
合
資
会
社
と
の
複
合
形
態
で
少
な
く
も
三
社
が
知
ら
れ
て
い

る
。
し
か
し
利
点
が
少
く
、
設
立
も
困
難
と
さ
れ
る
（
30
）
。

民
法
公
益
財
団
と
代
替
公
益
財
団

以
上
述
べ
た
企
業
公
益
財
団
は
民
法
公
益
財
団
と
代
替
公
益
財

団
の
い
ず
れ
の
形
態
と
し
て
も
設
立
が
可
能
で
あ
る
。
し
か
し
民

法
公
益
財
団
は
単
一
の
名
称
の
み
で
あ
る
が
、
代
替
公
益
財
団
の

場
合
は
設
立
母
体
の
法
的
形
態
に
対
応
す
る
複
数
の
財
団
名
が
あ

る
。
こ
れ
は
後
述
の
ボ
ッ
シ
ュ
公
益
財
団
有
限
会
社
と
同
工
業
信

託
合
資
会
社
の
二
種
の
代
替
公
益
財
団
形
態
を
理
解
す
る
た
め
に

必
要
な
の
で
以
下
に
特
記
す
る
：

⑴　

公
益
財
団
有
限
会
社　

S
tiftungs-G

m
bH

既
述
の
よ
う
に
こ
れ
ら
の
公
益
財
団
に
は
有
限
会
社
、
株
式

九
三
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第
四
十
八
巻
第
二
号
（
二
〇
一
一
年
十
月
）

（
二
二
六
）

り
企
業
を
財
団
の
形
で
永
続
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

③　

同
族
財
産
の
私
的
利
用

財
団
財
産
の
運
用
収
益
お
よ
び
新
規
寄
付
金
を
同
族
が
私
的

目
的
に
使
用
で
き
る
。
そ
の
使
途
は
定
款
に
明
記
さ
れ
る
が
例

え
ば
子
女
の
教
育
、
結
婚
・
出
産
、
経
済
的
困
難
、
親
族
墓
地

の
維
持
な
ど
に
際
し
て
の
経
済
的
支
援
で
あ
る
（
33
）
。

●　

限
界

以
上
の
よ
う
に
同
族
財
団
は
私
的
目
的
の
た
め
に
の
み
設
立

さ
れ
る
場
合
は
公
益
財
団
に
は
認
め
ら
れ
る
税
優
遇
措
置
が
得

ら
れ
な
い
。
そ
の
結
果
法
人
税
と
財
団
受
益
者
の
所
得
に
対
し

て
三
八
・
三
八
％
の
税
負
担
が
毎
年
生
じ
る
（
34
）
。
さ
ら
に
同
族
財

団
は
無
期
限
に
存
続
す
る
が
自
然
人
と
見
做
さ
れ
、
自
然
人
と

同
様
に
三
〇
年
を
世
代
交
代
時
期
と
し
て
毎
交
代
時
期
に
財
団

の
全
財
産
に
対
し
て
相
続
税
に
代
わ
る
相
続
代
替
税

（E
rbersatzsteuer

）
の
負
担
が
生
じ
る
。
し
か
し
こ
れ
は
通

常
の
一
時
払
い
で
は
な
く
三
〇
年
間
の
分
割
払
い
が
可
能
で
あ

る
の
で
資
金
繰
り
へ
の
影
響
は
少
な
い
。
た
だ
し
年
率

五
・
五
％
の
金
利
支
払
い
が
発
生
す
る
（
35
）
。

2　

私
益
財
団　

P
rivatnützige S

tiftung
同
族
財
団F

am
ilienstiftung

も
既
述
の
公
益
条
件
を
満
た
せ

ば
公
益
財
団
に
な
り
得
る
が
、
私
益
財
団
の
代
表
的
例
と
し
て
取

り
上
げ
ら
れ
る
こ
と
が
多
い
。

い
ず
れ
の
場
合
で
も
こ
の
財
団
形
態
は
以
下
の
目
的
お
よ
び
利

点
を
有
す
る
：

●　

利
点

①　

同
族
財
産
の
維
持

最
大
の
利
点
お
よ
び
目
的
は
同
族
財
産
の
同
族
財
団
へ
の
一

括
移
転
に
よ
る
相
続
に
よ
る
分
割
防
止
と
永
続
化
に
あ
る
。
こ

れ
に
よ
り
同
族
財
団
の
財
産
が
同
族
の
相
続
権
か
ら
絶
縁
さ
れ
、

財
産
分
割
か
ら
完
全
に
保
護
さ
れ
る
。
同
族
財
団
の
成
員
に
は

財
団
の
解
散
権
、
持
分
・
株
式
を
含
む
財
団
財
産
の
第
三
者
へ

の
譲
渡
権
、
議
決
権
、
監
督
権
、
情
報
権
が
与
え
ら
れ
て
い
な
い
。

②　

同
族
に
よ
る
支
配
と
経
営
の
永
続
化

同
族
が
経
営
者
と
し
て
企
業
を
永
続
的
に
支
配
、
経
営
す
る

こ
と
が
で
き
る
。
同
族
に
適
切
な
後
継
者
が
い
な
い
場
合
で
も

同
族
が
経
営
活
動
を
非
同
族
の
経
営
者
に
委
任
す
る
こ
と
に
よ

九
四



ド
イ
ツ
同
族
大
企
業
の
公
益
財
団
と
統
治
機
構
（
吉
森
）

（
二
二
七
）

同
社
の
公
益
財
団
の
目
的
は
商
業
教
育
の
助
成
で
あ
り
、
若
年

者
を
対
象
と
す
る
ケ
ル
ン
大
学
商
学
研
究
所
な
ど
に
お
け
る
商
学

研
究
の
た
め
の
奨
学
金
授
与
な
ど
で
あ
る
。

同
社
二
重
財
団
の
利
点
と
限
界
は
以
下
に
要
約
で
き
よ
う
（
39
）
：

●　

利
点

①　

同
族
企
業
の
永
続
化

同
社
の
公
益
財
団
は
同
族
財
団
兼
事
業
会
社
の
九
五
％
の
持

分
を
保
有
し
こ
れ
に
対
応
す
る
配
当
収
入
に
よ
り
公
益
活
動
資

金
を
確
保
す
る
。
し
か
し
こ
の
持
分
の
議
決
権
は
五
％
な
の
で

事
業
会
社
で
あ
る
ト
リ
ポ
ス
有
限
会
社
へ
の
影
響
力
は
限
定
的

で
あ
る
。
こ
れ
と
は
対
照
的
に
同
族
財
団
が
事
業
会
社
に
保
有

す
る
持
分
は
五
％
と
僅
か
で
あ
る
が
、
そ
の
議
決
権
は
九
五
％

を
占
め
る
の
で
事
業
会
社
を
ほ
ぼ
完
全
に
支
配
で
き
る
。

公
益
財
団
設
立
に
よ
り
事
業
会
社
の
経
営
者
が
同
族
に
よ
り

継
承
さ
れ
る
と
さ
れ
な
い
に
関
わ
ら
ず
、
創
業
者
あ
る
い
は
同

族
の
名
前
と
公
益
事
業
は
永
続
さ
れ
る
。

②　

公
益
財
団
と
同
族
財
団
の
独
立
性

こ
の
よ
う
に
二
重
財
団
の
特
質
は
目
的
の
異
な
る
公
益
財
団

し
か
し
二
重
財
団
で
は
な
く
、
単
独
の
同
族
財
団
が
公
益
財

団
と
し
て
活
動
し
、
認
定
さ
れ
る
こ
と
可
能
で
あ
り
、
そ
の
場

合
は
租
税
通
則
法
上
の
優
遇
措
置
の
対
象
と
な
る
。

3　

二
重
財
団　

D
oppelstiftung

こ
れ
は
既
述
の
公
益
財
団
形
態
の
い
ず
れ
に
も
属
さ
な
い
独
立

し
た
形
態
で
あ
る
。
私
益
財
団
と
し
て
の
同
族
財
団
と
公
益
財
団

の
二
種
の
財
団
と
が
併
設
さ
れ
る
の
で
二
重
財
団
と
称
す
る
。
二

重
財
団
は
以
下
に
示
す
合
理
性
に
よ
り
今
後
大
き
く
発
展
す
る
と

予
測
さ
れ
て
い
る
（
36
）
。
ド
イ
ツ
に
お
い
て
五
〇
〇
か
ら
六
〇
〇
の
同

族
財
団
が
存
在
す
る
と
さ
れ
る
（
37
）
。
こ
の
数
字
は
単
独
の
同
族
財
団

お
よ
び
二
重
財
団
を
形
成
す
る
同
族
財
団
の
双
方
を
含
む
も
の
と

推
定
さ
れ
る
。

ボ
ッ
シ
ュ
社
の
二
重
財
団
は
変
形
型
で
あ
る
の
で
、
以
下
に
理

解
し
や
す
い
純
粋
な
二
重
財
団
の
実
例
を
ト
リ
ポ
ス
有
限
会
社

T
riP
os G

m
bH

に
よ
り
説
明
す
る
（
38
）
。
同
社
は
ド
イ
ツ
最
大
の
格

安
家
具
連
鎖
店
を
経
営
す
る
同
族
企
業
で
あ
り
、
年
商
一
〇
億

ユ
ー
ロ
（
約
一
一
〇
〇
億
円
）、
ド
イ
ツ
全
国
に
八
五
点
の
拠
点

と
従
業
員
五
七
〇
〇
人
を
擁
す
る
。

九
五
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四
十
八
巻
第
二
号
（
二
〇
一
一
年
十
月
）

（
二
二
八
）

と
同
族
財
団
が
組
織
的
に
ほ
ぼ
完
全
に
分
離
さ
れ
る
た
め
、
そ

れ
ぞ
れ
の
独
立
性
と
自
由
度
は
高
い
。

③　

事
業
会
社
の
支
配
と
経
営
権
の
維
持

同
族
財
団
に
よ
り
同
族
が
事
業
会
社
を
支
配
、
経
営
す
る
こ

と
が
で
き
る
。
同
族
に
経
営
者
と
し
て
の
後
継
者
が
い
な
い
場

合
は
外
部
か
ら
の
経
営
者
を
採
用
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

そ
の
場
合
同
族
は
そ
の
監
督
に
あ
た
る
。
し
た
が
っ
て
廃
業
な

い
し
売
却
な
ど
を
せ
ず
、
企
業
を
永
久
に
持
続
さ
せ
る
こ
と
が

可
能
で
あ
る
。
ま
た
子
孫
に
事
業
承
継
を
強
制
す
る
の
で
は
な

く
、
そ
の
人
生
設
計
の
自
由
な
選
択
を
尊
重
で
き
る
。

④　

節
税

同
族
の
企
業
資
産
の
大
部
分
が
公
益
財
団
に
譲
渡
さ
れ
る
結

果
、
同
族
財
団
の
み
を
設
立
す
る
場
合
に
比
較
し
て
相
続
税
、

贈
与
税
そ
の
他
の
節
税
効
果
が
既
述
の
租
税
通
則
法
に
よ
る
優

遇
措
置
に
よ
り
向
上
す
る
。

⑤　

同
族
の
生
活
基
盤

同
族
財
団
に
よ
り
同
族
の
生
計
が
保
障
さ
れ
る
が
、
既
述
の

資料： Organigramm der Gemeinnützigen Peter Pohlmann Stiftung in Die Stiftung, 
Sonderausgabe: Familienunternehmen und Stiftung, März 2010, pp.76-77 に基づき作成

図表 1
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ド
イ
ツ
同
族
大
企
業
の
公
益
財
団
と
統
治
機
構
（
吉
森
）

（
二
二
九
）

の
他
の
教
育
機
関
へ
の
研
究
助
成
で
あ
る
が
、
資
金
提
供
企
業
の

事
業
に
関
連
す
る
課
題
が
多
い
と
さ
れ
る
。
そ
の
他
後
継
者
教
育
、

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
、
児
童
へ
の
企
業
に
関
す
る
教
育
な
ど
が
主

要
助
成
対
象
で
あ
る
。
従
業
員
福
利
厚
生
に
関
し
て
は
幼
児
園
の

建
設
、
従
業
員
の
動
機
付
け
向
上
対
策
、
社
内
余
暇
活
動
へ
の
支

援
な
ど
で
あ
る
（
40
）
。

複
数
回
答
に
よ
り
圧
倒
的
多
数
の
回
答
者
七
一
％
に
と
り
財
団

設
立
の
最
大
の
動
機
は
長
期
に
わ
た
り
創
立
者
の
基
金
が
確
実
に

そ
の
意
思
実
現
の
た
め
に
利
用
さ
れ
る
こ
と
に
あ
っ
た
。
四
三
％

が
死
後
に
お
い
て
創
業
者
自
身
な
い
し
そ
の
子
孫
が
創
業
者
の
生

涯
の
足
跡
を
社
会
貢
献
の
形
で
残
す
こ
と
で
あ
り
、
四
一
％
が
租

税
通
則
法
に
よ
る
優
遇
措
置
を
最
も
魅
力
あ
る
選
択
肢
と
し
て
公

益
財
団
を
選
択
し
た
と
回
答
し
た
。

ド
イ
ツ
財
団
協
会
に
よ
れ
ば
公
益
財
団
創
立
者
の
最
大
の
目
的

は
三
二
％
で
社
会
貢
献
で
あ
り
、
一
五
％
が
教
育
訓
練
と
芸
術
・

文
化
、
一
三
％
科
学
・
研
究
、
五
％
環
境
保
護
で
あ
る
。
私
益
目

的
の
財
団
設
立
は
五
％
で
あ
っ
た
。
そ
の
他
は
様
々
な
目
的
で

あ
っ
た
（
41
）
。

別
の
調
査
に
よ
れ
ば
ド
イ
ツ
同
族
企
業
に
よ
る
公
益
財
団
の
設

立
は
以
下
の
目
的
の
解
決
に
あ
る
と
さ
れ
る
（
42
）
：

よ
う
に
租
税
通
則
法
に
よ
り
公
益
財
団
の
収
入
の
三
分
の
一
は

同
族
の
妥
当
な
生
活
水
準
に
維
持
に
利
用
可
能
で
あ
る
。

⑥　

従
業
員
動
機
付
け
と
誇
り

同
族
財
団
の
従
業
員
の
動
機
付
け
が
向
上
す
る
。
彼
ら
に
同

族
利
益
の
た
め
に
働
く
の
で
は
な
く
、
間
接
的
で
は
あ
る
が
公

益
財
団
を
通
じ
て
社
会
的
福
祉
の
た
め
に
貢
献
す
る
と
い
う
意

識
が
生
じ
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
れ
は
従
業
員
の
誇
り
の
源
泉
と

も
な
り
得
る
。

●　

限
界

二
種
の
組
織
が
必
要
と
な
る
の
で
設
立
と
管
理
が
複
雑
か
つ

費
用
を
要
す
る
。

Ⅳ　

公
益
財
団
の
設
立
動
機

ベ
ル
テ
ル
ス
マ
ン
公
益
財
団
の
調
査
に
よ
れ
ば
、
同
族
企
業
に

よ
る
公
益
財
団
設
立
動
機
は
教
育
支
援
が
最
多
で
九
二
％
、
次
い

で
従
業
員
福
利
厚
生
制
度
が
八
七
％
、
三
番
目
に
環
境
問
題
で

八
一
％
で
あ
る
。
以
下
、
健
康
、
社
会
問
題
、
科
学
研
究
、
政
治
、

ス
ポ
ー
ツ
、
文
化
、
国
際
、
宗
教
と
続
く
。
教
育
支
援
は
大
学
そ
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政
経
研
究　

第
四
十
八
巻
第
二
号
（
二
〇
一
一
年
十
月
）

（
二
三
〇
）

両
社
を
選
択
し
た
根
拠
は
大
同
族
企
業
と
し
て
の
著
名
さ
で
あ
る

が
、
財
団
統
治
が
対
極
に
あ
る
と
言
え
る
程
度
に
異
な
る
こ
と
が

判
明
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
ド
イ
ツ
の
公
益
財
団
の
統
治
機
構
と
そ

の
実
効
性
が
よ
り
鮮
明
に
評
価
で
き
る
と
考
え
る
。

1 　

ロ
ー
ベ
ル
ト
・
ボ
ッ
シ
ュ
公
益
財
団
有
限
会
社 R

obert 
B
osch S

tiftung G
m
bH

同
公
益
財
団
（
以
下
ボ
ッ
シ
ュ
公
益
財
団
）
は
二
〇
〇
九
年
の

財
産
簿
価
五
二
億
五
千
万
€
（
約
六
九
〇
〇
億
円
、
二
〇
〇
九
年

ボ
ッ
シ
ュ
社
年
間
平
均
為
替
レ
ー
ト
： 

一
€
＝
￥
一
三
〇
）
を

有
す
る
ド
イ
ツ
最
大
の
公
益
財
団
で
あ
り
（
43
）
、
そ
の
同
年
公
益
活
動

支
出
額
は
六
四
〇
〇
万
€
（
約
八
億
三
千
万
円
）
に
達
す
る
。
約

一
〇
〇
人
の
職
員
が
年
間
八
〇
〇
件
の
財
団
お
よ
び
外
部
か
ら
の

活
動
案
件
を
処
理
し
て
い
る
（
44
）
。

同
公
益
財
団
に
は
二
つ
の
特
質
が
あ
る
。
第
一
に
公
益
財
団
の

法
的
形
態
が
有
限
会
社
で
あ
る
こ
と
、
第
二
が
二
重
財
団
で
あ
る

こ
と
、
で
あ
る
。

こ
の
公
益
財
団
の
前
身
で
あ
る
ボ
ッ
シ
ュ
財
産
管
理
有
限
会
社

は
一
九
二
一
年
に
設
立
さ
れ
た
。
そ
の
具
体
的
目
的
は
公
衆
衛
生
、

病
院
経
営
、
臨
床
薬
学
、
臨
床
医
学
史
を
中
心
と
し
、
国
際
理
解
、

●　

同
族
支
配
と
企
業
独
立
性
の
永
続
化

●　

社
会
的
貢
献
と
会
社
へ
の
信
頼
性
向
上

●　

後
継
経
営
者
・
財
産
相
続
問
題
の
解
決

●　

同
族
企
業
財
産
の
相
続
分
割
に
よ
る
散
逸
防
止

●　

同
族
統
治
と
企
業
統
治
の
統
合
性
実
現

●　

創
業
者
の
偉
業
の
永
続
的
記
念

●　

創
業
者
の
経
営
理
念
・
企
業
文
化
の
堅
持

●　

同
族
の
生
活
水
準
の
維
持
、
確
保

●　

相
続
税
そ
の
他
の
節
税

そ
の
他
共
同
決
定
法
の
適
用
除
外
、
開
示
義
務
の
軽
減
、
同
族

出
資
者
の
法
的
リ
ス
ク
軽
減
（
合
資
会
社
の
場
合
）、
所
有
と
経

営
と
の
統
合
・
分
離
の
選
択
、
同
族
結
束
力
の
永
続
化
、
証
券
市

場
に
よ
る
追
加
的
資
金
調
達
な
い
し
株
式
公
開
（
上
記
の
合
資
会

社
に
お
け
る
無
限
責
任
出
資
者
と
し
て
の
公
益
財
団
）
な
ど
が
挙

げ
ら
れ
る
。

Ⅴ　

事
例

以
下
に
ド
イ
ツ
の
代
表
的
な
大
同
族
企
業
二
社
の
設
立
に
よ
る

公
益
財
団
に
つ
い
て
、
そ
の
統
治
構
造
の
実
態
を
比
較
分
析
す
る
。

九
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ド
イ
ツ
同
族
大
企
業
の
公
益
財
団
と
統
治
機
構
（
吉
森
）

（
二
三
一
）

創
業
者
ボ
ッ
シ
ュ
の
企
業
理
念

今
日
に
至
る
ま
で
継
承
さ
れ
て
い
る
創
業
者
の
企
業
理
念
の
二

つ
の
柱
の
一
つ
は
企
業
の
財
務
独
立
性fi nanzielle U

nabhängikeit

で
あ
る
。
同
社
の
有
限
会
社
の
法
的
形
態
は
株
式
市
場
と
金
融
機

関
に
依
存
せ
ず
、
主
と
し
て
自
社
の
可
処
分
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー

に
よ
り
成
長
を
遂
げ
た
こ
と
を
象
徴
す
る
。
ボ
ッ
シ
ュ
は
死
去
の

四
年
前
の
三
八
年
、
遺
言
と
彼
の
後
継
者
へ
向
け
た
企
業
理
念
を

策
定
し
た
。
す
な
わ
ち
：

「
私
の
心
か
ら
の
願
望
は
ロ
ー
ベ
ル
ト
・
ボ
ッ
シ
ュ
有
限
会

社
が
代
々
に
わ
た
り
可
能
な
限
り
長
期
に
持
続
し
、
い
か
な
る

時
も
そ
の
財
務
的
独
立
性
を
確
保
し
、
自
主
独
立
を
堅
持
し
、

行
動
力
を
発
揮
す
る
こ
と
で
あ
る
（
48
）
」。

そ
し
て
社
会
的
責
任G

esellschaftliche V
erantw

ortung

を

二
つ
目
の
基
本
理
念
と
し
て
「
ボ
ッ
シ
ュ
家
の
子
孫
が
末
永
く
会

社
と
一
体
化
し
、
会
社
の
利
益
の
一
部
を
公
益
の
た
め
に
使
用
す

る
こ
と
で
あ
る
」
と
表
明
し
た
（
49
）
。

こ
れ
は
以
下
に
示
す
自
社
の
従
業
員
の
労
働
条
件
の
改
善
の
延

長
線
に
あ
っ
た
。

教
育
、
芸
術
・
文
化
、
人
文
・
社
会
・
自
然
科
学
の
研
究
・
教
育

に
わ
た
り
、
今
日
ま
で
継
承
さ
れ
て
い
る
。

事
業
会
社
と
し
て
の
ボ
ッ
シ
ュ
社
は
創
業
者
ロ
ー
ベ
ル
ト
・

ボ
ッ
シ
ュ
（
一
八
六
一
〜
一
九
四
二
）
に
よ
り
一
八
八
六
年
に
設

立
さ
れ
た
。
自
動
車
用
エ
ン
ジ
ン
に
不
可
欠
の
点
火
プ
ラ
グ
の
革

新
と
生
産
か
ら
出
発
し
て
、
自
動
車
機
器
を
中
心
と
し
て
電
動
工

具
、
家
電
、
包
装
機
器
、
産
業
技
術
な
ど
へ
多
角
化
を
進
め
今
日

に
至
る
。
有
限
会
社
で
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
自
動
車
機
器
に
お

け
る
世
界
最
大
級
の
企
業
で
あ
り
、
二
〇
一
〇
年
世
界
従
業
員
数

二
七
万
人
、
売
上
高
約
三
八
二
億
ユ
ー
ロ
（
約
五
兆
円
）
を
計
上

し
た
（
45
）
。

以
下
に
「
ボ
ッ
シ
ュ
」
な
る
名
称
は
創
業
者
ロ
ー
ベ
ル
ト
・

ボ
ッ
シ
ュ
、
ま
た
は
同
社
の
四
種
の
利
害
関
係
者
の
総
体
を
意
味

す
る
。
こ
れ
ら
利
害
関
係
者
と
は
ボ
ッ
シ
ュ
公
益
財
団
、
事
業
会

社
で
あ
る
ロ
ー
ベ
ル
ト
・
ボ
ッ
シ
ュ
有
限
会
社
（
46
）（
以
下
ボ
ッ
シ
ュ

有
限
会
社
）、
こ
の
事
業
会
社
の
最
高
意
思
決
定
機
関
・
監
督
機

関
で
あ
る
ロ
ー
ベ
ル
ト
・
ボ
ッ
シ
ュ
工
業
信
託
合
資
会
社
（
47
）（
以
下

ボ
ッ
シ
ュ
信
託
合
資
会
社
）、
そ
し
て
ボ
ッ
シ
ュ
同
族
、
に
よ
り

構
成
さ
れ
る
。

九
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政
経
研
究　

第
四
十
八
巻
第
二
号
（
二
〇
一
一
年
十
月
）

（
二
三
二
）

じ
」（“V
ater B

osch ”

）
と
呼
ん
だ
（
52
）
。

彼
の
社
会
的
責
任
理
念
の
思
想
的
源
泉
は
社
会
主
義
に
あ
る
。

そ
れ
は
二
三
歳
時
の
ア
メ
リ
カ
で
の
労
働
者
と
し
て
の
経
験
に
よ

る
。
ボ
ッ
シ
ュ
は
一
八
八
四
│
五
年
約
一
年
ア
メ
リ
カ
で
働
き
、

労
働
組
合
に
加
盟
し
、
シ
カ
ゴ
地
域
に
多
い
ド
イ
ツ
系
移
民
労
働

者
が
劣
悪
な
労
働
条
件
で
働
か
さ
れ
、
そ
の
改
善
を
要
求
す
る
多

く
の
デ
モ
参
加
者
が
警
察
の
銃
弾
の
犠
牲
と
な
る
状
況
を
体
験
し

た
（
53
）
。
こ
の
一
労
働
者
と
し
て
の
過
酷
な
経
験
を
通
じ
て
彼
は
社
会

主
義
に
開
眼
し
た
。
そ
れ
は
ア
メ
リ
カ
か
ら
婚
約
者
に
送
っ
た
手

紙
の
中
で
「
私
は
社
会
主
義
者
で
あ
る
」
と
宣
言
す
る
ま
で
信
条

と
な
っ
た
。
ボ
ッ
シ
ュ
の
従
業
員
の
目
線
か
ら
の
福
祉
政
策
と
社

会
的
責
任
理
念
は
こ
の
体
験
と
政
治
的
信
条
に
よ
り
理
解
さ
れ
ね

ば
な
ら
な
い
。

第
一
次
大
戦
後
直
後
に
お
い
て
ボ
ッ
シ
ュ
は
偶
然
同
じ
集
合
住

宅
に
住
む
穏
健
改
革
派
社
会
主
義
者
で
あ
る
カ
ー
ル
・
カ
ウ
ツ

キ
ー
と
一
時
的
で
は
あ
る
が
家
族
的
親
交
が
あ
っ
た
。
ま
た
社
会

民
主
党
Ｓ
Ｐ
Ｄ
の
党
員
で
は
な
か
っ
た
が
選
挙
資
金
を
寄
付
す
る

な
ど
そ
の
支
援
者
で
あ
っ
た
。
し
か
し
一
九
一
二
年
同
党
幹
部
の

扇
動
に
よ
る
ス
ト
ラ
イ
キ
が
ボ
ッ
シ
ュ
の
工
場
で
勃
発
し
、
同
党

と
の
関
係
を
清
算
し
た
。
そ
の
後
は
自
由
主
義
左
派
の
ド
イ
ツ
民

従
業
員
福
祉
政
策

ボ
ッ
シ
ュ
社
は
ク
ル
ッ
プ
、
光
学
機
器
の
ツ
ァ
イ
ス
と
並
び
、

従
業
員
福
祉
を
重
視
す
る
人
事
・
労
務
政
策
に
よ
り
ド
イ
ツ
の
模

範
的
大
同
族
企
業
と
し
て
著
名
で
あ
る
。
し
か
し
そ
の
政
策
は

一
九
世
紀
に
一
般
的
な
上
か
ら
下
へ
の
一
方
的
・
温
情
的
性
格
で

は
な
く
、
あ
く
ま
で
も
従
業
員
の
自
主
独
立
を
尊
重
す
る
形
で
な

さ
れ
た
。
た
と
え
ば
創
業
者
は
従
業
員
用
の
社
宅
を
建
設
し
な

か
っ
た
理
由
を
、「
そ
の
よ
う
な
こ
と
を
す
れ
ば
従
業
員
は
労
使

関
係
に
お
い
て
（
経
営
者
に
対
す
る
）
自
由
度
を
失
う
こ
と
に
な

る
」
と
述
べ
た
と
さ
れ
る
（
50
）
。
他
方
で
彼
は
中
世
の
富
豪
企
業
家

フ
ッ
ガ
ー
と
同
様
に
地
域
の
住
宅
困
窮
者
の
た
め
に
は
集
合
住
宅

を
建
設
し
た
。

ボ
ッ
シ
ュ
は
一
九
〇
六
年
に
は
八
時
間
労
働
を
導
入
し
、
一
〇

年
に
は
週
五
日
制
と
有
給
休
暇
の
導
入
、
一
二
年
に
は
賃
金
が
地

域
の
精
密
機
械
産
業
の
平
均
を
六
二
・
四
％
上
回
っ
て
い
た
。

二
七
年
に
は
会
社
が
拠
出
金
を
全
額
負
担
し
、
勤
続
一
〇
年
以
上
、

四
〇
歳
以
上
の
従
業
員
を
対
象
と
す
る
年
金
制
度
と
遺
族
年
金
制

度
を
開
始
し
た
。
こ
れ
ら
を
快
く
思
わ
な
い
他
社
所
有
経
営
者
は

彼
を
「
赤
い
ボ
ッ
シ
ュ
」（“der rote B

osch ”

）
と
揶
揄
し
た
（
51
）
。

し
か
し
現
場
の
従
業
員
ら
は
日
常
的
会
話
で
「
ボ
ッ
シ
ュ
お
や

一
〇
〇



ド
イ
ツ
同
族
大
企
業
の
公
益
財
団
と
統
治
機
構
（
吉
森
）

（
二
三
三
）

一
九
二
一
年
│
ボ
ッ
シ
ュ
財
産
管
理
有
限
会
社

戦
中
、
戦
後
の
上
記
活
動
を
通
じ
て
、
ボ
ッ
シ
ュ
は
同
族
間
の

争
い
の
可
能
性
を
排
除
し
、
企
業
の
長
期
的
持
続
と
成
功
を
確
保

す
る
た
め
の
方
策
を
模
索
し
続
け
た
。
そ
の
第
一
段
階
と
し
て

一
九
二
一
年
ボ
ッ
シ
ュ
は
将
来
の
公
益
活
動
を
も
統
合
す
る
会
社

と
し
て
ボ
ッ
シ
ュ
財
産
管
理
有
限
会
社
（
56
）
を
設
立
し
た
。
こ
れ
が
今

日
の
ボ
ッ
シ
ュ
公
益
財
団
の
前
身
で
あ
る
。
第
二
段
階
は
戦
中

一
七
年
設
立
の
ボ
ッ
シ
ュ
株
式
会
社
の
有
限
会
社
へ
の
転
換
で

あ
っ
た
。
こ
の
た
め
ボ
ッ
シ
ュ
は
経
営
者
保
有
の
株
式
を
買
い
戻

し
、
三
七
年
に
有
限
会
社
に
改
組
し
た
。

一
九
三
八
年
│
遺
言
策
定

既
述
の
よ
う
に
ボ
ッ
シ
ュ
は
死
去
の
四
年
前
に
彼
の
後
継
者
へ

向
け
た
基
本
方
針
の
中
で
会
社
の
永
続
性
、
財
務
的
独
立
を
強
調

し
た
。
同
時
に
ボ
ッ
シ
ュ
は
最
も
信
頼
す
る
七
人
の
同
社
経
営
者

を
遺
言
執
行
者
に
指
名
し
、
こ
れ
ら
に
遺
言
の
執
行
を
委
ね
た
。

そ
れ
に
よ
り
ボ
ッ
シ
ュ
の
死
後
、
法
定
期
間
三
〇
年
以
内
に
ロ
ー

ベ
ル
ト
・
ボ
ッ
シ
ュ
有
限
会
社
の
持
分
を
公
益
財
団
の
前
駆
組
織

と
し
て
の
上
記
ボ
ッ
シ
ュ
財
産
管
理
有
限
会
社
へ
譲
渡
す
べ
き
か
、

す
る
と
す
れ
ば
そ
の
期
日
を
決
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た
（
57
）
。

主
党
Ｄ
Ｄ
Ｐ
を
支
援
し
、
同
党
の
フ
リ
ー
ド
リ
ヒ
・
ナ
ウ
マ
ン
帝

国
議
会
議
員
が
ベ
ル
リ
ン
に
設
立
し
た
政
治
学
大
学
の
校
舎
を
寄

贈
し
た
。
ナ
ウ
マ
ン
は
ワ
イ
マ
ー
ル
憲
法
に
お
け
る
基
本
権
の
制

定
に
多
大
な
貢
献
を
し
た
人
物
で
あ
る
。
そ
の
第
一
四
条
第
二
項

所
有
権
の
社
会
的
責
任
条
項
は
今
日
の
共
同
決
定
制
度
の
憲
法
上

の
根
拠
と
な
っ
て
い
る
（
54
）
。

公
益
・
人
道
的
活
動
の
実
践

ボ
ッ
シ
ュ
は
公
益
財
団
を
設
立
す
る
以
前
に
公
益
活
動
を
展
開

し
て
い
た
。
そ
の
最
初
の
事
業
は
一
九
一
〇
年
代
に
お
け
る
ホ
メ

オ
パ
シ
ー
病
院
と
結
核
療
養
所
の
建
設
で
あ
る
。
一
四
年
勃
発
の

第
一
次
世
界
大
戦
以
前
に
資
金
を
手
当
し
、
既
に
土
台
工
事
が
終

了
し
て
い
た
。
し
か
し
戦
争
開
始
に
よ
り
戦
後
の
二
一
年
に
完
成

し
た
。
ま
た
ボ
ッ
シ
ュ
は
ネ
ッ
カ
ー
河
運
河
の
建
設
を
地
域
経
済

発
展
の
た
め
に
よ
り
緊
急
と
考
え
、
戦
時
中
に
得
た
特
需
利
益
を

そ
の
た
め
に
投
入
し
た
。

そ
の
後
、
既
述
の
低
所
得
者
用
集
合
住
宅
、
ナ
チ
ス
時
代
に
は

ユ
ダ
ヤ
人
の
た
め
の
国
外
脱
出
資
金
の
援
助
が
秘
密
裏
に
危
険
を

冒
し
て
な
さ
れ
た
。
そ
の
他
、
シ
ュ
ツ
ッ
ト
ガ
ル
ト
大
学
な
ど
へ

の
寄
付
金
提
供
な
ど
、
三
〇
以
上
の
公
益
事
業
を
実
現
し
た
（
55
）
。

一
〇
一
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経
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第
四
十
八
巻
第
二
号
（
二
〇
一
一
年
十
月
）

（
二
三
四
）

し
か
し
議
決
権
が
理
由
な
く
無
条
件
で
他
の
法
人
に
譲
渡
さ
れ

る
こ
と
は
考
え
難
い
。
ま
た
信
託
会
社
は
信
託
契
約
無
し
で
存
在

し
得
な
い
。
こ
の
信
託
契
約
に
関
す
る
ボ
ッ
シ
ュ
社
に
よ
る
会
社

の
公
表
資
料
は
調
べ
た
範
囲
で
は
皆
無
で
あ
る
。
お
そ
ら
く
ボ
ッ

シ
ュ
財
産
管
理
有
限
会
社
を
委
託
者
と
し
、
ボ
ッ
シ
ュ
信
託
合
資

会
社
を
受
託
者
と
す
る
信
託
契
約
が
締
結
さ
れ
た
で
あ
ろ
う
。
こ

の
信
託
契
約
に
よ
り
議
決
権
譲
渡
の
反
対
給
付
と
し
て
、
ボ
ッ

シ
ュ
信
託
合
資
会
社
が
ボ
ッ
シ
ュ
財
産
管
理
有
限
会
社
の
代
理
人

と
し
て
事
業
会
社
ボ
ッ
シ
ュ
有
限
会
社
に
対
す
る
最
高
意
思
決

定
・
監
督
権
を
行
使
す
る
と
推
定
さ
れ
る
。
六
九
年
ボ
ッ
シ
ュ
財

産
管
理
有
限
会
社
は
そ
の
公
益
財
団
と
し
て
の
使
命
を
明
確
に
す

る
た
め
に
ロ
ー
ベ
ル
ト
・
ボ
ッ
シ
ュ
公
益
財
団
有
限
会
社
へ
改
名

さ
れ
、
今
日
に
至
る
。
以
上
の
組
織
関
係
は
創
業
者
ボ
ッ
シ
ュ
に

よ
り
遺
言
に
規
定
さ
れ
て
お
り
、
六
四
年
の
財
団
設
立
以
来
変
更

さ
れ
て
い
な
い
。

ボ
ッ
シ
ュ
社
の
二
重
財
団

上
記
の
ボ
ッ
シ
ュ
公
益
財
団
と
ボ
ッ
シ
ュ
信
託
合
資
会
社
よ
り

構
成
さ
れ
る
二
重
財
団
は
ド
イ
ツ
で
は
広
く
知
ら
れ
て
お
り
、
二

重
財
団
の
説
明
に
し
ば
し
ば
紹
介
さ
れ
る
。
し
か
し
既
述
ト
リ
ポ

四
二
年
三
月
彼
の
死
後
こ
れ
ら
遺
言
執
行
者
は
遺
産
の
管
理
業
務

を
開
始
し
、
ナ
チ
ス
の
介
入
を
回
避
し
、
第
二
次
大
戦
後
の
混
乱

を
乗
り
切
っ
た
。

一
九
六
四
年
│
公
益
財
団
ボ
ッ
シ
ュ
財
産
管
理
有
限
会
社
の

設
立
│
六
九
年
ボ
ッ
シ
ュ
公
益
財
団
有
限
会
社
へ
の
改
名

戦
後
に
業
績
が
回
復
し
、
安
定
し
た
こ
の
時
期
に
今
日
の
ボ
ッ

シ
ュ
公
益
財
団
を
中
心
と
す
る
組
織
関
係
が
遺
言
執
行
者
ら
に
よ

り
確
定
さ
れ
た
。

こ
れ
に
よ
り
今
日
の
ボ
ッ
シ
ュ
有
限
会
社
の
資
本
金
一
二
億

ユ
ー
ロ
の
持
分
比
率
は
以
下
と
な
っ
て
い
る
：

ボ
ッ
シ
ュ
の
意
思
に
基
づ
き
遺
言
執
行
者
ら
に
よ
る
要
請
に
よ

り
、
ボ
ッ
シ
ュ
同
族
の
保
有
す
る
事
業
会
社
ボ
ッ
シ
ュ
有
限
会
社

の
持
分
は
上
記
に
よ
り
移
譲
さ
れ
た
。
こ
れ
に
基
づ
き
六
四
年
公

益
財
団
ボ
ッ
シ
ュ
財
産
管
理
有
限
会
社
は
公
益
活
動
を
開
始
し
た
。

同
時
に
ボ
ッ
シ
ュ
財
産
管
理
有
限
会
社
は
持
分
に
付
随
す
る

九
三
％
の
議
決
権
を
新
設
の
ボ
ッ
シ
ュ
信
託
合
資
会
社
へ
譲
渡
し

た
。
こ
の
結
果
上
記
の
よ
う
に
ボ
ッ
シ
ュ
信
託
合
資
会
社
は
持
分

〇
・
〇
一
％
に
関
わ
ら
ず
、
こ
の
議
決
権
に
よ
り
ボ
ッ
シ
ュ
有
限

会
社
を
支
配
で
き
る
。

一
〇
二



ド
イ
ツ
同
族
大
企
業
の
公
益
財
団
と
統
治
機
構
（
吉
森
）

（
二
三
五
）

で
は
な
く
、
こ
れ
ら
の
代
替
財
団
形
態
が
選
択
さ
れ
た
の
か
の
説

明
が
必
要
で
あ
る
。
そ
の
理
由
は
創
業
者
ロ
ー
ベ
ル
ト
・
ボ
ッ

シ
ュ
が
公
的
監
督
機
関
に
よ
る
民
法
上
の
公
益
財
団
の
監
督
の
範

囲
と
厳
格
さ
に
つ
い
て
不
信
を
抱
い
て
い
た
た
め
で
あ
る
。
公
益

財
団
設
立
を
遺
言
に
明
示
す
る
一
九
三
八
年
に
お
い
て
公
益
財
団

に
対
す
る
監
督
機
能
は
初
期
的
段
階
に
あ
っ
た
。
こ
の
た
め
ボ
ッ

シ
ュ
は
慎
重
を
期
し
て
監
督
機
関
に
よ
る
認
定
と
監
督
の
対
象
と

は
な
ら
な
い
有
限
会
社
法
に
よ
る
公
益
会
社
を
選
択
し
た
（
59
）
。
同
じ

理
由
に
よ
り
同
族
財
団
の
内
部
機
関
の
構
成
員
に
対
す
る
監
督
機

関
の
介
入
可
能
性
を
回
避
す
る
た
め
、
民
法
上
の
同
族
財
団
で
は

な
く
信
託
法
お
よ
び
合
資
会
社
法
が
適
用
さ
れ
る
ボ
ッ
シ
ュ
信
託

合
資
会
社
が
選
択
さ
れ
た
（
60
）
。

以
下
に
各
利
害
関
係
者
間
の
関
係
と
内
部
組
織
に
つ
い
て
検
討

す
る
。

⑴　

ボ
ッ
シ
ュ
公
益
財
団
有
限
会
社

ボ
ッ
シ
ュ
公
益
財
団
は
設
立
会
社
で
あ
る
ボ
ッ
シ
ュ
有
限
会

社
の
資
本
の
九
二
％
を
有
し
、
こ
れ
に
相
当
す
る
配
当
収
入
が

財
団
の
活
動
資
金
と
な
る
。
し
か
し
議
決
権
は
皆
無
な
の
で
設

立
会
社
に
対
す
る
議
決
権
に
よ
る
法
的
影
響
力
は
無
い
。
す
な

ス
社
の
標
準
的
形
態
と
は
異
な
る

一
変
形
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
公
益

財
団
の
法
的
形
態
が
公
益
有
限
会

社G
em
einnützige G

m
bH

で
あ

り
、
ボ
ッ
シ
ュ
信
託
合
資
会
社
は

同
族
財
団
に
相
当
す
る
と
言
え
る
。

そ
の
根
拠
は
第
一
に
ボ
ッ
シ
ュ
信

託
合
資
会
社
に
お
い
て
同
族
代
表

ク
リ
ス
ト
フ
・
ボ
ッ
シ
ュ
が
有
限

出
資
者
で
あ
る
か
ら
で
あ
る
。
第

二
に
ボ
ッ
シ
ュ
信
託
合
資
会
社
に

譲
渡
さ
れ
た
議
決
権
は
も
と
も
と

ボ
ッ
シ
ュ
家
相
続
者
が
ボ
ッ
シ
ュ

公
益
財
団
へ
譲
渡
し
た
財
産
に
由

来
す
る
た
め
だ
か
ら
で
あ
る
。

し
た
が
っ
て
ボ
ッ
シ
ュ
の
組
織
関

係
は
実
態
的
に
は
「
典
型
的
な

二
重
財
団
」（“eine klassische 

D
oppelstiftung （58

）”

）
と
さ
れ
る
。

次
に
な
ぜ
民
法
上
の
公
益
財
団

持分比率％ 議決権％

ボッシュ公益財団有限会社 約　92.00 0

ボ ッ シ ュ 同 族 7.99✶ 7

ボッシュ工業信託合資会社 0.01 93

合　　　計 100.00 100
資料：ボッシュ公益財団ホームページwww.bosch-stiftung.de/content/language1/html/3290.asp
✶上記ホームページによれば 7であるが、それでは合計が 100％にならない。

一
〇
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四
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八
巻
第
二
号
（
二
〇
一
一
年
十
月
）

（
二
三
六
）

わ
ち
公
益
財
団
と
し
て
の
設
立
会
社
か
ら
の
独
立
性
は
高
い
。

ボ
ッ
シ
ュ
公
益
財
団
の
九
人
よ
り
構
成
さ
れ
る
評
議
員
会

K
uratorium

の
会
長
お
よ
び
評
議
員
は
外
部
者
で
あ
る
。
し

か
し
創
業
者
の
意
思
に
従
い
ボ
ッ
シ
ュ
家
代
表
と
し
て
創
業
者

の
孫
ク
リ
ス
ト
フ
・
ボ
ッ
シ
ュ
と
他
に
一
人
の
同
族
が
委
員
と

し
て
参
画
し
て
お
り
、
創
業
者
の
意
思
の
実
現
を
監
督
で
き
る
。

⑵　

ボ
ッ
シ
ュ
工
業
信
託
合
資
会
社

ボ
ッ
シ
ュ
社
全
体
に
お
け
る
統
治
機
構
と
し
て
最
重
要
の
権

限
と
地
位
を
有
す
る
組
織
体
が
こ
の
合
資
会
社
で
あ
る
。
同
社

は
事
業
会
社
ボ
ッ
シ
ュ
有
限
会
社
の
最
高
意
思
決
定
機
関
お
よ

び
監
督
機
関
で
あ
る
が
、
そ
の
役
割
は
判
で
捺
し
た
よ
う
に

「
経
営
者
的
出
資
者
機
能
」“unternehm

erische 
G
esellschafterfunktion ”

の
二
語
の
み
で
説
明
さ
れ
、
そ
れ

以
上
の
詳
細
は
調
べ
た
限
り
で
は
公
表
さ
れ
て
い
な
い
（
61
）
。
た
し

か
に
そ
の
構
成
員
一
〇
名
は
す
べ
て
「
出
資
者
」
で
あ
り
、
二

名
が
無
限
責
任
出
資
者
で
、
残
り
八
人
が
有
限
責
任
出
資
者
で

あ
る
。
ま
た
従
業
員
・
労
働
組
合
代
表
役
員
が
存
在
せ
ず
、
全

員
が
ボ
ッ
シ
ュ
有
限
会
社
の
監
査
役
会
会
長
と
副
会
長
、
業
務

執
行
最
高
責
任
者
と
次
席
業
務
執
行
責
任
者
お
よ
び
実
質
的
に

注：信託契約の破線は著者による推定を示す。本文参照。
資料：www.bosch-stiftung.de/content/language1/html/389.asp その他に基づき作成。

図表 2
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ド
イ
ツ
同
族
大
企
業
の
公
益
財
団
と
統
治
機
構
（
吉
森
）

（
二
三
七
）

以
上
に
よ
り
ボ
ッ
シ
ュ
工
業
信
託
合
資
会
社
の
意
義
は
資
本

側
代
表
お
よ
び
経
営
陣
に
と
っ
て
は
さ
ら
に
強
化
さ
れ
た
と
考

え
ら
れ
る
。

以
上
の
状
況
に
基
づ
き
、
ボ
ッ
シ
ュ
工
業
信
託
合
資
会
社
の

特
質
、
構
成
員
、
目
的
は
以
下
の
よ
う
に
推
測
で
き
る
：

①　

特
質

●　

非
公
式
の
監
査
役
会

合
資
会
社
の
法
的
形
態
を
有
す
る
が
実
態
は
一
種
の
非
公
式

監
査
役
会
で
あ
る
。

●　

共
同
決
定
法
抜
き
の
監
査
役
会

共
同
決
定
法
抜
き
の
監
査
役
会
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
従
業

員
・
労
働
組
合
代
表
一
〇
名
が
出
席
し
な
い
。
つ
ま
り
日
米
英

仏
の
単
層
型
取
締
役
と
変
わ
る
と
こ
ろ
が
な
い
。

②　

構
成
員

無
限
責
任
出
資
者
は
出
資
者
総
会
議
長
と
し
て
全
出
資
者
を

代
表
す
る
ボ
ッ
シ
ュ
有
限
会
社
のS

choll

監
査
役
会
会
長
と

同
監
査
役
会T

odenhöfer

役
員
で
あ
る
。
二
人
の
前
職
は
そ

こ
れ
ら
に
よ
り
招
聘
さ
れ
た
社
外
役
員
な
の
で
「
純
経
営
者

的
」
で
あ
る
。

ボ
ッ
シ
ュ
工
業
信
託
合
資
会
社
の
存
在
理
由
を
理
解
す
る
た

め
に
は
ボ
ッ
シ
ュ
公
益
財
団
が
設
立
さ
れ
た
一
九
六
四
年
に
お

い
て
ボ
ッ
シ
ュ
有
限
会
社
が
五
二
年
制
定
の
経
営
組
織
法
（
62
）
に
よ

る
共
同
決
定
制
度
の
適
用
下
に
あ
っ
た
事
実
を
知
る
こ
と
が
重

要
で
あ
る
。
そ
れ
に
よ
れ
ば
監
査
役
会
の
規
模
は
資
本
金
に
よ

り
決
定
さ
れ
、
最
大
二
一
人
で
そ
の
構
成
は
資
本
側
役
員
一
四

人
、
労
働
側
役
員
七
人
と
定
め
ら
れ
て
い
た
。
同
社
は
こ
の
規

模
に
該
当
し
た
と
推
定
さ
れ
る
。

今
日
同
社
は
一
九
七
六
年
共
同
決
定
法
の
適
用
対
象
企
業
で

あ
り
、
監
査
役
会
は
資
本
側
役
員
一
〇
人
、
労
働
側
役
員
一
〇

人
、
計
二
〇
人
よ
り
構
成
さ
れ
る
。
議
決
権
は
な
い
が
執
行
役

会
役
員
も
、
監
査
役
会
に
出
席
す
る
の
が
ド
イ
ツ
で
は
一
般
的

慣
行
で
あ
り
、
こ
れ
に
事
務
局
管
理
者
を
入
れ
れ
ば
総
勢
三
〇

人
近
く
の
会
議
体
と
な
る
。
ボ
ッ
シ
ュ
有
限
会
社
は
非
公
開
会

社
で
あ
る
の
で
監
査
役
会
の
法
定
開
催
回
数
は
最
低
半
年
に
一

回
、
年
二
回
（
株
式
法
一
一
〇
条
三
項
、
公
開
会
社
は
各
二
回
、

計
四
回
）
と
少
な
い
。
ボ
ッ
シ
ュ
有
限
会
社
に
お
け
る
開
催
回

数
は
公
開
会
社
で
な
い
の
で
公
表
さ
れ
て
い
な
い
。

一
〇
五



政
経
研
究　

第
四
十
八
巻
第
二
号
（
二
〇
一
一
年
十
月
）

（
二
三
八
）

●　

適
時
・
迅
速
な
意
思
決
定
と
そ
の
実
行

従
業
員
・
労
働
組
合
代
表
が
出
席
し
な
い
一
〇
人
の
構
成
員

の
会
議
で
あ
り
、
詳
細
な
討
議
が
可
能
で
あ
り
、
か
つ
結
論
が

必
要
に
応
じ
て
迅
速
に
得
ら
れ
る
。
業
務
執
行
責
任
者
二
人
の

出
席
に
よ
り
決
議
は
迅
速
に
実
行
さ
れ
る
と
推
測
さ
れ
る
。

●　

経
営
者
の
み
の
自
由
な
会
議
体

従
業
員
・
労
働
組
合
代
表
が
出
席
す
る
正
式
・
法
的
監
査
役

会
会
議
と
比
較
し
て
、
よ
り
自
由
に
経
営
者
的
観
点
か
ら
討
議

が
で
き
る
。
特
に
生
産
能
力
の
海
外
移
転
な
ど
の
従
業
員
・
労

働
組
合
代
表
が
反
対
す
る
よ
う
な
問
題
に
つ
い
て
も
経
営
者
の

視
点
か
ら
検
討
で
き
る
。

●　

容
易
な
会
議
開
催

必
要
に
応
じ
て
会
議
の
招
集
が
可
能
で
あ
り
、
緊
急
事
態
や

経
営
状
況
の
変
化
に
機
敏
に
対
応
で
き
る
。
監
査
役
会
の
法
的

開
催
回
数
は
上
記
の
よ
う
に
少
な
く
、
こ
れ
で
は
緊
急
な
意
思

決
定
は
ほ
ぼ
不
可
能
で
あ
る
。

れ
ぞ
れ
ボ
ッ
シ
ュ
有
限
会
社
の
最
高
業
務
執
行
責
任
者
と
次
席

業
務
執
行
責
任
者
で
あ
る
。
他
の
八
人
は
有
限
責
任
出
資
者
で

あ
り
、
同
族
代
表
と
ボ
ッ
シ
ュ
有
限
会
社
の
監
査
役
会
役
員
三

人
（
元
Ｕ
Ｂ
Ｓ
銀
行
頭
取
、
チ
ュ
ー
リ
ヒ
工
科
大
学
学
長
、

V
attennfall

社
Ｃ
Ｅ
Ｏ
）
と
監
査
役
会
役
員
を
兼
務
し
な
い

外
部
出
資
者
二
人
（
Ｂ
Ａ
Ｓ
Ｆ
執
行
役
会
会
長
と
流
通
大
手
の

O
tto

グ
ル
ー
プ
の
監
査
役
会
会
長
）
そ
し
て
ボ
ッ
シ
ュ
有
限

会
社
のF

ehrenbach

最
高
業
務
執
行
責
任
者
とD
ais

次
席

業
務
執
行
責
任
者
、
で
あ
る
。

以
上
に
よ
り
ボ
ッ
シ
ュ
有
限
会
社
の
役
員
経
験
者
を
内
部
者

と
し
、
そ
れ
以
外
を
外
部
者
と
定
義
す
れ
ば
、
上
記
の
構
成
員

は
内
部
者
四
人
、
外
部
者
五
人
で
あ
る
。
同
族
代
表
を
い
ず
れ

に
す
る
か
が
問
題
と
な
る
が
、
外
部
者
と
し
て
扱
う
の
が
適
切

で
あ
る
。
同
族
代
表
は
公
益
財
団
の
評
議
員
会
委
員
と
し
て
事

業
会
社
の
監
査
役
会
お
よ
び
業
務
執
行
責
任
者
を
監
督
す
る
立

場
に
あ
る
か
ら
で
あ
る
。

③　

設
立
動
機

以
上
に
よ
り
ボ
ッ
シ
ュ
信
託
合
資
会
社
の
設
立
動
機
は
以
下

に
推
測
さ
れ
よ
う
。

一
〇
六



ド
イ
ツ
同
族
大
企
業
の
公
益
財
団
と
統
治
機
構
（
吉
森
）

（
二
三
九
）

シ
ュ
有
限
会
社
の
執
行
役
会
は
自
社
の
監
査
役
会
の
監
督
下
に
お

か
れ
、
自
社
の
監
査
役
会
は
さ
ら
に
上
記
ボ
ッ
シ
ュ
信
託
合
資
会

社
の
監
督
下
に
お
か
れ
る
こ
と
に
な
る
。
す
な
わ
ち
二
階
層
・
二

重
の
監
督
下
に
あ
る
と
言
え
る
。
監
査
役
会
役
員
に
は
既
述
の
創

業
者
の
孫
が
同
族
代
表
と
し
て
情
報
共
有
、
戦
略
的
意
思
決
定
に

参
画
し
て
い
る
。

ボ
ッ
シ
ュ
同
族
集
団　

Fam
ilie Bosch

同
族
の
詳
細
は
公
表
さ
れ
て
い
な
い
が
、
創
業
者
の
再
婚
に
よ

る
二
人
の
子
供R

obert B
osch Jr.

とE
va M

adelung

と
そ
の

長
男
で
あ
る
同
族
代
表
ク
リ
ス
ト
フ
を
含
む
創
業
者
の
八
人
の
孫

に
よ
り
構
成
さ
れ
る
と
伝
え
ら
れ
る
（
63
）
。
ク
リ
ス
ト
フ
同
族
代
表
（
64
）
は

公
益
財
団
評
議
員
会
、
工
業
信
託
合
資
会
社
、
事
業
会
社
の
監
査

役
会
の
す
べ
て
の
機
関
の
一
員
と
し
て
参
画
す
る
。
こ
れ
に
よ
り

同
族
の
情
報
共
有
権
と
潜
在
的
影
響
力
は
確
保
さ
れ
る
。

創
業
者
の
既
述
の
基
本
方
針
に
従
い
、
同
族
は
事
業
会
社
に
お

け
る
約
七
％
の
議
決
権
に
よ
り
、
同
族
代
表
と
他
に
一
人
の
二
人

の
同
族
が
監
査
役
会
役
員
と
し
て
執
行
役
会
を
監
督
す
る
。
後
述

の
ク
ル
ッ
プ
公
益
財
団
に
お
け
る
よ
う
に
同
族
が
事
業
会
社
の
監

査
役
会
や
財
団
活
動
か
ら
排
除
さ
れ
な
い
。
こ
の
同
族
持
株
は
事

●　

現
場
状
況
に
基
づ
く
意
思
決
定

監
査
役
会
と
現
場
を
知
る
業
務
執
行
責
任
者
が
一
同
に
会
す

る
こ
と
に
よ
り
、
現
場
に
直
結
し
た
意
思
決
定
が
可
能
で
あ
る
。

共
同
決
定
法
に
よ
る
監
査
役
会
に
お
い
て
は
執
行
役
会
役
員
に

は
議
決
権
が
な
い
。

●　

監
査
役
会
の
準
備
会
議

正
式
の
ボ
ッ
シ
ュ
有
限
会
社
の
監
査
役
会
の
た
め
の
経
営
者

側
の
準
備
会
議
と
し
て
監
査
役
会
に
提
出
す
る
議
題
や
提
案
を

決
定
で
き
る
。

●　

非
同
族
出
資
者
に
よ
る
監
督
機
能

半
数
が
外
部
の
非
同
族
出
資
者
で
あ
る
の
で
、
同
族
代
表
と

共
に
事
業
会
社
の
監
査
役
会
お
よ
び
業
務
執
行
責
任
者
に
対
し

て
あ
る
程
度
の
監
督
機
能
の
発
揮
が
可
能
で
あ
る
。
す
な
わ
ち

両
機
関
に
対
す
る
最
上
位
の
監
督
機
関
と
し
て
機
能
で
き
る
。

ボ
ッ
シ
ュ
有
限
会
社  R

obert Bosch Gm
bH

設
立
会
社
・
事
業
会
社
と
し
て
の
ボ
ッ
シ
ュ
有
限
会
社
は
既
述

の
よ
う
に
ボ
ッ
シ
ュ
信
託
合
資
会
社
の
支
配
下
に
あ
る
。
ボ
ッ

一
〇
七



政
経
研
究　

第
四
十
八
巻
第
二
号
（
二
〇
一
一
年
十
月
）

（
二
四
〇
）

ル
ッ
プ
家
最
後
の
五
代
目
単
独
所
有
者
兼
最
高
経
営
者
ア
ル
フ

リ
ー
ト
（A

lfried K
rupp, 

一
九
〇
七
│
一
九
六
七
）
の
六
七
年

四
月
の
公
表
と
遺
言
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
。
〇
九
年
度
に
お
け
る

こ
の
公
益
財
団
の
財
産
簿
価
は
約
一
〇
億
ユ
ー
ロ
（
約
一
三
〇
〇

億
円
、
一
€
＝
一
三
〇
円
）
で
あ
り
ド
イ
ツ
で
九
位
で
あ
り
、
公

益
活
動
支
出
額
で
は
一
〇
位
以
下
で
あ
る
（
66
）
。

そ
の
設
立
過
程
は
ま
ず
ア
ル
フ
リ
ー
ト
自
身
が
単
独
で
完
全
所

有
す
る
個
人
会
社
ク
ル
ッ
プ
社
を
有
限
会
社
に
改
組
し
、
こ
れ
に

そ
の
個
人
財
産
を
移
転
す
る
こ
と
に
よ
り
開
始
さ
れ
た
。
ア
ル
フ

リ
ー
ト
に
は
既
述
の
当
時
三
〇
歳
に
達
し
な
い
一
人
息
子
ア
ル
ン

ト
が
い
た
。
法
定
相
続
人
で
あ
っ
た
が
後
継
者
と
な
る
意
思
も
能

力
も
有
し
な
か
っ
た
と
さ
れ
る
。

ア
ル
ン
ト
と
の
遺
産
相
続
放
棄
の
交
渉
は
ア
ル
フ
リ
ー
ト
に
代

わ
り
後
述
の
ク
ル
ッ
プ
社
の
実
質
的
最
高
経
営
責
任
者
バ
イ
ツ
が

行
っ
た
。
バ
イ
ツ
は
ア
ル
ン
ト
を
年
二
〇
〇
万
マ
ル
ク
の
終
身
年

金
の
提
供
に
よ
り
相
続
権
放
棄
を
説
得
さ
せ
た
（
67
）
。
同
様
に
公
益
財

団
設
立
に
よ
り
相
続
権
を
失
っ
た
ア
ル
フ
リ
ー
ト
の
生
存
す
る
兄

弟
四
人
と
他
の
同
族
二
人
の
法
定
相
続
者
に
対
し
て
は
ク
ル
ッ
プ

有
限
会
社
か
ら
そ
れ
ぞ
れ
一
、一
〇
〇
万
マ
ル
ク
の
補
償
金
が
無

税
（
68
）
で
支
払
わ
れ
た
。

業
会
社
の
監
査
役
会
に
お
け
る
意
思
決
定
に
影
響
力
を
及
ぼ
す
と

い
う
よ
り
は
、
同
族
の
生
活
基
盤
を
確
保
し
、
創
業
者
の
経
営
理

念
・
企
業
文
化
の
継
続
性
を
監
視
す
る
た
め
の
議
決
権
と
考
え
ら

れ
る
。
事
業
会
社
に
対
す
る
影
響
力
に
つ
い
て
は
ボ
ッ
シ
ュ
信
託

合
資
会
社
が
そ
の
九
三
％
に
よ
る
議
決
権
と
社
外
役
員
の
経
験
・

能
力
に
よ
り
は
る
か
に
高
い
企
業
統
治
の
実
効
性
を
確
保
す
る
と

推
測
さ
れ
る
。

ク
リ
ス
ト
フ
同
族
代
表
は
も
の
静
か
な
性
格
で
低
い
声
で
話
し
、

経
営
上
の
意
思
決
定
に
積
極
的
に
参
画
す
る
こ
と
は
少
な
い
と
報

道
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
自
分
は
人
を
支
配
す
る
役
割
は
向
い
て
い

な
い
と
し
、
調
停
型
、
司
会
者
型
で
あ
る
と
言
う
。
こ
れ
は
事
業

会
社
の
業
績
が
同
族
に
と
っ
て
満
足
す
べ
き
水
準
で
あ
る
た
め
で

あ
ろ
う
。
ボ
ッ
シ
ュ
の
同
族
代
表
に
よ
れ
ば
以
上
の
財
団
形
態
と

組
織
関
係
に
満
足
し
て
お
り
、
こ
れ
を
改
変
す
る
意
図
は
全
く
な

い
と
伝
え
ら
れ
て
い
る
（
65
）
。

2 　

ク
ル
ッ
プ
公
益
財
団　

A
lfried K

rupp von B
ohlen und 

H
albach S

tiftung

ア
ル
フ
リ
ー
ト
・
ク
ル
ッ
プ
・
フ
ォ
ン
・
ボ
ー
レ
ン
・
ウ
ン

ト
・
ハ
ル
バ
ッ
ハ
公
益
財
団
（
以
下
ク
ル
ッ
プ
公
益
財
団
）
は
ク

一
〇
八



ド
イ
ツ
同
族
大
企
業
の
公
益
財
団
と
統
治
機
構
（
吉
森
）

（
二
四
一
）

こ
れ
に
よ
り
事
業
会
社
の
ク
ル
ッ
プ
有
限
会
社
は
同
族
所
有
か

ら
完
全
に
分
離
さ
れ
、
公
益
財
団
に
よ
る
所
有
と
支
配
下
に
入
っ

た
。
一
九
九
二
年
同
有
限
会
社
は
ヘ
ッ
シ
ュ
社
と
の
合
併
を
自
社

株
式
で
支
払
う
た
め
に
株
式
会
社
へ
改
組
さ
れ
た
。
こ
の
合
併
は

ヘ
ッ
シ
ュ
株
一
〇
に
対
し
て
ク
ル
ッ
プ
株
一
三
と
現
金
六
〇
Ｄ
Ｍ

の
条
件
に
よ
り
そ
れ
ぞ
れ
の
株
主
総
会
で
賛
成
決
議
さ
れ
た
（
69
）
。

ク
ル
ッ
プ
社
は
今
日
大
手
鉄
鋼
企
業
の
一
つ
で
あ
る
が
、
戦
前

に
お
い
て
は
世
界
的
な
兵
器
・
武
器
企
業
で
あ
っ
た
。
こ
の
た
め

ア
ル
フ
リ
ー
ト
は
第
二
次
世
界
大
戦
の
戦
争
責
任
の
一
端
を
問
わ

れ
、
四
八
年
ニ
ュ
ル
ン
ベ
ル
グ
裁
判
に
よ
り
一
二
年
の
禁
固
刑
と

全
財
産
の
没
収
が
宣
告
さ
れ
た
。
し
か
し
五
〇
年
朝
鮮
戦
争
勃
発

と
ソ
連
と
の
冷
戦
激
化
が
こ
れ
を
変
え
た
。
西
ド
イ
ツ
の
産
業
復

興
を
必
要
と
し
た
ア
メ
リ
カ
は
マ
ク
ロ
イ
高
等
弁
務
官
を
通
じ
て

五
一
年
恩
赦
に
よ
り
刑
期
以
前
に
ア
ル
フ
リ
ー
ト
を
釈
放
し
、
同

時
に
彼
の
ク
ル
ッ
プ
社
に
お
け
る
個
人
財
産
を
全
額
返
還
し
た
。

従
業
員
福
祉
の
伝
統

従
業
員
福
祉
に
対
す
る
義
務
は
最
も
重
要
な
ク
ル
ッ
プ
家
の
伝

統
理
念
で
あ
る
。

ア
ル
フ
リ
ー
ト
は
五
三
年
再
び
自
己
が
完
全
所
有
す
る
個
人
会

注：図表 2の注釈と資料を参照。

図表 3
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（
二
〇
一
一
年
十
月
）

（
二
四
二
）

し
た
罰
金
が
原
資
に
あ
て
ら
れ
た
。
五
三
年
に
は
制
度
は
よ
り
整

備
さ
れ
、
会
社
と
従
業
員
が
拠
出
金
を
折
半
す
る
「
疾
病
・
死
亡

保
険
基
金
」
に
改
名
さ
れ
、
五
五
年
に
は
全
従
業
員
の
強
制
加
入

に
よ
る
制
度
に
発
展
し
た
。
こ
れ
に
よ
る
剰
余
金
が
生
じ
た
場
合

は
遺
族
・
障
害
者
年
金
の
基
金
に
繰
入
れ
ら
れ
た
。
こ
の
制
度
は

強
制
拠
出
、
給
付
、
運
営
組
織
の
点
で
三
〇
年
後
ビ
ス
マ
ル
ク
政

府
が
導
入
し
た
健
康
保
険
制
度
の
モ
デ
ル
と
な
っ
た
（
72
）
。
五
八
年
に

は
職
員
、
作
業
員
を
対
象
に
年
金
制
度
が
導
入
さ
れ
た
。
ま
た

七
〇
年
代
に
は
病
院
、
保
養
所
が
建
設
さ
れ
た
。
さ
ら
に
社
員
専

用
の
低
価
格
で
豊
富
な
品
揃
へ
の
商
品
を
供
給
す
る
協
同
組
合
に

よ
る
大
規
模
店
舗
の
開
設
、
社
宅
の
提
供
、
従
業
員
へ
の
音
楽
会

な
ど
一
般
教
養
を
含
む
教
育
な
ど
に
も
及
ん
だ
。

こ
れ
ら
の
福
祉
制
度
は
も
ち
ろ
ん
従
業
員
に
よ
る
会
社
へ
の
忠

誠
心
の
確
保
と
強
化
を
目
的
と
し
て
い
た
。
戦
前
の
ク
ル
ッ
プ
社

に
お
い
て
は
こ
の
従
業
員
の
忠
誠
心
に
対
し
て
は
会
社
が
忠
誠
心

で
報
い
る
と
い
う
温
情
主
義
が
強
力
な
企
業
共
同
体

B
etriebsgem

einschaft

を
形
成
し
た
。
従
業
員
は
会
社
と
一
体

化
し
「
ク
ル
ッ
プ
人
」K

ruppianer

と
自
称
す
る
ほ
ど
に
誇
り

を
持
ち
、
高
い
生
産
性
と
卓
越
し
た
技
術
革
新
を
支
え
た
。
し
か

し
そ
の
反
面
二
代
目
ア
ル
フ
レ
ー
ト
は
一
九
世
紀
後
半
よ
り
激
化

社
ク
ル
ッ
プ
社
の
最
高
経
営
責
任
者
の
地
位
に
就
任
し
た
。
首
脳

経
営
者
を
招
集
し
た
最
初
の
会
議
で
設
備
投
資
の
必
要
性
を
強
調

す
る
彼
ら
に
対
し
て
「
ま
ず
従
業
員
、
そ
の
次
が
機
械
だ
。
そ
れ

が
当
社
の
一
〇
〇
年
来
の
伝
統
だ
」
と
言
明
し
て
彼
ら
を
驚
か
せ

た
と
い
う
（
70
）
。
そ
れ
は
新
し
い
工
場
、
新
し
い
機
械
に
使
用
可
能
な

資
金
を
投
入
す
る
の
で
は
な
く
、
一
万
六
千
人
の
元
従
業
員
に
戦

後
期
間
に
未
払
い
年
金
の
支
払
義
務
を
履
行
す
る
根
拠
と
し
て
述

べ
た
の
で
あ
っ
た
。
次
い
で
ア
ル
フ
リ
ー
ト
は
書
面
で
首
脳
宛
に

四
代
に
わ
た
り
継
承
さ
れ
た
以
下
の
基
本
理
念
を
強
調
し
た
：

「
私
の
将
来
の
経
営
方
針
と
課
題
は
雇
用
の
維
持
と
可
能
な

限
り
の
企
業
の
拡
大
、
そ
し
て
年
金
給
付
の
確
保
、
従
業
員
住

宅
の
新
築
、
ク
ル
ッ
プ
の
伝
統
で
あ
る
技
術
、
経
営
、
労
働
条

件
の
向
上
で
あ
る
（
71
）
」

ク
ル
ッ
プ
社
の
従
業
員
福
祉
制
度
の
先
駆
的
形
態
は
一
八
三
六

年
実
質
的
創
業
者
で
あ
る
弱
冠
二
四
歳
の
二
代
目
社
主
ア
ル
フ

レ
ー
ト
が
八
〇
人
の
鋳
鋼
作
業
に
従
事
す
る
労
働
者
の
た
め
に
始

め
た
任
意
加
入
に
よ
る
「
病
気
と
緊
急
時
の
場
合
の
援
助
基
金
」

で
あ
っ
た
。
そ
の
初
期
に
お
い
て
は
就
業
規
則
違
反
者
か
ら
徴
収

一
一
〇



ド
イ
ツ
同
族
大
企
業
の
公
益
財
団
と
統
治
機
構
（
吉
森
）

（
二
四
三
）

と
持
続
的
な
経
済
的
繁
栄
に
よ
り
初
め
て
公
益
活
動
の
展
開
が
可

能
に
な
る
と
言
明
し
た
（
75
）
。

ア
ル
フ
リ
ー
ト
に
と
っ
て
筆
頭
株
主
と
し
て
の
公
益
財
団
こ
そ

が
設
立
会
社
で
あ
り
事
業
企
業
で
あ
る
ク
ル
ッ
プ
社
の
永
続
的
独

立
性
を
確
保
で
き
る
と
期
待
し
た
。
こ
れ
は
実
質
的
創
業
者
で
あ

る
一
八
八
七
年
死
去
の
二
代
目
ク
ル
ッ
プ
家
所
有
経
営
者
ア
ル
フ

レ
ー
ト
か
ら
ア
ル
フ
リ
ー
ト
に
至
る
ま
で
、
企
業
の
運
命
と
一
体

化
し
な
い
匿
名
の
株
主
お
よ
び
大
銀
行
に
よ
る
企
業
支
配
に
対
す

る
ク
ル
ッ
プ
家
の
根
深
い
嫌
悪
と
警
戒
心
の
表
出
に
他
な
ら
な

か
っ
た
（
76
）
。

さ
ら
に
ア
ル
フ
リ
ー
ト
は
後
継
者
の
世
襲
制
を
も
忌
避
し
た
。

既
に
一
九
世
紀
の
二
代
目
所
有
経
営
者
ア
ル
フ
レ
ー
ド
は
同
族
が

最
高
経
営
責
任
者
を
相
続
す
る
こ
と
へ
の
限
界
を
意
識
し
て
い
た
。

同
族
か
ら
優
れ
た
経
営
者
が
輩
出
す
る
可
能
性
に
疑
問
を
抱
き
、

こ
れ
に
こ
だ
わ
れ
ば
一
代
で
会
社
を
破
綻
さ
せ
る
こ
と
も
あ
り
得

る
と
憂
慮
し
て
い
た
（
77
）
。

こ
の
公
益
財
団
の
第
一
の
特
質
は
同
財
団
の
評
議
員
会
会
長
で

あ
り
、
理
事
会
会
長
を
兼
務
す
る
バ
イ
ツ
の
全
権
に
よ
る
設
立
事

業
会
社
の
支
配
で
あ
る
。
そ
の
全
権
の
正
当
性
は
バ
イ
ツ
が
筆
頭

株
主
と
し
て
の
同
財
団
を
代
表
す
る
地
位
に
あ
る
こ
と
と
、
遺
言

し
た
社
会
主
義
運
動
を
警
戒
し
、
家
父
長
的
な
態
度
で
従
業
員
に

よ
る
労
働
組
合
活
動
と
従
業
員
住
宅
地
域
に
お
け
る
社
会
民
主
党

の
新
聞
購
読
者
の
解
雇
な
ど
個
人
的
生
活
に
制
限
を
加
え
た
。
違

反
者
は
即
日
住
宅
を
退
去
す
る
な
ど
の
厳
罰
を
加
え
た
（
73
）
。

ク
ル
ッ
プ
公
益
財
団
の
設
立

従
業
員
福
祉
の
論
理
的
延
長
が
ク
ル
ッ
プ
家
の
社
会
的
福
祉
で

あ
る
。
五
代
目
ア
ル
フ
リ
ー
ト
は
死
の
三
ヶ
月
前
の
六
七
年
四
月

の
恒
例
の
会
社
創
立
記
念
日
の
生
前
最
後
の
演
説
で
次
の
よ
う
に

強
調
す
る
：

「
社
会
的
福
祉G

em
einw
ohl

へ
の
義
務
は
ク
ル
ッ
プ
家
の

伝
統
で
あ
る
」

「
利
益
は
重
要
で
は
あ
る
。
し
か
し
個
人
的
所
有
権E

igentum

の
使
命
で
あ
る
社
会
的
責
任sozialeV

erantw
ortung

か
ら

決
し
て
切
り
離
し
て
は
な
ら
な
い
（
74
）
」。

同
時
に
ア
ル
フ
リ
ー
ト
は
「
社
会
的
貢
献
は
経
済
的
利
益
を
必

要
と
す
る
」
と
強
調
し
、
資
金
の
な
い
財
団
も
収
益
の
な
い
企
業

も
無
用
の
長
物
で
あ
り
、
設
立
会
社
ク
ル
ッ
プ
社
の
独
立
性
維
持

一
一
一
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年
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月
）

（
二
四
四
）

原
案
に
同
族
に
も
経
営
活
動
に
参
画
す
る
機
会
を
与
え
る
条
項
を

追
加
し
た
が
、
ア
ル
フ
リ
ー
ト
は
鉛
筆
を
取
り
上
げ
削
除
し
た
と

主
張
す
る
。
こ
の
主
張
は
他
の
遺
言
執
行
者
で
あ
る
現
評
議
会
委

員M
ikat

も
支
持
し
て
い
る
（
79
）
。
こ
れ
に
対
し
二
人
の
同
族
が
九
七

年
財
団
評
議
員
会
へ
の
三
人
の
同
族
代
表
の
選
任
を
認
め
る
よ
う

遺
言
の
変
更
を
求
め
た
訴
訟
で
連
邦
憲
法
裁
判
所（
日
本
の
最
高
裁

判
所
に
相
当
）ま
で
争
わ
れ
た
が
二
〇
〇
〇
年
一
二
月
末
に
敗
訴
し

た
（
80
）
。
バ
イ
ツ
は
自
分
は
遺
言
執
行
者T

estam
entsvollstrecker

で
あ
り
、
遺
言
変
更
人T

estam
entsveränderer

で
は
な
い
と

述
べ
た
（
81
）
。

専
門
経
営
者
へ
の
全
権
移
譲

バ
イ
ツ
は
非
同
族
で
あ
り
な
が
ら
二
〇
一
一
年
九
月
に
九
八
歳

に
達
す
る
今
日
に
至
る
ま
で
、
往
時
の
ク
ル
ッ
プ
家
父
長
の
如
く

ほ
と
ん
ど
単
独
で
重
要
な
意
思
決
定
を
行
い
ク
ル
ッ
プ
社
の
「
最

後
の
家
父
長
経
営
者
」“der letzte P

atriarch ”

を
自
他
共
に
認

め
て
き
た
（
82
）
。

同
社
は
そ
の
後
ヘ
ッ
シ
ュ
、
チ
ュ
ッ
セ
ン
と
合
併
し
、
チ
ュ
ッ

セ
ン
ク
ル
ッ
プ
社
と
し
て
新
設
さ
れ
た
。
こ
の
結
果
、
筆
頭
株
主

と
し
て
の
ク
ル
ッ
プ
財
団
の
同
社
へ
の
持
株
比
率
は
二
〇
％
台
ま

執
行
者
代
表
で
あ
る
こ
と
に
よ
る
。
こ
の
意
味
で
こ
の
公
益
財
団

は
既
述
の
企
業
支
配
型
公
益
財
団
の
典
型
的
と
言
え
る
事
例
で
あ

る
。
第
二
は
公
益
財
団
か
ら
の
同
族
の
意
図
的
排
除
で
あ
る
。
こ

れ
ら
は
い
ず
れ
も
ア
ル
フ
リ
ー
ト
の
意
思
に
基
づ
く
と
さ
れ
る
。

ク
ル
ッ
プ
同
族
の
排
除

上
記
演
説
の
後
ア
ル
フ
リ
ー
ト
の
死
去
に
よ
り
、
遺
言
は
彼
が

全
幅
の
信
頼
を
お
い
て
い
た
包
括
的
代
理
権
者

G
eneralbevollm

ächtigter

か
つ
遺
言
執
行
者
で
あ
り
、
非
同
族

の
専
門
的
経
営
者
で
あ
る
上
述
の
ベ
ア
ト
ル
ト
・
バ
イ
ツ

（B
erthold B

eitz, 

一
九
一
三
〜
）
に
よ
り
執
行
さ
れ
、
六
七
年

一
一
月
に
ク
ル
ッ
プ
公
益
財
団
が
認
定
さ
れ
た
。
財
団
活
動
と
ク

ル
ッ
プ
社
の
永
続
性
確
保
を
中
核
理
念
と
す
る
創
立
者
の
意
思
実

現
の
全
責
任
・
権
限
が
遺
言
執
行
者
と
し
て
の
バ
イ
ツ
に
課
せ
ら

れ
た
。

遺
言
に
よ
り
同
族
は
財
団
機
関
へ
の
参
加
が
排
除
さ
れ
て
い
る
。

今
日
に
お
い
て
も
財
団
の
評
議
員
会
、
理
事
会
に
は
同
族
は
皆
無

で
あ
る
。
の
み
な
ら
ず
事
業
会
社
ク
ル
ッ
プ
社
お
よ
び
そ
の
後
の

チ
ュ
ッ
セ
ン
ク
ル
ッ
プ
社
の
経
営
管
理
職
へ
の
同
族
の
就
任
も
ア

ル
フ
リ
ー
ト
の
希
望
に
よ
り
禁
止
さ
れ
て
い
る
（
78
）
。
バ
イ
ツ
は
遺
言

一
一
二



ド
イ
ツ
同
族
大
企
業
の
公
益
財
団
と
統
治
機
構
（
吉
森
）

（
二
四
五
）

へ
の
支
配
力
は
さ
ら
に
強
化
さ
れ
た
。
こ
れ
ま
で
公
益
財
団
は
筆

頭
株
主
と
し
て
評
議
員
会
役
員
の
中
か
ら
二
人
を
同
社
の
監
査
役

会
役
員
と
し
て
選
出
し
て
い
た
。
バ
イ
ツ
は
こ
れ
を
株
主
総
会
の

承
認
な
し
で
三
人
に
増
員
す
る
権
限
を
株
主
総
会
で
求
め
た
。
こ

れ
は
承
認
さ
れ
た
が
、
一
部
の
株
主
が
こ
れ
を
不
服
と
し
て
訴
え
、

連
邦
憲
法
裁
判
所
ま
で
争
わ
れ
た
が
合
憲
と
さ
れ
会
社
の
勝
訴
に

終
わ
っ
た
（
84
）
。
こ
の
背
景
に
は
バ
イ
ツ
の
退
任
を
前
提
と
し
て
、
こ

れ
ま
で
の
彼
自
身
の
強
烈
な
カ
リ
ス
マ
的
経
営
者
に
よ
る
企
業
支

配
か
ら
、
複
数
の
財
団
首
脳
に
よ
る
制
度
的
支
配
へ
の
確
立
へ
の

方
針
転
換
が
推
察
さ
れ
る
。

公
益
財
団
と
事
業
会
社
間
の
利
益
相
反
関
係

こ
の
よ
う
な
公
益
財
団
に
よ
る
事
業
会
社
の
支
配
は
既
述
の
よ

う
に
ア
ル
フ
リ
ー
ト
の
方
針
で
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
両
者
は
「
ナ

イ
フ
の
刃
と
柄
の
よ
う
に
一
心
同
体
」
で
あ
り
（
85
）
、
会
社
の
経
営
が

適
切
で
あ
れ
ば
そ
の
配
当
に
よ
り
初
め
て
公
益
財
団
に
よ
る
活
動

は
可
能
で
あ
り
、
逆
に
公
益
活
動
に
よ
り
会
社
の
社
会
的
正
当
性

が
是
認
さ
れ
る
と
の
信
条
に
よ
る
。

し
か
し
そ
の
限
界
と
し
て
以
下
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
第
一
は

チ
ュ
ッ
セ
ン
ク
ル
ッ
プ
社
の
増
資
が
困
難
な
こ
と
で
あ
る
。
す
な

で
希
釈
さ
れ
た
。
〇
六
年
バ
イ
ツ
は
一
部
株
主
の
抗
議
に
は
目
も

く
れ
ず
阻
止
議
決
権
を
確
保
す
る
二
五
・
一
％
ま
で
出
資
比
率
を

高
め
、
チ
ュ
ッ
セ
ン
ク
ル
ッ
プ
が
敵
対
的
買
収
の
標
的
に
な
る
事

態
に
備
え
た
。

バ
イ
ツ
は
公
益
財
団
の
評
議
員
会
会
長
で
あ
る
が
理
事
会
長
を

も
兼
任
し
、
二
人
の
専
従
管
理
職
員
と
共
に
自
ら
一
定
額
以
上
の

す
べ
て
の
公
益
活
動
支
援
申
請
案
の
採
否
を
最
終
的
に
決
定
す
る
。

さ
ら
に
チ
ュ
ッ
セ
ン
ク
ル
ッ
プ
社
の
監
査
役
会
名
誉
会
長
と
し

て
、
同
社
の
監
査
役
会
人
事
お
よ
び
戦
略
的
意
思
決
定
に
お
い
て

も
名
誉
職
の
常
識
的
範
囲
を
は
る
か
に
超
え
る
影
響
力
を
行
使
し

て
き
た
。
ク
ロ
メ
監
査
役
会
会
長
は
任
期
終
了
と
な
る
シ
ュ
ル
ツ

執
行
役
会
会
長
の
後
継
者
に
長
年
の
同
僚
を
推
薦
す
る
意
向
を
有

し
て
い
た
。
し
か
し
バ
イ
ツ
は
円
滑
に
機
能
し
て
い
る
経
営
者

チ
ー
ム
を
変
え
る
べ
き
で
な
い
と
し
て
、
同
執
行
役
会
会
長
の
任

期
を
二
年
延
長
さ
せ
た
、
と
報
道
さ
れ
て
い
る
（
83
）
。
同
社
の
監
査
役

会
、
執
行
役
会
の
役
員
は
バ
イ
ツ
の
心
中
を
熟
知
し
て
お
り
、
す

べ
て
の
重
要
事
項
の
検
討
は
ま
ず
同
氏
へ
の
事
前
打
診
か
ら
始
ま

る
こ
と
が
慣
習
と
し
て
定
着
し
て
お
り
、
彼
が
同
意
し
そ
う
も
な

い
案
件
は
そ
も
そ
も
提
案
さ
れ
な
い
と
報
じ
ら
れ
て
い
る
。

〇
九
年
ク
ル
ッ
プ
公
益
財
団
に
よ
る
チ
ュ
ッ
セ
ン
ク
ル
ッ
プ
社

一
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四
十
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巻
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二
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（
二
〇
一
一
年
十
月
）

（
二
四
六
）

に
解
決
す
る
か
が
バ
イ
ツ
退
任
後
の
課
題
と
な
る
で
あ
ろ
う
。

こ
の
よ
う
な
一
九
世
紀
的
と
も
言
え
る
企
業
統
治
に
も
関
わ
ら

ず
、
バ
イ
ツ
の
上
述
の
絶
大
な
権
限
が
正
当
性
を
得
て
い
る
根
拠

は
五
代
目
所
有
経
営
者
ア
ル
フ
リ
ー
ト
の
意
思
へ
の
忠
実
な
献
身

に
他
な
ら
な
い
。
ア
ル
フ
リ
ー
ト
は
戦
犯
と
し
て
四
五
年
四
月
米

軍
に
よ
る
逮
捕
以
降
五
一
年
二
月
の
釈
放
ま
で
六
年
間
の
禁
固
刑

服
役
、
喫
煙
に
よ
る
健
康
問
題
、
二
回
の
結
婚
失
敗
な
ど
に
よ
り

会
社
経
営
へ
の
意
欲
を
次
第
に
失
い
、
そ
の
全
権
限
を
バ
イ
ツ
に

移
譲
す
る
に
至
っ
た
。

バ
イ
ツ
は
第
二
次
大
戦
後
の
ア
メ
リ
カ
占
領
軍
に
よ
る
ク
ル
ッ

プ
の
解
体
を
回
避
し
、
六
〇
年
代
に
破
綻
寸
前
に
陥
っ
た
同
社
を

再
建
さ
せ
、
六
代
目
の
法
的
相
続
人
の
一
人
息
子
ア
ル
ン
ト
に
よ

る
推
定
五
〇
億
マ
ル
ク
の
遺
産
相
続
権
を
既
述
の
終
身
年
金
に
よ

り
放
棄
さ
せ
、
ク
ル
ッ
プ
の
二
倍
の
企
業
規
模
の
チ
ュ
ッ
セ
ン
と

の
合
併
を
実
現
さ
せ
た
。
ま
た
合
併
後
の
旧
経
営
者
間
の
企
業
文

化
を
め
ぐ
る
抗
争
に
お
い
て
ク
ル
ッ
プ
家
の
伝
統
的
文
化
を
定
着

さ
せ
る
な
ど
、
新
会
社
の
発
展
に
重
要
な
貢
献
を
な
し
た
。

チ
ュ
ッ
セ
ン
出
身
の
現
最
高
経
営
責
任
者
は
ク
ル
ッ
プ
出
身
者
よ

り
も
ク
ル
ッ
プ
的
と
さ
れ
る
。
ま
た
戦
時
中
の
二
五
〇
人
の
ユ
ダ

わ
ち
増
資
を
す
れ
ば
財
団
も
持
株
比
率
の
希
釈
化
を
防
ぐ
た
め
、

こ
れ
に
追
従
し
、
増
資
せ
ざ
る
を
得
な
い
。
し
か
し
財
団
に
は
資

金
は
な
い
。
結
果
と
し
て
チ
ュ
ッ
セ
ン
ク
ル
ッ
プ
社
の
持
続
的
成

長
が
困
難
と
な
る
と
危
惧
さ
れ
る
。
ま
た
財
団
中
心
の
バ
イ
ツ
の

経
営
方
針
は
財
団
へ
の
配
当
を
優
先
す
る
結
果
チ
ュ
ッ
セ
ン
ク

ル
ッ
プ
社
の
内
部
留
保
の
積
増
し
不
足
が
生
じ
る
と
さ
れ
る
（
86
）
。

財
団
統
治
の
課
題

財
団
統
治
の
視
点
か
ら
の
問
題
も
深
刻
で
あ
る
。
第
一
に
既
述

の
よ
う
に
バ
イ
ツ
が
評
議
員
会
と
理
事
会
の
両
機
関
の
会
長
を
兼

務
し
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
評
議
員
会
は
理
事
会
構
成
員
の
選
任
、

解
任
、
監
督
権
を
有
す
る
が
、
双
方
の
会
長
を
兼
務
す
る
こ
と
は

自
ら
を
選
任
し
、
自
ら
を
監
督
す
る
こ
と
を
意
味
し
、
利
益
相
反

関
係
は
明
白
で
あ
る
。
第
二
に
財
団
の
最
高
責
任
者
が
チ
ュ
ッ
セ

ン
ク
ル
ッ
プ
社
の
名
誉
会
長
と
し
て
同
社
の
監
査
役
会
お
よ
び
執

行
役
会
の
人
事
に
も
大
き
な
影
響
力
を
有
す
る
こ
と
も
問
題
で
あ

る
。
公
益
財
団
と
企
業
と
の
目
的
は
異
な
る
か
ら
で
あ
る
。

ク
ロ
メ
監
査
役
会
会
長
は
ド
イ
ツ
政
府
が
主
導
し
た
ク
ロ
メ
委

員
会
の
委
員
長
と
し
て
ド
イ
ツ
の
企
業
統
治
改
善
に
重
要
な
役
割

を
果
た
し
た
経
営
者
で
あ
る
。
彼
は
自
社
の
上
記
の
問
題
を
い
か

一
一
四



ド
イ
ツ
同
族
大
企
業
の
公
益
財
団
と
統
治
機
構
（
吉
森
）

（
二
四
七
）

ヤ
人
救
済
、
戦
後
に
お
け
る
ソ
連
、
ポ
ー
ラ
ン
ド
、
ソ
連
な
ど
と

の
経
済
外
交
の
再
開
、
イ
ラ
ン
の
石
油
マ
ネ
ー
の
導
入
な
ど
に
お

け
る
国
家
経
済
に
対
す
る
貢
献
も
大
き
く
、
単
な
る
企
業
経
営
者

を
超
え
る
社
会
的
・
国
家
的
威
信
に
浴
し
て
き
た
（
87
）
。

バ
イ
ツ
後
の
財
団

上
記
の
バ
イ
ツ
へ
の
例
外
的
権
力
集
中
を
可
能
に
し
た
最
大
の

要
因
は
一
世
紀
半
に
わ
た
る
ク
ル
ッ
プ
家
の
社
会
貢
献
と
従
業
員

福
祉
を
中
心
と
す
る
社
会
的
責
任
の
理
念
に
あ
る
。
ま
た
数
回
の

戦
争
を
通
じ
て
ド
イ
ツ
国
民
と
苦
楽
を
共
に
し
た
同
社
の
歴
史
に

よ
る
と
こ
ろ
も
大
き
い
。
こ
こ
に
同
社
が
単
な
る
大
同
族
企
業
を

超
え
た
ド
イ
ツ
社
会
の
歴
史
的
共
有
制
度
と
し
て
是
認
さ
れ
る
理

由
が
あ
る
と
言
え
よ
う
。

バ
イ
ツ
は
ド
イ
ツ
産
業
の
最
後
の
伝
統
的
な
家
父
長
的
所
有
経

営
者
（H

err im
 H
ause

）
と
さ
れ
る
。
既
述
の
公
益
財
団
に
よ

る
チ
ュ
ッ
セ
ン
ク
ル
ッ
プ
社
へ
の
制
度
的
支
配
力
強
化
、
評
議
員

会
副
会
長
に
同
社
監
査
役
会
ク
ロ
メ
会
長
が
選
任
さ
れ
た
こ
と
は

彼
の
引
退
が
さ
ほ
ど
遠
く
な
い
と
一
般
に
理
解
さ
れ
て
い
る
。

注：持株比率は 2010 年 9 月 30 日時点。株主持株の中には自社株 9.74％を含む。
資料：www.Tyssenkrupp.com/de/investor/Aktionnärsstruktur.html;
　　　Satzung der TyssenKrupp AG vom 5. Februar 2010; www.krupp-stiftung.de, その他に

基づき作成。

図表 4
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四
十
八
巻
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二
号
（
二
〇
一
一
年
十
月
）

（
二
四
八
）

の
知
名
度
と
信
用
度
を
高
め
、
有
能
な
人
材
を
採
用
し
、
従
業
員

に
誇
り
を
も
た
せ
る
究
極
的
手
段
で
あ
っ
た
と
言
え
る
。

し
か
し
日
本
に
お
い
て
も
公
益
財
団
の
設
立
が
上
場
に
代
わ
る

選
択
肢
と
し
て
検
討
さ
れ
る
時
代
が
到
来
し
た
よ
う
で
あ
る
。
公

益
法
人
に
関
す
る
法
が
大
幅
に
改
正
さ
れ
、
日
本
で
も
そ
の
環
境

は
整
い
つ
つ
あ
る
。
そ
れ
は
経
営
者
の
責
任
と
し
て
法
的
責
任
、

経
済
的
責
任
の
上
位
に
あ
る
社
会
的
・
倫
理
的
責
任
が
期
待
さ
れ

る
時
代
で
も
あ
る
。

2　

公
開
企
業
に
と
っ
て
の
公
益
財
団
の
意
義

し
か
し
す
べ
て
の
非
公
開
企
業
が
ボ
ッ
シ
ュ
の
よ
う
に
非
上
場

を
維
持
し
、
公
益
財
団
を
設
立
必
要
は
な
い
し
、
可
能
で
も
な
い
。

株
式
公
開
第
一
の
利
点
は
大
規
模
な
資
本
を
短
期
間
で
調
達
す
る

機
能
で
あ
る
。
こ
れ
は
巨
額
の
投
資
を
必
要
と
す
る
原
材
料
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
、
先
端
産
業
な
ど
で
必
須
で
あ
る
。
出
光
興
産
が
長
年

の
非
上
場
企
業
か
ら
脱
却
し
て
株
式
公
開
に
踏
み
切
っ
た
の
は
こ

の
た
め
で
あ
る
。

第
二
の
利
点
は
買
収
通
貨
と
し
て
自
社
株
式
に
よ
り
他
社
を
株

式
交
換
の
形
で
買
収
出
来
る
で
き
る
こ
と
で
あ
る
。
既
述
の
よ
う

に
ク
ル
ッ
プ
社
が
九
二
年
に
有
限
会
社
を
株
式
会
社
へ
改
組
し
た

結
論

1　

非
公
開
企
業
に
と
っ
て
の
公
益
財
団
設
立
の
意
義

日
本
企
業
に
と
っ
て
の
ボ
ッ
シ
ュ
の
教
訓
は
、
創
業
者
の
「
会

社
の
独
立
性
」
維
持
を
企
業
理
念
と
し
て
、
上
場
に
よ
ら
ず
に
有

限
会
社
と
し
て
非
公
開
を
堅
持
し
つ
つ
世
界
的
知
名
度
と
信
頼
性
、

そ
し
て
ド
イ
ツ
最
大
の
公
益
財
団
と
し
て
の
社
会
的
尊
敬
を
確
立

し
た
点
に
あ
る
。

そ
の
成
功
要
因
は
収
益
性
の
高
い
製
品
・
技
術
革
新
能
力
、
非

公
開
に
よ
る
上
場
費
用
と
上
場
維
持
費
用
の
回
避
、
社
債
・
銀
行

融
資
な
ど
他
人
資
本
に
よ
る
資
金
調
達
と
資
本
費
用
の
低
減
、
そ

し
て
株
主
の
短
期
的
利
益
に
対
す
る
圧
力
や
敵
対
的
買
収
か
ら
の

絶
縁
で
あ
る
。
最
後
に
こ
れ
ら
す
べ
て
を
可
能
に
す
る
高
度
な
従

業
員
福
祉
で
あ
る
。

こ
れ
ま
で
は
日
本
の
中
小
同
族
企
業
、
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
の
所

有
経
営
者
は
株
式
公
開
を
目
標
に
経
営
し
て
き
た
。
上
場
こ
そ
は

起
業
家
の
成
功
の
社
会
的
証
明
で
あ
っ
た
。
そ
れ
は
上
場
初
日
に

新
聞
に
大
き
く
掲
載
さ
れ
る
社
長
の
誇
ら
し
い
挨
拶
に
表
現
さ
れ

て
い
る
。
新
規
公
開
は
大
規
模
な
資
金
調
達
を
可
能
に
す
る
の
み

な
ら
ず
、
起
業
家
に
は
大
き
な
創
業
者
利
潤
を
も
た
ら
し
、
会
社
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ド
イ
ツ
同
族
大
企
業
の
公
益
財
団
と
統
治
機
構
（
吉
森
）

（
二
四
九
）

な
防
衛
対
策
と
な
り
得
る
。

3　

従
業
員
福
祉
が
社
会
貢
献
の
前
提
条
件

本
稿
で
取
り
上
げ
た
二
つ
の
事
例
に
共
通
す
る
特
質
は
設
立
会

社
に
お
け
る
従
業
員
福
祉
が
最
初
に
実
現
さ
れ
、
そ
れ
に
よ
る
従

業
員
と
企
業
と
の
一
体
化
が
実
現
し
、
こ
れ
が
生
産
性
の
改
善
を

通
じ
て
業
績
向
上
が
実
現
し
、
世
界
的
大
企
業
に
成
長
し
、
公
益

財
団
設
立
に
結
実
し
た
と
い
う
事
実
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
公
益
財

団
は
そ
の
設
立
会
社
の
従
業
員
福
祉
の
自
然
な
延
長
の
帰
結
と
し

て
実
現
さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
に
対
し
て
従
業
員
を
過
労
死
な
ど
犠
牲
に
し
て
ま
で
、
あ

る
い
は
偽
装
な
ど
不
正
行
動
を
し
な
が
ら
公
益
財
団
を
設
立
す
る

こ
と
は
本
末
転
倒
で
あ
り
、
そ
の
よ
う
な
行
動
を
す
る
経
営
者
は

偽
善
的
と
判
断
さ
れ
、
何
も
し
な
い
場
合
よ
り
信
頼
性
を
大
き
く

失
う
。

従
業
員
福
祉
の
充
実
し
て
い
る
企
業
の
従
業
員
は
企
業
を
誇
り

と
考
え
る
。
ボ
ッ
シ
ュ
社
は
二
年
ご
と
に
世
界
の
従
業
員
を
対
象

に
満
足
度
調
査
を
行
う
が
二
〇
〇
七
年
度
二
二
万
三
千
人
に
つ
い

て
の
調
査
に
よ
れ
ば
回
答
率
八
三
％
で
、「
ボ
ッ
シ
ュ
社
で
働
く

こ
と
を
誇
り
に
思
う
」
に
「
全
く
そ
う
思
う
」
が
四
〇
％
、「
そ

目
的
は
同
業
の
ヘ
ッ
シ
ュ
社
と
の
合
併
を
一
部
株
式
交
換
に
よ
り

実
施
す
る
た
め
で
あ
っ
た
。
ド
イ
ツ
の
企
業
で
は
な
い
が
同
族
企

業
〇
六
年
ミ
タ
ル
社
も
一
部
株
式
交
換
に
よ
り
ア
ル
セ
ロ
ー
ル
社

を
買
収
し
た
。

第
三
の
利
点
は
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
に
代
表
さ
れ
る
新
興
企
業
に
お

け
る
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
に
よ
る
人
材
の
獲
得
と
動
機
付
け
で

あ
る
。
日
本
で
も
ア
メ
リ
カ
で
も
成
功
し
た
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
や
Ｉ

Ｔ
産
業
の
新
興
企
業
は
新
規
公
開
に
よ
り
従
業
員
と
経
営
者
に
多

額
の
収
益
を
も
た
ら
し
た
。

し
か
し
い
ず
れ
の
場
合
も
自
社
が
上
場
後
に
敵
対
的
買
収
の
標

的
に
な
ら
な
い
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
ボ
ッ
シ
ュ
社
と
は
異
な
り

ク
ル
ッ
プ
社
は
公
開
企
業
で
あ
る
。
し
か
し
ク
ル
ッ
プ
社
の
株
式

の
二
五
・
一
％
は
既
述
の
よ
う
に
同
社
が
設
立
し
た
ク
ル
ッ
プ
財

団
が
所
有
す
る
。
営
利
企
業
が
公
益
企
業
を
買
収
す
る
こ
と
は
ド

イ
ツ
に
お
い
て
も
不
可
能
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
ク
ル
ッ
プ
社
の

敵
対
的
買
収
は
不
可
能
で
あ
る
。
も
し
ク
ル
ッ
プ
社
と
同
様
に
世

界
二
番
手
の
ア
ル
セ
ロ
ー
ル
社
が
こ
の
よ
う
な
措
置
を
取
っ
て
い

た
な
ら
ば
、
〇
六
年
世
界
最
大
の
鉄
鋼
企
業
ミ
タ
ル
社
の
軍
門
に

下
る
こ
と
は
な
か
っ
た
で
あ
ろ
う
。
公
益
財
団
は
設
立
会
社
の
株

式
を
所
有
す
る
こ
と
に
よ
り
敵
対
的
買
収
に
対
す
る
極
め
て
強
固

一
一
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（
12
） S
tiftung des B

ürgerlichen R
echts, R

echtsfähige 
S
tiftung, S

elbständige S
tiftung

（
13
） E

rsatzform
en, Stolte, 2009a, p.161

直
訳
は
「
代
替
形
態
」
で

あ
る
が
、
本
稿
で
は
「
代
替
」
と
す
る ; nichtrechtsfähige Stiftung, 

unselbsständige S
tiftung

（
14
） W

igand et al., 53-54

（
15
） B

ernt und G
ötz, p.69, G

regory und L
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都道府県別の tax wedge と所得格差

坂　井　吉　良
坂　本　直　樹

1 ．序

2 ．地方財政を考慮した tax wedge

3 ．データと都道府県の消費税率と限界税率

4 ．都道府県の tax wedge

5 ．むすび

1 ．序

Prescott（2002）、（2004）は、リアル・ビジネス・サイクル（RBC）仮

説に基づく動学的一般均衡モデルにカリブレーション手法を適用し、

tax wedge、すなわち、税・社会保険料の実質的負担の違いが主要先進

国の労働供給の違いを説明する最も重要な要因であることを主張した⑴。

これに対して國枝（2008）は、労働供給の弾力性等に関する Prescott

（2002）、（2004）を巡る論争を紹介しつつ、わが国における現実の労働

時間の分析には、税・社会保険料よりも各種給付制度のもたらすイン

センティブのほうがより重要であるため、Prescott のモデルはあまり

有用でないとしている。

しかしながら、わが国における家計の主たる働き手である男性

（primary male worker）の数少ない実証研究として國枝（2008）でも紹介

されている Bessho and Hayashi（2008）は、労働供給関数のパラメータ

の推定結果に基づく、労働供給の補償弾力性の推定値が、線形労働供

給関数の場合 0.38 － 0.82、CES 型労働供給関数の場合 0.93 － 1.00 と

いう比較的高い値が得られることを示している。これは、余暇の機会
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費用である賃金が下落すると、余暇を増やし、労働供給を減らす代替

効果が小さくないことを意味している。もっとも所得効果が負の比較

的大きな値をとることによりそれに相殺されるため、労働供給の非補

償弾力性は大きな値とはならないものの（線形の場合で 0.06 － 0.18、CES

型の場合で 0.14 － 0.21）、tax wedge が労働供給を余暇に代替させるイン

センティブに全く影響を与えないとまでは言えないと思われる。

坂井（2010）は、日本の税制が日本のマクロ・パフォーマンスに与え

る影響を解明することを目的として、日本の tax wedge を推定した。

ここで、tax wedge は、Prescott（2004）と同様に、RBC 仮説に基づく

モデルにおいて代表的家計が直面する消費税率および労働所得に対す

る限界税率（以下、限界税率という）から定義され、マクロデータを用い

て推定される。坂井（2010）では、消費税率については Prescott（2004）

と類似の手法を採用することにより推定し、限界税率については OLS

ないしは GLS を用いて推定している。その結果、日本の tax wedge は、

1980 年から 1990 年までは 1.38 であったが、1991 年から 2007 年までは

2.05 であり、上昇傾向にあることを明らかにし、近年、日本の税制が

労働インセンティブを弱める度合いが強まっている可能性を示した。

しかしながら、わが国では、都道府県間に所得格差があるともに、

財政制度を通じた地域間所得移転が行われており、都道府県間で tax 

wedge が異なる可能性がある。したがって、都道府県間の差異を考慮

して、tax wedge による労働供給の歪みを検証することにも意義がある

と思われる。

ところで、土居（2002）は、日本の地方財政制度の下での経済厚生が

パレート最適な状態に比べて約 14％低いというシミュレーション分析

を提示した。これは安定成長期（1975 － 1994 年）以降、地方部への社会

資本が過大となっていることに基づくものであると指摘している。ま

た、土居は北海道・東北、北陸・甲信越、中国・四国、九州といった

地方部への人口が、パレート最適な状態に比べて過大であり、地域間

の人口規模が、日本の厚生水準に多大な影響を与えていることを指摘
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している（p.28）。しかしながら、この土居のモデルは、国税・地方税

が一括固定税の形で課税されることを想定している。このことは、地

域内における労働インセンティブに対して国税・地方税が与える影響

を考慮していないことを意味する⑵。

このような問題意識に基づき本稿では、労働インセンティブに影響

を与えると考えられるtax wedgeを都道府県別に推定することを試みる。

さらに、推定した tax wedge と所得格差との関係を解明する。前提と

するモデルは、Prescott（2002）、（2004）のモデルをベースとしながらも、

国家財政と地方財政の関係を明確にするために、地方公共財と地方税

制を明示的に定式化する。

本稿の構成は以下のとおりである。第 2 節では、地方財政を考慮し

た tax wedge を示す。第 3 節では、県民経済計算等のデータから都道

府県別に消費税率と限界税率を推定する。第 4 節では、都道府県別に

tax wedge を推定し、それが所得格差とどのような関係にあるかを明ら

かにする。第 5 節は結論と今後の研究課題について述べる。

2 ．地方財政を考慮した tax wedge

Prescott（2004）は、労働供給を予測するために、家計と企業の主体

的均衡おける変数間の関係を導出している。そこで、本節では、

Prescott（2002）、（2004）のモデルに地方公共財を導入することを試み、

家計と企業、さらには地方政府の主体的均衡における変数間の関係を

導出する⑶。

ある都道府県について考える。代表的家計は以下の期待効用を最大

化するように行動する。

（ 1 ）　u＝E
∞

t＝0

βt（logct＋αhlog（1－ht）＋αgloggt） , 0＜β＜1, αh, αg＞0

ここで、u は代表的家計の効用水準であり、ct、ht、gt はそれぞれ私

的財消費量、労働供給時間、地方公共財消費量である。なお、添え字 t

は期間を表す。また、βは割引因子である。効用関数において、（1 －
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ht）は総時間を 1 に基準化して、代表的家計が余暇に充てる時間を表し

ている。

代表的家計は t 期に資本 kt を所有し、それを代表的企業に貸し出し

ている。その資本は毎期δだけ減耗する。一方で、t 期に投資 xt がな

される。したがって、t＋1 期の資本は次式となる。

（ 2 ）　kt＋1＝（1－δ）kt＋xt，0＜δ＜1

また、家計の消費、投資及び一括税の支出総額が労働所得、資本所

得および移転所得の所得総額と等しいことを意味する代表的家計の予

算制約式は、次式で表される。

（ 3 ）　（1＋τc）ct＋（1＋τx）xt＋τ
　　　＝（1－τh）wtht＋（1－τk）（rt－δ）kt＋Tt

ここで、wt は実質賃金率、rt は資本のレンタル価格、τは一括税の税額、

τc は消費税率、τx は投資税率、τh は労働所得の限界税率（平均税率

ではなく、社会保険料率含む）⑷、τk は資本所得税率、Tt は移転所得である。

なお、Prescott（2004）では代表的家計の予算制約式に一括税τが含ま

れないが、ここでは地方公共財を導入するために一括税τを含めてい

る。

地方政府は、一括税のほか、消費税、投資税、労働所得税、資本所

得税それぞれの一定割合を原資として地方公共財を供給する。した

がって、地方政府の予算制約式を以下のように表される。

（ 4 ）　nt｛（1－ηc）τcct＋（1－ηx）τxxt＋（1－ηh）τhwtht

　　　＋（1－ηk）τk（rt－δ）kt＋τ｝＋st

　　　＝（1－μg）gt

ここで、nt は人口である。ηj（ j＝c, x, h, k）は各税目からの税収のうち

国税となる割合を表す。st は定額補助金であり、μg は地方公共財に対

する定率補助金の補助率である。
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我が国の地方政府の課税自主権は制限されているものの、土居

（2002）によると、固定資産税等によって一人当たりの税収を操作する

余地がある程度残されている。本稿では、この操作可能な税収として

τを用いる。したがって、（ 2 ）式と（ 3 ）式においてτを消去すると、

次式が得られる。

（ 5 ）　（1＋ηcτc）ct＋（1＋ηxτx）xt＋
1－μg

nt
gt

　　　＝（1－ηhτh）wtht＋（1－ηkτk）（rt－δ）kt＋Tt＋
st

nt

（ 5 ）式は、代表的家計と地方政府の統合された予算制約式である。

代表的家計と地方政府はともに、（ 5 ）式を制約条件として代表的家計

の期待効用を最大化するように行動すると仮定する。それに対応する

ラグランジェ関数は以下のとおりである。

（ 6 ）　

私的財消費量、労働時間、地方公共財供給量に関する（ 7 ）式の最

大化のための一階の条件は以下のとおりである。

（ 7 ）　∂L
∂ct

＝E'（・）β
t

ct
－λt(1＋ηcτc）＝0

（ 8 ）　∂L
∂ht

＝－E'（・）β
tαh

1－ht
＋λt(1－ηhτh）wt＝0

（ 9 ）　∂L
∂gt

＝E'（・）β
tαg

gt
－λt

1－μg

nt
＝0

λt を消去することにより、次式が得られる。

（10）　αh/（1－ht）
1/ct

＝
wt

ωh
, where ωh ≡

1＋ηcτc

1－ηhτh

L＝E
∞

t＝0

βt（logct＋αhlog（1－ht）＋αgloggt）

　 ＋
∞

t＝0

λt

(1－ηhτh）wtht＋（1－ηkτk）（rt－δ）kt＋Tt＋
st

nt

－（1＋ηcτc）ct－（1＋ηxτx）xt－
1－μg

nt
gt

5

一
四
四



都
道
府
県
別
のtax w

edge

と
所
得
格
差
（
坂
井
・
坂
本
）

（
二
七
五
）

（11）　nt
αg/gt

1/ct
＝

1
ωg

, where ωg ≡
1＋ηcτc

1－μg

（10）式におけるωh は tax wedge と呼ばれ、1 以上の値をとる。こ

れは、代表的家計の労働供給 1 単位から得られる賃金は税制によって

（1－ωh
－1）×100％失われ、税金支払い後に wt/ωh となることを意味し

ている。したがって、tax wedge は代表的家計の労働インセンティブに

影響を与えている。（11）式におけるωg はいわば地方公共財に関する

tax wedge と呼ぶべきものである。この値は地方政府が地方公共財を供

給するインセンティブに影響を与えている。

さらに、代表的企業の生産関数が yt＝Atkt
θht

1－θ（ここで、At は全要

素生産性、kt は資本ストック、0＜θ＜1）と表されるとすると、実質賃金

が労働の限界生産物に等しいという、企業の利潤最大化のための条件

は次式となる。

（12）　wt＝（1－θ）
yt

ht

（10）、（11）式と（12）式から次式が導かれる。

（12）　ht＝ 1＋ αh

1－θ
 

ct

yt
ωh

－1

（13）　gt＝αgntctωg

（12）式はある期間内において労働供給とその tax wedge が負の関係

にあることを意味している。また、（13）式はある期間内において地方

公共財とその tax wedge が正の関係にあることを意味している。

以下では、都道府県別に労働供給に関する tax wedge であるωh を推

定するが、簡単化のため、消費税収および労働所得税収がすべて国の

財源になると仮定する。これはηc＝ηh＝1 を仮定することに相当し、

したがって、推定される tax wedge はωh＝（1＋τc）/（1－τh）となる。

本稿ではηc＝ηh＝1 を仮定することから、地方政府は一括税、投資税、

資本所得税を原資として地方公共財を供給することになる。ηc＝ηh＝1
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ではない一般的なケースについては今後の研究課題とする。

3 ．データと都道府県の消費税率と限界税率

本節では、内閣府の平成 20 年度の「県民経済計算」及び各都道府県

の 1996 年度から 2008 年度の「県民経済計算」の「総生産勘定」、「一

般政府の部門別勘定」および国税庁の課税データ等を利用して、都道

府県の消費税率τc と労働所得税の限界税率τh を推定する。そして、

その推定結果に基づき都道府県の tax wedge を推定する。なお、東京

都は「一般政府の部門別勘定」を推定していないために、tax wedge を

推定することができなかった。

各都道府県の住民が実質的に負担する消費税は、「県民経済計算」の

「県民所得」項目の「生産・輸入品に課される税（控除補助金）」である。

この消費税額と「県内総生産（支出側、名目）」の「民間最終消費支出」

との比が消費税率τc（付加価値税率）である。本研究では、次式に基づ

き都道府県の各年の消費税率を推定している⑸。

（14）　消費税率τc＝
生産・輸入品に課される税－補助金

民間消費支出－（生産・輸入品に課される税－補助金）

この消費税率の標本期間の平均値が都道府県の消費税率τc の推定値

である。表 1 は都道府県の 1996 年度から 2008 年度の消費税率の平均

値である。なお、1996 年度から 2008 年度の消費税率の推定値は付表 1

に示されている。

表 1 の消費税率の推定値は、都道府県間に消費税率の大幅な格差が

存在していることを示している。消費税率の平均値は 14％であるが、

奈良県の消費税率が最小の 8.0％であり、最大は岡山県の 20.9％である。

その格差は 12.8％であり、大幅なものと考えられる。消費税率の低い

都道府県は、秋田県 9.7％、埼玉県 9.8％、北海道 10.2％、高知県 10.3％、

徳島県 10.9％、長崎県 10.9％、長野県 11％である。逆に、消費税率の

高い都道府県は、和歌山県 20.5％、大分県 18.9％、三重県 18.1％、大阪

府 18.1％である。なお、東京都は平均より高い 17.0％である。
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表 1　都道府県の消費税率
北海道 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 茨城県

10.2 11.9 11.6 16.4 9.7 11.3 13.4 16.9

栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 新潟県 富山県

12.5 13.7 9.8 11.8 17.0 15.9 14.9 14.7

石川県 福井県 山梨県 長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県

14.4 14.8 10.7 11.0 13.7 16.3 16.9 18.1

滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県 島根県

15.9 15.1 18.1 15.0 8.0 20.5 13.4 11.8

岡山県 広島県 山口県 徳島県 香川県 愛媛県 高知県 福岡県

20.9 13.0 16.4 10.9 15.8 15.5 10.3 15.0

佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県 全県計

13.9 10.9 10.8 18.9 12.4 11.8 15.4 14.7

平均 標準偏差 最小 最大

14.0 2.9 8.0 20.9

注：データは1996年度から2008年度の平均値。単位％。

（14）　式に基づく都道府県の消費税率の格差は、都道府県間に財・

サービスの需要構造と供給構造が異なっていることが予想される。需

要の価格弾力性が小さく、供給の価格弾力性が大きいほど、間接税課

税による価格変化と税収は大きくなることが理論的に予想されるが、

地域間の消費税率の格差と価格弾力性との整合性について、説得力あ

る事実を見出すことはできない。このような消費税率の大幅な格差が、

都道府県間に存在していることは、広く薄く公平に租税負担を課すと

いう消費税の課税原則と逸脱しているという指摘も可能である。した

がって、このような税率格差を引き起こす背景要因を明らかにし、是

正することも必要と考えられる。

一方、個人直接税の限界税率τh の推定は、都道府県の経常税と社会

保険料に基づいている。まず、労働所得税は各道府県において集計さ

れている「県民経済計算」の「一般政府の部門別所得支出取引」項目

の「所得・富に課される税」から推定している。この「所得・富に課

される経常税」から「法人税」（国税庁）の「都道府県別課税状況」を

8
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控除した税額が労働所得税の代理変数である。この労働所得税は労働

所得以外の資産所得に対する課税額も含まれている。また、各道府県

民が負担している社会保険料は、各道府県において集計されている

「県民経済計算」の「一般政府の部門別所得支出取引」項目の「雇用者

の強制的社会負担」を利用している。

以上の労働所得税と社会保険料の和が、各道府県民の負担している

個人直接税の代理変数であり、この税額が労働所得に基づいて課税さ

れているものと仮定する。そして、労働所得は「県民経済計算」の

「雇用者報酬」を代理変数としている。

この個人直接税と雇用者報酬をそれぞれ労働所得税と労働所得の代

理変数として、個人所得の租税関数を推定する。すなわち、租税関数

の計量モデルは次式で表される⑹。

（15）　個人直接税 t＝ah＋τh（雇用者報酬 t）＋uh

なお、ut は撹乱項である。この租税関数の雇用者報酬の係数が個人

直接税の限界税率τh である。1996 年度から 2008 年度の時系列データ

を利用した 46 道府県の限界税率の推定結果が表 2 に示されている。

限界税率の推定結果は、標本期間が 13 年間と短く、かつ、この期間

が「失われた期間」と表現されるように不況期という時代背景が重

なったことから、不安定なものとなっている。また、労働所得税の限

界税率と社会保険料の限界税率をそれぞれ別個に推定した場合、モデ

ルは極めて不安定となった。それゆえ、労働所得税と社会保険料の和

を個人直接税として、（ 9 ）式に基づき推定を行っている。

46 道府県のうち限界税率の推定値が統計的に有意（有意水準 10％）で

あったのは、半分の 23 道府県であった。有意ではなかった 23 道府県

の推定値には、理論的整合を満たしていない、いわゆる、限界税率が

負や 1 を超える推定値が 6 道府県において観察されている。北海道、

茨城県、千葉県、奈良県、佐賀県の限界税率は負であり、長野県の限

界税率は 1 を超えている。限界税率が負であることは、所得の増加（減
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少）とともに、所得税や社会保険料が低下（増加）していることを意味

している。この 5 道府県の雇用者報酬の推移は、増加傾向ではなく、

一定ないしは減少傾向となっている。また、全国計（道府県の集計デー

タ）の限界税率の推定値も 0.096 であり、不安定な推定結果となってい

る。坂井（2010）の 1980 － 2007 年度のマクロデータを利用した OLS

による労働所得の限界税率の推定結果は 0.07、社会保険料の GLS によ

る限界税率は 0.12 であり、この両者の和 0.19 が個人直接税の限界税率

の推定値である。この坂井（2010）の推定結果との比較においても、道

府県の限界税率の推定結果は不安定である⑺。

限界税率の推定値が有意となった 23 県の限界税率の平均値は 0.21 で

あり、妥当な推定結果と考えられる。しかし、23 県の推定値には大幅

な格差が存在している。福岡県の 0.07 が最小であり、次に熊本県と鹿

児島県の 0.09 となっている。一方、神奈川県と滋賀県の限界税率は極

端に高い0.5であり、所得の増加の50％が個人直接税負担となっている。

所得税が累進税率であることを踏まえるならば、都道府県の限界税率

は都道府県の所得水準と最も密接な関係にあることが予想される。し

かし、有意な限界税率の推定値と一人当たりの県民所得との相関係数

は 0.63 であり、各県の所得水準と限界税率との間には、明確な関係が

存在するとは言えない（表3参照）。このような格差の一つの背景として、

資産への課税が影響しているものと考えられる。本研究では、地方税

の所得課税と資産課税とを区別していない。このため土地・住宅など

の固定資産税収が相対的に多くなる地方自治体の限界税率は高くなる

ことが予想される。また、地域の産業構造が異なる場合、景気変動は

地域一律ではなく、その変動幅や景気後退期や景気拡大期が異なるこ

とが予想されることからも、都道府県の限界税率に差を生み出す原因

と考えられる。

時系列データの雇用者報酬と個人直接税による限界税率の推定は、

偏った推定結果となっている可能性が高い。したがって、限界税率の

推定には、統計データの精査だけでなく、所得税法に基づく 2 つの適
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用課税所得における個人所得の差とその個人の所得税収の差の比率を、

所得シェアで加重平均した限界税率を推定することも必要である⑻。

表 2　限界税率の推定結果
道府県 限界税率 決定係数 DW 道府県 限界税率 決定係数 DW

北　海　道
-0.00764
（-0.16）

-0.0883 1.347 青　　　森 0.11061
（2.78） 0.0708 1.278

岩　　　手 0.11166
（2.91） 0.3597 1.201 宮　　　城 0.21621

（2.29） 0.3836 1.418

秋　　　田 0.13181
（5.29） 0.6921 0.81 山　　　形 0.0807

（1.07） 0.0128 1.057

福　　　島 0.27499
（4.45） 0.6102 1.092 茨　　　城

-0.0959
（-0.8）

-0.0313 0.605

栃　　　木 0.159
（0.63）

-0.0528 0.762 群　　　馬 0.0052
（0.07）

-0.0904 0.56

埼　　　玉 0.0734
（0.83）

-0.0266 0.356 千　　　葉
-0.1501

（-0.96）
-0.067 0.666

神　奈　川 0.495
（5.73） 0.726 1.63 新　　　潟 0.1828

（3.51） 0.4856 1.318

富　　　山 0.1514
（3.17） 0.4305 0.672 石　　　川 0.2651

（2.77） 0.3566 1.052

福　　　井 0.1701
（1.9） 0.1787 0.929 山　　　梨 0.1562

（1.79） 0.1553 1.506

長　　　野 1.1672
（2.83） 0.3689 1.49 岐　　　阜 0.0605

（0.78）
-0.0336 0.834

静　　　岡 0.0662
（0.83）

-0.0271 1.266 愛　　　知 0.2202
（1.22） 0.0397 0.782

三　　　重 0.2670
（1.52） 0.0982 0.605 滋　　　賀 0.4951

（1.82） 0.1625 0.703

京　　　都 0.1784
（1.64） 0.1242 1.531 大　　　阪 0.0146

（0.21）
-0.0864 0.662

兵　　　庫 0.1892
（2.01） 0.203 0.785 奈　　　良

-0.0579
（-0.8）

-0.0304 0.602

和　歌　山 0.1730
（3.69） 0.5131 1.132 鳥　　　取 0.1869

（4.11） 0.5698 0.745

島　　　根 0.2367
（3.93） 0.5468 1.581 岡　　　山 0.1643

（1.21） 0.0376 0.979

広　　　島 0.0998
（1.76） 0.1479 1.165 山　　　口 0.0870

（1.6） 0.116 1.385

徳　　　島 0.2808
（30.03） 0.4055 1.359 香　　　川 0.1757

（2.11） 0.2242 1.229

愛　　　媛 0.1540
（1.42） 0.0782 0.978 高　　　知 0.2084

（5.96） 0.7419 1.307

福　　　岡 0.0695
（1.91） 0.1805 0.982 佐　　　賀

-0.0112
（-0.2）

-0.0869 0.783

長　　　崎 0.2541
（5.81） 0.7321 0.967 熊　　　本 0.0931

（1.97） 0.1926 1.591

大　　　分 0.2402
（4.7） 0.645 0.972 宮　　　崎 0.0936

（1.75） 0.1474 1.054

鹿　児　島 0.0902
（1.86） 0.1696 1.409 沖　　　縄 0.0788

（0.87）
-0.0203 0.752

全国計 0.0096
（1.49） 0.0917 0.411
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この適用課税所得に基づく限界税率と本研究における限界税率との

乖離が予想されるが、様々な限界税率の推定結果を紹介している

Mendoza, Razin and Tesar（1994）は、限界税率の水準は異なるが、そ

の変化については極めて類似していることを報告している（p.317）。本

研究の tax wedge の推定では、限界税率の変化よりも水準が問題とな

るので、時系列データと各適用課税所得に基づく限界税率の推定値の

差は、日本の tax wedge の推定値に乖離を生じさせていることが予想

されるが、各適用課税所得における個人所得と税収データの確保が困

難であることから、時系列データに基づく推定を行った。

4 ．都道府県の tax wedge

表 3 は、都道府県の消費税率と限界税率の推定結果に基づく、tax 

wedge の推定結果である。表には限界税率の推定結果が有意である 23

県の消費税率、限界税率と tax wedge が示されている。なお、47 都道

府県のデータは付表に示している。

23 県の tax wedge の平均値は、1.48 である。この値は、追加的労働

供給 1 単位から得られる私的財の量が税制によって 32％（＝（1－1.48－1）

×100％）失われることを意味している。すなわち、課税によって 68％

分の私的財しか得られないことを意味している。この値は、Prescott

（2004）が推定したアメリカ 1.66、イギリス 1.82、フランス 2.6 との比

較において最も低い。また、坂井（2010）が推定した日本の tax wedge 

1.58（1980 － 2007）、1.38（1980 － 1990）、2.05（1991 － 2007）のいずれよ

りも低い値となっている。

しかし、個別的に tax wedge をみると、最小である熊本県は 1.22 で

あり、最大は神奈川県と滋賀県の 2.29 であり、大きな地域間格差が存

在している。この tax wedge の格差は以下のことを表している。すなわ

ち、熊本県民は、追加的労働供給 1 単位から得られる私的財が、税制に

よって 18％（＝（1－1.22－1）×100％）失われ、82％分の私的財が得られる

のに対して、神奈川県と滋賀県の県民は、それが 56％（＝（1－2.29－1）×
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100％）失われ、44％分の私的財しか手に入れることはできないという

ことである。このように熊本県を含めて tax wedge が 1.27 以下の県は

青森、岩手、秋田、福岡、鹿児島の 6 県があり、これらの県と神奈川

県・滋賀県の格差は 2 倍近いものとなっている。この推定値は過大推

定の可能性も否めないが、課税制度が労働インセンティブに与える影

響は都道府県ごとに大きく異なる可能性を示唆するものである。

また、tax wedge の地方の平均は、東北 5 県 1.37、北陸 3 県 1.43、四

国 3 県 1.45、九州 4 県 1.35 である。このように地方の tax wedge は都

市圏との比較において低い推定結果となっている。このことは、雇用

者報酬の水準と所得税・社会保険料の負担制度から理論的に予想され

たことであるが、重要なことは、低い地域と高い地域の格差である。

土居（2002）は北海道・東北、北陸・甲信越、中国・四国、九州といっ

た地方部への人口が、パレート最適な状態に比べて過大であったとい

う、分析結果を提示している（p.28）。この土居の分析結果とわれわれ

の tax wedge の推定結果は整合的である。すなわち、財政制度の結果

として、都市部は地方部と比較して tax wedge が高く設定されており、

労働供給インセティブが弱められている可能性がある。この分析結果

を踏まえるならば、「今後の財政制度改革は、都市部から地方部への財

政移転を助長する制度（主に地方交付税制度）を廃止し、都市部の住民

が租税負担に応じた行政サービス（公共財）の便益を享受できる制度

（各地方政府に対する実質的な課税自主権を与える地方税制）を確立すること

が求められる」（土居（2002）、p.31）、という提案が支持される⑼。

表 3 には税率以外に主要経済指標が提示されている。県民所得と雇

用者報酬は、市場によって決定された所得である。1 人当たりの県民所

得が最低である長崎の 223 万円と最高の神奈川県の 333 万円とでは、

1.4 倍の格差がある。また、1 人当たりの実質雇用者報酬では、最低の

秋田の 392 万円と最高の神奈川の 558 万円では、同様に 1.4 倍の格差が

ある⑽。このような地域間の所得の不平等を是正するために財政からの

様々な措置が執られてきた。その政策の集約的結果が tax wedge とみ
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なすことができる。

表 3　各県のtax wedgeと主要経済指標

都道府県 限界税率 消費税率 Tax wedge 県民所得 雇用者報酬
tax wedge
で 除 し た
県 民 所 得

tax wedge
で 除 し た
雇用者報酬

青 森 0.1106 0.1192 1.2584 2358.3 4145.1 1874.0 3293.8
岩 手 0.1117 0.1163 1.2566 2447.3 4211.4 1947.6 3351.5
宮 城 0.2162 0.1637 1.4847 2647.4 4731.1 1783.1 3186.6
秋 田 0.1318 0.0968 1.2633 2405.7 3918.3 1904.3 3101.7
福 島 0.2750 0.1343 1.5645 2831.8 4495.0 1810.1 2873.2
神 奈 川 0.4950 0.1588 2.2947 3333.6 5581.7 1452.7 2432.4
新 潟 0.1828 0.1492 1.4062 2766.3 4585.0 1967.2 3260.5
富 山 0.1514 0.1469 1.3515 3167.8 4826.4 2343.9 3571.1
石 川 0.2651 0.1441 1.5567 2978.0 4520.1 1913.0 2903.6
福 井 0.1701 0.1479 1.3831 2844.2 4543.5 2056.4 3284.9
滋 賀 0.4951 0.1587 2.2949 3222.3 4731.2 1404.1 2061.6
兵 庫 0.1892 0.1498 1.4181 2896.8 5190.1 2042.7 3659.9
和 歌 山 0.1730 0.2048 1.4568 2555.2 4799.1 1754.0 3294.3
鳥 取 0.1869 0.1344 1.3952 2478.6 4437.7 1776.5 3180.7
島 根 0.2367 0.1182 1.4650 2473.5 4388.7 1688.4 2995.8
徳 島 0.2808 0.1092 1.5423 2834.3 4426.8 1837.7 2870.2
香 川 0.1757 0.1577 1.4044 2755.0 4879.6 1961.7 3474.6
高 知 0.2084 0.1031 1.3936 2266.5 4922.0 1626.4 3531.9
福 岡 0.0695 0.1496 1.2355 2728.0 4753.2 2208.0 3847.3
長 崎 0.2505 0.1088 1.4865 2228.8 4167.5 1499.4 2803.7
熊 本 0.0931 0.1084 1.2222 2333.4 4463.2 1909.1 3651.7
大 分 0.2402 0.1888 1.5645 2667.8 4499.4 1705.2 2876.0
鹿 児 島 0.0902 0.1183 1.2291 2279.5 4238.1 1854.6 3448.1
平 均 0.2086 0.1386 1.4751 2673.9 4585.0 1812.7 3108.2
標準偏差 0.1065 0.0269 0.2753 307.3 356.8 218.1 404.3
最 小 0.0695 0.0968 1.2222 2228.8 3918.3 1404.1 2061.6
最 大 0.4951 0.2048 2.2949 3333.6 5581.7 2343.9 3847.3

注 1 ．県民所得は県民１人当たりの実質県民所得（千円）
2 ．雇用者報酬は、労働者１人実質雇用者報酬（千円）
3 ．県民所得と雇用者報酬は、名目額をデフレーで実質化している。

県内総生産（生産側、デフレーター：連鎖方式）
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表 3 の tax wedge の推定結果の長崎 1.49、秋田 1.26、神奈川 2.29 を

利用すると、1 人当たりの県民所得は、長崎県は 223 万円が税制によっ

て 73 万円失われ 150 万円に、神奈川県は 333 万円が 188 万円失われ

145 万円となる。また、1 人当たりの実質雇用者報酬では、秋田は 392

万円が税制によって 82 万円失われ 310 万円に、神奈川は 558 万円が

315 万円失われ 243 万円となる。この結果、神奈川県の 1 人当たりの県

民所得は、1 位から 10 位に下げ、長崎県は最下位 23 位から 21 位に

なっている。また、神奈川県の 1 人当たりの雇用者報酬は、1 位から

22 位に下げ、秋田県は最下位から 15 位に順位を上げている。滋賀県も

神奈川県と同様に順位を下げている。滋賀県の tax wedge 調整後の県

民所得は、322 万円が 182 万円失われ 140 万円に、実質雇用者報酬は

473万円が167万円失われ206万円となり、いずれも最下位となっている。

また、所得分配の不平等の是正は、所得の平準化を実現することに

あるが、標準偏差で確認すると、1 人当たりの県民所得は、31 万円か

ら 22 万円に縮小しているが、1 人当たりの雇用者報酬は、36 万円から

40 万円に逆に拡大している。このことは、日本の財政制度による所得

再分配成策が、所得分配の是正ではなく、不平等を拡大させている可

能性を示唆するものである。

各県の 1 人あたりの実質雇用者報酬は、tax wedge で租税負担を考慮

すると、その順位が大幅に変わり、かつ、標準偏差が大きくなる。こ

れは、日本の財政制度が過度の所得再分配を行い、資源配分を歪めて

いることを示唆するものである。

土居（2008）は、中央政府と地方政府の資金の流れに基づき、都道府

県ごとの純便益を推定している。この土居の純便益は、日本の課税制

度および地方財政制度に基づいて、国税の納税額と国から地方に配分

されている受取額（地方譲与税、地方交付税、国庫支出金）から算出した

ものである⑾。1990 － 2003 年度では、北海道は純便益が 41.9 万円であ

り、納めた国税よりも、41.9 万円多く受け取っていたことになる。東

京都は－134 万円であり、受取額を超えた国税を 134 万円支払っていた
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ことになる⑿。このような地域間の所得再分配政策は、近年、都市部の

納税者の負担が増し、地方部の住民の「ただ乗り」が助長されている

と土居は指摘している。この土居の純便益は、課税後に移転所得を調

整した可処分所得であり、tax wedge の代理変数の一つと考えられるか

もしれない。土居が提案しているように、地域政策、特に所得再分配

政策は tax wedge や純便益のような客観的な指標に基づいて立案・提

案することが必要と考えられる⒀。

5 ．結び

Romer（2010）は、経済活動から得られる私的収益と社会的収益を調

整するような制度や政策を社会的基礎資本 Social infrastructure と呼

んでいる（p.164）。また、Hall and Jones（1999）によると、社会的基礎

資本は、個人が熟練を蓄積し、企業が資本を蓄積することによって、

財・サービスを生み出す経済環境を決定する制度や政府の政策を意味

するとし、そのような社会的基礎資本は価格を適正にするとしている

（p.84）。この意味で課税制度は社会的基礎資本であり、tax wedge は課

税制度が資源配分をどれだけ歪めているかを示す指標とみなすことが

できる⒁。tax wedge が資源配分をあまり歪めないという意味で適正で

あるならば、それは経済主体のインセンティブに影響を及ぼし、社会

は多くの便益を得ることができると考えられる。

われわれは都道府県別に tax wedge を推定することを試みた。その

結果、47 都道府県のうち 23 県で安定的な結果が得られ、少なくともこ

の 23 県に関しては tax wedge に大きな格差が存在していることが明ら

かになった。具体的には、1 人当たり県民所得や雇用者報酬は、tax 

wedge で租税負担を考慮することによって、その順位が大きく入れ替

わり、雇用者報酬に関しては標準偏差が小さくなっているのではなく、

逆に大きくなる。このことから、わが国の財政制度は過度な所得再分

配を行うことによって資源配分を歪めている可能性が示唆される。

最後に、今後の研究課題について述べる。第一に、本稿では、国税
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による資源配分の歪みは考慮したが、地方税による資源配分の歪みは

簡単化のため考慮しなかった。しかし、現実の税制では、地方税体系

の中にも所得課税や消費課税があり、本来はこうした歪みを考慮する

必要がある。第二に、地方財政においてしばしば指摘される地方にお

ける地方公共財の過大供給問題に対して、tax wedge がどのような影響

を与えているか実証分析により明らかにすることである。第三に、本

稿では、労働所得税率の推定を都道府県別に行ったが、分析期間が短

いことから、本来はパネルデータ分析を行う必要があると考えられる。

以上、三点が今後の研究課題である。

⑴ Prescott（2002）、（2004）の論文の概要は、坂井（2010）と國枝（2008）
を参照。Prescott の論文への批判と反論については、國枝（2008）, p.52-59
参照。

⑵ 土居（2002）、p.11, p.13 及び p.14 の地方政府、家計及び国の予算制約式
参照。

⑶ Prescott（2002）、（2004）の基本モデルについては、坂井（2010）参照。
⑷ 労働所得への課税は累進税であり、労働所得の限界税率は、次式で定義

される。
τh＝dT（wtht）/d（wtht）、なお、T（wtht）は一般的な租税関数である。

Prescott（2002）, p.7,（2004）, p.4、坂井（2010）, p.811 参照。
⑸ Prescoot（2004）の消費税率τc の推定は次式に基づいている（p.6）。

消費税率τc＝
消費の純間接税

民間消費支出－消費の純間接税

消費の純間接税＝（
2
3
＋

1
3

民間消費支出
民間消費支出＋民間投資

）純直接税

また、坂井（2010）の推定式は次式によって推定している（p.804）。

消費税率τc＝
生産・輸入品に課される税－補助金

民間消費支出－生産・輸入品に課される税
⑹ Prescoot（2004）の労働所得税の限界税率τh の推定は次式に基づいて

いる（p.6）。

社会保険税の限界税率τs＝
社会保険税

労働分配率（GDP －純間接税）

平均所得税率＝
直接税

GDP －純間接税－固定資本減耗
労働所得税の限界税率τh＝τs＋1.6 平均所得税率
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⑺ 坂井（2010）では、政府の財政赤字額（資金過不足）の 50％を所得税に
加えるという調整を行っている。その調整後の OLS による限界税率の推
定結果は 0.15 となっている（p.802 参照）。なお、坂井（2010）の計量モ
デル次式である。

個人所得税 t＝αl＋τl（雇用者報酬 t）＋ut

社会保険料 t＝αs＋τs（雇用者報酬 t）＋et

そして、限界税率τh＝τl＋τs である。
⑻ この限界税率は次式で定義される。

限界税率＝
n

Σ
i＝1

wi
（Ti ＋ 1 － Ti）
（Yi ＋ 1 － Yi）

なお、wi はウェイト（法定税率に基づく各適用課税所得の所得シェア）、
Ti は各適用課税所得の税収、Yi は各適用課税所得における個人所得である。
この限界税率や本稿の限界税率も含めた限界税率の定義と推定方法につい
ては、Mendoza, Razin, and Tesar（1994）, pp.315-320 を参照。日本の所得
税法に基づく適用課税所得については、石（2008）, p.404 参照。

⑼ また、土居（2008）は、一般政府の財政収支の改善のために、地方交付
税率（国税収入のうち地方交付税に充当する割合）を引き下げることを提
案している。「地方交付税を抑制できれば、国の一般会計の基礎的財政収
支は当然改善する。後は、地方自治体が歳出削減に自助努力することで、
地方交付税が減額されたほどには地方財政収支は悪化せずに、国と地方を
合わせた基礎的財政収支も改善する」ことを指摘している（p.86）。

⑽ 47 都道府県では、1 人当たりの実質県民所得所の最低は沖縄県の 212 万
円、最高は東京都の 461 万円であり、その格差は 2.2 倍である。また、人
当たりの実質雇用者報酬の最低は秋田県の 392 万円、最高は東京都の 673
万円であり、その格差は 1.7 倍である（付表 2 参照）。

⑾ 土居（2008）の純便益は次式に基づいている。
純便益＝国税徴収額全県計－国からの財政移転全県計（地方譲与税、地

方交付税、国庫支出金）＋当該県の国からの財政移転受取額－当該県の国
税徴収額、（p.84）。

⑿ 土居（2008）の純便益の推定は 4 期間において行っているが、ここでは、
本研究期間に最も近接している 1990 － 2003 年度のデータついて相関係数
を推定した（p.85 参照）。

⒀ 土居（2010）は、地域間格差に対応する政策のために客観的指標として、
ジニ係数、Reynolds-smolensky 係数、Kakwani 係数、Atkinson-Plotnick 係
数などを提案している。

⒁ Hall and Jones（1999）は、「よい社会的基礎資本は、ポジテブな側面で
はこれらの収益が、工場で働くことから、新しいアイデアを創造するため
に人的物的な投資をすること、または、海外から技術移転することまで、
経済における活動範囲を横断する形において確実に維持されているという
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ことを保証している。そして、負の側面では、窃盗から腐敗までについて
もこれらの収益が厳格に保たれていることが確保されていなければならな
い」と説明している（p.97）。社会的基礎資本に関する議論は、Romer

（2010）、第 3 章 3.10 節参照。

付表 1　都道府県別消費税率
年度 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

北 海 道 9.3 9.6 10.2 10.5 10.5 10.6 10.5 10.3 9.4 9.9 10.5 10.3 10.5 

青 森 県 10.2 10.9 11.7 11.7 11.9 12.0 11.1 12.0 12.0 12.0 12.6 13.0 13.9 

岩 手 県 9.9 11.2 12.0 11.7 11.5 11.5 11.4 11.5 11.9 11.7 11.6 11.8 13.5 

宮 城 県 15.8 16.2 17.0 16.9 16.1 16.9 16.4 16.2 16.1 16.3 16.4 14.0 18.5 

秋 田 県 9.6 10.3 10.3 10.4 9.9 9.6 9.2 9.0 9.0 9.3 9.3 9.5 10.4 

山 形 県 9.7 10.4 11.8 11.8 11.7 11.6 10.9 10.5 11.1 11.8 11.8 11.7 12.1 

福 島 県 13.6 14.2 14.8 14.2 13.5 13.4 13.1 12.5 12.5 13.3 13.6 13.6 12.1 

茨 城 県 14.8 16.0 16.5 16.9 17.2 17.6 16.6 17.1 16.6 16.9 16.9 17.1 19.5 

栃 木 県 12.3 12.2 12.5 12.1 12.8 13.0 12.5 12.1 12.1 12.1 12.7 12.7 13.3 

群 馬 県 13.9 14.9 15.9 15.4 14.3 13.5 12.9 12.6 12.6 13.1 12.4 12.3 14.3 

埼 玉 県 9.3 9.8 10.1 9.7 9.6 9.8 9.6 9.2 9.5 10.2 10.6 10.5 10.0 

千 葉 県 11.5 11.1 12.3 11.9 12.1 12.1 11.5 11.4 11.1 11.6 11.9 12.0 12.4 

東 京 都 17.3 18.3 18.1 17.0 16.6 17.1 16.4 15.6 15.9 17.0 16.8 17.1 17.9 

神奈川県 14.3 15.3 15.8 15.4 15.7 16.1 15.7 15.8 15.8 16.5 16.3 16.1 17.9 

新 潟 県 14.2 15.5 15.8 15.4 14.8 14.7 14.4 14.1 14.7 15.2 14.6 14.2 16.4 

富 山 県 13.3 14.5 15.0 14.7 14.0 14.3 14.4 14.2 14.5 15.3 15.1 14.8 16.8 

石 川 県 13.6 14.2 15.3 15.2 14.7 14.1 13.7 13.4 13.5 14.0 14.9 14.8 15.8 

福 井 県 14.6 15.4 16.1 15.2 14.7 15.3 14.4 13.7 13.7 14.2 14.5 14.8 15.6 

山 梨 県 9.4 9.9 11.4 10.5 10.6 10.6 9.9 10.2 10.9 11.0 10.9 11.2 11.9 

長 野 県 11.7 11.9 12.2 11.1 11.0 11.0 10.5 10.2 10.4 10.5 10.7 10.5 11.8 

岐 阜 県 12.2 12.0 13.4 13.2 13.3 14.1 14.0 13.7 13.7 14.3 14.9 14.3 15.3 

静 岡 県 14.6 16.8 16.5 16.4 16.3 16.4 16.1 15.5 16.1 16.4 16.4 16.8 18.1 

愛 知 県 15.6 17.8 17.6 17.3 16.8 17.3 16.5 16.0 16.2 16.4 17.1 16.9 17.8 

三 重 県 17.0 16.7 17.9 17.6 17.7 17.5 17.2 16.5 18.1 18.2 19.5 20.0 21.2 

滋 賀 県 15.2 17.1 16.6 17.0 16.0 15.8 15.2 14.4 14.7 16.0 16.4 16.3 15.7 

京 都 府 14.8 15.8 16.9 15.3 15.5 15.6 14.6 13.8 13.5 15.1 15.4 15.0 14.8 

大 阪 府 15.2 17.1 17.8 17.6 17.2 17.7 17.5 17.2 17.9 19.5 19.5 19.2 21.9 

兵 庫 県 15.3 15.3 15.8 15.7 15.7 15.3 15.2 14.3 14.3 15.0 14.9 14.3 13.6 

奈 良 県 6.4 7.3 7.9 7.9 7.7 8.0 8.2 7.9 8.1 8.3 8.8 8.3 8.6 
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和歌山県 20.4 20.4 22.9 22.2 21.1 21.9 20.5 18.1 18.7 19.5 19.9 18.5 22.1 

鳥 取 県 12.5 13.1 13.9 13.5 13.0 14.4 12.3 12.3 13.3 13.5 13.5 13.4 15.8 

島 根 県 10.4 11.2 12.9 12.5 11.7 12.0 11.9 11.1 11.5 11.6 11.9 11.9 13.1 

岡 山 県 19.8 20.9 21.2 21.1 19.6 20.9 20.8 19.9 20.5 20.4 20.7 20.3 25.4 

広 島 県 13.2 13.8 14.1 13.5 12.9 12.8 12.6 12.1 12.3 12.8 12.8 12.5 13.7 

山 口 県 15.3 15.9 16.6 16.4 16.3 16.3 16.2 15.6 15.8 16.7 16.4 16.4 18.9 

徳 島 県 9.9 10.9 11.3 11.0 10.7 11.1 10.9 10.9 10.7 11.2 10.6 10.5 12.2 

香 川 県 14.1 14.8 15.2 14.9 14.5 15.2 15.8 16.1 15.9 16.5 17.0 16.4 18.6 

愛 媛 県 13.2 14.2 15.4 15.8 15.6 15.7 15.2 15.5 15.4 15.4 15.5 16.0 18.4 

高 知 県 9.5 9.8 11.3 11.0 10.7 10.6 9.7 8.8 10.0 10.2 10.6 10.2 11.5 

福 岡 県 14.0 15.3 15.6 15.6 14.8 14.9 14.2 14.0 14.4 14.9 15.4 15.5 15.7 

佐 賀 県 12.8 13.3 14.3 14.0 13.9 14.0 12.7 12.9 13.5 13.8 14.5 14.7 15.8 

長 崎 県 9.9 10.6 11.1 11.2 10.3 10.9 10.9 10.6 10.6 11.1 11.7 11.1 11.6 

熊 本 県 9.7 9.7 9.9 11.0 10.8 10.9 10.6 10.5 11.5 11.1 11.3 11.3 12.7 

大 分 県 14.8 16.8 18.1 18.0 18.6 18.2 18.0 18.9 20.0 19.0 20.1 20.1 24.8 

宮 崎 県 9.6 9.7 12.0 12.7 12.1 12.4 12.3 11.7 12.1 13.1 14.4 14.3 14.4 

鹿児島県 10.2 10.9 11.8 12.1 11.5 11.6 11.2 11.3 11.9 12.1 12.2 12.4 14.4 

沖 縄 県 13.3 15.9 15.7 15.5 15.4 15.1 15.4 15.3 15.4 15.8 15.2 15.1 16.6 

全 県 計 13.7 14.6 15.1 14.8 14.6 14.8 14.3 14.0 14.2 14.8 15.0 14.9 15.9 

付表 2　都道府県のtax wedgeと主要経済指標
都道府県 限界税率 決定係数 DW 消費税率 tax wedge 県民所得 雇用者報酬

北海道
-0.00764
（-0.16）

-0.0883 1.347 0.102 1.09328  2680.1  4826.8

青 森 0.11061
（2.78） 0.0708 1.278 0.119 1.25843  2421.9  4145.1

岩 手 0.11166
（2.91） 0.3597 1.201 0.116 1.25658  2535.5  4211.4

宮 城 0.21621
（2.29） 0.3836 1.418 0.164 1.48468 2736.0  4731.1

秋 田 0.13181
（5.29） 0.6921 0.810 0.097 1.26329  2646.0  3918.3

山 形 0.08073
（1.07） 0.0128 1.057 0.113 1.21058 2622.5  4323.2

福 島 0.27499
（4.45） 0.6102 1.092 0.134 1.56447 2984.5  4495.0

茨 城
-0.09588
（-0.80）

-0.0313 0.605 0.169 1.06678 3075.4  4807.2

栃 木 0.15900
（0.63）

-0.0528 0.762 0.125 1.33762  3226.4  5048.5
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群 馬 0.00520
（0.07）

-0.0904 0.560 0.137 1.14293 3011.9  4998.2

埼 玉 0.07340
（0.83）

-0.0266 0.356 0.098 1.18530  3148.0  5226.8

千 葉
-0.15007
（-0.96）

-0.0670 0.666 0.118 0.97170 3135.9  5029.2

東 京 ── ── ── 0.170 ── 4612.9  6730.0

神奈川 0.49500
（5.73） 0.7260 1.630 0.159 2.29473  3421.2  5581.7

新 潟 0.18275
（3.51） 0.4856 1.318 0.149 1.40622  2871.5  4585.0

富 山 0.15140
（3.17） 0.4305 0.672 0.147 1.35151 3270.7  4826.4

石 川 0.26508
（2.77） 0.3566 1.052 0.144 1.55674  3092.3  4520.1

福 井 0.17008
（1.90） 0.1787 0.929 0.148 1.38313  2998.0  4543.5

山 梨 0.15620
（1.79） 0.1553 1.506 0.107 1.31135  2919.0  5065.8

長 野 1.16723
（2.83） 0.3689 1.490 0.110  3091.5  4909.7

岐 阜 0.06050
（0.78）

-0.0336 0.834 0.137 1.21064 2900.9  4575.5

静 岡 0.06624
（0.83）

-0.0271 1.266 0.163 1.24591  3434.0  4836.5

愛 知 0.22016
（1.22） 0.0397 0.782 0.169 1.49867  3588.1  5202.9

三 重 0.26697
（1.52） 0.0982 0.605 0.181 1.61096  3152.9  4924.9

滋 賀 0.49510
（1.82） 0.1625 0.703 0.159 2.29489  3376.5  4731.2

京 都 0.17837
（1.64） 0.1242 1.531 0.151 1.40056  3001.7  4987.1

大 阪 0.01458
（0.21）

-0.0864 0.662 0.181 1.19852  3221.8  6023.9

兵 庫 0.18921
（2.01） 0.2030 0.785 0.150 1.41811  2992.7  5190.1

奈 良
-0.05788
（-0.80）

-0.0304 0.602 0.080 1.02052 2875.8  5574.0

和歌山 0.17298
（3.69） 0.5131 1.132 0.205 1.45678  2573.1  4799.1

鳥 取 0.18694
（4.11） 0.5698 0.745 0.134 1.39521  2573.1  4437.7

島 根 0.23671
（3.93） 0.5468 1.581 0.118 1.46497  2570.6  4388.7

岡 山 0.16430
（1.21） 0.0376 0.979 0.209 1.44651  2866.1  4826.7

広 島 0.09977
（1.76） 0.1479 1.165 0.130 1.25545  3074.2  5117.3
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二
五
九
）

山 口 0.08699
（1.60） 0.1160 1.385 0.164 1.27441  2948.2  4545.6

徳 島 0.28083
（30.03） 0.4055 1.359 0.109 1.54233  2952.6  4426.8

香 川 0.17565
（2.11） 0.2242 1.229 0.158 1.40436  2818.0  4879.6

愛 媛 0.15397
（1.42） 0.0782 0.978 0.155 1.36483  2631.3  4167.3

高 知 0.20844
（5.96） 0.7419 1.307 0.103 1.39356  2337.3  4922.0

福 岡 0.06954
（1.91） 0.1805 0.982 0.150 1.23547  2796.5  4753.2

佐 賀
-0.01123
（-0.20）

-0.0869 0.783 0.139 1.12606  2607.6  4423.6

長 崎 0.25405
（5.81） 0.7321 0.967 0.109 1.48645  2301.2  4167.5

熊 本 0.09310
（1.97） 0.1926 1.591 0.108 1.22224  2418.9  4463.2

大 分 0.24016
（4.70） 0.6450 0.972 0.189 1.56448  2785.1  4499.4

宮 崎 0.09364
（1.75） 0.14740 1.054 0.124 1.23971  2332.3  4149.2

鹿児島 0.09017
（1.86） 0.16960 1.409 0.118 1.22910  22368.9  4238.1

沖 縄 0.07878
（0.87）

-0.02030 0.752 0.154 1.25226  2119.1  4051.9

全国計 0.14021 ── ── 0.147 1.33367  3156.8  5140.7
注 1 ．県民所得は県民１人当たりの県民所得（千円）

2 ．雇用者報酬は、労働者１人実質雇用者報酬（千円）
3 ．県民所得と雇用者報酬は、名目額をデフレーで実質化した。

県内総生産（生産側、デフレーター：連鎖方式）
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Hitotsubashi University, 1-38.

Hall, Robert F. and Charles I. Jones（1999）, “Why do some countries produce 
so much more output per worker than others?”, Quarterly Journal of 
Economy, 114, 83-116.

Ljungqvist, Lars and Thomas J. Sargent（2006）, “Do Tax Explain European 
Employment? Individual Labor, Human Capital, Lotteries and Saving,” NBER 
Macroeconomic Annual, 181-224.

Mendoza, Enrique G. and  Assaf Razin , Linda L. Tesar （1994）, “Efective tax 
rates in Macroeconomics Cross-country estimates of tax rates on factor incomes 
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